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まえがき

　レーダーリモートセンシングによって，従来は測定不可能であった台風内部の

激しい風雨や目に見えない高層大気の振動が，地上にいながらにして測定できる

ようになった．1920年代に電離層高度の測定のために発明されたこの技術は，第

2次世界大戦の末期からまず気象予報業務に用いられるレーダーに適用されて急

速に発展した．その後高層の電離大気の構造を調べる大型レーダーが誕生し，そ

れが大気を測定するレーダーに発展した．両者はそれぞれ気象レーダーあるいは

大気レーダーと呼ばれ，両分野の研究者や技術者が独立に取り扱うところであっ

た．しかしいずれも同じ起源を持つものであり，また同じ地球大気環境を対象に

するものであることから，当然それらの技術基盤や観測対象には共通したものが

多くある．本書はそうしたレーダーリモートセンシングに共通する基礎と両レー

ダーの実際をできるだけ体系的に論じた学術書である．理論的な基礎を具体的な

観測例に照らして論じることにより，気象や大気の分野のみならず広くレーダー

リモートセンシングを学ぶ読者の参考になるよう配慮した．また，経験豊かな専

門家や研究者のために最新の研究開発の動向についても例を挙げて述べている．

昨今のレーダーリモートセンシングの発展には目覚しいものがある．新方式

レーダーの開発が新しい観測的発見をもたらし，それがまた新機能を備えた新

レーダーの開発を促す．レーダーリモートセンシングはまさに工学と理学の学際

領域で渦を巻くように発展する学問であるといえる．本書が関連研究分野の今後

の発展にわずかなりとも貢献できれば著者の大きな喜びである．

2人の著者はそれぞれ，長い間，学と産の現場にいてレーダーリモートセンシン

グの研究，教育，および開発に携わってきた．しばしば大学院生や工場技術者に

その全容を把握できる教科書がないかと問われた．その都度気象レーダーの専門

書や大気レーダーに関する論文を挙げてはみたが，彼らの要求に的確に応えうる

ものはなかった．英文の教科書にも類似のものはまだない．やはり自分達で書こ

う，と考えたのが数年前の執筆の動機である．本書の目次を見ていただいても分

かるように，レーダーリモートセンシングは工学から理学のさまざまな分野に関

連している．理解を深めるためにはそれぞれの分野の基礎的な知識が必要である．



ii はじめに

だがすべての項目について等しく基礎を掘り下げて論じるには頁数も時間的余裕

も十分ではなかった．このため，著者は読者が第 1章から順に読み下す場合に最

も理解が容易となるような記述を心掛けた．まず第 7章まででレーダーリモート

センシングの基礎的知見を述べ，その後の各章で実際のレーダーシステムおよび

観測の例を論じている．一方で各章を個別に読んでいただく読者にも内容を十分

理解していただけるよう記述にはできる限りの配慮もしてある．より深く知りた

い項目については参考文献を参照していただくなり，それぞれに合った読み方を

していただきたいと願っている．

　

本書の完成には多くの方々の手をお借りした．厚く御礼を申上げる．まず小倉久

直京都大学名誉教授には第 5章までを丁寧に読んでいただき有益なご助言をいた

だいた．次いで以下の諸氏には個別の章について貴重なご助言をいただいた (敬称

略) : 佐藤亨 (京都大学大学院情報学研究科)，藤吉康志 (北海道大学低温科学研究

所)，井口俊夫 (独立行政法人情報通信研究機構)，堀之内武 (京都大学生存圏研究

所)，宮下裕章，岡村敦，若山俊夫 (以上三菱電機株式会社)，H. Luce (仏 Toulon

大学)．さらに以下の諸氏には貴重な資料の提供を受けた (敬称略) : 木村磐根 (京

都大学名誉教授)，前田耕一郎 (兵庫医科大学)，増田悦久 (元通信総合研究所)，山

中大学 (神戸大学大学院自然科学研究科)，R. J. Doviak (米国海洋大気局)，柴垣

佳明 (大阪電気通信大学)，川村誠治 (情報通信研究機構)，津田敏隆，山本衛，中

村卓司，橋口浩之，山本真之，三谷友彦，河野宜幸，古本淳一，G. Hassenpflug，

横山竜宏，植松明久，並びに博野雅文 (以上京都大学生存圏研究所)．本書を執筆

するにあたって加藤進京都大学名誉教授に温かいお励ましをいただいた．また鈴

木哲也 (京都大学学術出版会)，藤本りお (アリカ)両氏のご尽力がなければ本書は

陽の目を見なかっただろう．これらの方々に重ねて御礼を申し上げる．なお，本

書は財団法人京都大学教育研究振興財団の出版助成を受けた．深く謝して記す．

平成 16年 12月著者記す
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記号一覧 xi

　
　
記号一覧
　
　
本書で用いる主な変数，定数などの記号を示す．一つの記号に複数の表記がある

のは，慣用により同じ記号を異なる表記に用いるためで，混乱を生じないよう本

文中の該当箇所にはその都度注を付してある．

a: 複素受信信号の振幅，コルモゴロフ (Kolmogoroff)定数，導波管の長辺寸法，

扁平粒子の長軸径

a2: システム全体の効率

ae: 平均地球半径

a′e: 等価地球半径
A: ベクトルポテンシャル

Ae: アンテナの有効開口面積

b: 扁平粒子の短軸径，導波管の短辺寸法

B: 受信機の周波数帯域幅 (バンド幅)

B: 磁束密度 (magnetic flux density)

c: 真空中の光速，大気重力波の見かけの位相速度

C2
n: 乱流構造定数 (structure constant for the refractive index)

Cp: 定圧比熱

d: アレーアンテナの素子間隔

D: 球形散乱体の直径，降水粒子の粒径，風向，検出能 (detectability)

D: 電束密度 (electric flux density)

D0: 粒径分布の中央値 (median volume diameter)

Da: アンテナ直径 (開口径)，アンテナ間隔

Dm: 粒径分布の中心値 (mass weighted drop diameter)

e: 水蒸気圧

E: 受信機入力信号に含まれる全エネルギー，絶縁耐力

E: 電界強度 (electric field strength)

E0: 外部電界，送信電界
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Ea: アレーファクター (array factor)

Es: 散乱電界 (scattering field)

f : レーダー周波数，ドップラー周波数

f0: キャリア周波数 (carrier frequency)

fc: コヒーレント発振器 (COHO) の発振周波数

fd: ドップラー周波数

fd: 平均ドップラー周波数

fi: 慣性振動数

fN: ナイキスト周波数 (Nyquist frequency)

fs: サンプル周波数，局部発振器 (STALO) の発振周波数

F : 雑音指数 (noise figure)，アレーアンテナの放射パターン

g: 素子アンテナの放射パターン(素子パターン)，重力加速度

G: アンテナ利得

Gat: RASSの送信利得

h: 高度，ビーム高度

h: 水平偏波の方向を示す単位ベクトル

h(t): 窓関数

H: 乱流領域の鉛直スケール

H: 磁界 (magnetic field)

H1: スケールハイト (scale height)

H(f): 窓関数のスペクトル

i: 視線方向の単位ベクトル

I: 電流，散乱強度，複素受信信号の実数部

j: 複素単位 (j2 = −1)

J : 電流密度 (electric current density)

k: 伝搬定数 (propagation constant)，波数 (wave number)(= ω
√

εμ = 2π/λ)，ボ

ルツマン定数 (= 1.38× 10−23 J K−1)，減衰率，大気重力波の水平波数，視

線方向ドップラー速度と速度幅の推定誤差係数

k0: 真空中の波数

ka: 吸収係数 (absorption coefficient)，音波の波数

ka: 音波の波数ベクトル

kb: ブラッグ波数

kB: 浮力スケールに対応した波数
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K: 減衰係数，鉛直渦拡散係数 (vertical eddy diffusivity)

Ka: 大気の減衰係数

Kc: 雲の減衰係数

KDP: 伝搬位相差変化率 (specific differential phase)

Kh: 水滴の減衰係数

Ko: 酸素の減衰係数

Kr: 降水の減衰係数

Kw: 水蒸気の減衰係数

l: 自己相関のタイムラグ (autocorrelation lag)，微小ダイポールの長さ，分反射

の層の厚さ，ミー係数 (Mie coefficient)の次数

l0: 慣性小領域における半波長スケール

L: 乱流領域の水平スケール，レーダーシステムの損失

LB: 慣性小領域における乱流の最大スケール (浮力スケール)

LDR: 直交偏波抑圧比 (linear depolarization ratio)

m: 修正屈折率 (modified refractive index)，離散時系列信号の番号，鉛直波数

mK : (相対) 複素屈折率 (complex index of refraction)

mn: 粒径分布の n次モーメント

M : 修正屈折指数 (refractive modulus)，離散時系列信号の周期 (サンプル数)，

FFTおよび DFTの点数，散乱源の個数，大気平均分子量

MI: 独立したサンプルの総数

Mn: 屈折率勾配 (vertical gradient of refractive index)

n: 大気の電波屈折率 (refractive index)，コヒーレント積分の加算サンプル数 (コ

ヒーレント積分回数)

n0: 雑音のパワースペクトル (= N0/2)

nr: 相対屈折率 (relative refractive index)

N : 雑音電力，ナイキスト数 (Nyquist number)，ブラント・バイサラ振動数 (Brunt-

Väisälä frequency)，時系列の予測理論に基づくパラメータ推定の次数，素

子アンテナ数，パルス圧縮のパルス分割数 (ビット長)

N(D): 粒径分布

N(r): 誘電体の密度分布

N0: 粒径分布パラメータ (分布曲線の切片)，正または負の雑音パワースペクトル

Ncoh: コヒーレント積分数

Ne: 自由電子密度
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Ninc: インコヒーレント積分数

p: 大気圧，大気乱流スペクトル指数

p: 音圧

P : 全電力，耐電力

P : 誘電分極，スペクトルパラメータ推定のパラメータベクトル

Pa: RASSの音源出力

Pr: 受信電力

Ps: 総放射電力，散乱電力

Pt: 送信電力，ピーク送信電力

q: 水蒸気混合比 (混合比)

Q: 電荷，複素受信信号の虚数部

r: レーダー・標的間距離，扁平粒子の長軸・短軸比

ra: 最大観測距離

R: 降水強度，乾燥空気の気体定数 (= 287 J K−1 kg−1)

Rd: 送信デューティ比 (duty ratio)

s: 水平距離，飛跡に沿う距離，レーダービーム内の電波充満の度合い

s: 直線偏波の後方散乱行列

S: 信号電力

S: 複素ポインティングベクトル (complex Pointing vector)

Si: 入射電力密度

SN: 雑音のパワースペクトル

Ss: 散乱電力密度

SS: 信号のパワースペクトル

SNR: 信号対雑音電力比

t: 時間

T : 大気温度，雑音温度，パルス繰り返し時間

T0: 周囲温度

Ts: データ間隔 (サンプル間隔)

Tsa: システム雑音温度

Tsky: 外来雑音温度

Tv: 大気の仮温度 (atmospheric virtual temperature)

TW: サンプル窓幅 (window width)

u: 東向き水平風速
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v: 電波の伝搬速度，北向き水平風速，複素受信信号，時系列信号，ドップラー

速度

v: 風ベクトル (vx, vy, vz)，垂直偏波の方向を示す単位ベクトル

vd: ドップラー速度

vd: 平均ドップラー速度

vh: 水平風速

vN: ナイキスト速度

vr: レーダー視線方向速度

vz: 風速の鉛直成分 (鉛直流; w)

V : 散乱体積，降水粒子の体積

z: 海抜，高度

Z: レーダー反射因子 (radar reflectivity factor)

ZDR: レーダー反射因子差 (differential reflectivity)

Ze: 等価レーダー反射因子 (equivalent radar reflectivity factor)

w: 鉛直流 (風速の鉛直成分; vz)

wd: 降水粒子の鉛直方向平均ドップラー速度

wT: 降水粒子の落下速度

W : 雲水量 (単位体積中の含水量)

WB: 信号の周波数帯域幅

α: 粒子の電波長，乱流拡散係数 (turbulence diffusion coefficient)，縮小因子，SDI

法において 2台のアンテナを結ぶ基線の方位角

γ: 動粘性係数，理想気体の比熱比

Γ: COPLAN走査平面の基線と平行な風ベクトル成分，乾燥断熱減率 (dry adiabatic

lapse rate)

δ: 遠方界での素子アンテナ間の位相差

Δr: 散乱体の深さ，距離分解能

ε: エネルギー消散率 (energy dissipation rate)

ε: 誘電率 (permittivity)

ε0: 真空中の誘電率，大気の誘電率

εr: 比誘電率

η: 固有 (波動) インピーダンス (intrinsic (wave) impedance)(=
p

μ/ε)，レーダー

反射率 (radar reflectivity)

ηa: アンテナ開口能率 (antenna aperture efficiency)
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θ: レーダービームの天頂角，風ベクトルの方位角，ブロードサイド方向からの

角度

θ1: アンテナビーム幅

θe: ビーム仰角

Θ: 温位

ϑ: レーダービーム主軸を基準にした E面内の天頂角，緯度

ϑB: E面ビーム幅

κ: 乱流の波数

»: 屈折 (誘電) 率の揺らぎの波数ベクトル

λ: レーダー波長

Λ: 粒径分布パラメータ (分布曲線の傾斜)

μ: 透磁率 (permeability)，修正ガンマ分布のパラメータ

μ0: 真空中の透磁率，大気の透磁率

ξDR: ZDR の真数表現

ρ: 電荷密度 (electric charge density)

|ρ|2: 分反射係数
ρa: 大気密度

ρhv: 偏波間相関係数 (correlation coefficient)

ρv: 水蒸気密度

ρw: 降水粒子密度

σ: 導電率 (electric conductivity)，レーダー断面積

σa: 吸収断面積 (absorption cross section)

σb: 後方散乱断面積 (backscattering cross section)

σf : ドップラー周波数幅 (周波数幅)(Doppler frequency spectrum width)

σr: 距離重み関数

σs: 散乱断面積 (total scattering cross section)

σt: 全断面積 (total cross section)，アンテナ径重み関数

σv: ドップラー速度幅 (速度幅)(Doppler velocity spectrum width)

τ : 送信パルス幅，タイムラグ，時間差，インコヒーレント積分時間，スパノ符号

復号時のサンプリング時間

τi: 独立サンプル時間 (independent sample time)

τc: 相関時間 (correlation time)

φDP: 偏波間位相差 (differential phase)
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ϕ: 受信信号の位相，レーダービーム主軸を基準にした H面内の天頂角

ϕB: H面のアンテナビーム幅

Φ: COPLAN走査平面に垂直な風ベクトル成分

Ψ: スカラーポテンシャル，COPLAN走査平面の基線と直交する風ベクトル成分

ω: 角周波数

ωd: ドップラー角周波数

Ω: 立体角，地球自転角速度 (= 7.292 × 10−5 s−1)
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第1章 序論

1.1 レーダーの原理

地球を取り巻く大気中には，さまざまな気象や大気現象があり，時々刻々と変化

している．本書は，これらの現象をレーダーによってリモートセンシングする手法

について述べる．リモートセンシングは離れた場所にある標的を測定する技術で

ある．レーダー (radar; RAdio Detection And Ranging)は，送信機 (transmitter)

で生成した電波をアンテナ (antenna) を介して空間に放射し，対象となる標的

(target) に照射されて散乱した電波のうち，後方散乱 (backscattering) して戻っ

てきた成分を再びアンテナを介して受信機 (receiver) で受信することによって，

標的の位置や動きを測定する無線装置である．通常，アンテナは送信と受信に同

一のものが使われる．標的位置は，電波の発射から散乱信号が戻ってくるまでの

時間によって算出される距離，および指向性を持ったアンテナで受信される散乱

信号の到来方向から求められる．

電波を散乱させる標的には，航空機や船舶などの孤立した対象物，降水や雲の

ような微小粒子の分布，および大気の乱流による電波屈折率の構造変化など，散

乱のメカニズムが異なるものが各種存在する．本書では，降雨や雲霧のような気

象に起因する標的および大気現象に起因する標的を扱う．前者の検出は主として

気象レーダー (meteorological radarまたは weather radar)，一方，後者の検出は

主として大気レーダー (atmospheric radar) によって行われる．図 1.1 (a) および

(b)に示すのは，それぞれ気象レーダーおよび大気レーダーの基本概念である．気

象と大気現象の散乱メカニズムに対応して，用いられる電波の周波数は異なるが，

レーダーの基本的な構成や標的の扱いおよび信号処理の考え方の多くは共通であ

るため，特に断らない限り両者を一体で扱う．また，標的の特質や信号の扱いが

異なる点，およびレーダー構成が異なる部分は，その違いを明らかにする．

なお，高度約 100 kmを越える上空は，大気の一部が電離して自由電子が存在

する空間 (電離圏) になる．ここでは，通常の大気中での電波の散乱とは異なる
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図 1.1 気象レーダーと大気レーダーの基本概念

メカニズムの散乱，すなわち自由電子によるインコヒーレント散乱 (incoherent

scattering; IS) が支配的になる．この領域のリモートセンシングにはインコヒー

レント散乱 (IS) レーダーが用いられるが，本書では 10.2.1項で大型大気レーダー

の一部にこの機能を含むものがあることを述べるにとどめる．

1.2 気象と大気に関するレーダーの歴史

パルスレーダー注 1) の原型は 1920年代から徐々に姿を現し始めていたが，現

在の気象レーダーの基本になるマイクロ波帯の電波を用いるレーダーが降水観測

に初めて用いられたのは 1940年代の初頭とみられる．一方，これ以前に既に電

波の散乱理論が L. Rayleigh，G. Mieらによって明らかにされていた．すなわち，

Rayleighは，大気中の降水粒子によって電波が散乱される強さは粒子径の 6乗に

比例し，使用する電波の波長の 4乗に逆比例することを示した [例えば Stratton,

1941; Battan, 1973]．また，Mieは，Rayleighの散乱理論が適用されない領域，す

なわち粒子径が波長の 1/10程度以上に大きくなる領域では，より厳密な散乱理論

による解釈が必要であることを示した [例えば Stratton, 1941]．これらは後出の

3.2節および 3.3節で論じるように，それぞれレイリー散乱 (Rayleigh scattering)

およびミー散乱 (Mie scattering) として知られる．さて，これらの理論をもとに，

注 1) 詳細は 8.1 節を参照．
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Ryde [1946]は 1941年から 1946年にかけて，マイクロ波帯の電波に対する，大気

中の降水粒子や雲による反射強度と減衰量の理論的な推定を行った．これがレー

ダーによる気象の定量観測の基礎となり，1947年 3月に第 1回目のレーダー気象

学会議 (Conference on Radar Meteorology; 米国気象学会主催)が米国MIT (マサ

チューセッツ工科大学) で開催された頃には，すでに降雨の定量観測が米国を中心

に進められていた．Marshall and Palmer [1948] によって明らかにされた，レー

ダー反射因子と降水強度の関係および雨滴の粒径分布に関する研究は，その後の

レーダー気象学研究の端緒となった．なお，レーダー気象学会議は，2003年夏で

31回目を数えるまでになっている．

一方，1950 年代に対流圏乱流による電波散乱を利用した見通し外 (over the

horizon; OTH) 通信の研究が盛んになった．この過程で晴天大気乱流 (clear air

turbulence; CAT) や散乱メカニズムの理解が急速に進んだ [Booker and Gordon,

1950] ことが，大気リモートセンシングの研究を促進した．大気レーダーの起源

は，1950年代末にGordon [1958]の理論的研究で導かれた原理に基づき，1960年

代に開発・建設が本格化した超大型の電離圏観測レーダーにある [Evans, 1969]．

1974年には，Woodman and Guillen [1974] が初めてそのうちの 1つのレーダー

を用いて中間圏・成層圏の風や乱流の観測が可能であることを示した．大気レー

ダーには，観測対象とする高度域に応じて，MST (中間圏・成層圏・対流圏) レー

ダー，ST (成層圏・対流圏) レーダー，BLレーダー (境界層レーダー; BLR) な

どがある．早期に開発されたのは，主として 50 MHz～1 GHz帯の周波数を用い

るMSTレーダーや STレーダーであり，後になって 1.3 GHzなどのマイクロ波

を用いる BLレーダーも実用化された．

1.3 レーダーで使用される電波の周波数

レーダーの送信電波として，数MHzから 100 GHzに至る広い範囲のさまざま

な周波数が用いられている．電波伝搬およびレーダー動作の基本原理は周波数に

よらず同じであるが，実際のレーダー構成および対象とする標的は，周波数によっ

て大きく変わる．基本的には，遠距離の大きな標的の検出には長い波長，すなわ

ち低い送信周波数が適しており，近距離の微小な標的の検出には短い波長，すな

わち高い周波数が適している．レーダーで使用される電波の周波数とその周辺の

周波数帯を図 1.2に示す．また，レーダー周波数帯の区分と主要な用途を表 1.1
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図 1.2 レーダーで使用される電波の周波数とその周辺の周波数帯

　

に示す．レーダー開発の歴史の中で，同表の区分の欄に示すようにレーダー周波

数帯を英文字で表現することが一般的に行われてきた．ところが，近年，文字に

よる周波数帯表現は具体周波数を示す上で不便であり，避けるべきであるとの見

方が国内外の学界を中心に広まっている．したがって，本書では，周波数表記に

関しては，特に断らない限り例えば“ Lバンド”という表現は避け，“ 1.3 GHz”

など，具体周波数を明示して表現する．

電波の散乱特性は波長と密接な関係にある．すなわち，対象とする標的および

散乱メカニズムに対応する最適な波長帯がある．降雨や雲霧のリモートセンシン

グでは，数 μmから数 mm の径を持つ降水粒子注 2) を対象にするため，波長数

mmのミリ波から波長数 cmのマイクロ波までがレーダー電波として用いられる．

この周波数帯では，波長数 cm以下の電波は伝搬経路上の降水粒子の存在によっ

て大きく減衰するため，その影響を評価することが必須である．

注 2) 降水粒子と非降水粒子を厳密に区別せず，両者をまとめて降水粒子と総称することも多い．本

書も特に断らない限りこの立場をとる．
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表 1.1 レーダーの周波数帯と主な用途

区分 周波数範囲 ITU*の規定 主要な用途
HF 3～30 MHz OTH レーダー, 大気観測
VHF 30～300 MHz 138～144 MHz 超長距離探索, 大気観測

216～225 MHz 同上
UHF** 300～3000 MHz 420～450 MHz 同上

890～942 MHz

L 1～2 GHz 1.215～1.4 GHz 長距離探索, 航空路管制, 大気観測
S 2～4 GHz 2.3～2.5 GHz 中距離探索, 航空管制

2.7～3.7 GHz 広域気象観測
C 4～8 GHz 5.25～5.95 GHz 長距離追尾, 気象観測
X 8～12 GHz 8.5～10.68 GHz 短距離追尾, 気象観測
Ku 12～18 GHz 13.4～14.0 GHz 高解像度衛星高度計測

15.7～17.7 GHz

K 18～27 GHz 24.05～24.25 GHz 空港面監視
Ka 27～40 GHz 33.4～36 GHz 近距離追尾, 気象観測
V 40～75 GHz 59～64 GHz リモートセンシング
W 75～110 GHz リモートセンシング
mm*** 110～300 GHz リモートセンシング

* : International Telecommunication Union (国際電気通信連合) の略．
**: これを 300～1000 MHz とすることもある [Skolnik, 1990]．

230 MHz～1 GHz は P バンドとも呼ばれる．
***: この周波数帯のレーダーはまだ実現していない．

一方，大気のリモートセンシングでは，大気乱流からの散乱が主な対象になる．

大気乱流にはさまざまな空間スケールのものがあるが，一般に空間スケールの大

きな乱流の方が大きいエネルギーを持つ．このため，大気リモートセンシングは

より大きなスケールを対象にする方が容易である．大気のレーダー観測では，波

長に対応する特定の空間スケールの散乱のみを検出する．したがって，極力大き

なレーダー波長を用いる方が観測を容易に行えることになる．実際にはアンテナ

構造の物理的な制約も考慮し，大気観測には数m程度までの波長を用いることが

多い．3.4.2項で論じるように，周波数 2～3 GHz周辺を境にして，これより低い

周波数帯では大気乱流，高い周波数では降水粒子の散乱が支配的である．このた

め，大気レーダーは一般に 3 GHzよりも低い周波数帯で運用される．これに対し

て，気象レーダーは一般に 2～3 GHzより高い周波数帯で運用される．後に 6.3
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節で論じるように，3 GHz程度よりも低い周波数の電波では，伝搬経路上の降水

や大気の組成によって生じる減衰をほぼ無視できる．

なお，大気観測手法の 1つに，雲霧粒よりもさらに小さな浮遊微粒子 (エアロゾ

ル)や大気分子を散乱体として利用するものがある．この場合は，マイクロメート

ル (10−6 m)サイズのエアロゾルと同程度の波長のレーザー光が用いられる．レー

ザーレーダーはライダー (lidar; LIght Detection And Ranging)と呼ばれ，気温逆

転層，水蒸気量や大気密度の観測に利用されている．また，近年ドップラー検出

機能を持つ風速測定が可能なコヒーレントドップラーライダー (coherent Doppler

lidar; CDL) も実用化している．
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第2章 電波の特性

2.1 電波の一般的性質

電界と磁界は，波動，すなわち電波 (または電磁波) として空間を伝わること

ができる．以下ではマクスウェルの方程式 (Maxwell’s equations) の解が空間を

伝搬する波動としての性質を持つことについて述べる．

2.1.1 基礎方程式

マクスウェルの方程式 電磁現象に関する 3つの基本法則，すなわちファラデー

の法則 (Faraday’s law)，アンペア・マクスウェルの法則 (Ampère–Maxwell law)，

およびガウスの法則 (Gauss’s law) を一連の微分方程式としてまとめたものをマ

クスウェルの方程式という．これによれば，電磁界の媒質中の電界強度 (electric

field strength) Eと磁界強度 (magnetic field strength) Hは，磁束密度 (magnetic

flux density) B，電流密度 (electric current density) J，および電束密度 (electric

flux density) D を通して次のように表わされる．

∇× E = − ∂

∂t
B (ファラデーの法則)　 (2.1)

∇× H =
∂

∂t
D + J (アンペア・マクスウェルの法則) (2.2)

∇ · D = ρ (電束密度に関するガウスの法則) (2.3)

∇ · B = 0 (磁束密度に関するガウスの法則) (2.4)

E，H，J，D，およびBはいずれも位置 (x, y, z)と時間 (t)に依存するベクトル

であり，それぞれ SI単位系 (Système International d’Unités) 注 1) では [V m−1]，

注 1) 長さは m，質量は kg，時間は s (秒)，電流は A (アンペア) を基本単位とする MKSA unit

である．
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[AT m−1]， [A m−2]， [C m−2]，および [WB m−2] である．また ρは電荷密度

(electric charge density) で単位は [C m−3]である．∇×と ∇·は，それぞれベク
トル解析における回転 (rotation) 注 2) と発散 (divergence) 注 3) をとる微分演算

を表す．

一般に，光速近くで運動する媒質のような特別な場合を除いて，D および J

は E のみの，また B は H のみの 1 次関数として，次の構成方程式 (material

equations) で表される．

D = εE (2.5)

B = μH (2.6)

J = σE (2.7)

ここで，ε [F m−1]は誘電率 (permittivity)，μ [H m−1]は透磁率 (permeability)，

また σ [S m−1] は導電率 (electric conductivity) と呼ばれる媒質定数で，強磁性

体や結晶体などの非等方性の媒質ではテンソル量，等方性注 4) 媒質ではスカラー

量になる．本書では特に断らない限りスカラー量として扱う．

波動方程式 マクスウェルの方程式の式 (2.1)， (2.2) は共に各式に電界と磁界の

双方の量を含んでいるが，この 2つの式を連立方程式として解けば，電界または

磁界だけを含んだ式が得られる．まず電界について考える．式 (2.2) を時間 tに

ついて微分し，右辺のパラメータを式 (2.5) および (2.7) を用いて置き換えると

∇× ∂

∂t
H =

∂2

∂t2
D +

∂

∂t
J

= ε
∂2

∂t2
E + σ

∂

∂t
E (2.8)

注 2) 直角座標系 (x, y, z) では，E の回転は次式で与えられるベクトル量である．

∇ × E = rotE =

„
∂Ez

∂y
− ∂Ey

∂z

«
ix +

„
∂Ex

∂z
− ∂Ez

∂x

«
iy +

„
∂Ey

∂x
− ∂Ex

∂y

«
iz

ここで，ix，iy，および iz はそれぞれ x，y，および z 方向の単位ベクトルである．

注 3) D の発散は次式で与えられるスカラー量である．

∇ · D = divD =
∂Dx

∂x
+

∂Dy

∂y
+

∂Dz

∂z

注 4) 誘電率および透磁率が方向性を持たない物質を等方性媒質 (isotropic medium) という．
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となる．次に式 (2.1) の回転を取り，式 (2.6) および (2.8) を代入すると

∇× (∇× E) = −εμ
∂2

∂t2
E − μσ

∂

∂t
E (2.9)

が得られる．ここで，式 (2.9) の左辺をベクトル演算の恒等式

∇× (∇× E) = ∇(∇ · E) −∇2E (2.10)

を用いて置き換える．ただし，∇および∇2はそれぞれ勾配 (gradient)演算子注 5)

およびラプラス演算子 (Laplacian) 注 6) である．さらに式 (2.3) および (2.5) か

ら求まる ∇(∇ · E) = ∇ρ/ε を代入すると，式 (2.9) および (2.10) から

∇2E − εμ
∂2

∂t2
E − μσ

∂

∂t
E =

1

ε
∇ρ (2.11)

が導かれる．磁界に関しても同様の変換を行えば

∇2H − εμ
∂2

∂t2
H − μσ

∂

∂t
H = 0 (2.12)

が成り立つ．式 (2.11)および (2.12)はベクトル波動方程式 (vector wave equation)

と呼ばれ，等方性， 非分散性注 7) を持つ線形注 8) の均質媒質注 9) 中での波動を

表す一般式である．本書で扱う媒質とは，これらの条件が成立する空間をいう．

無限の広がりを持ち，一様で損失のない理想的な誘電媒質 (σ = 0) を考える．

媒質が電荷などの波源を持たないとすると，ρ = 0となるため，式 (2.11) および

注 5) 直角座標系 (x, y, z) では，スカラー関数 ϕ(x, y, z) の勾配は次式で示されるベクトル量で

ある．

∇ϕ =
∂ϕ

∂x
ix +

∂ϕ

∂y
iy +

∂ϕ

∂z
iz

注 6) スカラー関数 ϕ(x, y, z) に対して，∇2ϕ は

∇2ϕ = div(grad ϕ) =
∂2ϕ

∂x2
+

∂2ϕ

∂y2
+

∂2ϕ

∂z2

で与えられるスカラー量である．

注 7) 誘電率および透磁率が周波数によらず一定の物質を非分散性媒質 (nondispersive medium) と

いい，これ以外のものを分散性媒質 (dispersive medium) という．

注 8) D と E，B と H，あるいは J と E の間に比例関係が成立する媒質を線形媒質 (linear

medium) という．これ以外のものを非線形媒質 (nonlinear medium) という．非線形媒質では，誘

電率，透磁率，あるいは導電率が E や H の関数になる．

注 9) 誘電率および透磁率が場所に関係なく一定の媒質を均質媒質 (homogeneous medium) という．

それ以外のものを不均質媒質 (inhomogeneous medium) という．
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(2.12) は次のように簡単化される．

∇2E − εμ
∂2

∂t2
E = 0 (2.13)

∇2H − εμ
∂2

∂t2
H = 0 (2.14)

式 (2.13) および (2.14) を同次ベクトル波動方程式 (homogeneous vector wave

equations) と呼ぶ．

平面波 電波の伝搬方向に垂直な平面内で電界および磁界が一定の強さを持つと

き，すなわち伝搬方向と電界が直交するとき，この電波を平面波 (plane wave) と

呼ぶ．一般に，電波が波源から放射状に広がっていくとき，十分に離れたところ

でそれを局所的に見れば平面波とみなせる．いま，平面波の電磁界の時間変化が

単一の角周波数 ω [rad s−1] (= 2πf ; f は周波数 [Hz] ) の正弦波振動とするとき，

時間因子は ejωt で表される．ここで，j は虚数単位 (j2 = −1) とする．このとき

式 (2.13) および (2.14) はそれぞれ

∇2E + k2E = 0 (2.15)

∇2H + k2H = 0 (2.16)

と書ける．ただし

k = ω
√

εμ (2.17)

である．kは伝搬定数 (propagation constant) あるいは単に波数 (wave number)

と呼ばれ，波長 λ [m] と k = 2π/λの関係にある．式 (2.15) と (2.16) の形の式は

ヘルムホルツ方程式 (Helmholtz equations) と呼ばれる．一般に位置 r における

式 (2.15) の解は

E(r) = E1e
−jk·r (2.18)

と与えられる．ただし E1 は位置によらないベクトルである．ρ = 0，σ = 0とし

て式 (2.18) を式 (2.1) ～ (2.4) に代入して整理すると

k × E = ωμH (2.19)

k × H = −ωμE (2.20)

k · E = 0 (2.21)

k · H = 0 (2.22)



2.1. 電波の一般的性質 11

が得られる．式 (2.21)と (2.22)はEとH が kと直交すること，さらに式 (2.19)

と (2.20) は E，H，k がこの順に右ネジが進む方向の関係にあることを表して

いる．また，E とH は同相で，ik を k方向の単位ベクトルとすると，

H =
1

η
ik × E (2.23)

の関係にある．ここで，ηは固有インピーダンス (intrinsic impedance) あるいは

波動インピーダンス (wave impedance) と呼ばれ，

η =
p

μ/ε (2.24)

で与えられる．真空中の ε および μ をそれぞれ ε0 および μ0 とすれば，ε0 �
8.8542 × 10−12 [F m−1]，μ0 = 4π × 10−7 � 1.2566 × 10−6 [H m−1] から，真空

中の波動インピーダンス η0 は η0 =
p

μ0/ε0 (� 376.7 � 120π) [Ω]である．

E2e
+jk·r も式 (2.15) を満足するから，一般に同式の解は

E(r) = E1e
−jk·r + E2e

+jk·r (2.25)

と線形和で表すことができる．式 (2.25) に時間因子 ejωt を乗じると

E(r, t) = E1e
j(ωt−k·r) + E2e

j(ωt+k·r) (2.26)

となる．式 (2.26) は，波動 E1 が +k方向に，E2 が −k方向に

v =
ω

k
= 1/

√
εμ (2.27)

の位相速度で伝搬することを意味している．v は真空中では光速 cに等しく，

c = 1/
√

ε0μ0 � 2.9979 × 108 [m s−1] (2.28)

が導かれる．

2.1.2 偏波

ベクトル波である電波の振動方向がある特定の方向に偏ることを偏波 (polariza-

tion) と呼び，電波の伝搬方向と電界の方向によって定まる面を偏波面 (plane of

polarization)という．図 2.1のように，電界ベクトルが伝搬方向を含む一定面内で
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図 2.1 水平偏波と垂直偏波．実線は電界，破線は磁界を示す

振動するような電波は直線偏波 (linear polarization)と呼ばれる．一般に，電界ベ

クトルが地表面に対して水平に振動する波を水平偏波 (horizontal polarization)，

垂直に振動する電波を垂直偏波 (vertical polarization) という注 10) ．また，電界

ベクトルおよび磁界ベクトルが存在する面をそれぞれ E面および H面と呼ぶ．

電波の進行方向を +z 方向として，x，y 軸方向の単位ベクトルをそれぞれ ix，

iy とする．いま，x方向および y方向に各々φx および φy の位相を持つ 2つの直

線偏波の和を取ると次のようになる．

Ec = ixExe{j(ωt−kz)+jφx} + iyEye{j(ωt−kz)+jφy} (2.29)

この合成電界の軌跡は xy平面上で楕円を描き，楕円偏波 (elliptical polarization)

と呼ばれる．特に φx − φy = nπ (n = 0, 1, 2, · · · ) のときの偏波状態が直線偏波
である．また，Ex = Ey でかつ φx − φy = ±π/2 のときは，円偏波 (circular

polarization) という．φx − φy = π/2 のとき，図 2.2 に示すように，電波の進

行方向を後ろから見た場合は電界が時間の経過と共に右回転するので，右旋円

注 10) 地表面を基準にした場合の定義である．主として天頂方向付近を伝搬する電波を扱う大気レー

ダーでは，これらを区別せず直線偏波として扱う．
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図 2.2 円偏波の回転方向．ただし電波の進行方向を後面から見た場合

偏波右旋円偏波 (right-hand circular (RHC) polarization) と呼ばれる注 11) ．ま

た φx − φy = −π/2では電界が左回転し，左旋円偏波 (left-hand circular (LHC)

polarization) と呼ばれる．任意の楕円偏波は，大きさの異なる右旋および左旋の

円偏波の合成，あるいは大きさの異なる水平偏波と垂直偏波の合成と考えること

ができる．

雨滴などのように，水平偏波と垂直偏波でほぼ等しい反射率の標的に対して照

射された円偏波は，後方散乱時に逆旋の円偏波となる．これに対して，航空機や船

舶などからの後方散乱信号は楕円偏波となる．本書では，特に断らない限り電波

を水平偏波または垂直偏波のいずれかの単一の直線偏波として扱い，送信と同一

の偏波を受信することを前提にしているが，複数偏波を扱う場合はこれらの点に

注意することが必要である．偏波レーダーに関する議論は 6.4節でまとめて行う．

2.1.3 反射と屈折

境界条件 図 2.3のように媒質 1と媒質 2が接する状態での境界条件は，次のよ

うに導かれる [例えば前田, 1959]．まず，同図 (a) のように，2つの媒質の境界面

を貫く横Δa，縦Δbの微小面積を囲む閉曲線 C = C1 +C2 +C3 +C4に，時間変

注 11) 時間軸を固定した空間的な変化を考えるとき，右旋円偏波の電界ベクトルは左ネジの法則に

よって回転する．円偏波の左旋および右旋の定義は光学における定義と逆である．
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図 2.3 2 つの媒質の境界面

化のないファラデーの法則注 12) を適用する．Δbが 0に近づく極限では，C3 お

よび C4 の線積分への寄与は無視できるため，

lim
Δb→0

I
C

E · dl =

Z
C1

E1 · itdl +

Z
C2

E2 · (−itdl)

=

Z
C1

E1tdl −
Z

C2

E2tdl = (E1t − E2t)Δa = 0 (2.30)

が得られる．ここで，E1t = E1 · it および E2t = E2 · it は，それぞれ E1 およ

び E2 の it (接線) 方向成分とする．式 (2.30) から，

E1t = E2t (2.31)

となる．すなわち，2つの媒質の境界面では両側の電界の接線成分 Et が等しく

なる．同様に，2つの媒質の境界面に表面電流が存在しないとき，磁界の接線成

分について

H1t = H2t (2.32)

が成り立つ．ここで，H1t = H1 · it およびH2t = H2 · it は，それぞれH1 およ

びH2 の it 方向成分である．

次に，図 2.3 (b)に示すように，2つの媒質の境界面を貫く断面積ΔS，高さΔh

注 12) 式 (2.1) の積分形は
I

E · dl = − ∂

∂t

I
S

B · dS と表される．ただし S は任意の閉曲線 C

に囲まれた平面である．誘電体中での静電界の場合は
I

E · dl = 0 となる．
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の微小体積の表面を S = S1 +S2 +S3として，ガウスの法則を適用する注 13) ．こ

こで，S1，S2，および S3 は，それぞれ下底面，上底面，および側面とする．Δh

が 0に近づく極限では S3 に関する面積分の寄与は無視できるため，境界面に表

面電荷がないとき，

lim
Δh→0

I
S

D · dS =

Z
S1

D1 · (−in)dS +

Z
S2

D2indS

= −
Z

S1

D1ndS +

Z
S2

D2ndS = (D2n − D1n)ΔS = 0 (2.33)

が得られる．ここで，D1n = D1 · in および D2n = D2 · in は，それぞれD1 お

よびD2 の in (法線) 方向成分である．式 (2.33) から，

D1n = D2n (2.34)

となる．すなわち，2つの媒質の境界面では，両側の電束密度の法線成分 Dn が

等しくなる．同様に，2つの媒質の境界面で磁束密度の法線成分も等しく，

B1n = B2n (2.35)

が成り立つ．ここで，B1n = B1 · in および B2n = B2 · in は，それぞれB1 およ

びB2 の in 方向成分である．

反射と屈折 図 2.4のように z = 0の xy 平面で媒質 1と媒質 2が接する場合に

ついて，平面波の反射と屈折を考察する．入射波Eiは xz面内にあり媒質 1から

媒質 2へ向かって進むものとする．これは媒質 1内での反射波 Er と媒質 2への

屈折波 Et とに分かれる．それぞれの進行方向が z 軸となす角を θi，θr，および

θt とすると，入射波，反射波，および屈折波はそれぞれ Eie
−jk1(x sin θi+z cos θi)，

Ere
−jk1(x sin θr−z cos θr)，および Ete

−jk2(x sin θt+z cos θt) と表せる．ただし k1，

k2 はそれぞれ媒質 1，2の伝搬定数である．境界条件の式 (2.31) より電界の接線

成分が連続でなければならない．すなわち

Eie
−jk1x sin θi + Ere

−jk1x sin θr = Ete
−jk2x sin θt (2.36)

注 13) 式 (2.3) の積分形は
I

S

D · dS =

I
V

ρdV = Q と表される．ただし V は任意の閉曲面 S

に囲まれた空間であり，Q は電荷である．電荷のない自由空間の場合は
I

S

D · dS = 0 となる．
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図 2.4 平面波の屈折と反射

である．式 (2.36) が境界面のいたるところで成り立つためには，各成分の位相と

振幅がそれぞれ等しくならねばならない．位相に対しては

k1 sin θi = k1 sin θr = k2 sin θt (2.37)

が満たされることになる．これより

θi = θr (2.38)

sin θi

sin θt
=

k2

k1
(2.39)

が導かれる．この関係は，入射角と反射角が等しく，入射角の正弦と屈折角の正弦

の比は入射角によらず一定であることを表している．これは光学におけるスネルの

法則 (Snell’s law) の一形式である．さて，真空に対する媒質の屈折率 (refractive

index) nは定義により次式で与えられる．

n ≡ c

v
(2.40)

したがって，媒質 1，2の屈折率をそれぞれ n1，n2 とすれば，境界面を横切るこ

とによって ωは変化しないので，

sin θi

sin θt
=

k2

k1
=

n2

n1
≡ nr (2.41)

となる．ここで nrは媒質 1に対する媒質 2の相対屈折率 (relative refractive index)

と呼ばれる．特に媒質 1が真空，媒質 2が完全誘電体 (σ = 0) であれば，

n =

r
ε2μ2

ε0μ0
�
p

ε2/ε0 (2.42)
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となる．ただし ε2 および μ2 はそれぞれ媒質 2の誘電率および透磁率 (μ2 � μ0)

とする．なお，式 (2.36) において振幅に関する連続の関係を用いると，電波の反

射係数 (Er/Ei)と透過係数 (Et/Ei)が求められる．

2.1.4 放射

アンテナから自由空間に放射される電波は，一定の波源による電磁界として表

現される．まず点波源を想定した電磁界を求め，次いでこれを微小波源による放

射電磁界に拡張する．電磁界は，そのまま表現するよりもポテンシャルを用いて

表す方が便利な場合がある．放射電磁界の表現もこれに当たるため，以下ではポ

テンシャルを用いて前出のマクスウェルの方程式を表現する．

ベクトルポテンシャルおよびスカラーポテンシャル 磁束密度Bは回転場で，式

(2.4) で与えられる連続性を持っている．いま

B = μH ≡ ∇× A (2.43)

となるベクトル Aを定義し，これをベクトルポテンシャルと呼ぶ．式 (2.43) を

式 (2.1) に代入すると

∇× E = − ∂

∂t
(∇× A) = ∇×

„
−∂A

∂t

«
(2.44)

すなわち

∇×
„

E +
∂A

∂t

«
= 0 (2.45)

となる．ベクトル公式から，回転が 0になる関数はスカラー関数の勾配で与えら

れる．これを式 (2.45) に適用すれば，スカラーポテンシャル Ψを用いて

E +
∂A

∂t
+ ∇Ψ = 0 (2.46)

と表すことができる．定常状態では E = −∇Ψとなるから，Ψは一般化された電

位といえる．静電界の電位に定数だけ任意性があるように，Ψ，Aも一義的には

決まらない。1つの解 Ψ0 とA0 が求められたとき，任意の関数 χと Φを用いて

A = A0 −∇χ (2.47)

Ψ = Ψ0 +
∂χ

∂t
+ Φ (2.48)
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を新たな解としても E とB は変らない．ポテンシャルの間のこのような変換を

ゲージ変換という [三好, 1987]．

さて，放射電磁界では波源が存在するため，式 (2.2) および (2.5) から

∇× H = ε
∂

∂t
E + J (2.49)

が成り立つ．式 (2.49) に式 (2.43) および (2.46) を代入すると

∇×
„

1

μ
∇× A

«
− ε

∂

∂t

„
−∇Ψ − ∂A

∂t

«
= J (2.50)

が得られる．式 (2.50) は

∇×∇× A + εμ
∂2A

∂t2
= μJ − εμ∇∂Ψ

∂t
(2.51)

と書き換えられるため，これに式 (2.10) のベクトル公式を適用すると

∇2A − εμ
∂2A

∂t2
+ μJ = ∇

„
∇ · A + εμ

∂Ψ

∂t

«
(2.52)

となる．ここでローレンツゲージ (Lorentz gauge)

∇ · A + εμ
∂Ψ

∂t
= 0 (2.53)

を適用すると

∇2A − εμ
∂2A

∂t2
+ μJ = 0 (2.54)

が得られる．同様に Ψも以下のように同じ形の微分方程式を満たすことが示さ

れる．

∇2Ψ − εμ
∂2Ψ

∂t2
+

ρ

ε
= 0 (2.55)

式 (2.54) と (2.55) はベクトルおよびスカラーポテンシャルを用いて表現された

マクスウェル方程式で，ポテンシャル方程式と呼ばれている．両式は位置 rと時

間 tに関する微分方程式であり，以下の形の解を持つことが知られている．

A(r, t) =
μ

4π

Z
V

J(r′, t − r/v)

r
dV (2.56)

Ψ(r, t) =
1

4πε

Z
V

p(r′, t − r/v)

r
dV (2.57)
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ただし r = |r′ − r|とする．また v は電波の位相速度である．したがって，上の

2式は時刻 tに点 rで観測されるポテンシャルが，時刻 t − r/v に点 r′ にあった
電流や電荷が寄与したものであることを示している．このように波源を中心に位

相速度 v で放射状に広がるポテンシャルは遅延ポテンシャルと呼ばれる [例えば

前田, 1959; 三好, 1987]．

放射電磁界 図 2.5のように直角座標系 (x, y, z)および極座標系 (r, θ, φ)を取

る．原点に長さ l (l � λ)の微小ダイポールを z 軸に沿って置き，これに次式で

示される電流 I を流す．

I = I0ejωt (2.58)

ここで，I0は I の振幅とする．電流素子の方向は z軸方向であるから，ベクトル

ポテンシャルAは z 軸成分のみを持ち，式 (2.56) から

Az =
μIl

4πr
e−jkr (2.59)

となる [Ramo et al., 1965]．アンテナからの電磁界は，直角座標系よりも極座標

系の方が実際の模様を表現するのに便利であるため，極座標を用いると，点Qに

図 2.5 電流素子と座表系
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おけるベクトルポテンシャルAの各成分は次のようになる．

Ar = Az cos θ =
μIl

4πr
e−jkr cos θ (2.60)

Aθ = −Az sin θ = − μIl

4πr
e−jkr sin θ (2.61)

Aφ = 0 (2.62)

磁界Hをベクトルポテンシャルで表現すれば，式 (2.43)および式 (2.60)～ (2.62)

から

Hr =
1

μr sin θ

»
∂

∂θ
(Aφ sin θ) − ∂Aθ

∂φ

–
= 0 (2.63)

Hθ =
1

μr

»
1

sin θ

∂Ar

∂φ
− ∂

∂r
(rAφ)

–
= 0 (2.64)

Hφ =
1

μr

»
∂

∂r
(rAθ) − ∂Ar

∂θ

–
=

Il

4π
sin θ

„
jk

r
+

1

r2

«
e−jkr (2.65)

となる．同様に，電界 E をベクトルポテンシャルで表現すれば，式 (2.46) およ

び (2.53) から

E = − jω

k2
∇(∇ · A) − jωA (2.66)

となる．式 (2.66) を極座標系の各成分について計算すると

Er =
Ilη

2π
cos θ

„
1

r2
+

1

jkr3

«
e−jkr (2.67)

Eθ =
Ilη

4π
sin θ

„
jk

r
+

1

r2
+

1

jkr3

«
e−jkr (2.68)

Eφ = 0 (2.69)

が得られる [例えば前田，1959]．ここで，ηは固有インピーダンスである．すなわ

ち，微小ダイポールによって生じる電磁界の大きさは，原点からの距離の 1乗，2

乗，および 3乗に逆比例する要素の和で表される．距離の 2乗および 3乗に逆比例

する要素は電流源のアンテナ近傍で優勢であり，それぞれ誘導電磁界 (induction

field) および静電磁界 (static field) と呼ばれる．一方，原点からの距離 rが波長

λに比較して大きくなり

kr =
2πr

λ
� 1 (2.70)
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の関係を満たす領域は放射電磁界 (radiation field) と呼ばれる．この領域では，

r の 2 乗および 3 乗に逆比例する項は省略できるため，電界は式 (2.58) および

(2.68) から

Eθ = j
kI0lη

4πr
sin θ ej(ωt−kr) (2.71)

で表現される．同様に，磁界は式 (2.58) および (2.65) から

Hφ = j
kI0l

4πr
sin θ ej(ωt−kr) =

Eθ

η
(2.72)

となる．

ポインティングベクトル 単位時間に単位面積を通過するエネルギーの流れS

[J m−2 s−1 = W m−2]は複素ポインティングベクトル (complex Poynting vector)

と呼ばれ，次式で表される．

S =
1

2
E × H∗ (2.73)

ただし上添字 ∗ は複素共役を示す．係数 1/2が乗じられているのは電界，磁界の

振幅が波高値として与えられるからである．微小ダイポール の放射電磁界の場

合，ポインティングベクトルは次式で示されるように r成分のみを持ち，電力は

+r方向に放射されることになる．

S =
1

2
EθH∗

φir =
k2I2

0 l2η sin θ2

32π2r2
ir (2.74)

ここで，ir は r方向の単位ベクトルである．上式から，総放射電力 Ps は

Ps =

Z 2π

0

„Z π

0
Re

»
1

2
EθH∗

φ

–
r2 sin θdθ

«
dφ

=
k2I2

0 l2η

32π2

Z 2π

0

„Z π

0
sin3 θdθ

«
dφ =

k2I2
0 l2η

32π2

8π

3

=
πη

3

„
I0l

λ

«2

(2.75)

で表される [例えば前田, 1959]．また，放射抵抗 (radiation resistance) RR は

RR =
2Ps

I2
0

=
2πη

3

„
l

λ

«2

(2.76)

で与えられる．式 (2.76) は電波の放射の容易さを表している．すなわち，アンテ

ナの長さが長いほど，また波長が短いほど放射しやすいことが分かる．
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アンテナパラメータ アンテナを用いて特定の方向に電力を集中させる度合いは

指向性利得または単に利得 (gain) と呼ばれ，あらゆる方向に電力を放射する無指

向性アンテナの放射電力に対する特定方向の電力比で定義される．単位立体角当

たりの平均放射電力で正規化するとき，利得 G(θ, φ)は

G(θ, φ) =
|E(θ, φ)|2

1

4π

Z
|E(θ, φ)|2dΩ

=
|E(θ, φ)|2

|E0|2 (2.77)

で与えられる．ただし Ωは立体角で，dΩ = sin θdθdφである．微小ダイポール

をアンテナとみなすとき，式 (2.71) から E(θ) ∝ sin θであるため，式 (2.77) は

G(θ) =
sin2 θ

1

4π

Z
sin2 θ dΩ

=
3

2
sin2 θ (2.78)

となる．

次にマッチング回路の考え方でアンテナの有効開口面積を導く．放射抵抗 RR

の微小ダイポールアンテナに電源から電力を供給して電流 I を流すとき，この回

路の信号出力が最大になる条件は内部抵抗が RR に等しくなることである．すな

わち，ほかに電力損失がないと仮定すれば，アンテナから空間に放射される最大

電力 PR は

PR =
1

2
|I|2RR =

(El)2

8RR
=

ηl2

4RR
Sr ≡ AeSr (2.79)

である．ここで，E は電界 (実効値)，lは微小ダイポールの長さ，Sr は電力密度

E2/2η，Ae はアンテナの有効開口面積を示す．式 (2.76) および (2.79) から，微

小ダイポールアンテナの Ae は

Ae =
ηl2

4Rr
=

3λ2

8π
(2.80)

となる [例えば前田, 1959]．一般に，有効開口面積 Ae1，利得 G1のアンテナ 1と

有効開口面積 Ae2，利得 G2 のアンテナ 2の間には，可逆定理により

Ae1

G1
=

Ae2

G2
(2.81)

の関係が成り立つ．アンテナ 2を微小ダイポールアンテナとするとき，式 (2.78)

および (2.80) を式 (2.81) に代入すれば

Ae1

G1
=

3λ2/(8π)

3/2
=

λ2

4π
(2.82)
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となる．すなわち，一般にアンテナの利得 Gと有効開口面積 Ae は

G =
4πAe

λ2
(2.83)

の関係にある．

上では最も単純なアンテナである微小ダイポールについて論じた．レーダー波

長に対して大きなサイズのアンテナの場合は，微小ダイポールが多数つなぎ合わ

されたものとして本項の考えを拡張することができる．

2.2 電波伝搬

2.2.1 大気の鉛直構造

アンテナから自由空間に放射される電波は球面波 (spherical wave) であるが，

2.1.1項で触れたように，アンテナから十分遠方では平面波とみなすことができ

る．伝搬速度 vはほぼ光速 cに等しいが，大気の状態によって電波に対する屈折

率に変化が生じることがある．屈折率に影響を与える大気圧や大気温度注 14) は

高度とともに大きく変化する．

大気層の区分 温度変化に基づいて，大気は図 2.6に示すように鉛直方向にいく

つかの層に区分される [Ulaby et al., 1981]．大気温度は一般に地表から高度が上

がるにつれて低下し，ある高度に達すると温度の減少が止まり，概ね−50◦Cの低
温域となる．地表からこの高度までの空間を対流圏 (troposphere) と呼ぶ．その

高さは赤道付近では約 16 km，高緯度帯では約 8 kmで，対流圏は平均して約 11

kmの厚さを持つ．この圏内では，高度が 1 km上がると温度は約 6.5◦Cの割合
で減少する．雲や降水をはじめ，温帯低気圧，前線，台風などの気象現象は，そ

のほとんどが対流圏内で発生している．対流圏の最下層の大気は，地表面の影響

を熱や摩擦を通して直接受ける．この影響が及ぶ高度 1000 m程度までの気層は

特に大気境界層 (boundary layer) と呼ばれる．

対流圏の上層の高度約 11～50 kmの領域は成層圏 (stratosphere) と呼ばれる．

また，対流圏と成層圏の境界面を対流圏界面 (tropopause) という．成層圏の最下

注 14) 対流圏や成層圏大気の温度のことを気象学では気温というが，さらに高層の大気の温度は広

義の大気温度で呼ばれることが多い．本書でも大気温度の呼称を用いる．
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図 2.6 大気の鉛直構造．Ulaby et al. [1981] より改変

層部分では，高度が増しても温度はほとんど変化しない．高度 20 km付近を過ぎ

ると，大気中のオゾンが太陽からの紫外線を吸収するために温度は高度と共に上

昇し，成層圏界面 (stratopause) と呼ばれる約 50 kmの高度で約 270 Kの極大に

なる．さらに上空の高度約 50～80 kmの領域は中間圏 (mesosphere) と呼ばれる．

ここでは温度は高度と共に低下し，高度 80 km付近の中間圏界面 (mesopause) で

極小値に達する．成層圏と中間圏は大気の加熱と冷却の過程が共通しており，地

球規模の大気の循環（大気大循環）もこの領域を通じて 1つの大きなシステムを

構成している．このことから両者は，あわせて中層大気と呼ばれ，一括して取り

扱われることが多い．この高度域を過ぎると，温度が高度と共に再び上昇する．

高度約 80 kmから上の領域を熱圏 (thermosphere) という．なお，中層大気の上

は超高層大気とも呼ばれる．
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中性大気と電離大気 地球大気の密度は高度が増すにつれて指数関数的に減る．

このため大気の“果て”を定義することはできないが，一般に高度 1000 kmまで

の範囲を地球大気と呼んでいる．大気の全重量の約 3/4は高度 10 kmまでに存在

し，一方，高度 100 km以上にある大気の全重量は全体の約 1/1000000である．

高度 100 km付近を境にして，大気特性に著しい変化が生じる．その第 1は大

気運動が流体運動から粒子の運動になることである．高度 100 km付近の領域よ

り下層では，大気を構成する気体粒子間の衝突距離 (平均自由行程) が十分に短

いため，大気を流体とみなすことができる．一方，上層では平均自由行程が長く

なり，大気を個々の粒子としてとらえることが必要になる．言い換えると，大気

が上下方向に拡散する原因が，下層では乱流などの流体運動によるのに対し，上

層では粒子の熱運動による分子拡散が大部分を占める．したがって，熱圏大気は，

それぞれの気体粒子がその質量に応じて上方へ拡散する力と下方に向かう地球重

力とが平衡した鉛直分布を成している．大気特性の第 2の変化は，この領域を境

にして中性大気 から電離大気 に変化することである．すなわち，下層の大気は

電気的に中性であるが，上層では太陽からの極紫外線やＸ線などの作用によって

大気を構成する原子・分子がイオンと自由電子に分離し，電離大気となっている．

以降の議論では，流体とみなされる中性大気中での気象と大気に対するレー

ダーリモートセンシングを扱うこととする．降水現象や雲霧を対象とする気象

レーダーの対象領域は概ね対流圏に限られる．一方，風の鉛直プロファイルを得

る大気レーダーの場合は，周波数や出力によって幅があるが対流圏から中間圏が

主たる対象域となる．

2.2.2 大気中の電波伝搬

大気の電波屈折率 nは，気象の 3要素である大気圧，大気温度，水蒸気圧，お

よび電子密度の関数として次式で与えられる [Balsley and Gage, 1980]．

n = 1 + 7.76 × 10−5 p

T
+ 3.73 × 10−1 e

T 2
− 40.3

Ne

f2
(2.84)

ここで pは大気圧 [hPa]，T は大気温度 [K]，eは水蒸気圧 [hPa]，Neは自由電子

密度 [m−3]，f はレーダー周波数 [Hz] である．右辺第 2項は中性分子の電気分極

による双極子モーメントの寄与であり，対流圏中部から成層圏界面 付近までの電

波の屈折に対して最も大きく寄与する．第 3項は水蒸気圧によるもので，通常，対

流圏下部においてのみ重要である．一方，第 4項は自由電子の寄与であり，大気



26 第 2 章 電波の特性

図 2.7 屈折率変動の主要な要因別に見た屈折率変化の高度プロファイル．Sato [1988] より
改変

の一部が電離した中間圏以高で貢献するが，成層圏界面以下では無視できる．図

2.7にこれら 3項の高度分布 (プロファイル) の典型例を示す [Sato, 1988]．一般

に nはほとんど 1に近く，通常 1.0003程度以下であり，その変化も 10−5～10−6

程度で非常に小さい．このため，同図では nの変化を示す横軸を log10(n− 1)と

している．

対流圏大気中の電波伝搬の解析を容易にするため，地表を平面大地とみなす取

り扱いがある．そこでは，以下に示す修正屈折率 (modified refractive index) m，

または修正屈折指数 (refractive modulus) M が用いられる [例えば前田, 1959]．

m ≡ n +
h

ae
(2.85)

M ≡ (m − 1) × 106 (2.86)

ここで，hは海面からの高さ，ae は地球の平均半径 (6370 km) である．M の高

度変化を示す曲線はM 曲線 (M -curve) と呼ばれ，M 単位 (M unit; MU) が用
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いられる．実際の大気では高さとともに大気温度や湿度が変わるため，一般に大

気の屈折率は複雑な分布を示す．しかし平均的な大気モデルである米国標準大気

(US standard atmosphere, 1962) [Ulaby et al., 1981] では M 曲線は約 130 MU

km−1 の平均傾度で高さとともに単調に増大する分布を持つ．

地表付近で上層大気より大気温度や湿度が低くなる逆転現象が生じることがあ

る．この場合はM が減少する．M の値が高度と共に減少する大気層を逆転層と

いう．逆転層と地表面，または逆転層の上下境界面のM が等しくなる高度間で

は，電波に対してダクト (duct) が形成される．ダクトは地表付近から高度千数百

mに生じるもので，電波がその層中で反射を繰り返しながら伝搬するため，通常

では到達しない遠方まで達することがある．このため，ダクトが形成されている

ときのレーダー観測には注意が必要である．

2.2.3 球面大気中の電波伝搬

球面大気中では，一般に大気の誘電率 εは地上から高さと共に減少し，真空中

の誘電率 ε0 に近づくため，媒質中で自由空間での速度よりわずかに小さい伝搬

速度が，高度が増すにつれて徐々に光速 cに近づく．電波屈折率 nの媒体と，こ

れよりも Δnだけ屈折率が小さい媒体が接する滑らかな境界面に平面波が入射す

ると，スネルの法則が成り立つため，式 (2.41) と同様に次の関係が得られる．

sin θi

sin θt
=

n − Δn

n
(2.87)

ここで θi，θt はそれぞれ図 2.4の入射角および屈折角であり，nおよび n − Δn

はそれぞれ媒質 1および 2の屈折率である．式 (2.87) から，θt > θi となり，屈

折率の小さい媒質に電波が入射すると，電波経路は屈折率の大きな媒質の方に曲

げられることが分かる．すなわち，図 2.8のように大気の誘電率に応じて屈折率

が n0，n1，n2 · · · (n0 > n1 > n2 > · · · )と変化している層を考えると，地上から
放射された電波は直線的に進まず，各境界面で屈折し，下向きに湾曲した経路を

伝搬する．屈折率の高度勾配 dn/dhが光学理論を適用できる程度に小さい場合，

伝搬経路は次の微分方程式で表現できる [Hartree et al., 1946]．

d2h

ds2
−
„

2

ae + h
+

1

n

dn

dh

«„
dh

ds

«2

−
„

ae + h

ae

«2„
1

ae + h
+

1

n

dn

dh

«
= 0

(2.88)
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図 2.8 屈折率の異なる大気層内での電波の経路

　

ここで，sは水平距離，hは高度，aeは地球の半径 を示す．電波の仰角 θeが数度

以下と小さい場合は，(dh/ds)2 � 1である．また，nはほぼ 1に等しく，h � ae

である．これらの条件を考慮すれば，式 (2.88) は次式に簡略化される．

d2h

ds2
=

1

ae
+

dn

dh
(2.89)

上式を hについて積分すると

„
dh

ds

«2

= 2

Z „
1

ae
+

dn

dh

«
dh + C (2.90)

となる．ただし C は定数である．いま，θeが小さいため，dh/ds � θeとなり，式

(2.90) は次のように変換できる．

θ2
eh

2
− θ2

e0

2
=

h − h0

ae
+ n − n0

=

„
h

ae
+ n

«
−
„

h0

ae
+ n0

«

= (M − M0) × 10−6 (2.91)

ここで，θeh は高度 hでの電波の仰角，ϑ0，h0，および n0 はそれぞれレーダー

点の電波発射仰角，高度，および屈折率を示す．また，M およびM0は高度 hお



2.2. 電波伝搬 29

よび h0 での修正屈折指数で，式 (2.86) で与えられる．式 (2.84)～式 (2.86) から

M の鉛直分布を知れば，高度 hにおいて電波経路が水平面となす角度 θeh が式

(2.91) によって求められる．

地球を取り巻く大気がない場合，または n が一定であると仮定した場合，電

波経路は湾曲せず直進する．このとき，地球の表面に対する曲率は 1/ae である．

実際には大気が存在し，したがって屈折により電波経路 が湾曲するため，曲率は

式 (2.89) より

dθe

ds
=

1

ae
+

dn

dh
(2.92)

となる．ここで，地球の曲率から標準大気の電波経路の曲率 (大気屈折率の減少)

を引いた値を曲率とする等価的な地球半径を想定すると，電波経路を幾何学的に

直線として扱うことができる．仮に dn/dh = −1/ae とすると，電波は地球と同

心円状に地表から等距離で伝搬する．したがって，等価地球半径 a′e を

1

a′e
=

1

ae
+

dn

dh
すなわち a′e =

ae

1 +
dn

dh
ae

(2.93)

とするとき，電波経路は直線で表される．ここで a′e = keaeとするとき，keは等価

地球半径比と呼ばれる．標準大気では dn/dhはほぼ一定で，概ね −4×10−8 [m−1]

となるため，ke = 4/3となる．このとき，海抜 0 m の点から放射された電波の

水平距離 s における電波経路の海面からの高さ h は，標準大気に対しては概ね

h =
1

2

s2

a′e
=

3

8

s2

ae
となる．

2.2.4 標準大気のプロファイル

本書では，特に断らない限り標準大気を前提に議論を進める．米国標準大気で

は，以下のようにプロファイルが定められる [Ulaby et al., 1981]．ただし大気レー

ダーによる大気温度，水蒸気密度の測定では，標準大気ではなく，実際の大気プ

ロファイルを論じる．

大気温度プロファイル 標準大気では海抜 z [km] での大気温度 T [K] は

T (z) =

(
T (0) − aTz 0 ≤ z ≤ 11 km
T (11) 11 km ≤ z ≤ 20 km
T (11) + (z − 20) 20 km ≤ 32 km

(2.94)
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で与えられる．ここで T (0)および T (11)は各々海抜 0 kmおよび 11 kmでの大

気温度，aT は気温減率 とする．T (0) = 288.15 K，aT = 6.5 K km−1 である．

大気密度プロファイル 高度 30 kmまでの海抜 z [km] での大気密度 ρa [kg m−3]

は次式で与えられる．

ρa(z) = 1.225e−z/H1 [1 + 0.3 sin(z/H1)] (2.95)

ここで H1 = 7.3 kmは一般にスケールハイト (scale height) と呼ばれる．

大気圧プロファイル 高度 30 kmまでの海抜 z [km] での大気圧 p [hPa] は

p(z) = 2.87ρa(z)T (z) (2.96)

で与えられる．ただし ρa(z)および T (z)はそれぞれ式 (2.95) および (2.94) で示

した値である．

水蒸気密度プロファイル 水蒸気密度 ρv [g m−3] は各種の気象要因によって決

まるが，特に大気温度に依存する．標準大気では海抜 z [km] の ρv を

ρv(z) = ρ0 e−z/H2 (2.97)

としている．ただし ρ0 = 7.72 g m−3，H2は 2～2.5 kmとする．また，鉛直方向

の全水蒸気量Mv [kg m−2] は

Mv =

Z ∞

0
ρv(z)dz = ρ0H2 (2.98)

で与えられる．例えば ρ0 = 7.72 g m−3，H2 = 2 kmのとき，Mv = 15.4 kg m−2，

すなわち 1.54 g cm−2 である．
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レーダーで直接測定できるパラメータは受信電力 (received power)，受信周波数

の送信周波数からの偏移である平均ドップラー偏移 (mean Doppler shift) あるい

は平均ドップラー周波数 (mean Doppler frequency)，および周波数幅 (Doppler

frequency spectrum width) である．観測に用いたレーダーの諸元を考慮し，受信

電力に対して途中経路での電力損失を補えば，エコー強度あるいはレーダー反射

因子 (radar reflectivity factor)を算出することができる．また，平均ドップラー周

波数および周波数幅から，それぞれ標的のレーダー視線方向の速度成分であるドッ

プラー速度 (Doppler velocity) および速度幅 (Doppler velocity spectrum width)

が求められる．本章では，レーダーによる測定の原理とこれら諸パラメータの算

出方法について述べる．ここで得られる基本的なパラメータをもとにして求める

各種の気象および大気物理量に関しては，それぞれ第 6章および第 7章で論じる．

また，ドップラー速度測定の原理は第 4章で論じる．

3.1 レーダーの基礎

3.1.1 パルスレーダーの基本観測パラメータ

気象レーダーおよび大気レーダーは，観測領域やレーダー諸元の設定を幅広く

行えることから，パルスレーダー (pulse radar) の方式を取ることが多い．その

基本構成を図 3.1に，送信信号と受信信号の模式図を図 3.2に示す．

距離の測定 パルスレーダーでは，対象標的までの距離 (range) rは，レーダー

から送信された電波が該当標的で後方散乱されて散乱信号 (echo) となり，アンテ

ナで受信されるまでの時間 tから

r =
ct

2
(3.1)
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図 3.1 パルスレーダーの基本構成

　

図 3.2 パルスレーダーの送信信号と受信信号

によって求められる．ここで cは光速である．距離分解能 Δrは，同一方向に位

置する 2個の標的を分離識別できる最小距離差で，送信パルス幅を τ とするとき

Δr =
cτ

2
(3.2)

となる注 1) ．観測しようとする最大距離 ra は，送信パルスがその距離を往復す

るのに要する時間で決まり，パルス繰り返し時間 (pulse repetition time; PRT) を

注 1) 厳密には送信パルスの立ち上がり，立ち下がり波形，および標的の形状などによって変化する.
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T とするとき

ra =
cT

2
(3.3)

で与えられる．通常の受信信号すなわち 1次エコー (primary echo) 以外に，この

距離を超える遠方からも信号が受信される場合がある．1つ前の送信信号に対す

る受信信号の場合は 2次エコー (secondary echo) と呼ばれる．また，それ以前の

送信信号に対して遠方から受信される場合は多次エコー (multiple echo) と総称

される．多次エコーは，見かけ上直近の送信パルスに対する時間遅れから計算さ

れる距離に存在する標的とされ，実在標的と混在することになるため，注意が必

要である．近年は，送信パルスごとに送信位相を変化させて多次エコーを識別・

抑圧する手法も普及しつつある注 2) ．

方位角および仰角の測定 標的が存在する方向は，ビーム幅が狭く指向性の鋭い

アンテナビームを用いて標的を捕らえたとき，受信電力が最大になる方位角およ

び仰角として測定される．方位角および仰角の分解能は，同一距離にある 2個の

標的を分離識別できる最小角度差で，それぞれ概ね方位角および仰角方向のビー

ム幅 (beam width) に等しい．アンテナのビーム幅は後出の式 (8.8) によって近

似的に求められる．

エコー強度 (あるいはレーダー反射因子)の算出 受信電力は，レーダーの受信機

に入力される，標的からの後方散乱信号電力として得られる．3.3節および 3.4節

に詳述するように，レーダー方程式をもとにして，受信電力から所定距離の標的

によるレーダー反射率 (radar reflectivity) やレーダー反射因子 (radar reflectivity

factor) が算出される．

3.1.2 リモートセンシングの対象標的

アンテナを介して大気中に放射された電波は，雨滴，雲粒，大気乱流などの標的

に当って散乱するが，その一部は航空機や船舶からの反射信号と同様に再びアン

テナで受信される．航空機や船舶の探知を目的とする捜索レーダー (search radar)

に対して，降水粒子を主対象とする気象レーダーおよび大気現象を主対象とする

大気レーダーは，次の特徴を持っている．

注 2) 2 次エコーの識別・抑圧方法の詳細は 8.4.2 項で述べる．
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• 一般に，捜索レーダーではレーダー波長より大きな標的を対象とするのに対し，
気象レーダーでは波長よりも小さな標的が対象になることが多い．一方，大気レー

ダーの場合はレーダー波長が対象となる標的のスケールを決めており，波長の半

分程度のスケールを持つ大気現象を主対象とする．

• 雨滴，雲粒や雪片などの降水粒子の集合体である空間の降雨域，雲霧域や大気
乱流の集合体は，一般的にレーダービームよりも大きい広がりを持っている．こ

のため，これらの標的からの後方散乱 (backscattering) 信号は，レーダー散乱体

積内の雨滴，雲粒や大気乱流などの全体からの散乱としてとらえられる．

• 降水粒子や大気乱流からの受信電力は，レーダービーム内各部の散乱電界のベ
クトル合成で得られる．レーダービーム内の個別標的の相対位置は気流などの影

響を受け，時々刻々変化しているため，レーダーの受信電力も送信パルスごとに

大きく変動する．

このため，受信電力の測定では，多くの送信パルスで得られた受信電力の平均値

を求めるのが一般的である．以下では対象標的の特性を次のように分類する．

ハードターゲット (hard target) 航空機や船舶のようにレーダー波長に対して

大きなスケールの孤立した標的，および雨粒や雲粒のような微小粒子の集合体を

いう．前者を孤立型標的 (isolated scatterer) ，後者を離散分布型標的 (discretely

distributed scatterers) と呼ぶ．気象レーダーの主たる観測対象はハードターゲッ

トのうち離散分布型標的である．

ソフトターゲット (soft target) 大気乱流のように，散乱粒子を持たない連続

分布型標的 (continuously distributed scatterers) である．散乱のメカニズムによ

り，ランダムな散乱を生じる乱流と，成層した大気からの反射，すなわち分反射の

2種類に大別される．大気レーダーの主たる観測対象はこれらのソフトターゲッ

トである．

各種の標的と，これらのレーダーリモートセンシングに用いられるレーダーの

種類をまとめて表 3.1に示す．ハードターゲットのうち，孤立型標的では，レー

ダービームによって電波が照射される標的の大きさ (レーダーがとらえる断面積)

が受信電力に寄与する．一方，ハードターゲットのうち，気象レーダーが対象と

する雨滴や雲粒などの離散分布型標的，および大気レーダーの主要な対象である
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表 3.1 リモートセンシングの対象標的と使用するレーダーの種類

標的の種類 代表的な標的 主に用いるレーダー
ハードターゲット 孤立型標的 航空機，船舶 捜索レーダー

離散分布型標的 雨滴などの降水粒子 気象レーダー
ソフトターゲット 連続分布型標的 大気の乱流や構造 大気レーダー

大気乱流のような連続分布型標的では，標的の大きさのほか，レーダービームが

照射される面積とパルス幅によって決まる散乱体積 (scattering volume) が受信電

力に寄与する．

3.2 孤立型標的のレーダーリモートセンシング

3.2.1 孤立型標的のレーダー方程式

点波源から送信電力 Pt [W] の電波がすべての方向に等方的 (isotropic) に放射

されたとき，距離 r [m] における放射電波の電力密度 [W m−2] は Pt/4πr2 とな

る．したがって同距離の標的の面積 σ [m2] で受信される電力 Pσ [W] は

Pσ =
Ptσ

4πr2
(3.4)

になる．レーダーアンテナは，通常特定方向に電力を集中させるために指向性を

持っている．このため，想定している方向の利得 Gt を考慮した受信電力 PσG は

PσG = GtPσ = Gt
Ptσ

4πr2
(3.5)

で与えられる．標的が電力損失なしにすべての方向に等方的に電力を再放射し，

これを有効開口面積 Ae [m2] のアンテナで受信した場合の受信電力 Pr [W] は

Pr =
PσGAe

4πr2
= Gt

PtAeσ

(4πr2)2
(3.6)

となる．レーダー電波の波長を λ [m] とするとき，受信時の Ae と受信アンテナ

の利得Grには，前出の式 (2.83) で示した関係がある．式 (3.6) の Aeを式 (2.83)

で置き換えると次式が得られる．

Pr =
PtGtGrλ

2

(4π)3r4
σ (3.7)
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通常，レーダーでは送受信のアンテナが共用であるためGt = Gr ≡ Gとなり，受

信電力は次のように表される．

Pr =
PtA

2
e

4πλ2r4
σ =

PtG
2λ2

(4π)3r4
σ (3.8)

式 (3.8) は孤立型標的に対するレーダー方程式 (radar equation) と呼ばれる．同

式より，孤立型標的の場合は Pr は距離 r に対して 1/r4 に比例して減じること，

および A2
e/λ2 に比例することが分かる

通常のレーダーは，標的によって散乱された電波のうち送信点の方向に戻る後

方散乱信号を受信する注 3) ．σは標的の形状，性質，およびレーダー波長などに

よって決まる有効反射面積で，レーダー断面積 (radar cross section; RCS) と呼

ばれる．

レーダー断面積 レーダー断面積は，実際の標的が散乱するのと同じ大きさの電

力を受信アンテナの方向に散乱させる等方性散乱体の面積である．すなわち，標

的からの散乱が全方向に等方的に起こると仮定し，標的から距離 r にあるレー

ダー受信点における散乱電力密度を Ss とすれば，標的からの仮想的な全散乱電

力は 4πr2Ssとなる．一方，入射電力密度を Siとし，これを σの断面積で受けれ

ば標的への入射電力は Siσとなる．両者が等しいとした場合の σがレーダー断面

積で，次式のように定義される．

σ = lim
r→∞ 4πr2 Ss

Si
(3.9)

理論的には，レーダー断面積はマクスウェルの方程式を適切な境界条件のもと

で解くことによって解析的に求められる [Skolnik, 1990]．ただし，解析的な解は

簡単な形状の標的に対して得られているだけで，実際には電界強度の測定などに

よって求めるのが通例である．通常の標的は複雑な表面形状を持ち，散乱波が互い

に干渉し合うため，レーダー断面積は標的とレーダーアンテナの相対角度によっ

て大幅に変動する．表 3.2にマイクロ波帯のレーダー波長に対する各種標的の代

表的なレーダー断面積を示す [Nathanson, 1991]．

注 3) 4.2.3 項で論じるバイスタティックレーダー (bistatic radar) では側方散乱信号を利用する．
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表 3.2 各種標的の代表的なレーダー断面積 [m2]．Nathanson [1991] より改変

レーダー波長
区分 30∼15 cm 10 cm 6 cm 3 cm 1.8 cm

小型プロペラ機 2 3 2.5

大型ジェット旅客機 70 70 70 70

人 0.3 0.5 0.6 0.7 0.7

海鳥 0.002 0.001∼0.004 0.004

スズメ 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001

3.2.2 散乱の特性

標的が球形の完全導体である場合のレーダー断面積 σ は，3.3.4項で詳述する

ミー公式 (Mie formulas) によって導かれる．これをもとに，導体球の大きさと波

長の比率に対するレーダー断面積の関係を図 3.3に示す [Skolnik, 1980]．ここで，

Dは導体球の直径，横軸は導体球の全周をレーダー波長で正規化した値注 4) ，縦

軸は導体球の断面積で正規化したレーダー断面積である．レーダー波長に対して

導体球の方がはるかに大きい πD/λ � 1の領域は光学領域 (optical region) と呼

ばれ，標的のレーダー断面積は幾何学的な計算で求められる値 (πD2/4) に漸近

する．一方，レーダー波長よりも導体球がはるかに小さい πD/λ � 1の領域はレ

イリー領域 (Rayleigh region)注 5) と呼ばれ，レーダー断面積は λ−4 に比例する．

マイクロ波帯のレーダー波長に対しては雨滴などの降水粒子は概ねこの領域に属

する．光学領域とレイリー領域の中間はミー領域 (Mie region) または共振領域

(resonant region) と呼ばれ，レーダー断面積はレーダー波長の変化に対して振動

的に増減する．図 3.4に標的の概略サイズとレーダー周波数，波長に対する散乱

領域の対応を示す [Nathanson, 1991]．

注 4) これを電波長 (radioelectric size) と呼ぶ．後出の式 (3.57) を参照

注 5) Doviak and Zrnić [1993] は πD/λ < π/16 � 0.2 をレイリー領域としている．
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図 3.3 導体球のレーダー断面積．Skolnik [1980] より改変

　

　

図 3.4 標的の概略サイズとレーダー周波数，波長に対する散乱領域の対応．Nathanson [1991]

より改変
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3.3 離散分布型標的のレーダーリモートセンシング

3.3.1 球状の誘電体による散乱

気象のレーダーリモートセンシングで一般に用いられる数 cm～数 mm の波

長の電波は，誘電体である雨滴に誘電分極 (dielectric polarization) を生じさせ

る．すなわち，雨滴による電波の散乱は，誘電分極の双極子モーメント (dipole

moment) による交番電界と対応し，次のように導かれる [例えば Gossard and

Strauch, 1983]．

誘電率 εの散乱体に電界 E が加われば，単位体積当たりの誘電分極 P は

P = (ε − ε0)E (3.10)

となる．ここで，ε0は誘電体の外部の誘電率注 6) である．また，誘電体の体積を

VD とするとき，双極子モーメント P V は

P V = VDP = (ε − ε0)VDE (3.11)

となる．一方，散乱体から十分遠方では，散乱ベクトル振幅 (far-field vector scat-

tering amplitude) f は次式で与えられる．

f =
k2
s

4πε0
P V sinχ (3.12)

ここで，ks は散乱電波の波数である．また，χは入射電波の偏波方向と波数ベク

トル ksのなす角度で，後方散乱では χ = π/2である．この f によって距離 rsに

励起される電界すなわち散乱電界 (scattered field) Es は次式で示される．

Es = f
e−jksrs

rs
(3.13)

式 (3.11) および (3.12) を式 (3.13)に代入すれば，Es は次式で示される．

Es =
k2
s VD(ε/ε0 − 1)

4πrs
E sinχ e−jksrs (3.14)

注 6) 大気の誘電率をいう．通常，真空中の誘電率に等しいとみなす．
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単一の球状誘電体による散乱 一様な外部電界 E0 に置かれた誘電率 εの誘電体

は外部電界 の方向に分極し，誘電体内部の電界は

E =
3

ε/ε0 + 2
E0e

j(ωt−k0r0) (3.15)

で表される．ここで，r0 は電波の送信点に対する誘電体の位置ベクトル，k0 は

入射電界の波数ベクトルである．式 (3.15) を式 (3.14) に代入すると，誘電体か

ら距離 rs の点の散乱電界は

Es =
3k2

s KVD

4πrs
E0 sinχ ej(ωt−ksrs−k0r0) (3.16)

で与えられる．ただし K は次式で示される．

K =
ε/ε0 − 1

ε/ε0 + 2
=

ε − ε0

ε + 2ε0
(3.17)

球状の誘電体が多数分布するときの散乱 同じ大きさの誘電体が伝搬経路上に

N(r0)で表される密度分布をしているとき，散乱電界は次の積分で示される．

Es =
3k2

s KVD

4πrs
E0 sinχ

Z
r0

N(r0)e
j(ωt−ksrs−k0r0)dr0 (3.18)

ただし積分は散乱体積内で行う．

N(r0)の変動により，散乱電力EsE∗
s /ηも変動する．ここで，ηは式 (2.24) で

与えた固有 (または波動) インピーダンスである．入射電界の変動時間に比べて

十分長い時間の平均入射電力を

P0 = E0E∗
0/η (3.19)

とすれば，平均散乱電力 Ps は

Ps =
9P0k4

s |K|2V 2
D sin2 χ

(4πrs)2
I (3.20)

I =

˛̨̨
˛
Z

r0

N(r0)e−j»r0dr0

˛̨̨
˛
2

(3.21)

で与えられる．ここで，» = k0 − ks とする．後方散乱の場合は ks = −k0 であ

るから，»は次式で示される．

» = 2k0 (3.22)
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散乱強度 誘電体の密度分布N(r0)は，定常項とランダムな変動項から成る．定

常項は主として大きな空間スケールの誘電率または屈折率の変化で，後出の 3.4

節で述べる電波の分反射に寄与する．一方，ランダムな変動項は本節の議論の中

心になる電波の散乱を引き起こす．

時間平均を取れば，式 (3.21) の積分は変動分の積の項のみとなり，次式で表さ

れる．

I =

ZZ
δN(r1)δN(r2)e

−j»(r1−r2)dr1dr2 (3.23)

雨滴が直径の等しい球形で，体積 V の空間にランダムに分布すると仮定すると

き，式 (3.23) の時間平均は r1 = r2 を除き 0になる．すなわち

I =

Z
V

δN(r)2dr =

Z
V

N(r)dr = NT (3.24)

となり，I は雨滴の総数 NT に等しくなる．この関係は統計学の χ2 分布の平均

値に対応するもので，ランダムに分布する NT 個の雨滴からの受信電力は雨滴 1

個の場合の NT 倍となる．一方，雨滴の直径をDとすれば，誘電体の体積 VDは

VD =
4

3
π

„
D

2

«3

(3.25)

で表される．式 (3.24) および (3.25) を式 (3.20) に代入すれば，散乱電力 Ps は

Ps =
P0k4

s |K|2
r2
s

„
D

2

«6

sin2 χNT (3.26)

となる．一方，式 (3.4) の関係を用いれば，Ps は

Ps =
P0

4πr2
s
σ (3.27)

で示される．式 (3.27)の σを微小散乱断面積の総和Σσで置き換えれば，式 (3.26)

および (3.27) から

Σσ =
π

16
k4
s |K|2D6 sin2 χNT (3.28)

が得られる．ここで，ks = 2π/λであり，後方散乱では χ = π/2であることを用

いると，Σσ は次式のように表わされる．

Σσ =
π5

λ4
|K|2D6NT (3.29)



42 第 3 章 レーダーリモートセンシングの原理

図 3.5 パルスレーダーの散乱体積と座標系

3.3.2 離散分布型標的のレーダー方程式

一般に気象レーダーが対象とする雨粒や雲粒のような微小な離散分布型標的で

は，式 (3.29) の Σσは図 3.5に示す散乱体積内の微小散乱断面積の総和に相当す

る．したがって，式 (3.8) のレーダー方程式は

Pr =
PtG

2λ2

(4π)3r4
Σσ (3.30)

に置き換えられる．ここで Pr は受信電力 [W]，Pt はピーク送信電力 [W]，Gは

アンテナ利得，λは波長 [m]，rはレーダーと標的の間の距離 [m] である．一方，

散乱体の体積 V は観測の物理的分解能に相当し，レーダーアンテナのビーム幅

(antenna beam width) と送信パルス幅 (transmitted pulse width)τ で決まる．単

位体積当たりの微小散乱断面積の総和を ηとするとき，Σσは V と ηとの積とし

て，次式で与えられる．

Σσ = V η (3.31)

η をレーダー反射率 (radar reflectivity) [m2 m−3 = m−1] と呼ぶ．

式 (3.31) を式 (3.30) に代入すれば，離散分布型標的 のレーダー方程式として

Pr =
PtG

2λ2

(4π)3r4
V η (3.32)
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が得られる．ただし散乱体積 V [m3] は次式で与えられる．

V =

Z
V

f4(θ, φ)dV =

Z
r2dr

Z π

0

Z 2π

0
f4(θ, φ) sin θdθdφ (3.33)

ここで，f2(θ, φ)は片道当りの正規化されたアンテナ放射パターンである．また，

標的までの距離 rが散乱体積の深さ cτ/2よりもはるかに大きいとき，dr � cτ/2

となる．ただし cは電波の伝搬速度すなわち光速，τ はレーダーの送信パルス幅

である．

アンテナ放射パターンの主ビームの電力分布はガウス分布にしたがうとみなせ

る．簡単のためアンテナの最大放射電力方向 (ビーム主軸) を基準 (z軸) に取り，

E 面および H 面内の天頂角をそれぞれ ϑおよび ϕとするとき，アンテナ放射パ

ターン f2(ϑ, ϕ)は

f2(ϑ, ϕ) = exp

(
−
 

ϑ2

2σ2
ϑ

+
ϕ2

2σ2
ϕ

!)
(3.34)

と表される [Nathanson and Reilly, 1968]．ただし σϑ および σϕ はそれぞれ ϑお

よび ϕ方向の標準偏差である．同じ座標系で式 (3.33) を考えると，式中の sin θ

は不要となることから，Z ∞

−∞
e−ax2

dx =

r
π

a
(3.35)

の関係を用いると，同式の ϑと ϕに関する積分 Ω0 は近似的に以下のように求め

られる．ただしアンテナ放射パターンのサイドローブからの寄与は無視できると

している [Probert-Jones, 1962]．

Ω0 �
Z ∞

−∞

Z ∞

−∞
f4(ϑ, ϕ)dϑdϕ =

πϑBϕB

8 ln 2
(3.36)

上式の ϑB および ϕB をそれぞれ E面および H面のビーム幅 (電力半値幅) [rad]

とすると，ϑB = σϑ

√
8 ln 2，ϕB = σϕ

√
8 ln 2で与えられる．パラボラアンテナの

場合は両者のビーム幅は等しいため，これを θ1 とすると ϑB = ϕB = θ1 となり，

散乱体積 V は

V = r2 cτ

2

πθ2
1

8 ln 2
(3.37)

で表される．式 (3.37) を式 (3.32) に代入すれば，

Pr =
PtG

2λ2θ2
1cτ

210(ln 2)π2r2
η (3.38)



44 第 3 章 レーダーリモートセンシングの原理

となり，損失を無視した場合の離散分布型標的のレーダー方程式が得られる．受

信電力は，孤立型標的の場合は式 (3.8) で示されるように r−4 に比例するのに対

し，分布型標的の場合は式 (3.38) に示すように r−2 に比例する注 7) ．

距離 100 km (= 105 m)，η = 10−10 m−1 の標的に対して，後出の表 9.2 に

示す気象庁標準レーダーを例に，具体的な数値を用いて Pr を計算すると次のよ

うになる注 8) ．すなわち，Pt = 250 kW = 2.5 × 105 W，G = 42 dB � 15850，

λ = 5.7 cm = 5.7× 10−2 m，θ1 = 1.0◦ � 1.75× 10−2 rad, c = 3.00× 108 m s−1，

τ = 2.5 μs = 2.5 × 10−6 sから，Pr = 6.65 × 10−14 W = −101.8 dBm注 9) とな

る．なお，後出の 5.1節で述べるように，受信可能な最小電力（受信機感度ある

いは最小受信電力）は，外来雑音，周囲 (大気) 温度，受信機の特性などによって

決まる．気象レーダーでは概ね 10−14 W，すなわち −110 dBm前後である．

3.3.3 レーダー反射因子

通常，雨滴などの微小な降水粒子による離散分布型標的は，図 3.4に示すレイ

リー領域に位置付けられる．したがってレイリー近似 (Rayleigh approximation)

が成り立ち，後出の 3.3.5項で述べるようにレーダー断面積 σ は

σ =
π5

λ4
|K|2D6 (3.39)

で示される注 10) ．ここで D は雨滴の直径，|K|2 は前出の式 (3.17) で与えられ

るK の自乗で，|K|2 値と呼ばれる．|K|2 値は大気温度とレーダー波長によって
表 3.3に示すように変化し，レーダー波長 0.62 ～10 cmおよび大気温度 0～20◦C
の間の水滴に対する値は 0.83～0.93の幅を持つ [Gunn and East, 1954]．

いま，微小粒子の粒径分布 (drop size distribution; DSD) を N(D)とする．そ

の詳細は後出の 6.1.1項で論じるとおりで，粒径分布が指数分布にしたがう場合

注 7) 離散分布型標的だけでなく，後出の第 3.4 節で論じる連続分布型標的の場合も同様である．

注 8) 実際には給電回路などで式 (3.38) で得られる Pr から 3～4 dB 程度の損失があるほか，気象

状況によって 6.3 節で述べる減衰が生じため，受信電力はこれらの損失と減衰を差し引いた値になる．

注 9) dBm は 1 mWを基準とする電力の対数表現で，1 mW = 0 dBm．よって 6.65×10−14 W =

6.65 × 10−11 mW = −101.8 dBm．

注 10) 前出の式 (3.29) からも得られる．
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表 3.3 各種の大気温度とレーダー波長に対する水の jKj2 の値．Gunn and East [1954] よ

り改変

レーダー波長
温度 (◦C) 10 cm 3.21 cm 1.24 cm 0.62 cm

20 0.9280 0.9275 0.9193 0.8926

10 0.9313 0.9282 0.9152 0.8726

0 0.9340 0.9300 0.9055 0.8312

−8 — — 0.8902 0.7921

の単位は [m−4] である注 11) ．このとき，レーダー反射率 η は

η =

Z Dmax

Dmin

σ(D)N(D)dD (3.40)

で示される．ここで σ(D) [m2] は直径 D [m] の粒子のレーダー断面積 ，Dmin

および Dmax はそれぞれ単位体積中の粒子径の最小値および最大値である．式

(3.39) を式 (3.40) に代入すれば，η は

η =
π5

λ4
|K|2

Z Dmax

Dmin

D6N(D)dD (3.41)

で示される．式 (3.41)の積分部分はレーダー反射因子 (radar reflectivity factor)Z

と呼ばれ，

Z ≡
Z Dmax

Dmin

D6N(D)dD (3.42)

で定義される．Z の単位は [m6 m−3] である注 12) ．Z を用いれば，式 (3.41) は

η =
π5

λ4
|K|2Z (3.43)

注 11) 6.1.1項で述べるように，粒径分布を修正ガンマ分布で表す場合は粒径分布の単位は [m−4−μ]

となる．ただし μ はガンマ分布のパラメータとする．

注 12) Z の単位としては，m6m−3 よりも mm6m−3 が用いられることが多い．この場合は，単位

変換によって生じる係数 10−18 を Z に乗じることが必要である．すなわち，式 (3.43) は

η [m−1] =
π5

(λ[m])4
|K|2Z[mm6m−3] × 10−18

となる．
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となる．上式は ηがレーダー周波数の 4乗に比例して増大することを示している．

式 (3.43)を式 (3.38)に代入すれば，損失を無視した場合の分布型標的のレーダー

方程式は，レーダー反射因子 Z を用いて次式で表現される．

Pr =
π3PtG

2θ2
1cτ |K|2Z

210(ln 2)λ2r2
(3.44)

3.3.4 ミー公式

前述のように，通常の気象レーダーでは降水粒子による電波の散乱をレイリー

散乱としてとらえる．一方，ミリ波帯の電波に対する相対的に大きな粒径の降水

粒子からの散乱のように，レイリー近似ができない場合は，以下に述べるミー公

式 (Mie formulas) により，誘電体球による散乱の厳密解を求めることが必要にな

る．なお，レイリー近似はミー公式の近似解として与えられる．

誘電体としての降水粒子は，照射される電波のエネルギーの一部を吸収して熱

に変え，残りを全方向に散乱する．散乱される電力の総和 Qs と入射電力密度 Si

の比が全散乱断面積 (total scattering cross section) σs，吸収される電力 Qaと Si

の比が吸収断面積 (absorption cross section) σa で，それぞれ，

σs ≡ Qs/Si (3.45)

σa ≡ Qa/Si (3.46)

で定義される．また，σsと σaの和を全断面積 (total cross section) σtと呼ぶ．降

水中を伝搬する電波では，σtと Siの積は降水粒子に照射されたことにより散逸さ

れる電力といえる注 13) ．(θ, φ) 方向に対する散乱断面積を σsd(θ, φ)とし，レー

ダーと標的の距離を rとすれば，(θ, φ) 方向の散乱電力密度 Ss(θ, φ)は

Ss(θ, φ) = σsd(θ, φ)Si/4πr2 (3.47)

で与えられる．特に散乱方向が入射方向と一致するとき，σsd(θ, φ)は後方散乱断

面積 (backscattering cross section) σb と呼ばれる．式 (3.47) および (3.9) から

明らかなように，σb はレーダー断面積 σ に等しい．σs，σb，σt はそれぞれ次の

注 13) σt と降水中を伝搬する電波が受ける減衰の関係は 6.3.3 項で後述する．
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ミー公式を用いて表される [例えば Stratton, 1941; Van de Hulst, 1957]．

σs =
2π

k2
1

∞X
l=1

(2l + 1)(|al|2 + |bl|2) (3.48)

σb =
π

k2
1

˛̨̨
˛̨ ∞X
l=1

(−1)l(2l + 1)(al − bl)

˛̨̨
˛̨
2

(3.49)

σt =
2π

k2
1

∞X
l=1

(2l + 1)Re[al + bl] (3.50)

また，σaは σtと σsから σa = σt −σsとして間接的に求められる．ここで，Re[∗]
は複素関数 [∗]の実数部を示す．また k1 は誘電体中の波数，al および bl は後述

するように正の整数 lに対する l次のミー係数 (Mie coefficients) を示す．誘電体

球の複素誘電率を ε1 = ε′1 + jε′′1，複素透磁率を μ1 = μ′
1 + jμ′′

1 とすると，k1 は

前出の式 (2.17) の複素表現として，次式のように定義される．

k1 ≡ ω
√

ε1μ1 = ω
q

(ε′1 + jε′′1)(μ′
1 + jμ′′

1) = mKk0 (3.51)

ここで，mK は (相対)複素屈折率 (complex index of refraction) であり，

mK = n − jka (3.52)

で示される．nは式 (2.40) で定義した屈折率の実数部で，ka は虚数部，あるい

は吸収をもたらす項である．また，k0は真空中の波数を示す．したがって，kak0

は電波の振幅の減衰率を示す．一方，後出の 6.3節では電波の電力減衰を論じる．

同節で議論される電力の減衰率 kは，式 (6.47) に示す定義から明らかなように，

kak0 の 2倍に等しい．なお，mK を用いれば，3.3.3項に既出の |K|2 値は

|K|2 =

˛̨̨
˛̨m2

K − 1

m2
K + 2

˛̨̨
˛̨
2

(3.53)

と表現される．

ミー係数は球ベッセル関数および球ハンケル関数によって定義される [Stratton,

1941] が，漸化式を用いて解くこともできる [Deirmendjian, 1969]．ここでは後者

の手法によることとし，まず漸化式Wl を次のように定義する．

Wl ≡
„

2l − 1

α

«
Wl−1 − Wl−2 (3.54)
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ただし

W0 ≡ sinα + j cos α (3.55)

W−1 ≡ cos α − j sinα (3.56)

とする．ここで αは粒子の電波長で，粒径 Dを用いて次式で示される．

α =
πD

λ
(3.57)

次に漸化式 Sl を

Sl ≡ − l

y
+

„
l

y
− Sl−1

«−1

(3.58)

で定義する．ただし

y ≡ mKα = nα − jkaα (3.59)

S0 ≡ sin(nα) cos(nα) + j sinh(kaα) cosh(kaα)

sin2(nα) + sinh2(kaα)
(3.60)

とする．このとき，ミー係数 al および bl はWl と Sl を用いて次の各式で表現さ

れる [例えば Sauvageot, 1992]．

al =

„
Sl

mK
+

l

α

«
Re[Wl] − Re[Wl−1]„

Sl

mK
+

l

α

«
Wl − Wl−1

(3.61)

bl =

„
mKSl +

l

α

«
Re[Wl] − Re[Wl−1]„

mKSl +
l

α

«
Wl − Wl−1

(3.62)

3.3.5 レイリー散乱

粒径がレーダー波長よりも十分に小さく，α � 1であるとき，すなわち 3.2節

で論じたレイリー領域では，式 (3.61) および (3.62) のミー係数 alおよび blの第

5次 (l = 2) 以降の高次項が無視できる．このため，σs，σb，σaおよび σt はレイ
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リー近似により，次の各式のように簡単化される [例えば Sauvageot, 1992]．

σs =
2λ2

3π
α6|K|2 =

2

3

π5

λ4
|K|2D6 (3.63)

σb =
λ2

π
α6|K|2 =

π5

λ4
|K|2D6 (3.64)

σa =
λ2

π
α3Im[−K] =

π2

λ
Im[−K]D3 (3.65)

σt = σs + σa (3.66)

前出の 3.3.1項の議論はレイリー近似に対応するものである．式 (3.29) は粒子

数NT の総後方散乱断面積を表している．一方，本項の式 (3.64) は個々の粒子の

後方散乱断面積を示す．

各種の大気温度とレーダー波長に対する |K|2値は，前出の表 3.3に示すとおり

である．また，複素誘電率の虚数部 Im[−K]は表 3.4に示す値を取る [Gunn and

East, 1954]．さて，損失のない誘電体の場合は σa = 0，すなわち σt = σsである．

σsが α6 (またはD6) に比例して変化するのに対して，σaは α3(またはD3) に比

例するため，雲粒のような微小粒子の場合は σs � σa である．したがって，通常

は σt � σa とみなせる．ただし，粒径の大きい雨滴の場合は σa と σs は同程度に

なるため，σt の算出には両者を考慮することが必要になる．

なお，大気中を伝搬する電波が受ける減衰のうち，水滴による減衰は σt に依

存する．これについては，後出の 6.3節で詳述する．

等価レーダー反射因子 雪片や氷粒のような複雑な形状をした降水粒子に対して

は，球形粒子を想定した式 (3.42)の Z を適用できない．このような場合には，等

　
表 3.4 各種の大気温度とレーダー波長に対する Im[`K] の値．Gunn and East [1954] よ

り改変

レーダー波長
温度 (◦C) 10 cm 3.21 cm 1.24 cm 0.62 cm

20 0.00474 0.01883 0.0471 0.0915

10 0.00688 0.0247 0.0615 0.1142

0 0.01102 0.0335 0.0807 0.1441

-8 — — 0.1036 0.1713
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価レーダー反射因子 (equivalent radar reflectivity factor) が用いられる [Smith,

1984]．いま，降雨に対するレーダー反射因子を Z とすると，式 (3.43) から降雨

に対するレーダー反射因子 ηr と Z は次の関係にある．

ηr =

Z Dmax

Dmin

σr(D)N(D)dD =
π5

λ4
|Kw|2Z (3.67)

ここで，σrは降水粒子のレーダー断面積，|Kw|2は水の |K|2値である．一方，標
的が雪片や氷粒のときのレーダー反射因子を Zi，|K|2値を |Ki|2とすれば，上式
と同様にこれらの粒子に対する ηr を求めることができる．両者の ηr が等しくな

る，水に対する Z を等価レーダー反射因子 Ze と定義する．このとき，

Ze =
|Ki|2
|Kw|2 Zi (3.68)

となる．通常，レーダー観測のみでは標的の降水状態 (雨滴か氷粒かなど) を知る

ことはできないため，一般にレーダーで得られるのは Ze であるといえる．した

がって，現地実測などの他の手段によって得た情報をもとに，Zeを降水状態に応

じたレーダー反射因子に変換することになる．前出の表 3.3に示すように，|Kw|2
はレーダー波長および大気温度によって変化するが，大気中の雨滴の場合 (> 0

℃) は，レーダー波長に対して実用上ほぼ一定と考えてよい．以下の議論では特

に断らない限り |Kw|2 = 0.93とする．また，|Ki|2 はレーダー波長の変化に対し
てほぼ一定で，|Ki|2 = 0.176である [Battan, 1973]．したがって，式 (3.68) から

氷粒の場合は

Ze = 0.189Zi (3.69)

となる．また，雪片のように |Ki|2 値は氷粒と同一であるが形状が複雑な場合
は，次の考えに基づく |K|2 値の換算が行われる．すなわち，雪片を溶かして得
た水滴からもとの粒径を推定する．このとき，氷の密度は 0.92 × 103 kg m−3 で

あるから，同一質量の水に対してもとの氷の粒径は 0.92−1/3 � 1.028倍である．

さらに，水滴に対しては一般にレーダー反射因子は式 (3.42) から D6 に比例す

るため，氷を融解した粒径で議論する場合のレーダー反射因子 Zi は，氷粒のま

まの Zi に対して (0.92)2 � 0.846 倍小さくなる．この効果を |K|2 値に含める
こととして |K′

i |2 とすれば，|K′
i |2 は |Ki|2 を (1/0.846) � 1.18倍した値であり，

|K′
i |2 = 1.18|Ki|2 = 0.208となる．この場合は

Ze = 0.224Zi (3.70)
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で関係付けられる [Smith, 1984]．

以上のように球形でない降水粒子に対しても，それぞれのレーダー反射因子を

雨滴のレーダー反射因子に置き換えることができる．この等価レーダー反射因子

Ze と |Kw|2 を用いることにより，損失を無視した場合の分布型標的のレーダー
方程式 (3.44) は，より一般的に次式で表現される．

Pr =
π3PtG

2θ2
1cτ |Kw|2Ze

210(ln 2)λ2r2
(3.71)

3.4 連続分布型標的のレーダーリモートセンシング

3.4.1 連続分布型標的の散乱特性

大気の乱流による屈折率 (あるいは誘電率) の揺らぎが，レーダーによる大気

からの散乱波の主要な生成要因である [Woodman and Guillen, 1974]．2.2.2項で

述べたように，大気の屈折率は大気圧，大気温度，水蒸気の分圧，および電子密

度によって決まり，大気乱流によってこれらの値がわずかに変動すると，屈折率

に揺らぎが生じる．屈折率は背景大気の動きに対応して変化し，レーダー電波を

散乱させる．そのメカニズムの主要なものは図 3.6 に示すブラッグ散乱 (Bragg

scattering)と分反射 (partial reflection) である．

ブラッグ散乱 降水粒子からの散乱では，一定の誘電率変化を示す散乱体が離散

的に分布している状態 (離散分布型標的) と見なせる．これに対し，降水粒子が存

在しない大気 (晴天大気; clear air)による電波散乱は，連続した大気の誘電率の空

間分布の揺らぎに起因している．すなわち大気乱流による屈折率 (radio refractive

index) の不規則な変動が散乱の原因となり，連続分布型標的が形成される．大気

乱流の連続分布型標的としての特徴は，その散乱がレーダー波長の半分程度の空

間スケールを持つ屈折率のランダムな揺らぎのみが寄与するブラッグ散乱にある．

一般に，大気レーダーが対象とする中間圏以下の高度では乱流は流体力学的に等

方的であると考えられており，電波の散乱もまた等方的であるとみなされる．散

乱体が一様に分布している場合，散乱体積が散乱電力に寄与する．したがって，

連続分布型標的を対象とするレーダー方程式の導出手順は，レーダー断面積をレ

イリー近似によって求める降水粒子などの離散分布型標的とはレーダー断面積を

評価するプロセスが異なるものの，基本的な考え方は同じである．
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図 3.6 大気散乱の特性

分反射 水平方向に成層した大気層に向かって電波が垂直に近い角度で入射する

とき，散乱体積内の同一高度の各所から散乱される電波の位相は相関を持つ．散

乱が水平方向に大きな相関を持つ距離は水平相関距離 hc と呼ばれる．hc がアン

テナ直径 Da の 0.3倍程度以上になると，散乱は入射電波の一部が鏡面から反射

されるのに近い状態となる [例えば Doviak and Zernić, 1993]．これは分反射ある

いはフレネル反射 (Fresnel reflection) と呼ばれる．典型的な VHF帯レーダーで

は Da は 100 m程度であるから，水平相関距離が 30 m程度になれば分反射が効

いてくる．一方，平均的に強い安定層を持つ大気の内部では，何らかの原因で局

所的に発生した乱流領域の鉛直スケール H と水平スケール Lの間に

H/L � fi/N � 10−4/10−2 = 1/100 (3.72)

の関係が成り立つ [例えば Charney, 1973]．ここで，fi は慣性振動数注 14) ，N

はブラント・バイサラ振動数 (Brunt-Väisälä frequency) 注 15) である．成層圏で

注 14) 地球の自転の角速度を Ω，緯度を ϑ とするとき，慣性振動数 fi は fi = 2Ω sin ϑ で表され

る．地球が自転しているために現れる見かけの力，すなわちコリオリ力 (Coriolis force) は，北半球

では風を運動方向に対して直角に右向きに曲げるように作用し，南半球では左向きに曲げるように

作用する．西から東へ吹く風の成分を u，北から南へ吹く風の成分を v とするとき，コリオリ力は

du/dt ＝ fiv, dv/dt = −fiu で表される．

注 15) 連続成層した流体中に，周囲の媒体と密度が等しい浮遊媒体を置いたとき，この媒体を引き上

げると周囲の媒体よりも密度が大きくなり，押し下げれば逆に密度は周囲よりも小さくなるため，元
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観測される乱流領域の高度幅から H � 1～100 mとすると，L � 0.1～10 kmと

なり，反射層が hcよりも大きいスケールに広がる．分反射は，このような薄い層

構造の境界面に生じる屈折率の急しゅんな勾配または不連続によって生じる反射

である．なお，散乱体積内に反射層が多重に存在すると，ブラッグ散乱と分反射

の中間的な特性を示す．これは特に分反射性散乱あるいはフレネル散乱 (Fresnel

scatter) と呼ばれる．

3.4.2 乱流からの散乱

ブラッグ散乱に対するレーダー方程式 大気乱流による電波の後方散乱において

もまた，前出の図 3.5に示すパルスレーダーのレーダービームが照射される面積

とパルス幅によって決まる散乱体積が，受信電力に寄与する．受信電力 Pr を求

める式 (3.32) において，アンテナ利得 Gを式 (2.83) によってアンテナの有効開

口面積 Ae と波長 λで表現すれば，

Pr =
PtA

2
e

4πλ2r4
V η (3.73)

が得られる．ここで ηはレーダー反射率で，大気乱流の観測においては ηは大気

屈折率の揺らぎの関数になる．その詳細は次項で論じる．

一般に大気レーダーでは，レーダービームを天頂およびその周辺の複数方向に

向けて放射する．簡単のためにアンテナの放射パターンをビーム幅 θ1の円錐で近

似し，散乱体積 V をこの円錐の深さΔrの部分として扱う (図 3.5参照)．θ1 � 1

のとき V は

V = π

„
rθ1

2

«2

Δr (3.74)

の位置に戻そうとする復元力が働く．復元力の強さは鉛直方向の変位に比例するので，浮遊媒体の運

動に伴って流体が乱れることがなく，粘性を無視すれば，この媒体は単振動を行う．この振動数をブ

ラント・バイサラ振動数という．この振動数は，密度の鉛直方向の変化の平方根に比例するため，成

層の強さを表すパラメータとして使われる．なお，本書では N は雑音電力の表示にも用いており，そ

の都度注を付している．
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で表される注 16) ．ここでΔr = cτ/2である．式 (3.74) を式 (3.73) に代入すれば

Pr =
PtA

2
eθ2

1

16λ2r2
Δrη (3.75)

となる．ここで，sをレーダービーム内の電波充満の度合いに関する定数とする

とき，ビーム幅と利得は次式で関係付けられる．

G =

„
πs

θ1

«2

(3.76)

式 (3.76)および (2.83)から得られる

θ2
1 =

π2s2

G
=

πλ2s2

4Ae
(3.77)

を式 (3.75) に代入すると，損失を無視した場合の連続分布型標的に対するレー

ダー方程式として

Pr =
πs2PtAe

64r2
Δrη (3.78)

が導かれる．ただし標的は散乱体積全体を満たしているものとする．また，Aeお

よび電波充満の度合い sは，実測などにより得られる Gおよび θ1 を用いて，そ

れぞれ

Ae =
Gλ2

4π
(3.79)

s =

√
Gθ1

π
(3.80)

によって求められる．式 (3.78)から明らかなように，ブラッグ散乱の受信電力は，

送信電力 Pt と Ae の積に比例し，また，散乱体積の深さ Δr，すなわち送信パル

ス幅に比例する．

屈折率の揺らぎのスペクトル ここでは屈折率の揺らぎとレーダー反射率の関

係を論じる．レーダー散乱に寄与する屈折率 n の揺らぎの空間スペクトル密度

注 16) 離散分布型標的の散乱体積を示す式 (3.37) と本式の違いは，係数 1/(2 ln 2) � 0.72 の有無

である．これは，前者でアンテナの放射パターンの特性として放射電力分布がガウス分布とみなされ

る効果を厳密に扱ったことによる．慣例的な取り扱いの違いによるものであり，連続分布型標的と離

散分布型標的のレーダー方程式には本質的な差はない．
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(spatial power-spectral density)φn(»)は，後述のように nの空間 3次元の相関関

数をフーリエ変換 (Fourier transform) 注 17) することで定義される注 18) ．揺らぎ

の波数ベクトル »は，3.3.1項で述べた入射電界の波数ベクトル k0および散乱電

波の波数ベクトル ksと » = k0 −ksの関係にある．後方散乱の場合は，式 (3.22)

に示したように » = 2k0 となるため，絶対値 κ = |»|と送信波長 λの間には

κ = 2(2π/λ) = 4π/λ (3.81)

の関係が成り立つ．したがって，レーダー電波の後方散乱に対しては，電波伝搬

方向にある送信電波の半波長の空間スケール (λ/2 = 2π/κ) を持つ揺らぎのみが

散乱に寄与していることになる．すなわち，レーダーでは，屈折率の揺らぎのス

ペクトルの中で送信波長の 1/2に相当する空間波数成分のみをサンプリングして

いるといえる．

さて，散乱体のある基準点を r0 とし，そこからの散乱体の相対位置を lとす

れば，前出の誘電体の散乱で示した変動分の積の項である式 (3.23) は，次式のよ

うに置き換えられる [例えば Gossard and Strauch, 1983]．

I =

ZZ
δN(r0)δN(r0 + l)dr0e

−j»ldl (3.82)

式 (3.82)は散乱体の空間分布の自己相関関数を含んでいる．自己相関関数は δN(r0)

と δN(r0 + l)の距離 lのみの関数になるため，その相関関数を散乱体の体積 V

内で次式のように定義する．

Cn(l) ≡ 1

δN2V

Z
δN(r0)δN(r0 + l)dr0 (3.83)

ここで，N の分散値 δN2は相関係数を正規化するために導入されている．Cn(l)

をフーリエ変換したものが φn(»)で，両者は

φn(») =
1

(2π)3

ZZZ ∞

−∞
Cn(l)e−j»ldl (3.84)

Cn(l) =

ZZZ ∞

−∞
φn(»)ej»ld» (3.85)

注 17) φn(κ) の定義は式 (3.84) で，またフーリエ変換の関係式は後出の 5.4.1 項で述べる．乱流

は 3 次元的な変動をするランダムな運動である．乱流を測定する際に，乱流中の測定点を線上に並べ，

同時刻に測定された空間変動をフーリエ変換することにより，空間スペクトルが得られる．スペクト

ルは波数 κ の関数になる．

注 18) ここで，φn(κ) をすべての κ について積分した値が n の変動分の分散値 δn2 に等しくなる

ように係数を定める．
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の関係にある．

φn(»)は式 (3.84)によって任意の波数ベクトル成分に対して定義される．一方，

ゾンデなどのセンサーで実際に観測されるのは波数の振幅とそのベクトル方向に

ついて限られた成分，すなわち 1次元スペクトルである．これを S(κ)として，次

に S(κ)と φn(»)の関係を論じる．いま，φn(»)を »空間で κy と κz について積

分すれば，1次元スペクトルである

F x
n (κx) =

ZZ ∞

−∞
φn(»)dκydκz (3.86)

が得られる．κx は −∞から∞まで分布するが，実際に観測される 1次元スペク

トル Sx は κx が正の場合にのみ値を持つ．すなわちZ ∞

0
Sx(κx)dκx =

Z ∞

−∞
F x

n (κx)dκx = 2

Z ∞

0
F x

n(κx)dκx　　 (3.87)

Sx(κx) = 2F x
n (κx) (3.88)

の関係にある [Ottersten, 1969a, c]．

等方乱流の場合は φn(») = φn(κ)である．また，等方乱流では S(κ)はすべて

の方向に対して同一であり，相関係数 Cn(l)をフーリエ変換した 1次元スペクト

ルとして

S(κ) =
2

π

Z ∞

0
Cn(l) cos κldl (3.89)

で表される．ただし係数は正規化している．また，式 (3.84) で示される φn(»)も

次のように簡略化できる．すなわち微小積分領域 dlを極座標表示し，β = − cos θ

と置けば

dl = l2dl sin θdθdφ = l2dldβdφ (3.90)

となる．式 (3.90) を式 (3.84) に代入すれば，

φn(») =
1

(2π)3

Z ∞

0
Cn(l)l2

 Z 1

−1
ejκlβdβ

!
dl

Z 2π

0
dφ (3.91)

が得られる．ここで

Z 1

−1
ejκlβdβ =

2 sinκl

κl
(3.92)
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を用いると，式 (3.91) は次式のように変形される．

φn(») =
2

(2π)2

Z ∞

0
Cn(l)

l sinκl

κ
dl (3.93)

さらに l sinκl = − d

dκ
cos κlを式 (3.93) に代入すれば

φn(») =
−2

(2π)2κ

d

dκ

Z ∞

0
Cn(l) cos κldl (3.94)

が得られる．式 (3.89) および (3.94) から，等方乱流による屈折率の揺らぎの空

間スペクトル密度 φn(»)と 1次元スペクトル S(κ)が次式で関係付けられる．

φn(») = − 1

4πκ

∂S(κ)

∂κ
(3.95)

さて，φn(»)を »空間において半径 κの球殻について積分することにより，ス

カラー波数 κについての 3次元スペクトル Φ(κ)，すなわちスカラー量の 3次元

エネルギースペクトル Φ(κ)が次式で定義される．

Φ(κ) ≡ κ2
Z
4π

φn(»)dΩ (3.96)

上式は振幅が » の波数ベクトルからの寄与をすべてのベクトル方向について積分

したものである．等方乱流の場合は，φn(»)は方向によらず波数ベクトルの振幅

κのみに依存する．したがって，立体角 Ω に関する積分は 4πφn(»)となり，式

(3.96) は

Φ(κ) = 4πκ2φn(») (3.97)

で表される．また，式 (3.95) を式 (3.97) に代入すれば，3次元スペクトル Φ(κ)

と 1次元スペクトル S(κ)の関係式として

Φ(κ) = −κ
∂S(κ)

∂κ
(3.98)

が導かれる．ここで，Φ(κ)はレーダーの電波散乱の特性に関与しているのに対

し，S(κ)は屈折率 nの揺らぎをゾンデなどのセンサーによって求めたスペクト

ルに対応する．
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大気乱流のレーダー反射率 前項では屈折率の揺らぎの空間スペクトルに関して

論じた．一方，屈折率の揺らぎは誘電率の空間分布の揺らぎによって生じる．本

項では誘電率の空間分布の揺らぎと散乱電界の関係を示し，次いで屈折率の揺ら

ぎと誘電率の揺らぎの関係，および屈折率の揺らぎ とレーダー反射率の関係を明

らかにする．

微小な誘電率変動を δεとすれば，これによる散乱電界は，球状の誘電体が多数

存在する場合の散乱電界として示した式 (3.18) において，3KVDN(r0)を δεに

置き換えたものに等しい．したがって，大気乱流による散乱電界は

Es =
k2
s

4πrs
E0 sinχ

Z
r0

δε(r0)

ε0
ej(ωt−ksrs−k0r0)dr0 (3.99)

で表される．このとき，散乱電力 Ps は，式 (3.20) および (3.21) において同様に

3KVDN(r0)を δεに置き換えた

Ps =
P0k4

s sin2 χ

(4πrs)2
I (3.100)

I =

˛̨̨
˛
Z

r0

δε(r0)

ε0
e−j»r0dr0

˛̨̨
˛
2

(3.101)

で与えられる．いま，式 (3.82) ～ (3.84) に対して誘電率の揺らぎの関係を適用

すれば，

I =

ZZ
δε(r0)

ε0

δε(r0 + l)

ε0
dr0e

−j»ldl (3.102)

Cε(l) =
1

V

Z
δε(r0)

ε0

δε(r0 + l)

ε0
dr0 (3.103)

φε(») =
1

(2π)3

ZZZ ∞

−∞
Cε(l)e−j»ldl (3.104)

となる．ここで，φε は誘電率の揺らぎの空間スペクトル密度である．これらの 3

式から，I と φε は次式で関係付けられる．

I = 8π3V φε(») (3.105)

式 (3.105) を式 (3.100) に代入すれば，

Ps =
P0k4

s πV φε(»)

2r2
s

sin2 χ (3.106)
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が得られる．後方散乱の場合は χ = π/2であるため，式 (3.106) から散乱電力は

Ps =
P0k4

s πV φε(»)

2r2
s

(3.107)

となる．式 (3.107)，散乱電力を示す式 (3.27)，および後方散乱断面積とレーダー

反射率 η の関係を示す式 (3.31) から

σ = V η = 2π2k4
s V φε(») (3.108)

が得られる．式 (3.108) から，η は誘電率の揺らぎの空間スペクトル密度 φε(»)

と散乱電波の波数 ks により次式で表される．

η = 2π2k4
s φε(») (3.109)

さて，屈折率 nは式 (2.42) の ε2を εに置き換えれば n �pε/ε0であるが，大

気中では n2 = ε/ε0 � 1と近似できる．よって，誘電率の微小変動 δ(ε/ε0)は

δ(ε/ε0) � 2nδn � 2δn (3.110)

となる．すなわち (ε/ε0)と nが変動するとき，それらの相関関数の振幅比は 4 : 1

になる．したがって

φε(») = 4φn(») (3.111)

となる．式 (3.111)を式 (3.109)に代入し，さらに後方散乱では κ = 2ksの関係に

あることを用いれば，大気中での屈折率 nの揺らぎの空間スペクトル密度とレー

ダー反射率 η は

η =
π2

2
κ4φn(») (3.112)

で関係付けられる [Tatarski, 1961; Ottersten, 1969a, c]．次に式 (3.97)を式 (3.112)

に代入すれば，レーダー反射率 η と等方性媒質における屈折率の揺らぎによる 3

次元エネルギースペクトル Φ(κ)の関係式として

η =
π

8
κ2Φ(κ) (3.113)

が得られる．また，式 (3.98) を式 (3.113) に代入すれば，ηと 1次元スペクトル

S(κ)の関係を示す

η = −π

8
κ3 ∂S(κ)

∂κ
(3.114)

が得られる．
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慣性小領域における反射率 中層大気や対流圏において屈折率の揺らぎをもたら

しているのは中性大気の自由乱流であり，φn(»)は波数 »に依存した乱流のスペ

クトルによって決定されるとみなされる．このような屈折率の揺らぎが局所的に

均質で等方な乱流，いわゆる慣性小領域 (inertial subrange) 注 19) 内にある乱流に

よって生じる場合，レーダー電波の半波長，すなわち λ/2もまた慣性小領域にな

ければならない．このような領域に生じる乱流の特性を示すスペクトルは，p > 0

として一般に S(κ) ∝ κ−p で近似されるため

∂S(κ)

∂κ
= − p

κ
S(κ) (3.115)

となる．これを式 (3.98) および (3.114) に代入すれば

Φ(κ) = pS(κ) (3.116)

η =
π

8
pκ2S(κ) (3.117)

が得られる．慣性小領域に含まれる乱流の場合は p = 5/3 で，S(κ) ∝ κ−5/3，

Φ(κ) ∝ κ−5/3，φ(») ∝ κ−11/3となる [Kolmogoroff, 1941; Heisenberg, 1948]．ま

た式 (3.117) から

η =

„
5

3

«“π

8

”
κ2S(κ) (3.118)

が得られる．

乱流構造定数 屈折率の揺らぎに関する乱流構造定数 (structure constant for the

refractive index) C2
n [m−2/3] を

(n(r + δr) − n(r))2 ≡ C2
n|δr|2/3 (3.119)

で定義する．すなわち C2
n は微小距離 δr だけ離れた 2点での慣性小領域内の屈

折率の揺らぎを示し，大気乱流によって生じる屈折率変動の目安となる．一方，

前項で触れたように屈折率の揺らぎのスペクトル S(κ)に −5/3乗則が適用され

ることから，S(κ) = Cfκ−5/3 で表される．ここで，係数 Cf は C2
n に比例し，

Cf/C2
n � 1/2.4 [Silverman, 1956] あるいは � 1/4 [Ottersten, 1969a] のように

注 19) 慣性小領域の空間スケールと特性の詳細は 7.3.1 項で論じる．
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関係付けられる．後者によれば，1次元スペクトル S(κ)は乱流構造定数 C2
n を用

いて以下のように表現できる．

S(κ) � 1

4
C2

nκ−5/3 (3.120)

式 (3.120) を式 (3.118) に代入し，式 (3.81) の波数 κと電波の波長 λの関係を用

いれば，大気乱流によるレーダー反射率と波長の関係式として

η � 0.38C2
nλ−1/3 (3.121)

が導かれる．上式は ηがレーダー周波数の 1/3乗に比例して増大することを示し

ている．式 (3.79) で与えられる Ae および式 (3.121) で求めた ηを式 (3.78) に代

入すれば，無損失時の大気乱流からの受信電力が得られる．

大気乱流と気象粒子の反射率の比較 C2
n は高度，季節などによって変動し，概

ね 10−12～10−18 [m−2/3] の値を取る．一方，前出の式 (3.42) で定義される分布

型標的のレーダー反射因子 Z は，降水では 100～104 [mm6m−3] 程度，霧雲では

10−3～10−1 [mm6m−3] 程度の値をとることが多い．C2
n および Z としてこれら

図 3.7 大気乱流と降水粒子のレーダー反射率の比較
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の代表的な値を用いて，それぞれ式 (3.121) および (3.67) によって ηを計算した

結果を図 3.7に示す．

同図から明らかなように，2～3 GHz近傍を境にして，これよりも低い周波数

では大気乱流の C2
n によるレーダー反射率が降水や雲霧によるものよりも大きく

なることがある．5 GHz程度を越える周波数では，一般に降水や雲霧によるレー

ダー反射率が大気乱流によるものよりも大きくなる．

3.4.3 成層大気からの分反射

分反射に対するレーダー方程式 この場合のレーダー方程式は，乱流によるもの

とは異なり，鏡面反射を想定したものになる．すなわち，距離 rにある成層から

の分反射電力は，距離 2rの位置に有効開口面積 Aeのアンテナを置いた場合の受

信電力に相当する．標的の反射係数を |ρ|2とすれば，損失を無視した場合のレー
ダー方程式は，式 (3.5) の rおよび σ をそれぞれ 2rおよび Ae|ρ|2 に置き換えた

Pr =
PtGt

4π(2r)2
Ae|ρ|2 =

PtA
2
e

4λ2r2
|ρ|2 (3.122)

で表現される [Friend, 1949]．上式から，分反射の受信電力は式 (3.38) および

(3.78) で示した分布型標的の場合と同様に r2 で減衰し，また，式 (3.8) で示した

孤立型標的の場合と同様に A2
e/λ2 に比例することが分かる．

分反射の反射係数 分反射における反射係数 (分反射係数) |ρ|2 は一般に

|ρ|2 =
1

4

˛̨̨
˛̨Z +l/2

−l/2

dn

dz
e−jκzdz

˛̨̨
˛̨
2

(3.123)

で与えられる [Wait, 1962; Yeh and Liu, 1972]．ここで l は成層の厚さ，z は高

度，κは κ = 4π/λで与えられる波数である．式 (3.123) は，このような層から

の電波の反射強度が，屈折率変動の空間スペクトルの中でレーダー波長の半分の

スケールを持つフーリエ成分に依存することを示している．したがって，屈折率

勾配 (vertical gradient of refractive index) が鉛直方向に移動せずに，その層の形

も変わらないとすれば，レーダーエコーの位相と振幅は，共に時間的に一定とな

る．すなわちコヒーレントな過程といえる．

式 (3.123) から明らかなように，屈折率の勾配が急になれば反射が大きくなる．

また，同じ屈折率勾配に対してはレーダー波長が長いほど反射が大きい [Röttger
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et al., 1978]．反射係数は，屈折率の不連続をもたらす大気層の形状に強く依存し

ている．いま，厚さ lの層全体での屈折率の変化を δnとし，正規化された層の厚

さおよび高さをそれぞれ l∗ = l/λおよび z∗ = z/l とするとき，式 (3.123) は次

のようになる [Wait, 1962; Yeh and Liu, 1972]．

|ρ|2 =
|δn|2

4

˛̨̨
˛̨Z +l∗/2

−l∗/2

d(n/δn)

dz∗
e−4πjz∗

dz∗
˛̨̨
˛̨
2

(3.124)

層の形に関してはいくつかのモデルが考えられている [Gage and Balsley, 1980]．

例えば，層が大きさ δnの段階関数で表されるとき，式 (3.124) は

|ρ|2 =
|δn|2

4
(3.125)

となる．また，屈折率の勾配が一定のときは

|ρ|2 =
|δn|2
16π2

„
sin 2πl∗

l∗

«2

(3.126)

となる [Friend, 1949]．式 (3.126)の右辺に現れる振動は層の上下端における dn/dz

の不連続によって生じる干渉の結果である．

天頂角依存性 現実の大気では，特に下部成層圏で受信電力に天頂角依存性 (aspect

sensitivity) があることが知られている [Gage and Green, 1978; Röttger and Liu,

1978; Fukao et al., 1979; Tsuda et al., 1986]．式 (3.123) はレーダービームが反

射層に垂直に入射し受信電力が最大となる場合の反射係数を与えるもので，ビー

ムが天頂から離れるに伴い受信電力は急速に減じる．減率は水平相関距離 hc が

大きくなるほど急しゅんになる．図 3.8は 50 MHz帯大気レーダーで観測される

受信電力の天頂角依存性を示している [Gage, 1990]．一般に天頂角依存性は天頂

角が数度以内で卓越し，10◦ を越えると等方性散乱 が中心となる．天頂角数度付
近で受信電力が強められる理由として，非等方性散乱 が効いているという考え方

[Doviak and Zernić, 1993] と，後述の大気重力波によって反射層が波打つことに

起因するとする考え方がある [例えば Tsuda et al., 1997]．なお，天頂角依存性は

UHF帯やマイクロ波帯レーダーでは見られない．

対流圏や成層圏の層構造に対する |ρ|2 の推定は Gage and Green [1978] によ

り試みられている．対流圏界面や前線面のように顕著な不連続面があることが分

かっている場合は，分反射を利用して客観的にその面の高度を決定する試みも行
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図 3.8 50 MHz 帯受信電力の天頂角依存性モデル．Gage [1990] より改変

われている [Gage and Green, 1979, 1982; Yamamoto et al., 2003]．また，気球に

つるした高精度温度センサーを用いて，分反射を生じさせる大気構造を直接観測

する試みも進められている [Luce et al., 2002]．

3.4.4 線状標的からの散乱

孤立型標的と分布型標的の中間に位置付けられる大気レーダーの標的の 1つに

次のものがある．直径が 1 mm, 重量が 1 mg程度の小さな流星が 10～70 km s−1

という高速で地球大気を貫通するとき，摩擦熱により高度 80～110 kmに作られ

る線状に電離した流星飛跡 (meteor trail) である [例えばMcKinley, 1961]．　

図 3.9に示すように，流星飛跡は直線状でレーダーから十分遠方にあるものと

する．また r はレーダーからレーダービームが飛跡に直交する点 Pまでの距離，

r′ は同じく飛跡に沿う線素 dsまでの距離である．次式で与えられる範囲内 le に

連なる電子からの散乱はほぼ同相と見なせることから，流星飛跡もフレネル反
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図 3.9 流星飛跡とレーダーの関係

射注 20) の 1種である．

le =

˛̨̨
˛
Z ∞

−∞
e−j2k(r′−r)ds

˛̨̨
˛ (3.127)

ここで，k = 2π/λである．飛跡に沿った Pから P′ までの距離を sとすると，近

似式 r′ − r � s2/(2r)を用いて，有効長 le は次式で示される．

le =

r
rλ

2
(3.128)

ここで，流星飛跡の線密度を qe [m−1] とすると le 上の電子の数は leqe であり，

受信強度は 1個の電子の場合の (leqe)
2 倍となる．したがって，受信電力 Pr は

Pr = (leqe)
2
„

PtA
2
e

4πλ2r4
σe

«
=

PtA
2
e

8πλr3
σeq

2
e (3.129)

で与えられる．ここで，σe は 1個の電子の散乱断面積 (= 9.98× 10−29 m2)であ

る．式 (3.129) から，線状標的の場合は受信電力は r−3に比例することが分かる．

これはちょうど受信電力が r−4に比例する孤立型標的と r−2に比例する分布型標

的の場合の中間である．

比較的小さな流星が作る線密度 1014 m−1 以下の飛跡からのエコーはアンダー

デンスエコー (under-dense echo) と呼ばれ，背景の風に乗って移動する．した

がって，その動きからこの高度域の水平風を推定できる．また，流星飛跡は拡散

により生成後 1秒間程度で急速に減衰する．この減衰が両極性拡散によるものと

注 20) 本書では，このタイプの散乱が面的に広がりを持つ場で起こるときは分反射，それ以外はフ

レネル反射と呼んで区別する．
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みなして，その拡散係数の大気温度に対する依存性を利用して背景大気の温度を

推定することも可能である [Tsutsumi et al., 1994; Hocking et al., 1997]．流星飛

跡からのフレネル反射 は強度が比較的強いため，30～60 MHz帯の流星レーダー

(meteor radar) と呼ばれる専用の小規模システムを用いて観測されている．
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本章では，まずドップラー速度測定の基本原理を示した後，単一のドップラーレー

ダー (Doppler radar) による風速測定について述べる．次いで複数のドップラー

レーダーによる風速測定について，2台のドップラーレーダーを組み合わせた場

合を中心に論じる．

4.1 ドップラー速度測定

4.1.1 ドップラーレーダーの原理

レーダーの送信周波数と受信周波数の差，すなわち周波数偏移を検出すれば，

パルス間における受信信号の位相の変化を検出できるため，ドップラー効果を利

用して対象標的の動きを推定することができる注 1) ．

送信波長 λで動作するレーダーから距離 rにある標的の往復距離を λで正規化

すると 2r/λ であり，位相では (2r/λ) × 2π = 4πr/λラジアンに相当する．した

がって，送信信号の初期位相を ϕ0 とするとき，受信信号の位相は

ϕ = −4πr

λ
+ ϕ0 (4.1)

と表される．また，位相の時間変化 (微分) は

dϕ

dt
= −4π

λ

dr

dt
(4.2)

である．この標的がレーダービーム方向 (視線方向) に動いているとき，その速

度は vd = dr/dtである．この vd をドップラー速度 (Doppler velocity) と呼ぶ．

一方，dϕ/dtは，ドップラー角周波数 (Doppler angular frequency) ωd すなわち

注 1) この機能を持つのは，コヒーレント (coherent) 処理が可能なレーダー，すなわちコヒーレン

トレーダーに限られる．コヒーレントレーダーとは，送信信号の位相が安定で送信および受信の各信

号の位相情報を扱うことが可能なレーダーである．
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2πfdに等しい．ここで，fdはドップラー偏移 (Doppler shift)あるいはドップラー

周波数 (Doppler frequency) である．これらを式 (4.2) に代入すれば，ドップラー

レーダーの基本的な関係式が次のように導かれる．

ωd = 2πfd = −4πvd

λ
(4.3)

ドップラーレーダーの構成 式 (4.3)に示す物理量を得るドップラーレーダーの基

本的な構成を図 4.1に示す．同図はコヒーレントパルスレーダー (coherent pulse

radar)の送受信部に相当する．高い周波数安定度を持つ局部発振器である STALO

(stabilized local oscillator) で周波数 fs の局部発振周波数 (local frequency) 信号

が生成される．この信号が，コヒーレント発振器 (coherent oscillator; COHO) で

生成される周波数 fcの中間周波数 (intermediate frequency; IF) 信号と混合され，

f0 = fs + fc の周波数の送信信号注 2) としてパルス変調される．ここで，f0 は

キャリア周波数 (carrier frequency) あるいは高周波 (radio frequency; RF)信号と

呼ばれることが多い．この信号は，トランジスタなどの増幅素子やクライストロ

ン (klystron) などの増幅管で増幅された後，アンテナに送られる．コヒーレント

図 4.1 ドップラーレーダーの基本的な機能構成

注 2) 一般に fc 	 fs である．例えば送信周波数 (f0 = fs + fc) が 5 GHz 帯の気象レーダーの場

合は fc は 30 MHz 程度，送信周波数 50 MHz 帯の大気レーダーでは fc は 5 MHz 程度に設定され

ることが多い．
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パルスレーダーで使用されるこの変調・増幅系は MOPA (master oscillator and

power amplifier) と呼ばれる．

移動する標的からの後方散乱信号の受信周波数は，fdのドップラーシフトを受

けて f0 + fdとなる．この信号を周波数 fs の局部発振器出力と混合すると，標的

の位相情報を保持した周波数 fc + fd の中間周波信号が生成される．さらにこの

信号を周波数 fc のコヒーレント発振器出力と混合し，位相検波注 3) することに

よって，ドップラー周波数が求められる．

I(t)と Q(t)の 2つの信号を，それぞれ

v(t) = a(t)ejωdt (4.4)

で複素表現される受信信号 (複素時系列信号) の実数部および虚数部とすれば，受

信機の同期位相検波出力である I(t)(In-phase)，Q(t)(Quadrature-phase)は

I(t) = a(t) cos(ωdt) (4.5)

Q(t) = a(t) sin(ωdt) (4.6)

で示される．ただし振幅を a(t)とする．fd < 0 は標的が遠ざかっており，Q(t)

の位相は I(t)の位相に対して π/2 だけ遅れていることを示す．ドップラー速度

で表現する際は，この状態を正の速度とするのが一般的である．一方，fd > 0 の

場合は標的がレーダーに接近しており，Q(t)の位相は π/2 だけ進んでいること

になる．またドップラー速度は負の値で表現される．

いま，受信信号 v(t)をパルス繰り返し時間ごとにサンプリングした m番目の

複素時系列信号の位相を ϕm，データ間隔を Ts とすれば，式 (4.2) および (4.3)

から

Δϕ

Δt
=

ϕm − ϕm−1

Ts
= ωd = 2πfd (4.7)

vd = −λfd

2
(4.8)

が得られる．ここで，Ts はパルス繰り返し時間 T で決まる時系列信号のサンプ

ル間隔で，通常，T = Ts である．

注 3) 振幅と共に位相の情報を得る検波方式である．詳細は 5.2.2 項で論じる．
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4.1.2 ドップラー速度測定範囲

ナイキスト速度 測定可能な最大周波数は，サンプリング定理 (sampling theorem)

により，サンプリングを行う周波数の半分，すなわちデータ間隔の逆数であるパ

ルス繰り返し周波数 (pulse repetition frequency; PRF) fp の半分になる．した

がって，検出可能な最大ドップラー周波数 fdmax は

fdmax =
fp

2
=

1

2Ts
(4.9)

で与えられる．実際の標的のドップラー周波数 fdが fdmax を超える場合は，レー

ダーで測定される周波数に折り返し (周波数エリアジング; frequency aliasing) が

生じ，ドップラー周波数が不確定になる．折り返しを生じない最大速度であるナ

イキスト速度 (Nyquist velocity) vN は

vN =
λ

4Ts
(4.10)

となる．実際の標的の視線方向速度 vr がナイキスト速度を超える場合は，図 4.2

に示すように折り返し現象が発生し，レーダーで測定されるドップラー速度 vdは

−vN～+vN の範囲 (ナイキスト幅) 内の値を取る．vr と vd は

vr = vd ± 2NvN (4.11)

の関係にあり，整数N(= 0, 1, 2, · · · )はナイキスト数 (Nyquist number) と呼ば

れる．

図 4.2 ドップラー速度の折り返し
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観測範囲 距離の折り返しなしに観測できる最大距離 ra は，式 (3.3) から

ra =
cTs

2
(4.12)

となる．ただし c は光速である．式 (4.10) と (4.12) から，vN と ra は

vNra =
cλ

8
(4.13)

で関係付けられる．すなわち，一定の周波数のレーダーでは，vN と ra を同時に

大きくすることはできず，速度折り返しの発生を極力抑えるため，ra を制限する

のが一般的である．

4.1.3 ドップラー速度測定範囲の拡大

1種類の PRFでは，式 (4.10) で示されるナイキスト速度で測定範囲が決まる

のに対して，複数の PRFを組み合わせてレーダーを運用すれば，速度測定範囲

を拡大することができる．いま 2種類の PRF，すなわち PRF1 および PRF2 に

対するドップラー速度をそれぞれ vd1および vd2，その差をΔv，ナイキスト速度

をそれぞれ vN1 および vN2，さらに両者の PRFの比を n1 : n2 (ただし n1， n2

は整数で n1 と n2 の最小公倍数は n1 × n2) とする．2種類の PRFを交互に繰り

返してサンプリングを行えば，速度折り返しは図 4.3に示すようになり，Δvは折

り返しの回数に応じて 2vN1/n1 = 2vN2/n2 の整数倍の値をとる．図中の Δv1～

Δv4 はそれぞれ 2つの PRFで測定されるドップラー速度差を示す．この速度差

図 4.3 2 種類のパルス繰返し周波数 (PRF) を交互に繰り返すときのドップラー速度の折
返し
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から折り返しの速度範囲を知り，真のドップラー速度を求めることができる．本

例では n1 : n2 = 4 : 3 としているため，Δv3 = Δv4 となり，図中の vmax 以内

の速度に対しては折り返し補正が可能である．この場合の推定可能な最大ドップ

ラー速度は

vmax = n2vN1 = n1vN2 (4.14)

となる [例えば石原, 2001a]．

4.2 1台のレーダーによるドップラー観測

単一のドップラーレーダーによって得られるドップラー速度は，対象標的の速

度ベクトルの視線方向成分である．気象レーダーでは，3次元的なアンテナ走査

で全天観測を行うが，厳密に風速の 3成分 (東西風，南北風，鉛直流) を得るに

は，一直線上にない 3台以上のドップラーレーダーを同期運転して観測を行うこ

とが必要である．一方，1台のドップラーレーダーでも，ドップラー速度の視線

方向の変化率や方位方向の変化率に着目すると，気象のさまざまな動きに関する

情報を得ることができる．本節では，単一のレーダーを用いて 2次元や 3次元の

風速を推定する手法を示す．

4.2.1 VVP法による線形風速場 の観測

単一のドップラーレーダー観測から風速を推定する場合，適当な大きさの 3次元

空間内で風速が線形に変化するモデルが仮定される．この空間は解析体積 (analysis

volume) と呼ばれ，その標準的な大きさは仰角幅 1 ∼ 2◦，方位角幅 30 ∼ 40◦，お
よび距離幅 20∼30 km程度である．風速の推定精度や，風速の場から推定される

発散 (divergence) や変形 (deformation) といった力学量の推定精度は解析体積の

サイズと形状，視線方向風速の測定誤差，実際の風の線形性の度合いなどに依存

している．以下に述べる VVP (velocity volume processing) 法は，1台のドップ

ラーレーダーで得られる視線方向風速の空間分布から解析体積内の風を直接求め

る手法である [Waldteufel and Corbin, 1979; Koscielny et al., 1982]．

まず，図 4.4に示す極座標上の測定点 (r, θe, φ)の風ベクトルに関して，レー

ダーで観測された視線方向の風速に関する表現を導出する．レーダーを基点に，
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図 4.4 VVP 法による線形風速場の極座標表現．典型的な解析体積は Δr が 20‰30 km,

Δ„e が 1‰ 2‹, Δffi が 30 ‰ 40‹ 程度である．Doviak and Zrnić [1993] より改変

直交する地球の大円の円弧の距離を xおよび yとし，y軸を経線上に取り，北の

方向を正とする．また，測定点を通過する地球半径のベクトルを鉛直軸とし，z

を表面からの高度とする．さらに，鉛直方向の屈折率の傾きを考慮した地球の等

価半径を a′e とする．風ベクトル vの水平成分 u, vはそれぞれ xおよび yの大円

の円弧の接線であり，それぞれ東向きおよび北向きを正としている．v の鉛直成

分 wは z 軸に沿っている．

点 (x, y, z)の風ベクトル v は，ある特定点注 4) (x0, y0, z0) の風に対して線

形のテイラー級数 (Taylor series) によって表現できると仮定する．このとき

v(x, y, z) = v(x0, y0, z0) +
∂v

∂x
(x − x0) +

∂v

∂y
(y − y0) +

∂v

∂z
(z − z0)

(4.15)

となる．通常のレーダー観測では r � a′e であるから，直角座標 (x, y, z)は次の

注 4) 通常は解析体積の中心を指す．
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ように極座標 (r, θe, φ)に変換される．

x � r cos θ
′
e sin φ (4.16)

y � r cos θ
′
e cos φ (4.17)

z = (a′e
2

+ r2 + 2ra′e sin θe)
1/2 − a′e (4.18)

ここで，θ
′
e はレーダーから測定点を見たビーム仰角 θe と，測定点での鉛直方向

とレーダー位置での鉛直方向のなす角度の和で

θ
′
e = θe + tan−1

„
r cos θe

a′e + r sin θe

«
(4.19)

で与えられる．レーダー視線方向の速度成分 vrは vの r軸方向成分である．r � ae

であるから vr は

vr = v · (ix cos θ
′
e sinφ + iy cos θ

′
e cos φ + iz sin θ

′
e) (4.20)

で表現される．ここで，ix，iy，および iz はそれぞれ x，y，および z方向の単位

ベクトルである．また，特定点 (x0, y0, z0)の風ベクトル v の水平成分を u0 お

よび v0 とする．このとき，式 (4.15) の xおよび y を式 (4.16) ～ (4.18) の極座

標を用いて表現し，式 (4.20) に代入して整理すると

vr =u
′
0 cos θ

′
e sinφ

+ ux cos θ
′
e sinφ(r cos θ

′
e sin φ − x0)

+ uz cos θ
′
e sinφ(z − z0)

+ v
′
0 cos θ

′
e cos φ

+ vy cos θ
′
e cos φ(r cos θ

′
e cos φ − y0)

+ vz cos θ
′
e cos φ(z − z0)

+ (uy + vx) cos θ
′
e

„
r cos θ

′
e sinφ cos φ − x0 cos φ + y0 sinφ

2

«

+ w0 sin θ
′
e

+ wx sin θ
′
e(r cos θ

′
e sinφ − x0)

+ wy sin θ
′
e(r cos θ

′
e cos φ − y0)

+ wz sin θ
′
e(z − z0) (4.21)
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が得られる [Easterbrook, 1974; Doviak and Zrnić, 1993]．ここで，u
′
0および v

′
0を

修正風速成分 (modified wind components) と呼び，それぞれ u
′
0 =

˘
u0 + 1

2y0(vx

−uy)
¯
および v

′
0 =

˘
v0 − 1

2x0(vx − uy)
¯
とする．ux，uy，uz · · · は風速成分の線

形増加率で，それぞれ ∂u/∂x，∂u/∂y，∂u/∂z · · · を示す．一般に線形の風の場は
(u0, ux, uy, uz , v0, vx, vy, vz, w0, wx, wy, wz)の 12個のパラメータで表現され

る．式 (4.21)はこれを 11個の未知数u
′
0, ux, uz , v

′
0, vy, uy+vx, w0, wx, wy, wz

と位置の関数として与えたもので，11個の方程式があれば解が与えられる．

式 (4.21) を扱いやすくするためにKm を 11× 1の行列として，その転置行列

（行と列を入れ替えた行列）KT
m を

KT
m = (u

′
0, ux, uz , v

′
0, vy, vz, uy + vx, w0, wx, wy, wz) (4.22)

とする．ここで，上添字 T は転置演算子を示す．また，r, θ′e, φに関する変数群

をm = 11として 1 × 11の行列 P m の転置行列 P T
m を

P T
m =

2
6666666666664

P1
P2
P3
P4
P5
P6
P7
P8
P9
P10
P11

3
7777777777775

=

2
666666666666666666664

cos θ
′
e sinφ

cos θ
′
e sinφ(r cos θ

′
e sinφ − x0)

cos θ
′
e sinφ(z − z0)

cos θ
′
e cos φ

cos θ
′
e cos φ(r cos θ

′
e cos φ − y0)

cos θ
′
e cos φ(z − z0)

cos θ
′
e

„
r cos θ

′
e sin φ cos φ − x0 cos φ + y0 sinφ

2

«
sin θ

′
e

sin θ
′
e(r cos θ

′
e sin φ − x0)

sin θ
′
e(r cos θ

′
e cos φ − y0)

sin θ
′
e(z − z0)

3
777777777777777777775

(4.23)

で表現する．このとき，レーダー視線方向の速度成分 vr は

vr = P mKm (4.24)

で与えられる．vrに関するm個 (m = 11)の方程式から変数を求めることができる

が，実際は次の手順によることが一般的である．すなわち，通常 1回の観測で得ら

れるデータ個数 nはmよりも多く，少なくとも数 100個のデータを用いることが可

能であるため，最小二乗法 (method of least squares)によってKmを得ることがで

きる．いま，観測で得られた n個 (n � m)のレーダー視線方向速度成分 vrから成
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るベクトルを vrnとし，対応する n個の Pij(i = 1, 2, · · · , n; j = 1, 2, · · · , m)

から成る n × m行列を P nm とすれば，vrn は次式で表される．

vrn = P nmKm (4.25)

式 (4.25) は観測方程式であり，これに対するKm の最小二乗近似解は

Km = (P T
nmP nm)−1(P T

nmvrn) (4.26)

によって算出され，Km の各成分，すなわち u
′
0, ux, uz , v

′
0, vy, vz, uy + vx, w0,

wx, wy, wz が求められる [Draper and Smith, 1966; Doviak and Zrnić, 1993]．

VVP法では，解析体積内で風が線形に変化すると仮定しているが，実際には

この内部でも風が複雑に変化している場合がある．また，対象標的のレーダー視

線方向の速度成分には，観測に伴う誤差などのさまざまな誤差が内在しているこ

とにも留意することが必要である．

4.2.2 VAD法による水平風の場の観測

レーダー位置を中心とする半径 rの円周上の風の場を考え，地球の湾曲効果を

無視すると，x0 = y0 = 0かつ z = z0 で，また θ
′
e = θe から z0 = r sin θe になる．

さらに，この円周上で wが一定，すなわち wx = wy = 0とすると，式 (4.21) よ

り vr は次のように簡単化できる．

vr =w0 sin θe +
1

2
(ux + vy)r cos2 θe

+ v0 cos θe cos φ + u0 cos θe sinφ

+
1

2
(vy − ux)r cos2 θe cos 2φ +

1

2
(vx + uy)r cos2 θe sin 2φ (4.27)

rおよび θe は一定であるから，式 (4.27) は方位角 φを 0 ≤ φ ≤ 2πの間で変化さ

せたときのフーリエ級数

vr =

n−1X
k=0

Ckejkφ (4.28)

の第 2次項までを表しているとみなせる．ただし Ck は複素フーリエ係数を示す．

ここで，図 4.5に示すように，アンテナを一定仰角で走査することによって円周



4.2. 1 台のレーダーによるドップラー観測 77

図 4.5 VAD 法による観測の座標表現

内の平均的な風向，風速，発散，変形などを求める手法はVAD (velocity azimuth

display) 法と呼ばれる [Browning and Wexler, 1968]．

式 (4.27) と式 (4.28) から，水平風の風速，風向，発散 (divergence) ，および

変形 (deformation) が以下のように求められる [Doviak and Zrnić, 1993]．ただし

C0，C1，および C2はフーリエ係数であり，円周に沿って等間隔で得られた vr の

観測値から求めた値を用いるものとする．

水平風速

vh =
2|C1|
cos θe

(4.29)

水平風向

D = argC1 − π (4.30)

水平風の発散

div vh ≡
„

∂u

∂x
+

∂v

∂y

«
=

2

r cos2 θe
(C0 − w0 sin θe) (4.31)
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水平風の変形 伸長による変形 (stretching) および水平シヤーによる変形 (shear-

ing) はそれぞれ次のようになる．

∂u

∂x
− ∂v

∂y
= − 4

r cos2 θe
Re[C2] 伸長による変形 (4.32)

∂u

∂y
+

∂v

∂x
=

4

r cos2 θe
Im[C2] 水平シヤーによる変形 (4.33)

ここで Re[∗]および Im[∗]はそれぞれ ∗の実数部および虚数部を表す．特に風向，
風速が一様 (ux = uy = 0) と仮定できる場合は，

vr = w sin θe + vh cos θe cos(δ − φ) (4.34)

と表現できる．ここで，wは vr の鉛直成分である．水平風速 vh および δはそれ

ぞれ

vh =
p

u2 + v2 (4.35)

δ = tan−1 v

u
(4.36)

で与えられる．δは風向Dと δ = D − πの関係にある．大気レーダーの観測では

一般に上記の仮定が成り立つ．この場合の取り扱いについては，7.2.1項で改めて

論じる．

図 4.6は，さまざまな水平風速および風向分布に対して，単一のドップラーレー

ダーで得られる仰角 θeの走査面におけるドップラー速度のパターンを示す．円周

は，高さをH，距離 r = H/ sin θeにおける視線方向ドップラー速度を表す [Wood

and Brown, 1983]．ドップラー速度の平面パターンは主として風速プロファイル

により決まるが，零速度線の位置は風向プロファイルのみで一意的に定まる．こ

のパターンを利用すると，水平風速の鉛直プロファイルの概要を知ることが可能

である．

4.2.3 バイスタティックレーダーによる観測

送信および受信のアンテナを同一場所に置く通常のレーダーはモノスタティッ

クレーダー (monostatic radar) と呼ばれる注 5) ．これに対し，送信および受信の

アンテナを離して配置する 1対のレーダーはバイスタティックレーダー (bistatic

注 5) 送信，受信で同一のアンテナを用いるのが一般的である．
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図 4.6 一定仰角のレーダービーム走査面におけるドップラー速度パターン．実線，破線，太
破線はそれぞれドップラー速度の正，負，零の等速線を示す．等速線は最大風速の 0.2

倍ごとに引いてある．黒丸は正負の最大風速を示す．ただしレーダーの位置は円の中
心とする．Wood and Brown [1983] より改変

radar) と呼ばれる．近年，これを拡張し，送受信を同一アンテナで行う通常の気

象レーダーと，一定の距離を隔てて配置された複数の受信機 (バイスタティック受

信機) を同期させてドップラー観測を行うバイスタティックレーダーネットワー

クも開発されている [Wurman et al., 1993]．本書では，通常の気象レーダー (主

レーダー) と 1台以上のバイスタティック受信機 (副レーダー) から成る構成をバ

イスタティックレーダーと呼ぶこととする注 6) ．

注 6) 複数台のバイスタティック受信機を持つ場合はマルチスタティックレーダーとも呼ばれる．
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図 4.7 バイスタティックレーダーの基本構成

バイスタティックレーダーの原理と特長 レーダーから発射された送信信号が対

象標的に照射されると，レーダー方向の後方散乱のほか，さまざまな方向に側方

散乱 (obliquely scatter) が発生する．図 4.7に示すように，バイスタティックレー

ダーでは，主レーダーで後方散乱信号を受信し，副レーダーでは対象標的からの

側方散乱信号を受信する．一般に副レーダーのアンテナは非走査型で，ビーム幅

を広げて広い角度範囲の信号を受信する注 7) ．

バイスタティックレーダーの利点は，あたかも複数台のレーダーが配置された

ようにしてドップラー観測ができることである．すなわち，同一の空間点のドッ

プラー速度を複数の視線方向で同時に観測できる特長がある．また，1つの送信周

波数で複数の送信周波数を持つレーダーネットワークと同様のドップラー観測が

行えるため，周波数の有効利用としても注目される．一方，複数台のドップラー

レーダー (アクティブレーダー) ネットワークに比べると，パッシブレーダーネッ

トワークであるために全体としてみた受信エネルギーは小さくなり，観測システ

ム全体としては通常の複数台のドップラーレーダーに比べて観測範囲が限定され

注 7) 捜索レーダーでは，副レーダーのアンテナも主レーダー同様にビーム幅を絞り，受信ビームを

送信波に追従して送信エネルギーが存在する方向に走査させる方式 (パルスチェイス方式) などの各

種の方式が開発されている．
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る．これらの点から，観測対象を比較的強い降雨などに限るならば簡便なドップ

ラーレーダー観測法といえる．

4.3 2台以上のレーダーによるドップラー観測

複数のドップラーレーダーを一定の距離を離して設置して 1つの気象標的を同

時に観測すれば，より精度の高い風速の測定が期待できる．3台以上の同時観測

は，運用および事後のデータ解析が煩雑なことから，実際には 2台で実施される

ことが多い．

観測の開始から終了までの間，観測対象に定常性が維持されていることを前提

にして，図 4.8(a) に示すように 2 台のドップラーレーダーで別々に同一の 3次

元空間を観測し，両レーダーで得られた極座標データを直角座標データに変換し

て風速の 3成分 (u, v, w)を得る方式を独立走査方式と呼ぶ [Brandes, 1977; Ray

et al., 1980]．この方式はデュアルドップラー (dual-Doppler) 法とも呼ばれ，実

観測が容易なことから，我が国でも観測例が多い [例えば Ishihara et al., 1986;

Fujiyoshi and Geng, 1995]．一方，同図 (b) に示すように 2台のレーダーで同一

平面を同時に観測する方式がある．それぞれのレーダーのアンテナ仰角を方位走

査に応じて変化させ，円柱座標の中心軸を含む，傾いた平面を両レーダーで同時

に走査し，得られたデータを円柱座標系で解析する方式で，COPLAN方式と呼

ばれる [Lhermitte, 1970; Lhermitte and Miller, 1970]．

図 4.8 2 台のドップラーレーダーによる同時観測の模式図
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4.3.1 独立走査方式

独立して走査する複数のレーダーで得た視線方向のドップラー速度から 3次元

の風の場を推定する方式である．1台のレーダーで直接測定されるのは風速の 3

成分のうち 1成分のみであるため，観測領域の定常性を仮定することのほか，2

台のレーダーの場合にはさらに非弾性系の連続の式を用いて 3成分を推定する．

空間の点 (x, y, z)の降水粒子を複数のレーダーで観測するとき，点 (xi, yi, zi)

に置かれた i番目のレーダーで観測される点 (x, y, z) のドップラー速度 vi は，

風の 3成分のベクトル u，v，wおよび落下速度成分 wT を用いて

vi =
1

ri
{(x − xi)u + (y − yi)v + (z − zi)(w − wT)} (4.37)

で表される注 8) ．ここで，ri は座標点 (x, y, z)と i番目のレーダーの間の距離で

r2
i = (x − xi)

2 + (y − yi)
2 + (z − zi)

2 (4.38)

で与えられる．図 4.9に示す 2台のレーダーで観測するとき，i = 1, 2として式

(4.37) を uおよび v について解けば，

u =
r1Y2v1 − r2Y1v2

D
+

Y1Z2 − Y2Z1

D
(w − wT) (4.39)

v =
r2X1v2 − r1X2v1

D
+

X2Z1 − X1Z2

D
(w − wT) (4.40)

が得られる．ただし Xi = x − xi，Yi = y − yi，Zi = z − zi，D = X1Y2 − X2Y1

とする [Armijo, 1969]．

式 (4.39) および (4.40) で鉛直成分を示す右辺の第 2項を無視すれば，第 1次

推定値として風速の 2成分 (u, v)が得られる．一方，風速の 3成分 (u, v, w)を求

めるには，wT および wを知る必要がある．

wT に関しては Gunn and Kinzer [1949] 以来，詳細を後出の 6.1.1項に示すよ

うに，粒径分布の関数，レーダー反射因子と大気密度の関数などの各種の表式が

示されている．ここでは，1例としてレーダー反射因子をもとにした経験式とし

て知られる次式を用いる注 9) [Atlas et al., 1973]．

注 8) 式 (4.20) で与えられるレーダー視線方向の速度の直角座標表現である．

注 9) 対象標的が雨滴で，1 ≤ Z ≤ 105 [mm6 m−3] 程度の範囲のときは，標準誤差は 1 m s−1 以

内である [Joss and Waldvogel, 1970]．氷晶，ひょう，あられなどの場合は標準誤差は数 m s−1 に

増大する．
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図 4.9 2 台のドップラーレーダーによる独立走査方式の座標系

wT = 2.65Z0.1114
„

ρa0

ρa

«0.4

[m s−1] (4.41)

ただし Z はレーダー反射因子 [mm6 m−3] である．また，ρa0 および ρaはそれぞ

れ地表およびドップラー速度を測定する高度における大気密度である．

さて，風速の 3成分 (u, v, w)を得るためには，式 (4.39) および (4.40) のほ

かに，さらにもう 1つ式が必要である．これには，通常の降水雲を対象にする場

合は，非弾性系の連続の式

∂u

∂x
+

∂v

∂y
+

∂w

∂z
= − w

ρa

∂ρa

∂z
(4.42)

が用いられる [Ogura and Phillips, 1962]．式 (4.42) は

∂(ρaw)

∂z
= −ρa

„
∂u

∂x
+

∂v

∂y

«
(4.43)

と変形できるため，高度 zn での鉛直風速 wは

w =
ρa1

ρan

w1 − 1

ρan

Z zn

z1

ρa

„
∂u

∂x
+

∂v

∂y

«
dz (4.44)
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で示される．ただし ρan は zn における大気密度であり，w1 は積分を開始する高

度 z1における wの境界条件である．未知数 u，v，および wに対して与えられた

式 (4.39)， (4.40)，および (4.44) からこれらの解を求めるには以下のような緩和

法が用いられる．まず，z1の高度で wの境界条件を与え，式 (4.39)および (4.40)

によって高度 z1 における u，v を求める．次いで，この u，v を用いて式 (4.44)

によって次の高度における仮の wを得て，この wをもとに同高度での u，vを求

める．さらに，この u，v を用いて再度 w を計算し，先に求めた仮の w との差

δw を得る．これを繰り返し，|δw|が規定値以下になれば，解が収束したものと
みなして次の高度の計算を行う．以上の処理を対象領域で実施し，u，v，および

wの 3次元分布を求める [石原, 2001b]．この処理では，3次元走査の期間中は対

象領域の定常性が維持されることを前提にしている．1回の 3次元走査に要する

時間は，方位角幅と仰角数で決まる．一方位の観測に要する時間は通常 10～20 s

程度，また仰角数も 10～20程度が選ばれることが多い．このとき，3次元走査に

100～400 s程度を要するが，対象の定常性との兼ね合いでこれらの時間および仰

角数を設定することが必要である．

4.3.2 COPLAN 方式

独立走査方式では，独立した観測による 2つのレーダー視線方向のドップラー

速度から式 (4.39)， (4.40)，および連続の式 (4.44)によって風の 3成分 (u, v, w)

を求めるため，観測開始から終了までの間に観測対象が定常であることを仮定し

た．これに対して，COPLAN方式では風の 3成分のうち 2成分までを直接求め

ることができる．

図 4.10の円柱座標において，2台のレーダー 1および 2を基線 (x軸) 上で座

標原点からそれぞれ距離 −d，+dに配置し，この軸を 1辺として観測点を含む平

面を 2台のレーダーで同時に走査する．レーダー軸を含む地表面と走査面が成す

角を α，レーダー iからみた観測点の仰角を θei，基線に直角な方向からの方位角

を φi とするとき，各レーダーのアンテナ走査は

tan α =
tan θe1

cos φ1
=

tan θe2

cos φ2
(4.45)

の関係を満たすように制御される [Lhermitte and Miller, 1970]．観測点の x座標

を sとして，同図の走査平面上の観測点 (s, r, α)における風ベクトルを，基線

に平行な成分 Γ，基線と直交する成分 Ψ，および走査面に垂直な成分 Φで表すと
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図 4.10 COPLAN 方式の円柱座標系

き，これらの 3成分は，直角座標系の 3成分 u, v, wと

Γ = u (4.46)

Ψ = v cos α + w sin α (4.47)

Φ = −v sinα + w cos α (4.48)

の関係にある [Ray et al., 1975; Testud, 1982]．COPLAN方式 の解析は Γ，Ψ，

および Φをレーダーで得られる視線方向ドップラー速度などを用いて表現するこ

とであるといえる．まず，式 (4.39) において Y1 = Y2 かつ Z1 = Z2 から

u =
r1v1 − r2v2

X1 − X2
(4.49)

となる．また，X1 = s + d，X2 = s − dから，X1 − X2 = 2dである．したがっ

て，式 (4.46) および (4.49) から

Γ =
r1v1 − r2v2

2d
(4.50)

が得られる．同様に，式 (4.40) は

v =
1

2dY1
{r2v2(s + d) − r1v1(s − d) − 2dZ1(w − wT)} (4.51)

となる．式 (4.51) を式 (4.47) に代入すれば

Ψ =
cos α

2dY1
{r2v2(s + d) − r1v1(s − d) − 2dZ1(w − wT)} + w sinα (4.52)
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となる．さらに，Y1 = r cos α，Z1 = r sinαの関係を用いれば，式 (4.52) から

Ψ =
r2v2(s + d) − r1v1(s − d)

2rd
+ wT sinα (4.53)

が得られる．

一方，走査面に垂直な成分 Φは，独立走査方式と同様に連続の式から求められ

る．円柱座標系における非弾性系の連続の式は

∂

∂s
(ρaΓ) +

1

r

∂

∂r
(rρaΨ) +

1

r

∂

∂α
(ρaΦ) = 0 (4.54)

で与えられる．式 (4.54) を αについて積分すれば，

Φ = − r

ρa

Z α

0

j
∂

∂s
(ρaΓ) +

1

r

∂

∂r
(rρaΨ)

ff
dα (4.55)

が得られる [Ray et al., 1975; Testud, 1982]．

ここで，式 (4.50) および (4.53) は，Γおよび Ψが走査面のドップラー速度成

分と測定点の位置情報のみで直接求められることを示している．すなわち，Γお

よび Ψの算出には，1つの走査面のみの観測時間内で，観測対象が定常であれば

良いことが分かる．独立走査方式の場合の 3次元走査に要する時間に比べて，こ

れに要する時間は 1桁以上小さい注 10) ．COPLAN 方式 はアンテナ走査の制御

が複雑であるが，実際の観測対象に対しては，独立走査方式に比べ，より実態に

適合した手法といえる．

4.3.3 2台のレーダーの配置

2台のレーダーを用いてドップラー観測を行う場合のレーダー配置は，算出さ

れる風の誤差の許容範囲によって定まる．x軸および y 軸方向で算出される風速

成分 uおよび vの誤差分散をそれぞれ ε2u，ε2v，それぞれのレーダーに固有のドッ

プラー速度の誤差分散を ε21 および ε22，2台のレーダーのビーム交差角を β とす

るとき，

ε2u + ε2v
ε21 + ε22

= csc2β (4.56)

注 10) 所要時間は独立走査方式の 3 次元走査で行われる仰角走査数のほぼ逆数に相当する比率で短

縮される．通常 10 s 程度である．
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の関係が成り立つ [Lhermitte and Miller, 1970; Davies-Jones, 1979]．図 4.11 (a)

において，誤差分散の和 ε2u + ε2v が一定となる領域は 2台のレーダーを円周上に

置く 2つの円弧の上にある．また，この値が一定値以下になるのは，2台のレー

ダーのビーム交差角が β と π − β となる 2つの円弧に囲まれた陰影部の領域であ

る．ε2u + ε2v が最小になるのは 2台のレーダーを結ぶ基線を直径とする円の円周

上で，その内側，外側ともに誤差分散の和は増大する．したがって，2台のレー

ダーの間隔を観測対象の水平スケールと同程度にすることが望ましいといえる [石

原, 2001b]．一方，レーダーからの距離およびアンテナのビーム幅をそれぞれ R

および θ [rad] とするとき，距離に依存する分解能注 11) は Rθとなる．図 4.11(b)

の陰影部は 2台のレーダーからの距離が共に R以下，すなわち分解能が Rθ以下

になる領域を示す．距離の増加に伴い分解能が低下するため，2台のレーダーの

間隔を広げることは風の鉛直シヤーなどによりドップラー速度の誤差分散の増大

図 4.11 d および `d の各点に位置する 2 台のドップラーレーダーによる観測において (a)

水平風の誤差分散が一定値以下になる領域と (b) 2 台のレーダーからの距離が一定
値 R 以下となる領域．Davies-Jones [1979] より改変

注 11) 方位および高度分解能．ただし高度分解能は散乱体積の大きさで定まるため，低仰角でほぼ

水平に走査する気象レーダーの場合はアンテナのビーム幅により，天頂付近を走査する大気レーダー

の場合はパルス長により定まる．
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につながる．実際には，許容される誤差分散と分解能から決まる同図 (a) および

(b) の共通領域が，2台のドップラーレーダーによる有効な観測域となる．より定

量的な評価は例えば Davies-Jones [1979] に詳しい．なお，以上は 2台のレーダー

のビーム幅が同一であるとして配置を論じたが，ビーム幅が異なる場合も同様の

考えを拡張することができる．

1回の 3次元観測にかける時間は，観測対象の時間変化の大きさを勘案して定

める．また，鉛直流の誤差分散は走査面の仰角間隔が小さいほど減少することか

ら，1回の 3次元観測の中での仰角数を極力多く設定することが望ましい [石原,

2001b]．

4.3.4 3台以上のレーダーによる風観測

2台のレーダーによる風観測では，各レーダーの視線方向ドップラー速度をも

とに，式 (4.39)， (4.40) および連続の式 (4.44) から風の 3 成分 (u, v, w) を求

めた．3台のレーダーを用いる観測では，それぞれのレーダーで得た 3つの視線

方向のドップラー速度から，連続の式を用いることなく風の 3成分を直接求める

ことができる．このとき，1 つの観測点で式 (4.37) に対応する 3 つの式ができ

るため，これらの係数による行列の逆行列を計算すれば一意的に (u, v, w) が得

られる．なお，4台以上のレーダーを用いる場合は，変数よりも関係式の数が多

いため，解は最小二乗法によって得ることができる．後出の 7.2.1項では，大気

レーダーの多ビーム観測によって風速 3成分を求める手法を示す．そこで用いら

れる解法は，上述のプロセスにおける複数レーダーの単一ビーム観測を 1台の大

気レーダーによる多ビーム観測に置き換えたものと位置付けられる．
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アンテナで受信した標的からの散乱信号は，導波管や同軸ケーブルなどの給電経

路を通して受信機に入力される．受信機では受信信号と雑音を弁別し，所望の信

号を得るための各種処理が行われる．近年，アナログ信号の受信信号を早い段階

でデジタル信号に変換し，各種のフィルター操作による受信信号弁別をデジタル

処理によって行うことが多くなっている．本章では，レーダー信号の特質，受信

方式，および離散化した信号の処理手法について述べる．

5.1 受信機感度

一般に気象レーダーの対象となる雨滴などの標的からの受信電力は，受信機の

雑音に比べて大きな値を取ることが多い．一方，大気レーダーが対象とする大気

標的からの受信電力は，雑音電力よりもはるかに小さい場合がある．この場合も，

大気標的からの受信信号の周波数帯域は雑音の周波数帯域に比べて狭く，また受

信信号の相関時間が雑音の相関時間に比べて十分長いことから，信号処理によっ

て雑音よりも小さな受信信号の中から所望の情報を抽出する処理が実用化されて

いる．

5.1.1 雑音電力

本項では，地形反射信号 (グランドクラッター; ground clutter)などの不要信号

は別手段によって除去あるいは抑圧される注 1) ものとして，外来雑音および受信機

内部の熱雑音に起因する電力の特質を述べる．レーダーの雑音には受信機内部で発

生する雑音のほか，太陽，銀河，大気中，地表面などで発生する外来雑音，アンテ

ナで発生する雑音，アンテナと受信機の間の伝送路で発生する雑音などがある．図

注 1) 不要信号の除去・抑圧については 8.4.2 項で論じる．
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図 5.1 雑音のパワースペクトル

5.1(a) に示すように全周波数にわたって雑音のパワースペクトル (power spectral

density) 注 2) が均一の場合，これを白色雑音 (white noise)と呼ぶ．レーダー受信

機雑音は白色雑音とみなされ注 3) ，そのパワースペクトル SN(f) [W Hz−1] は，

雑音源の温度 (雑音温度; noise temperature) を T [K] とするとき，

SN(f) = n0 =
N0

2
=

kT

2
ただし −∞ < f < ∞ (5.1)

と表される．ここで，n0 = N0/2 は雑音のパワースペクトルを示す注 4) ．また，

k はボルツマン定数 (Boltzmann’s constant, 1.38 × 10−23 [J K−1]) である．図

5.1(b) のように，この雑音を周波数帯域幅 (バンド幅) B の受信機で受信すると

き，受信機に対する外部からの入力電力，すなわち雑音電力 N [W] は

N = n0 × 2B = kTB (5.2)

となる．雑音電力を考える場合は，受信機前段に位置する低雑音増幅器 (low noise

amplifier; LNA) や後出の整合フィルターなどを含む，中間周波数信号に変換さ

れる前の段階を基準点とすることが一般的である．B はこの基準点での帯域幅と

する．Bの最適値は後に論じる整合フィルターの帯域幅であるが，実際には送信

パルス幅の逆数 (例えばパルス幅 1 μsに対しては 1 MHz) に近い値に設定される

注 2) パワースペクトルの数学的な説明は 5.4.3 項で述べる．

注 3) このような雑音は無限大の電力を持つことになり，実際には存在しない概念であるが，有限の

レーダー受信帯域幅の中では白色とみなすことができる．

注 4) 一般に雑音のパワースペクトルは正の周波数に対して定義されるのに対して，スペクトル解

析では正負の周波数を扱うことから，係数 1/2 を付加している．正の周波数のみで定義するときは

SN(f) = N0 = kT (ただし 0 < f < ∞) で表される．
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図 5.2 損失を持つ系の雑音温度

ことが多い注 5) ．

損失を持つ系の雑音電力 図 5.2(a) のように損失 L(L ≥ 1．例えば 2 dBの損失

を持つ系では L � 1.58) を持つ雑音温度 T1 の系の出力側では

NL1 = kT1

„
1 − 1

L1

«
B (5.3)

で与えられる雑音電力 が発生する [Dicke, 1946]．また，系全体の雑音電力は，入

力される雑音電力がこの系を通して出力される成分と，この系で発生する成分の

合計となる．したがって，入力信号の雑音温度を Tiとするとき，この系の等価雑

音温度 Te は

Te = Ti
1

L1
+ T1

„
1 − 1

L1

«
(5.4)

となる．同様に 2段の損失回路が図 5.2(b) のように従属接続される場合は

Te = Ti
1

L1L2
+ T1

1

L2

„
1 − 1

L1

«
+ T2

„
1 − 1

L2

«
(5.5)

で示される．

利得を持つ系の雑音電力 図 5.3(a) において，増幅回路 1の雑音温度と利得をそ

れぞれ T1 および G1 とする．外部からの入力電力がない場合，その出力雑音電

力 Pnr1 は

Pnr1 = G1kT1B (5.6)

注 5) 実際の受信機のバンド幅に関する議論は 8.3.5 項を参照．
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図 5.3 利得を持つ系の雑音温度

　

である．ここで，増幅回路 1で生じる雑音電力による雑音温度 T1と周囲温度 T0(=

290 K) の比に対して雑音指数 (noise figure; NF) F1 を

F1 ≡ 1 +
T1

T0
(5.7)

で定義する注 6) と，式 (5.6) は

Pnr1 = G1kT0(F1 − 1)B (5.8)

となる．次に図 5.3(b) に示すように増幅回路 1および増幅回路 2の従属接続に

よって構成される系を考える．各回路の雑音温度と利得をそれぞれ T1，G1 およ

び T2，G2 とするとき，増幅回路 2の出力雑音電力 Pnr2 は，式 (5.6) の雑音電力

が利得 G2 で増幅されたものに増幅回路 2の内部で発生する雑音電力が加わり

Pnr2 = G2G1kT1B + G2kT2B

= G1G2kB

„
T1 +

T2

G1

«

= G1G2kBT0

„
F1 − 1 +

F2 − 1

G1

«
(5.9)

となる．すなわち，従属接続の系の等価雑音温度 Te は

Te = T1 +
T2

G1
(5.10)

で与えられる．これを n段の従属接続の場合に一般化すると

Te = T1 +
T2

G1
+

T3

G1G2
+ · · · + Tn

G1G2 · · ·Gn−1
(5.11)

注 6) 厳密には，系の入力信号電力および入力雑音電力をそれぞれ Psi および Pni，出力信号電力お

よび出力雑音電力をそれぞれ Pso および Pno とするとき，F ≡ Psi/Pni

Pso/Pno
で定義される．
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となる．同様に，系の雑音指数 F は

F = F1 +
F2 − 1

G1
+

F3 − 1

G1G2
+ · · · + Fn − 1

G1G2 · · ·Gn−1
(5.12)

で与えられる．なお，レーダー受信機では，通常初段の利得を十分大きく設定す

るため，第 2段以降の雑音温度や雑音指数はほぼ無視できる．

5.1.2 受信機雑音

前項で述べたとおり，受信機の雑音は，空間からアンテナを通して入力される

外来雑音，アンテナで発生するアンテナ雑音，アンテナから受信機までの伝送路

で発生する熱雑音，および受信機内部で発生する雑音の合計になる．受信機内部

雑音は，電子回路を流れる電流による熱擾乱によるものである．また，受信機入力

までの雑音は損失を持つ系で生じるものである．一方，受信機は一般に複数の増

幅器が従属接続された形を取るため，これらの増幅器は利得を持つ雑音源となる．

外来雑音 アンテナに入力する主な外来雑音に宇宙背景雑音 (cosmic noise) ，空

電雑音 (atmospheric noise) ，および大気吸収雑音がある．宇宙背景雑音は銀河，

銀河系外星雲，電波星などから放射される．したがって，その強度はアンテナを

向ける方向に依存し，銀河中心方向で最大，極方向で最小となる．図 5.4に示す

雑音 (輝度) 温度は，外来雑音を同じ電力を生じる等価的な黒体放射と見なして定

義したものである [Skolnik, 1990]．宇宙背景雑音は VHF帯で卓越し，低周波側

には数MHz帯まで 2.5乗程度の勾配で増大する．40～50 MHzでは平均雑音温度

が 10000～15000 Kとなる [Alvarez et al., 1997; Maeda et al., 1999]．また，周波

数が高くなると宇宙背景雑音は急速に減少する．一方，大気吸収雑音は 10 GHz

以上で支配的となる．その強度はアンテナが見る大気層厚に依存するため，天頂

方向で最小，水平方向で最大となる．周波数 22 GHzおよび 60 GHz付近に見ら

れるピークは，それぞれ大気中の水蒸気および酸素の共鳴吸収によるものである．

雷による空電雑音は HF帯より低周波側で卓越するが，50 MHz以上ではほとん

ど問題にならない大きさである．そのほか，太陽雑音も大きな雑音源 (静穏時の

雑音温度約 6000度) であり，太陽面爆発などに伴って雑音電力が数桁増大するこ

ともある．しかし太陽雑音は一般に太陽方向近傍以外では問題にならない．同図

から明らかなように，1000 MHz以下の送信周波数を用いる大気レーダーでは宇

宙背景雑音が無視できない大きさになる．一方，3～9 GHz帯の送信周波数で使
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図 5.4 地上に設置された理想的なアンテナの外来雑音の周波数特性．Skolnik [1990] より改変

用される気象レーダーでは，宇宙背景雑音は概ね 100 K以下になり，後段の受信

機で発生する雑音に比べて無視しうる程度である．

実際のアンテナでは，サイドローブ (antenna side lobe) の影響で，地表からの

雑音がアンテナ入力雑音に加わる．一方，サイドローブの影響を受ける方向では

アンテナパターンが外来雑音の到来方向から外れることにより雑音が低減する．

したがって，地表の雑温温度を Tag，アンテナの周囲温度を T0とするとき，アン

テナパターンのうち地上を向くサイドローブからの寄与の割合は Tag/T0 となり，

アンテナ雑音温度 (antenna temperature) Text は

Text = Tsky

„
1 − Tag

T0

«
+ Tag (5.13)

で表される．ここで，Tsky は図 5.4 で与えられる外来雑音であり，通常，T0 は

290 K，Tag は 36 Kとされる [Skolnik, 1990]．
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図 5.5 レーダーアンテナから受信機までの雑音発生経路

アンテナ雑音 図 5.5はレーダーアンテナから受信機までの雑音発生経路を示す．

アンテナでは，式 (5.13) で与えられる外来雑音 Text に加えて，アンテナ自体の

損失に起因する熱雑音が新たに発生する．したがって，アンテナ端の雑音温度 Ta

はアンテナ損失 La を通した外来雑音温度 Text と周囲温度 T0 のアンテナにおい

て損失 La によって新たに生じる雑音温度の和になり，式 (5.4) から

Ta = Text
1

La
+ T0

„
1 − 1

La

«
(5.14)

で与えられる．

伝送路および受信機で生じる雑音 アンテナ端から受信機入力までの伝送路の損

失により新たに熱雑音が発生する．すなわち，周囲温度 T0
注 7) ，伝送路損失 Ll

の伝送路出力端の等価雑音温度 Tl は式 (5.4) から

Tl = Ta
1

Ll
+ T0

„
1 − 1

Ll

«
(5.15)

で示される．一方，周囲温度 T0，雑音指数 F の受信機雑音温度 Tr は，式 (5.7)

から

Tr = T0(F − 1) (5.16)

で与えられる．

アンテナ端で見たシステム雑音 アンテナ端から受信機入力端まで見たとき，伝

送路は雑音温度 Tl と Tr の雑音源が接続された損失 Ll の系である．したがって，

注 7) アンテナおよび伝送路はそれ自体では発熱しないため，物理的な温度は周囲温度 T0 に等しい．
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アンテナ端で見たシステム雑音温度 Tsa は

Tsa = Ll(Tl + Tr) (5.17)

となる．式 (5.15) および (5.16) を式 (5.17) に代入し，式 (5.14) を用いれば

Tsa = Ta + T0(Ll − 1) + LlT0(F − 1)

= Text
1

La
+ T0

„
Ll − 1

La

«
+ LlT0(F − 1) (5.18)

と表される．以上から，雑音温度 Tsa の雑音源により

Nr = kTsaB (5.19)

の雑音電力が受信機入力端に加えられたとみなせる注 8) ．標的からの受信信号電

力と雑音電力の比を信号対雑音比 (signal-to-noise ratio; SNR) と呼ぶ．一般に

SNRは信号検出の可否と信号の定量的な物理量推定精度に大きな影響を持つパラ

メータである．

雑音電力の例 図 5.5の系において，宇宙背景雑音などの外来雑音温度を 10000

K，大気雑音温度を 36 K，アンテナ部の損失を 0.2 dB (1.047)，アンテナから

受信機までの損失を 2 dB (1.58)，周囲温度を 290 K, 受信機の雑音指数を 4 dB

(2.51)，受信機帯域幅を 2 MHzとするとき，アンテナ端の雑音温度 Taは 1/1.047×
{10000(1− 36/290)+36}+290× (1− 1/1.047) = 8413 K，システム雑音温度 Tsa

は 8413 + 290 × (1.58 − 1) + 1.58 × 290 × (2.51− 1) = 9277 Kとなる．また，雑

音電力は 1.38× 10−23 × 9277× 2× 106 [W] = 2.56× 10−13 [W] (= − 126 dBW

= − 96 dBm) となる．

5.2 受信方式

5.2.1 整合フィルター

前節の議論から明らかなように，バンド幅 B を受信信号の周波数成分よりも

広くすれば，雑音電力が増大し SNRが劣化する．一方，B が信号の所要帯域幅

注 8) Tsa を用いるとき，アンテナから受信機までの伝送路での受信電力損失は，この中に考慮され

ている．
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よりも狭ければ，雑音は減少するが，同時に信号の持つエネルギーも減少し信号

のひずみと情報の欠落が生じる．このため，所望の受信信号が占める帯域と SNR

を最適にする帯域を勘案して Bを決めることが重要である．この課題に対して最

適解を与えるのが，パルスレーダーの受信信号に対して SNRを最大にするフィ

ルターで，整合フィルター (matched filter) と呼ばれる．

整合フィルターの特性 ここで，SNRを最大にする受信機のフィルター特性（伝

達関数）について考える [Nathanson, 1991]．受信機入力信号の時系列パルス波形

を s(t)とするとき，s(t)に含まれる全エネルギー E は

E =

Z ∞

−∞
s2(t)dt =

Z ∞

−∞
|Sv(f)|2df (5.20)

である．ただし E は有限とする．Sv(f)は s(t)のフーリエ変換注 9) で，

Sv(f) =

Z ∞

−∞
s(t)e−j2πftdt (5.21)

で与えられる周波数領域の信号である．

フィルターの伝達関数 (transfer function) を H(f)とすれば，フィルター出力

信号 so(t)は

so(t) =

Z ∞

−∞
Sv(f)H(f)ej2πftdf (5.22)

で表される．一方，線形フィルターの出力信号のパワースペクトル注 10) はフィ

ルター入力のパワースペクトルとフィルターの伝達関数の絶対値を自乗した値の

積となる．したがって，フィルター出力のパワースペクトル N(f)は，前出の式

(5.1) により雑音のパワースペクトルを n0 とするとき，

N(f) = n0|H(f)|2 (5.23)

で示される．また，フィルター出力の雑音電力 N は次式で与えられる．

N = n0

Z ∞

−∞
|H(f)|2df (5.24)

注 9) フーリエ変換は 5.4.1 項を参照．

注 10) パワースペクトルは 5.4.2 項で定義する．
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レーダー受信機の検波器の最適条件，すなわち SNRを最大にする伝達関数とは，

出力点での信号の最大値と雑音電力の比を最大にするものである．いま，t = tM

における SNRは，式 (5.22) および (5.24) から

|so(tM )|2
N

=

˛̨̨
˛
Z ∞

−∞
Sv(f)H(f) ej2πftM df

˛̨̨
˛
2

n0

Z ∞

−∞
|H(f)|2df

(5.25)

で与えられる．式 (5.25) を最大にする |H(f)| が整合フィルター で，複素関数
a(x)，b(x)に対してシュワルツの不等式 (Schwarz’s inequality)˛̨̨

˛
Z ∞

−∞
a(x)b(x)dx

˛̨̨
˛ ≤

Z ∞

−∞
|a(x)|2dx

Z ∞

−∞
|b(x)|2dx (5.26)

を応用して次のように導出される．すなわち，式 (5.26) の a(x)および b(x)をそ

れぞれH(f)および Sv(f)ej2πftM に置き換え，式 (5.20)， (5.24)，および (5.25)

を用いれば，

|so(tM )|2
N

≤ E

n0
(5.27)

が得られる．式 (5.26) の等号は a(x)と b∗(x)の比が定数のとき，つまりH(f)が

Sv(f)と

H(f) = KS∗
v(f) e−j2πftM (5.28)

の関係にあるときに限って成立する．ただしK は任意の利得定数で，上添字 ∗は
複素共役を示す．伝達関数が式 (5.28) の特性を持つフィルターが整合フィルター

で，このとき式 (5.27) は

|so(tM )|2
N

=
E

n0
(5.29)

となる．ここで，|so(tM )|2 は信号のピーク電力 (瞬時値)，N は雑音電力である．

式 (5.29) から明らかなように，整合フィルター出力のピーク電力／雑音電力は，

受信機入力信号のパワースペクトルの無限積分である信号電力と雑音のスペクト

ル密度のみに依存し，信号波形には依存しない．さて，H(f)の時間領域の表現

は，式 (5.28) のフーリエ逆変換注 11) として

h(t) = K

Z ∞

−∞
S∗

v(f) e−j2πf(tM−t)df = Ks∗(tM − t) (5.30)

注 11) フーリエ逆変換の詳細はフーリエ変換と同様に 5.4.1 項で述べる．
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で示される．式 (5.30) から，整合フィルターのインパルス応答は，入力信号を遅

延させ，時間軸を逆転させたものであることが分かる注 12) ．

整合フィルター と相関関数 ここでは，式 (5.30) について相関関数 (correlation

function) と線形システムのインパルス応答を用いて論じる．ただし，簡単のた

め K = 1 とする．まず，式 (5.20) のような全エネルギーが有限の信号に対し

て，有限の遅延時間 τ に対する 2 つの信号 x1(t) および x2(t) の相互相関関数

(cross-correlation function) Rxx(τ)を

Rxx(τ) =

Z ∞

−∞
x1(t)x

∗
2(t − τ)dt (5.31)

とする注 13) ．いま，入力信号 yi(t)をインパルス応答 h(t)のフィルターに通した

ときの出力信号 yo(t)は，線形システムの応答として

yo(t) =

Z ∞

−∞
yi(τ)h(t − τ)dτ (5.32)

で示される．整合フィルターのときは，式 (5.30) から h(t) = s∗(tM − t)となる

から，式 (5.32) は

yo(t) =

Z ∞

−∞
yi(τ)s∗[τ − (t − tM )]dτ (5.33)

で表される．式 (5.31) の関係を用いれば，式 (5.33) は

yo(t) = Rys(t − tM ) (5.34)

と表される．すなわち，整合フィルターの出力 y0(t)はフィルター入力信号 yi(t)

と受信機入力パルス波形 s(t)の相互相関関数で与えられることが分かる．また，

受信機雑音が無視できる場合は，y0(t)は受信機入力パルス波形の自己相関関数

(autocorrelation function) に等しくなる．例えば，パルス幅 tM の方形波を入力

した場合の整合フィルター出力は，底辺の幅が 2tM の三角波として出力される．

注 12) 整合フィルターは，出力の SNR を最大にするが，入力信号波形をそのまま再現して出力す

るものではない．

注 13) 信号解析ではしばしば式 (5.31) の形の積分を相関関数と呼ぶが，これは式 (5.20) の全エネ

ルギーが有限の信号に対してのみ適用される．通常は相関関数とは後出の 5.4.2 項で述べるものを指

すので，両者を混同しないことが必要である．



100 第 5 章 レーダー受信信号と信号処理

5.2.2 位相検波

一般に受信信号は連続信号として検波される。検波には，振幅情報のみを求め

る包絡線検波と振幅・位相の情報を得る直交位相検波 (位相検波) がある．後者

は，送信信号の位相情報を受信時まで保存する必要があり，システム構成は複雑

になるが，単にエコー強度だけでなく風速の情報を含むパワースペクトルを得る

ことができる．このため，最近の気象レーダー，大気レーダーではほとんど例外

なく図 4.1に示した同期位相検波器 (synchronous detector) を用いた位相検波が

行われている．

時刻 tにおけるレーダーの RF受信信号 x(t)は，送信周波数すなわちキャリア

周波数 (carrier frequency) f0，振幅 a(t)，および位相 ϕ(t)の情報を用いて次式で

表される．

x(t) = a(t) cos{2πf0t + ϕ(t)} (5.35)

式 (5.35) の実信号 x(t)に対応する複素信号 s(t)は

s(t) = a(t)ej{2πf0t+ϕ(t)} (5.36)

で表現される．RF信号 s(t)を周波数変換し，キャリア周波数の項を除けば，4.1.1

項で述べたように

v(t) = a(t)ejϕ(t) (5.37)

となる．ここで，v(t)は s(t)の複素包絡線信号である．また，式 (4.4)の位相 ωdt

をより一般的に ϕ(t)としている．いま，

I(t) = a(t) cos ϕ(t) , Q(t) = a(t) sinϕ(t) (5.38)

とすれば，式 (5.37) は

v(t) = I(t) + jQ(t) (5.39)

で示される．図 4.1に示したドップラーレーダーの基本機能のうち，受信した RF

信号を IF信号に変換し，同期位相検波により I，Qの各チャンネルの信号を得る

プロセスを図 5.6に示す．受信機の同期位相検波器では，バイポーラ受信機の出

力として位相が 90°異なる I，Q の 2種類の信号が得られる．前出の式 (4.5) お
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図 5.6 レーダー受信信号の位相検波プロセスと対応する受信信号スペクトル．f0 はキャリア
周波数で，f0 = fs + fc とする

図 5.7 レーダー送受信信号とそのスペクトル． (a) 送信信号波形， (b) 送信信号のスペク
トル， (c) ドップラーシフトを受けた受信 IF 信号のスペクトル， (d) 位相検波さ
れた後の受信信号スペクトル
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よび (4.6) で示される I(t)および Q(t)はこの I，Q信号に相当し，それぞれ包絡

線受信信号の実数部および虚数部の成分を示す．これらを用いて，位相情報を含

む包絡線レーダー受信信号が表現できる．

図 5.7(a) はキャリア周波数 f0 で変調されたパルス幅 τ の送信信号波形， (b)

はそのスペクトルである． (c) は ϕ(t)の位相変化 (ドップラー偏移 fd) を受けた

受信信号を IF信号に変換した正側のスペクトル， (d) は位相検波された後のドッ

プラー偏移を示す．また，図 5.6下部に示す帯域は図 5.7の (b) に対応している．

5.3 受信信号の特性

5.3.1 降水粒子および大気からの受信信号

降水粒子のようにレーダーのアンテナビーム幅とパルス幅で決まる散乱体積内

に多数の散乱体がランダムに分布している分散型標的では，散乱体の密度が一定

であっても散乱体積内での個々の散乱体の位置は常に変化している．このため，

レーダー散乱信号はランダムになり，確率論的な信号 (stochastic signal) として

扱われる．すなわち 1つの散乱体からの散乱の位相はほかの散乱体からの散乱波

の位相と無関係で，散乱信号の位相は [−π, π]で一様に分布するとみられる．ま

た，散乱の振幅もランダムに変化する．このため，レーダー信号から意味のある

情報を抽出するには，統計的な見方が必須になる [例えば小倉, 1978]．位相検波

により式 (5.39) で表現される瞬時値の受信信号を複数個加算して得られる複素信

号の例を図 5.8に示す．

図 5.8 瞬時値の受信信号を複数個加算して得られる複素信号の例
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中心極限定理 (CLT; central limit theorem) によれば，多数の独立したランダ

ムな散乱信号の総和を取ると，バイアスがない場合はその実数部と虚数部は共に

平均値がゼロのガウス分布 (Gaussian distribution) 注 14) とみなせる [Papoulis,

1991]．すなわち，式 (5.39) で与えられるレーダー受信信号は一般に狭帯域のラ

ンダム変数であり，実数部 I および虚数部 Q の成分は次の性質を持つ [例えば

Bringi and Chandrasekar, 2001]．

1.同一時刻の実数部および虚数部の成分は統計的には無相関であるが，異なる

時刻の両者の成分には相関があり，次の関係を満たす．ここで，〈∗〉は平均
値注 15) を示す注 16) ．

〈I(t1)Q(t2)〉 = −〈I(t2)Q(t1)〉 (5.40)

2.上記において，同一時刻すなわち t = t1 = t2 では次式が成り立つ．

〈I(t)Q(t)〉 = 0 (5.41)

3.実数部および虚数部のそれぞれの平均値は次式を満たす．

〈I(t)〉 = 〈Q(t)〉 = 0 (5.42)

4.実数部および虚数部のそれぞれの分散は等しい値 σ2
IQを持ち，次式を満たす．

〈I2(t)〉 = 〈Q2(t)〉 = σ2
IQ (5.43)

5.実数部および虚数部のそれぞれの相関関数は等しい値を持ち，次式を満たす．

〈I(t1)I(t2)〉 = 〈Q(t1)Q(t2)〉 (5.44)

注 14) 信号 x[n] の平均値を x，標準偏差を σ とするとき，x[n] の確率密度分布 p(x) が

p(x) =
1√
2πσ

exp

»
− (x − x)2

2σ2

–

で示される分布をガウス分布または正規分布 (normal distribution) と呼ぶ．分散は σ2 = (x − x̄)2

である．本分布では，xが ±1.0σ，±2.0σ，±3.0σ，±3.333σ の範囲内に入る確率は，それぞれ 68.2，

95.4，99.7，99.9% である．

注 15) アンサンブル (ensemble; 集団) 平均で，期待値 (expectation，expected value) とも呼ぶ．

注 16) 2 つの確率変数の積を統計的に平均したものを共分散という．確率的な信号の場合には時間を

パラメータに含むので，共分散関数あるいは相関関数とも呼ぶ．時間平均による相関関数については

5.4.2 項で定義する．
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5.3.2 確率密度分布

レーダー受信信号の実数部 I および虚数部 Qの成分は相互に独立したランダ

ム変数であるから，I，Qの結合した確率密度分布 p(I, Q)は個々の確率分布 p(I)

および p(Q)の積で与えられる．I および Qの振幅は前節で述べたように共にガ

ウス分布になるため，p(I,Q)は

p(I, Q) =
1√

2πσIQ

exp

 
− I2

2σ2
IQ

!
1√

2πσIQ

exp

 
− Q2

2σ2
IQ

!

=
1

2πσ2
IQ

exp

 
−I2 + Q2

2σ2
IQ

!
(5.45)

で与えられる．ここで，σ2
IQ は I および Qの分散である．

振幅と位相の確率密度分布 式 (5.37)および (5.39)の時間 tの表記を省略すると

v = aejϕ = I + jQ (5.46)

となる．ここで，a2 = I2 + Q2 および dIdQ = adadϕの関係を用いて式 (5.45)

の変数変換を行えば

p(a, ϕ) =
1

2π

a

σ2
IQ

exp

 
− a2

2σ2
IQ

!
(5.47)

= p(a)p(ϕ) (5.48)

となる．ここで p(a)および p(ϕ)はそれぞれ振幅および位相の確率密度関数で

p(a) =
a

σ2
IQ

exp

 
− a2

2σ2
IQ

!
ただし a > 0 (5.49)

p(ϕ) =
1

2π
ただし 0 < ϕ ≤ 2π (5.50)

で示される．振幅 aは図 5.9(a)に示すようにレイリー分布 (Rayleigh distribution)
注 17) ，位相 ϕは同図 (b) に示すように一様分布 (uniform distribution) になる．

注 17) 確率密度分布が式 (5.49) で表される分布をレイリー分布と呼ぶ．
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図 5.9 レーダー受信信号の確率密度分布

電力の確率密度分布 電力は I2 +Q2に比例するため，電力の確率密度関数 p(P )

は

p(P ) =
1

2σ2
IQ

exp

 
− P

2σ2
IQ

!
(5.51)

で示される．ここで信号の平均電力は P = 〈P 〉 = 〈v2〉 = 2σ2
IQ である．平均電

力を用いると，式 (5.51) は

p(P ) =
1

P
exp

„
−P

P

«
ただし P > 0 (5.52)

となる．電力の確率密度は図 5.9(c) に示すように指数分布になる．

5.4 レーダー信号処理の基礎

レーダー受信信号はランダム変数であるが，多数の受信信号を統計的に処理す

れば標的のさまざまな物理的性質を推定することが可能である．主要な処理手法

のひとつが受信信号に含まれる周波数成分を求めること，すなわちスペクトル解

析 (spectral analysis) を行うことである．相関関数もまた信号の解析によく用い

られ，一定時間を隔てた複数信号の時間軸上での関係を求める有力な手段となる

[例えば小倉, 1978]．

スペクトル解析の手法として知られるのがフーリエ変換 (Fourier transform)

で，時系列信号を周波数軸上の信号に変換する基本手法である．一方，時系列信

号の処理手法としてよく知られる自己相関関数は，元の信号に対して，その信号

を一定時間シフトしたときに，その信号が元の信号にどの程度類似しているかを

示す．また相互相関関数は，2つの類似した信号の時間差を求めるのに有効な手
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段である．自己相関関数および相互相関関数の数学的な定義については 5.4.2項

で論じる．

以下では，フーリエ変換の基本的な性質を示し，次いで離散的な信号に対する

フーリエ変換の性質および相関関数，スペクトル解析によって推定される標的の

物理量などについて述べる．

5.4.1 フーリエ変換とその性質

フーリエ変換 時系列信号 v(t)とこれに対応する周波数領域信号 V (f)は，フー

リエ変換 (Fourier transform) およびフーリエ逆変換 (inverse Fourier transform)

によって，次の各式で関係付けられる注 18) ．

V (f) =

Z ∞

−∞
v(t)e−j2πftdt (5.53)

v(t) =

Z ∞

−∞
V (f)ej2πftdf (5.54)

V (f)は複素関数になり，V (−f) = V ∗(f)の関係がある．ここで，上添字 ∗ は複
素共役を示す．さらに，パーセバルの定理 (Parseval’s theorem) によりZ ∞

−∞
|v(t)|2dt =

Z ∞

−∞
|V (f)|2df (5.55)

が成り立つ．式 (5.55) は時間領域でのエネルギーと周波数領域でのエネルギーが

等しいことを示している．

v(t)と V (f)がフーリエ変換対であることを v(t) ⇐⇒ V (f)で表すとき，フー

リエ変換対には次の特質がある．

線形性 v1(t) ⇐⇒ V1(f)，v2(t) ⇐⇒ V2(f)で c1，c2 を定数とするとき

c1v1(t) + c2v2(t) ⇐⇒ c1V1(f) + c2V2(f) (5.56)

となる．例えばレーダー受信信号が所望信号と雑音の和であるとき，受信信号の

フーリエ変換は所望信号および雑音をそれぞれ独立してフーリエ変換を行った結

果の和になる．

注 18) 周波数 f と ω = 2πf の関係にある角周波数 ω を用いる場合には，Vω(ω) = Vf (f)/2π の

関係がある．特に断らない限り，以降のフーリエ変換は f で表記する．
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時間遷移 時間 t′遷移後の信号 v(t− t′)のフーリエ変換は V (f)と exp(−j2πft′)
の積になる．この関係は次式で表される．

v(t − t′) ⇐⇒ V (f)e−j2πft′ (5.57)

周波数遷移 周波数領域の関数 V (f)で周波数が f ′だけ遷移した場合，対応する
時間軸の関数は原関数と関数 exp(j2πf ′t)の積になる．すなわち

v(t)ej2πf ′t ⇐⇒ V (f − f ′) (5.58)

である．これは，関数の時間領域における変調は周波数領域ではスペクトルの遷

移になることを示している．

線形システムの応答 インパルス注 19) に対する線形システムの応答を h(t)とす

るとき，任意の入力関数 x(t)に対するシステムの応答 (インパルス応答) y(t)は

y(t) =

Z ∞

−∞
x(τ)h(t − τ)dτ (5.59)

で表される．この積分は畳み込み積分あるいは重畳積分 (convolution integral) と

呼ばれ，可換 (commutative) である．すなわち

y(t) =

Z ∞

−∞
h(τ)x(t − τ)dτ (5.60)

が成り立つ．畳み込みを示す演算子 ∗を用いれば，式 (5.59)および (5.60) は，次

式のように表される．

y(t) = x(t) ∗ h(t) = h(t) ∗ x(t) (5.61)

また，式 (5.60) の両辺のフーリエ変換より

Y (f) = X(f)H(f) (5.62)

が得られる．ただし y(t) ⇐⇒ Y (f)，x(t) ⇐⇒ X(f)，および h(t) ⇐⇒ H(f)とす

る．H(f)は線形システムの伝達関数あるいは周波数応答と呼ばれ，単一周波数

f のときの H(f)は入力信号 x(t) = exp(−j2πft)に対する出力に相当する．

注 19) インパルスについては後出の 5.5.2 項で定義する．
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2つの線形システムの出力信号をそれぞれフーリエ変換した結果の積は，2つの信

号の重畳積分をフーリエ変換したものに等価である．したがって，v1(t) ⇐⇒ V1(f)，

v2(t) ⇐⇒ V2(f)とするとき，

v1(t) ∗ v2(t) ⇐⇒ V1(f)V2(f) (5.63)

が成り立つ．式 (5.63) は，時間領域での畳み込みは周波数領域での積に等価であ

ることを示す．逆もまた成立し，周波数領域での畳み込みは時間領域では積に等

価で

v1(t)v2(t) ⇐⇒ V1(f) ∗ V2(f) (5.64)

となる．

5.4.2 線形システムにおける信号の扱い

定常信号の相関関数 無限に続く定常信号や定常雑音信号のように，式 (5.55) の

パーセバルの定理における全エネルギーが発散する場合には，式 (5.31) の形の

ρ(τ) =

Z ∞

−∞
v(t)v∗(t + τ)dt (5.65)

のような積分は発散する．ここで，τ は時間差 (タイムラグ) である．時間平均と

しての積分

R(τ) = lim
T→∞

1

T

Z T

0
v(t)v∗(t + τ)dt (5.66)

が求められる場合に，R(τ)を v(t)の (自己) 相関関数と呼ぶ注 20) ．特に τ = 0

の場合，

R(0) = lim
T→∞

1

T

Z T

0
|v(t)|2dt (5.67)

は (時間平均の) 平均電力を表す．

注 20) 一般調和解析 (Wiener) における相関関数．積分区間を [−T/2, T/2] に取ることもある．式

(5.65) と (5.66) は質的に異なる定義であるので，混同しないよう注意のこと．
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v(t)が平均値 0の定常過程の場合には，式 (5.66) 右辺の積分による時間平均を

式 (5.40) と同様なアンサンブル平均に置きかえることができる注 21) ．すなわち，

R(τ) = 〈v(t)v∗(t + τ)〉 = 〈v(0)v∗(τ)〉 (5.68)

となる．これは v(t)と v∗(t + τ)の共分散で，定常性のために tに依存せず，τ の

みの関数である．特に R(0) = 〈|v(0)|2〉は分散に等しい．

パワースペクトル 複素定常信号 v(t)の相関関数 R(τ)が |τ | → ∞で十分速く零
に近づき，Z ∞

−∞
|R(τ)|dτ < ∞ (5.69)

が成り立つとき，

S(f) =

Z ∞

−∞
R(τ)e−j2πfτdτ ただし −∞ < f < ∞ (5.70)

をパワースペクトル (power spectrum ) またはスペクトル密度 (spectral density)

という．これは周波数 f (−∞ < f < ∞)の関数である。その数学的な説明は本

項で後述する．S(f)を用いると，逆に相関関数は

R(τ) =

Z ∞

−∞
S(f)ej2πfτdf (5.71)

で表される．つまり相関関数とパワースペクトルは互いにフーリエ変換の関係に

ある．これはウィーナー・ヒンチンの定理 (Wiener-Khinchine’s theorem) と呼ば

れる．特に，

R(0) =

Z ∞

−∞
S(f)df (5.72)

の関係が成り立つ．すなわちパワースペクトルの総和は平均電力に等しい．

パワースペクトルとペリオドグラム v(t)を区間 [0, T ]で切り出した関数注 22) を

vT (t) =

j
v(t) 0 < t < T
0 上記以外のとき (5.73)

注 21) 信号がこのような性質を持つとき，エルゴード的という．

注 22) 区間 [−T/2, T/2] に取ることも可能
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とするとき

VT (f) ≡
Z T

0
v(t)e−j2πftdt ただし −∞ < f < ∞ (5.74)

は長さ T のデータ vT (t)のフーリエ変換，すなわち (複素) 周波数成分である．こ

こで，

ST (f) ≡ 1

T
|VT (f)|2 (5.75)

を定義し、これを長さ T のペリオドグラム (periodogram) と呼ぶ．式 (5.75) は

長さ T のデータの周波数成分が持つ電力を表す．図 5.10にペリオドグラムとパ

ワースペクトルの一例を示す．図中の折れ線がペリオドグラム ST (f)，曲線がパ

ワースペクトル S(f)である [小倉, 1998]．データ vT (t)の持つ情報量が T に比例

するため，ST (f)を周波数 f の関数としてみると，データ長 T が大きいほど激し

く振動する．したがって，ペリオドグラム ST (f)は T → ∞でパワースペクトル
S(f)には収束しないことに注意が必要である注 23) ．

図 5.10 ペリオドグラム (折れ線) とパワースペクトル (曲線) の例．ペリオドグラムは f > 0

の領域のみを示す．横軸の周波数は 2ıfT である [小倉, 1998]

注 23) しばしば，誤って‘収束する’と書かれることがある．
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さて，定常信号の切片 vT (t)と同様に VT (f)は確率変数であるから，式 (5.75)

の右辺もデータによって変化する確率変数である．この ST (f)のアンサンブル平

均を取った

〈ST (f)〉 =
1

T
〈|VT (f)|2〉 (5.76)

を平均ペリオドグラムという．定常信号の平均ペリオドグラムは T → ∞でパワー
スペクトル S(f)に収束すること，すなわち

lim
T→∞

〈ST (f)〉 = S(f) (5.77)

が容易に証明できる．したがって，ペリオドグラムのアンサンブル平均 によって

パワースペクトルを近似的に求めることができる．データのアンサンブルとして

長時間データをいくつかの切片に切断することがよく行われる．

上でペリオドグラム ST (f)はパワースペクトル S(f)には収束しないことを述

べたが，一方，ペリオドグラム ST (f)を積分した累積ペリオドグラム

FT (f) =

Z f

0
ST (f ′)df ′ (5.78)

は T → ∞で対応する累積スペクトルに収束すること，すなわち

lim
T→∞

FT (f) =

Z f

0
S(f ′)df ′ (5.79)

が数学的に証明されている．これは，極限におけるペリオドグラム ST (f)の激し

い振動が積分により平均化されることを意味している．したがって，長いデータ

のペリオドグラム ST (f)は激しく振動するが，これを f について適当な周波数窓

による積分平滑化を行うことによってパワースペクトルを近似的に求めることが

行われる [小倉, 1978, 1998]．

5.4.3 パワースペクトルモーメントと基本レーダーパラメータ

レーダー受信信号のパワースペクトルの模式的な例を図 5.11に示す．レーダー

で得られる基本的な物理量であるエコー強度 (レーダー反射因子)，平均ドップ

ラー周波数，および周波数幅は，いずれもパワースペクトル S(f)と関係付けら

れ，パワースペクトルのモーメントから求めることができる．
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図 5.11 レーダー受信信号の模式的なパワースペクトル

パワースペクトルの k次モーメント E(fk)は次式で与えられる．

E(fk) =

Z
fkSn(f)df (5.80)

ここで Sn(f) は正規化されたパワースペクトルで，次式で定義される．

Sn(f) =
S(f)Z ∞

−∞
S(f)df

(5.81)

エコー強度 分布型標的の各散乱体積からのエコー強度 (受信電力) Prは，パワー

スペクトル S(f)の 0次のモーメントとして

Pr =

Z ∞

−∞
S(f)df = E(f0) (5.82)

で与えられる．ただし，簡単のため，この段階までに雑音や不要信号は除去され

ているものとする注 24) ．

平均ドップラー周波数 パワースペクトルの周波数偏移の平均値 (平均ドップラー

周波数) f̄ は，その 1次のモーメントとして，パワースペクトルを f で重み付け

した次式で与えられる．

f =

Z
fSn(f)df = E(f1) (5.83)

注 24) 不要信号の種類や除去手法は 8.4.2 項を参照．
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f を速度に変換すれば，レーダービーム放射 (視線)方向の平均ドップラー速度は

v = −λf

2
(5.84)

で与えられる．f および vは，それぞれ 4.1.1項で論じたドップラー周波数 fd お

よびドップラー速度 vdに相当する．vdがナイキスト速度 vNを越える場合は，パ

ワースペクトル S(f)の標本化間隔が不足し，4.1.2項で述べたように真の速度に

折り返し (aliasing) が生じる．この場合は，式 (5.83) の f̄ はバイアスを持つこと

になる．

周波数幅 平均ドップラー周波数からの分散 σ2
f は，その定義から 2次のモーメ

ントとして

σ2
f =

Z
(f − f)2Sn(f)df = E(f2) − E(f1)2 = f2 − f

2
(5.85)

で与えられる．パワースペクトルがガウス分布型関数で示されるとき注 25) は，特

に断らない限りその標準偏差を周波数幅 σf と呼ぶ．本書では速度を論じること

が多いことから，これを視線方向の速度成分の標準偏差，すなわち速度幅 σv に

置き換えると，式 (5.84) と同様に

σv =
λσf

2
=

λ

2

q
f2 − f

2
(5.86)

が得られる．

パワースペクトルのモーメントと自己相関関数の関係 自己相関関数R(τ)の n次

の導関数はパワースペクトル S(f)を用いて次式で表現される [例えば Sauvageot,

1992; Bringi and Chandrasekar, 2001]．

dnR(τ)

dτn
= (j2π)n

Z ∞

−∞
fnS(f)ej2πfτdf (5.87)

ここで，τ はタイムラグである．式 (5.80) および (5.87) から，τ = 0 における

R(τ)の n次の導関数とパワースペクトルの n次のモーメントに次の関係がある

ことが分かる．

E(fn) =
1

(j2π)nR(0)

dnR(0)

dτn
(5.88)

注 25) 後出の 5.6.1 項に述べるように，分布型標的による散乱電力のパワースペクトルは概ねガウ

ス分布にしたがう．
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式 (5.88) を用いると，式 (5.82) で表されるレーダー受信電力および式 (5.83) で

表される平均ドップラー周波数 について，それぞれ次の関係が導かれる．

Pr = R(0) (5.89)

f = E(f1) =
1

j2πR(0)

dR(0)

dτ
(5.90)

なお，式 (5.89) は式 (5.72) および (5.82) からも明らかである．同様に，2次の

モーメントは次式で与えられる．

f2 = E(f2) =
1

(j2π)2R(0)

d2R(0)

dτ2
(5.91)

したがって，式 (5.85) から求まる周波数幅および式 (5.86) で示される速度幅は，

式 (5.90) および (5.91) を用いれば，自己相関関数の関係式として表すことがで

きる．この議論を実際のサンプル信号に適用したドップラー速度および速度幅の

算出法 (自己共分散処理) を付録 Aに示す．

5.5 レーダー送受信信号と離散信号処理

パルスレーダーでは，パルス状の送信信号を一定の間隔で繰り返し送信するた

め，一定距離での受信信号は時間軸上で離散化された離散時系列信号となる．本

節では，前節の議論を踏まえて，離散信号のスペクトル解析を中心に，実際のレー

ダー信号処理で用いられる離散的な信号の扱いを論じる．

5.5.1 送信信号の波形と波形列

パルスレーダーの送信波形は，図 5.12に示すようにパルス繰り返し時間 T の

パルス列から成るとみなすことができる．レーダー受信信号に寄与する後方散乱

信号は，送信パルス列に対して，対象標的までの距離を電波が往復する間の時間

遅れの後，受信機で受信される．図中の時間 t1 は，標的が距離 ct1/2の位置にあ

ることを示す．1つの送信パルスに対する受信信号を時系列的にサンプリングす

ることによって，異なる距離 (高度) の対象標的からの情報が得られる．後出の

離散信号処理では，これらのサンプリング結果を同図下段に示すようにサンプル

間隔 Tsごとにまとめた時系列信号を用いる．送信波形は理想的には図 5.13(a) に



5.5. レーダー送受信信号と離散信号処理 115

図 5.12 送信信号波形と受信信号サンプル．時間に関する 1次元情報を，サンプル間隔 Ts ご
との距離 (高度) と時間に関する 2 次元情報に置き換えている

図 5.13 方形パルスの送信波の (a) 時系列波形と (b) 周波数スペクトル
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示すようにパルス幅 τ，振幅 Aの方形波とみなすことができる．パルス列は繰り

返し時間 T で連続するものであるが，パルスレーダーでは通常 τ � T であるた

め，送受信波形のスペクトル解析においては，単一パルス u(t)とみなすことがで

きる．このとき

u(t) = A − τ

2
≤ t ≤ τ

2

= 0 |t| >
τ

2

(5.92)

に対するフーリエスペクトル U(f)は

U(f) =

Z τ/2

−τ/2
u(t)e−j2πftdt = A

sin(πfτ)

πf
(5.93)

となり，その波形は図 5.13(b) のようになる注 26) ．ここで，U(f) = 0となる周

波数は f = m/τ (m = ±1,±2 · · · )である．実際には，送信波はキャリア周波数
f0 の正弦波が式 (5.92) の方形波で振幅変調されたものであるから，そのスペク

トル Ut(f)は式 (5.93) を用いて

Ut(f) = U(f − f0) = A
sin{π(f − f0)τ}

π(f − f0)
(5.94)

で示される．その波形は図 5.13(b) を周波数軸上で f0だけ正側にシフトしたもの

になり注 27) ，方形パルスのエネルギーは，その大半が送信周波数 f0 の前後 1/τ

の広がりの中に含まれる注 28) ．すなわち，信号のスペクトルは 1/τ 程度以下の

周波数成分のものが大半を占める．以上は送信パルスのスペクトルに関する議論

であるが，受信信号においても帯域が変化することはない．したがって，サンプ

リング定理により，2/τ 以上の周波数でサンプリングを行えば受信信号の波形を

再現できることになる．この値が，受信信号をデジタル化する際のサンプリング

間隔を決める目安となる．

対象標的が移動することによって生じるドップラー偏移は，単一の送信パルス

に対するサンプリングでは通常見ることはできない注 29) ．ドップラー偏移を知

注 26) 図 5.13(a) および (b) は，それぞれ図 5.7(a) および (d) に対応する．

注 27) 図 5.7(b) の片側に対応する．

注 28) 実際のパルス波形は，立上がりおよび立下がり時間がゼロではないため，スペクトルの高調

波成分はさらに小さくなる．

注 29) 光波の場合はパルス幅が短くなるため，1 パルス内は概ね同一点とみなせる．また，光波は電

波に比べ送信周波数が 104 倍程度上がり，相関時間内の独立サンプルを同一パルス内で多数得ること

ができる．したがって単一パルスでもドップラー偏移をとらえることができる．
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るには，連続する送信パルス列に対する受信信号列からスペクトルを求めること

が必要になる．

5.5.2 受信信号のサンプリング

レーダー送信信号を図 5.12のようにパルス繰り返し時間 T で送信するとき，受

信信号は T の時間間隔ごとに連続して得られる．受信信号をサンプリングして得

られる離散的な信号は，単位インパルスが一定間隔で並んだインパルス列を用いて

表現される．単位インパルスはディラック (Dirac) のデルタ関数 (Delta function)

または単にデルタ関数と呼ばれ，

δ(t) =
1

dt
t = 0のとき

δ(t) = 0 t �= 0のとき
(5.95)

で定義される [例えば小倉, 1978]．このデルタ関数がパルス繰り返し時間 T に等

しいデータ間隔 Ts で並んだものをインパルス列 (impulse-train) p(t)と呼び，次

式で表す．

p(t) =
∞X

m=−∞
δ(t − mTs) (5.96)

p(t)のフーリエ変換は

P (f) =

Z ∞

−∞
p(t)e−j2πftdt =

1

Ts

∞X
m=−∞

δ(f − mfs) (5.97)

となる．ここで，サンプル周波数 fs は fs = 1/Ts である．このとき，連続的な

複素時系列信号 v(t)をサンプリングして得られる離散信号 vs(t)はインパルス列

p(t)を用いて

vs(t) = v(t)p(t) (5.98)

で表される．一方，離散信号のスペクトル Vs(f)はフーリエ変換の性質から

Vs(f) = V (f) ∗ P (f) (5.99)

となる．ここで V (f)は v(t)のスペクトルである．式 (5.97)を式 (5.99) に代入

すれば

Vs(f) =
1

Ts
V (f) ∗

∞X
m=−∞

δ(f − mfs) =
1

Ts

∞X
m=−∞

V (f − mfs) (5.100)
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図 5.14 レーダースペクトル列

が得られる．式 (5.100) は，v(t)をサンプリングして得られた離散信号のスペク

トル Vs(f)が，V (f)を周波数軸上で間隔 fs ごとに並べた周期関数になることを

示す．したがって， v(t)に含まれる周波数の最大値を fMとするとき，図 5.14上

段に示すように fs ≥ 2fM ならスペクトルの重なりはなく，|f | < fs の部分を取

り出すと，元のアナログ信号を正確に再現できる．一方，fs < 2fMの場合は，同

図下段に示すようにスペクトルの折り返しが生じ，元のアナログ信号のスペクト

ルは保存されなくなる．サンプリングしても元の信号のスペクトルが正確に維持

される最大の周波数 fN = fs/2はナイキスト周波数 (Nyquist frequency) と呼ば

れる．

5.5.3 離散信号の処理

パルスレーダーの信号処理では，離散信号に対してスペクトル解析を行うこ

とが中心になる．この手法として離散フーリエ変換 (discrete Fourier transform;

DFT) があり，DFTを効率よく実行するアルゴリズムとして，DFTの循環畳込

み定理を応用した高速フーリエ変換 (fast Fourier transform; FFT) がある．本節

では，まず離散的な信号の表現方法を述べる [例えば辻井，鎌田, 1990]．次いで

ドップラー偏移を DFTを用いて周波数領域で表現する手法および時系列信号を

用いて時間領域で表現する手法を論じる．
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離散フーリエ変換 Ts ≤ 1/2fN となる一定のサンプル間隔 Ts で得られた m番

目の複素時系列信号を v(mTs)とするとき，離散的な複素時系列信号 vs(t)は

vs(t) =

∞X
m=−∞

v(mTs)δ(t − mTs) (5.101)

で表現される．またそのフーリエ変換は

Vs(f) =

Z ∞

−∞

( ∞X
m=−∞

v(mTs)δ(t − mTs)

)
e−j2πftdt

=

∞X
m=−∞

v(mTs)

jZ ∞

−∞
δ(t − mTs)e

−j2πftdt

ff

=

∞X
m=−∞

v(mTs)e
−j2πfmTs (5.102)

となる．Vs(f)は周期 fs = 1/Ts の周期関数である．スペクトル Vs(f)を基本周

波数 fb = 1/MTs でサンプリングして得られる周期離散スペクトルは，離散信号

vs(t)が周期MTs で繰り返す周期離散時間信号に対応する．この対応が離散フー

リエ変換である．

以降，Ts を除いて表現し，周期M を持つ時間領域の周期信号を ṽ(m)とする

とき，連続的な時系列信号の場合と同様に，周期信号 ṽ(m)のフーリエ級数表示

が得られる．フーリエ級数展開の基本となる関数は，M 個の複素正弦信号系列

ek(m) = ej2πmk/M k = 0, 1, 2, · · · , M − 1 (5.103)

である．ここで，

WM = e−j2π/M (5.104)

と置くと，周期信号 ṽ(m)は

ṽ(m) =
1

M

M−1X
k=0

Ṽ (k)W−km
M (5.105)

と表される．ただしフーリエ係数 Ṽ (k)は

Ṽ (k) =

M−1X
m=0

ṽ(m)Wkm
M (5.106)
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で与えられる．Ṽ (k)もまた周期M の周期信号系列である．

さて，基本周期のみの孤立離散時系列信号と離散スペクトルの間の関係式であ

る DFT は以下で示される．まず，有限長 M を持つ離散時系列信号 v(m) (0 ≤
m ≤ M − 1)を，周期関数 ṽ(m)を用いて

v(m) = ṽ(m)PM (m) (5.107)

と定義する．ここで，PM (m)は時間領域のパルス信号で，次式で与えられる．

PM (m) =

j
1 0 ≤ m ≤ M − 1のとき
0 上記以外のとき (5.108)

また，有限長M の離散スペクトル V (k)は，フーリエ係数 Ṽ (k)から

V (k) = Ṽ (k)PM (k) (5.109)

と定義される．このとき，DFTは

V (k) =

M−1X
m=0

v(m)Wkm
M 0 ≤ k ≤ M − 1 (5.110)

で表される．一方，離散フーリエ逆変換 (inverse discrete Fourier transform; IDFT)

は次式で表される．

v(m) =
1

M

M−1X
k=0

V (k)W−km
M 0 ≤ m ≤ M − 1 (5.111)

また，f = kfb = k/(MTs)を用いれば，式 (5.110) は

V (f) =

M−1X
m=0

v(m)e−j2πfTsm (5.112)

となる．

離散相関関数 離散時系列信号 v(m)は定常信号であり，前出の連続的な時系列

信号の場合の式 (5.68)と同様に，その離散自己相関関数 (discrete autocorrelation

function) Rvv(l)は

Rvv(l) = 〈v∗(m)v(m + l)〉 = 〈v∗(m − l)v(m)〉 (5.113)
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で定義される．ここで，〈∗〉はアンサンブル平均 (期待値)，mは離散時系列信号

の番号，lはタイムラグを表す．上式から明らかなように

Rvv(−l) = R∗
vv(l) (5.114)

である．式 (5.114) の関係を用いれば，前出の式 (5.66) に示した定常信号の自己

相関関数に対応する非周期性信号の離散自己相関関数は

Rvv(l) = lim
M→∞

1

M

M−|l|−1X
m=0

v∗(m)v(m + l) (5.115)

で与えられる．ここで，M は標本化数とする．M は有限であるため，一般に上

記の推定値 (ˆ)として

R̂vv(l) =

8><
>:

1

M

M−|l|−1X
m=0

v∗(m)v(m + l) |l| ≤ M − 1のとき

0 上記以外のとき

(5.116)

が用いられる [例えば Doviak and Zrnić, 1993]．

離散パワースペクトルとペリオドグラム 式 (5.70) より，パワースペクトルは

自己相関関数のフーリエ変換で与えられる．すなわち，離散パワースペクトル

(discrete power spectrum) S(f)は離散自己相関関数のフーリエ変換として

S(f) = lim
M→∞

Ts

M−1X
l=−(M−1)

Rvv(l)e−j2πfTsl (5.117)

で示される．有限のM に対する離散自己相関関数の推定値として式 (5.116) を

用いれば，式 (5.117) の離散パワースペクトルの推定値は次式で表される．

Ŝa(f) = Ts

M−1X
l=−(M−1)

R̂vv(l)e−j2πfTsl (5.118)

一方，式 (5.75) に対応するペリオドグラムの推定値は，離散スペクトル V (f)

により

Ŝb(f) =
Ts

M
|V (f)|2 (5.119)
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で表される．式 (5.112) を用いて V (f)を表せば，Ŝb(f)は

Ŝb(f) =
Ts

M

(
M−1X
m=0

v∗(m)ej2πfTsm
M−1X
n=0

v(n)e−j2πfTsn

)

=
Ts

M

(
M−1X
m=0

M−1X
n=0

v∗(m)v(n)e−j2πfTsl

)
(5.120)

となる．ただし l = n − mとする．ここで，式 (5.120) の右辺括弧内は

M−1X
m=0

M−1X
n=0

v∗(m)v(n)e−j2πfTsl =

M−1X
l=−(M−1)

e−j2πfTsl
M−|l|−1X

m=0

v∗(m)v(m + l)

(5.121)

と変形される．式 (5.116) を用いれば，式 (5.121) の右辺において

M−|l|−1X
m=0

v∗(m)v(m + l) = MR̂vv(l) (5.122)

となる．したがって，式 (5.122) を式 (5.121) に代入し，さらにこれを式 (5.120)

に代入すれば，

Ŝb(f) = Ts

M−1X
l=−(M−1)

R̂vv(l)e−j2πfTsl = Ŝa(f) (5.123)

図 5.15 フーリエ変換と自己相関関数の関係
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が得られる [Doviak and Zrnić, 1993]．この関係を整理すると，図 5.15のように

なる．すなわち，離散時系列信号においてもまた，自己相関関数をフーリエ変換

して得られるパワースペクトルの推定値は，離散時系列信号をフーリエ変換し，

これから得たペリオドグラムの推定値に等しい．

5.5.4 平均ドップラー速度の推定

周波数領域の表現: スペクトル解析 離散パワースペクトルの推定値を用いると，

平均ドップラー周波数 f fd の推定値は式 (5.83) の離散的表現として

f̂fd =

M/2X
k=−M/2

kfbŜ(kfb)

M/2X
k=−M/2

Ŝ(kfb)

=
1

MTs

M/2X
k=−M/2

kŜ(kfb)

M/2X
k=−M/2

Ŝ(kfb)

(5.124)

で示される．折り返しによるバイアスを抑えたより厳密な表現式として

f̂fd =
1

M

8<
:km

Ts
+

1

P̂ Ts

km+M/2X
k=km−M/2

(k − km)Ŝ[modM (k)]

9=
; (5.125)

がある [Zrnić, 1979]．ここで km はフーリエ係数が最大となるサンプルの引数

(−M/2 ≤ km ≤ M/2)，P̂ はペリオドグラムの和 (全電力) の推定値を示す．ま

た，Ŝ は離散パワースペクトルの推定値，modM (k)は Ŝ の引数であり，kをM

で割った剰余で与えられる．ナイキスト周波数を超えたドップラー周波数は折り

返されるため，式 (5.124) では離散パワースペクトルに折り返し成分が含まれる

可能性がある．これに対し，式 (5.125) では，パワースペクトルが最大になるの

は平均ドップラー周波数の近傍であるとして，最大点からの距離 k − km によっ

てパワースペクトルに重み付けを行い，あわせてナイキスト周波数を軸にしてパ

ワースペクトルの折り返し成分を補正している．

平均ドップラー速度の推定値は式 (5.84) から次式で与えられる．

v̂fd = −λf̂fd

2
(5.126)

時間領域での表現: 自己共分散処理 パワースペクトルを時系列信号から推定

するときには，時系列信号の自己相関関数が重要な役割を果たす．すなわち自己
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相関関数はパワースペクトルの中央値モーメントをテイラー展開 (Taylor series

expansion) した最初の数項で表現できる [Papoulis, 1991; Bracewell, 1965]．これ

をもとにドップラー速度推定を自己共分散を用いて行う手法は 1960年代の終わり

から議論されてきた [Rummler, 1968; Groginsky, 1972; Lhermitte, 1972]．5.4.3

項で述べたように，平均ドップラー周波数はパワースペクトルの 1次モーメント

によって求められる．式 (5.90) を用いると，平均ドップラー周波数 f td は時間領

域で次式のように表現できる．

f td =
1

j2πR(0)

dR(0)

dτ
(5.127)

自己相関関数R(Ts)の推定値 R̂(Ts)を用いると，その偏角から，f tdの推定値 f̂td

は詳細を付録 A.1に示すように

f̂td =
1

2πTs
arg R̂(Ts) =

1

2πTs
arctan

(
Im[R̂(Ts)]

Re[R̂(Ts)]

)
(5.128)

で示される．ここで，Re[R̂(Ts)]，Im[R̂(Ts)]はそれぞれタイムラグ (サンプリン

グ間隔) Tsの自己相関関数 R̂(l)の実数部および虚数部である．また，一定間隔で

M 個のパルスが送信される場合，R̂(Ts)は式 (5.116) で l = 1とすることによっ

て求められる．

平均ドップラー速度の推定値は，上式で得られた f̂td から式 (5.126) と同様に

次式で表される．

v̂td = −λf̂td

2
(5.129)

5.5.5 速度幅の推定

周波数領域の表現: スペクトル解析 速度幅がナイキスト速度に比べて小さいと

き，周波数折り返しによるバイアスを抑えた周波数幅の推定値 σ̂ffd が、離散フー

リエ変換によって得られたパワースペクトルを用いて，次式によって求められる

[Zrnić, 1979]．

σ̂2
ffd

=
1

P̂ T 2
s

8<
:

km+M/2X
k=km−M/2

„
k

M
− f̂fdTs

«2

Ŝ[modM (k)]

9=
; (5.130)
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なお，ドップラー周波数値が小さく，周波数分解能 1/MTsに近い値の場合は，上

式に含まれるサンプリング窓によるバイアスが無視できなくなる．このときは，k

を −M/2～M/2の範囲で連続的に扱い，数値的に積分することが必要になる．

速度幅の推定値 σ̂vfd は周波数幅の推定値 σ̂ffd から次式によって得られる．

σ̂vfd =
λσ̂ffd

2
(5.131)

時間領域での表現: 自己共分散処理 式 (5.90) と式 (5.91) を式 (5.85) に代入す

れば，周波数幅の 2乗 σ2
ftd
が時系列信号を用いて

σ2
ftd

= E(f2) − E(f1)2 =
1

(j2π)2R(0)

d2R(0)

dτ2
−
j

1

j2πR(0)

dR(0)

dτ

ff2

(5.132)

で表現される．式 (5.132) では，相関関数の最初の数ラグ (タイムラグ数個分) だ

けが重要である．推定値 R̂(Ts)を用いて詳細を付録 A.2に示すように整理すると

σ2
ftd の推定値 σ̂2

ftd は次式で与えられる．

σ̂2
ftd

=
1

2π2T 2
s

(
1 − |R̂(Ts)|

R̂(0)

)
(5.133)

速度幅の推定値 σ̂vtd は周波数幅の推定値 σ̂ftd から次式によって得られる．

σ̂vtd =
λσ̂ftd

2
(5.134)

5.5.6 フィッティングによるスペクトルパラメータの推定

信号に高いレベルの雑音が混入した場合や統計的な揺らぎがある場合には，5.5.4

および 5.5.5項で述べた直接的なモーメント法ではパラメーターの推定が不正確

となる．このため，特に大気レーダーではいくつかのパラメータで解析的に決る

スペクトルを仮定し，これに観測スペクトルをフィッティングすることによりス

ペクトルパラメータを推定することが一般的に行われている．すなわち，散乱の

パワースペクトルがガウス分布となることから，観測されたパワースペクトルに

次のようなガウス分布型のモデル関数注 30) をフィッティングすることにより，パ

注 30) ガウス分布型関数の詳細は後出の 5.6.1 項を参照．
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ラメータ化する．

St(v) =
S0√
2πσv

exp

j
− (v − v)2

2σ2
v

ff
(5.135)

ここで，S0/(
√

2πσv)はパワースペクトルのピーク値，vは視線方向の風速，vは

その平均値 (平均風速)，σv は速度幅である．スペクトル幅はピーク値の半分の

値になるスペクトルの幅で定義され，2
√

2 ln 2 σv で与えられる．また，散乱電力

は S0 となる．

上記の関数は非線形であるため，フィッティング は非線形最小二乗法により行

われる．非線形最小二乗法の原理は，モデル関数と観測値との残差二乗和を最小

にするパラメータの値を決定することである．残差二乗和 ε(P )は

ε(P ) =

NX
k=1

{St(k; P ) − y(k)}2 (5.136)

で与えられる．ここで，St(k; P )は式 (5.135)で与えられるモデル関数で，y(k)

は観測値である．ただし周波数 f を周波数点 kに置き換えている．また，N は周

波数点の総数である．P はパラメータベクトルで，その要素は S0, v, σv の 3量

である．式 (5.136) が最小になるための必要条件から次式が導かれる．

NX
k=1

{St(k; P ) − y(k)}∂St(k; P )

∂Pi
= 0 (i = 1, 2, 3) (5.137)

ここで，St(k; P )を適当な初期値 P0 のまわりにテイラー展開し，その 1次の項

までを取ることにより，次のように線形化される．

St(k; P 0 + δP ) � St(P 0) +

3X
j=1

δPj
∂St(k; P )

∂Pj
(5.138)

式 (5.138) を式 (5.137) に代入してまとめると

A · δP = b (5.139)

となる．ただしAおよび bの各要素はそれぞれ

aij =

NX
k=1

∂St(k; P )

∂Pi

∂St(k; P )

∂Pj
(5.140)

bj =

NX
k=1

{y(k) − St(k; P 0)}∂St(k; P )

∂Pi
(5.141)
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である．式 (5.139) から得られる

δP = A−1 · b (5.142)

により修正量 δP を求め，P 0 を P 0 + α · δP に置き換えて再び上記の過程を繰

り返す．ここで，α (0 ≤ α ≤ 1)は縮小因子と呼ばれ，収束を安定化するために

用いられる．1回の繰返しによる ε(P )の変化およびパラメータの修正量が設定値

以下になったとき，収束したとみなされる．

5.5.7 予測理論に基づいた推定法

後出の 8.4.2項で述べるように，レーダーの受信信号にはさまざまな不要信号

が混入する．このとき，スペクトルが著しく変形すること，受信信号と極めて低

周波の雑音が混在することなどにより，スペクトルパラメータの推定がいっそう

困難となることがある．このような場合には，最大エントロピー法 (maximum

entropy method; MEM) など時系列の予測理論に基づく推定法が用いられる．

MEMは，{vn}を複素定常時系列信号と見なし，

vn =

NX
m=1

amvn−m (5.143)

により，過去のデータ {vm; m = n − 1, n − 2, . . .}(m < n)のうち N 個のデー

タの線形結合で 1ステップ先を推定するものである．ここで，N は推定の次数を

表す．

推定誤差 en
2 = 〈|vn −PN

m=1 amvn−m|2〉 を最小にする {am}が決まると，次
数 N で定まるスペクトルは次のように表される．

S(f) =
en

2˛̨̨
˛̨1 −

NX
m=1

ame−j2πfm

˛̨̨
˛̨
2

(5.144)

{am}を求めるには，まず式 (5.143) より未知数 {en
2, a1, . . . , an}に関する連立
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方程式を求め，その解として次の各式を得る [小倉，1978]．

eN
2 =

DN+1

DN
, an =

An

DN
　　　　 (n = 1, · · ·, N) (5.145)

DN+1 =

˛̨̨
˛̨̨
˛̨

R0 R1 R2 . . . RN
R−1 R0 . . . . . . RN−1

...
. . .

...
R−N R−N+1 . . . . . . R0

˛̨̨
˛̨̨
˛̨ (5.146)

ここで，自己相関関数R(l)をRlとしている．DN およびAnは，(N +1)×(N +1)

のテープリッツ (Toeplitz) 行列式注 31) DN+1 の R0 および RN に関する N ×N

余因子行列式である注 32) ．

Rl が真の相関関数であれば，上の関係式は厳密に正しい．しかし，一般にMEM

では Rl に真の値とは異なる N + 1個の Rl の推定値を用い，この推定値の揺ら

ぎを無視して計算を行う．この結果，式 (5.144) で推定されるスペクトルは N

を大きくすると変動が激しくなるので，次数 N を適当な方法で定める必要があ

る注 33) ．

Ogura and Yoshida [1981] による改良MEM法では，推定した相関関数の揺ら

ぎまで考慮して {en
2, a1, . . . , an} を求めることにより，高い精度でスペクトル

推定が可能である．この理論の有用性は Fukao et al. [1980b]などで確かめられ

ている．

5.6 サンプル信号の相関と推定精度

実際の観測によって求められるエコー強度，平均ドップラー周波数 (速度)，周

波数 (速度) 幅などのパラメータは，いずれもパワースペクトルまたは相関関数

をもとに推定されるものである．ここで，観測によって得られるスペクトルや相

関関数自体が真の値の推定値であることから，これにより求めるパラメータの精

度を把握しておくことが重要である．本節では，これらのパラメータが観測誤差

のない理想的なレーダーによって得られたものと仮定し，相関関数と相関時間に

注 31) 対角線に沿って行列要素が等しい行列をテープリッツ (Toeplitz) 行列，その行列式をテープ

リッツ行列式という．

注 32) 実際の数値計算では，このような行列式の逐次計算に適した簡単な Levinson アルゴリズム

を用いる [例えば日野, 1977]．

注 33) N を大きくすれば，式 (5.144) で与えられる推定スペクトルはペリオドグラムに近付く．



5.6. サンプル信号の相関と推定精度 129

ついて論じる．次いで，SNRおよび周波数幅によって決まる理論的な誤差を評価

する．

5.6.1 相関関数と相関時間

分布型標的の散乱体積内では，水平風のシヤー (shear) によって生じる大気乱

流や個々の降水粒子のランダムな動きにより，パワースペクトルは概ねガウス分

布にしたがう．tに関する分散を σ2
t とするとき，正規化されたガウス分布型関数

g(t)は

g(t) =
1√

2πσt
exp

„
− t2

2σ2
t

«
(5.147)

で示される．また，そのフーリエ変換 G(f)は

G(f) =

Z ∞

−∞
g(t)e−j2πftdt = exp

j
− 4π2f2

2(1/σ2
t )

ff
(5.148)

である．σf = (2πσt)
−1 とすれば，式 (5.148) は

G(f) = exp

 
− f2

2σ2
f

!
(5.149)

となる．式 (5.147) および (5.149) から，ガウス分布型関数のフーリエ変換もま

たガウス分布型関数になる．すなわち，ガウス分布型のパワースペクトルの自己

相関関数は同形のガウス分布型関数となることが分かる．

相関関数 式 (5.135)に対して v̄ = −λf̄/2，σ̄v = λσ̄f/2の関係を用いれば，ドッ

プラー偏移した周波数スペクトル S(f)は

S(f) =
S0√
2πσf

exp

(
− (f − f̄)2

2σ2
f

)
(5.150)

となる．ここで f はドップラー周波数，f̄ はその平均値である．したがって，式

(5.58) の関係に式 (5.147)および (5.149) を用いれば，自己相関関数 R(τ)は

R(τ) = S0 exp(−2π2σ2
fτ2)exp(j2πfτ) (5.151)

= S0 exp

„
−8π2σ2

vτ2

λ2

«
exp

„
−j

4πvτ

λ

«
(5.152)
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で表される．ここで，τ はタイムラグである．式 (5.152) から，正規化された信

号の相関，すなわち相関係数 (correlation coefficient) ρn(τ)が

ρn(τ) = exp

j
−8
“πσvτ

λ

”2
ff

(5.153)

になることが導かれる．

相関時間 式 (5.153) の相関係数が e−1 に低下するまでのタイムラグを相関時間

(correlation time) τc と呼ぶ．このとき 8
“πσvτc

λ

”2
= 1から

τc =
λ

2
√

2πσv
(5.154)

になる．相関時間が長いほど変動は緩やかである．また，相関時間内で多数の受信

信号サンプルが得られるとき，サンプル相互には相関があり，同一の物理過程を

サンプルしたものと見なすことができる．このことから，パワースペクトルを求

める際の信号処理では相関時間内のサンプルが用いられる．また，後述のコヒー

レント積分は相関時間内に行われる．なお，対象標的からの受信信号サンプルの

相関時間は，標的の状態や観測高度によって変化する．

相関時間を，式 (5.153) の相関係数が e−π に低下するまでのタイムラグ τi で

定義することもある [Nathanson, 1991]．このとき 8
“πσvτi

λ

”2
= π から

τi =
λ

2
√

2πσv
(5.155)

になる．τiは，受信信号サンプル相互の相関がほぼなくなるまでの時間で，次の小

項で論じるように，これ以上離れたサンプル間隔で得られたデータは互いにほぼ

完全に独立していると見なせる．このため，τiを独立サンプル時間 (independent

sample time) と呼ぶことがある．

独立したサンプル M 個の速度サンプル v1, v2, · · · , vM の平均値すなわち期待

値 v は

v =
1

M

MX
i=1

vi (5.156)

で与えられる．また，M 個のサンプルが互いに独立で，v1, v2, · · · , vM の分散

を σ2
v とするとき，速度分散は 1/M に抑えられ，その期待値 σ2

v は

σ2
v =

σ2
v

M
(5.157)



5.6. サンプル信号の相関と推定精度 131

となる．一方，サンプル間に相関がある場合は，独立したサンプルの総数MI は

M よりも小さく，M および正規化された自己相関関数 ρ0(τ)の関数として

σ2
v

σ2
v

=
1

MI
=

M−1X
m=−(M−1)

M − |m|
M2

ρ0(mτ) (5.158)

で与えられる．ここで，

ρ0(mτ) =
(vi − v)(vi+m − v)

σ2
v

(5.159)

である．ただし τ はサンプル間隔とする [Nathanson, 1991]．

図 5.16は，上述の議論の前提となるガウス型分布を仮定して，式 (5.158) に基

づく相関係数と独立したサンプル数の関係を示したものである [Nathanson, 1991]．

同図から明らかなように，σvτ/λ = 0.2の近辺でサンプルが独立である状態に遷

図 5.16 独立したサンプル数M と相関係数の関係．Nathanson [1991] より改変
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移する．この τ は式 (5.155) で与えられる τi とほぼ等価である．すなわち，こ

れ以上の時間間隔でサンプルされた信号はすべてのサンプルが独立とみなせる

(M = MI)．独立したサンプルの平均化は信号の分散を抑えることに寄与する．

5.6.2 コヒーレント積分

式 (5.154) で決まる時間よりも十分短い時間間隔でサンプルした信号を加算す

る処理をコヒーレント積分 (coherent integration) と呼ぶ．大気乱流からの散乱

信号には統計的な揺らぎがあるため，正確な位相情報を得るには複数の独立した

サンプルから得られた信号を平均することが必要である．ところが，前述のよう

に I，Q信号は相互に独立したランダム変数で平均値 0のガウス分布にしたがう

ため，平均することにより 0になってしまう．このため，平均化処理は相関時間

内で行うことが必要である．信号がコヒーレントである間 (複素包絡線の相関時

間よりも短い間) は，複素包絡線を加算すること，すなわち I，Q信号をそれぞ

れ加算することができる．

この加算では，雑音が無相関 (雑音の相関時間は信号サンプル時間よりも十

分短い) とみなせるため，加算により信号は電圧和で増加し，一方，雑音は電力

和で増加する．したがって，信号の相関時間内で n 個のサンプルを加算すれば

信号電力は n2 倍，雑音電力は n倍になる．この結果，SNRは n 倍，すなわち

10 log n2/n = 10 log n [dB] 改善される．例えば周波数 1.36 GHz (波長 22 cm)，

パルス繰り返し周波数 2500 Hzの大気レーダーで一定方向を観測するとき，速度

分散が 1 m s−1 の擾乱の相関時間は式 (5.154) から 25 msとなり，相関時間内で

約 60個のサンプルによるコヒーレント積分が可能である注 34) ．この結果，SNR

は単独サンプルの場合に比べて 60倍 (18 dB) 改善されることになる．特に大気

レーダーでは，多くの場合微弱な受信信号が雑音に埋もれているため，コヒーレ

ント積分によって，SNRの改善を計ることが安定した観測データ確保のために必

須である．

なお，コヒーレント積分でパルス繰り返し時間 T ごとに n個の加算を行うこと

は，ドップラー速度推定においてサンプル間隔を nTs (ただし通常 Ts = T ) に延

ばすことに相当する．このため，4.1.2項で述べたナイキスト速度は式 (4.10) で

与えられる vN の 1/n倍，すなわち vN/n = λ/4nTs となる．

注 34) スペクトル窓が狭くなるため，実際の積分回数はこれよりも少なくなる．
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5.6.3 受信電力の推定精度

観測パラメータの推定精度に関する考察は Doviak and Zrnić [1993] で詳細に

なされている．本項から 5.6.5項では，これにしたがって受信電力，平均ドップ

ラー速度，および速度幅の推定精度について論じる．

レーダー反射因子の受信機出力推定値は

Ẑ = αŜ = α(P̂ − N) (5.160)

で与えられる．ここで，(ˆ)の変数は推定値，これがない場合は期待値を示す．ま

た，αはレーダー方程式によって決まる定数，Ŝ は信号電力の推定値，N は受信

機雑音電力，P̂ は次式で示されるM 個の出力信号 P の平均値である．

P̂ = P̄ =
1

M

M−1X
k=0

Pk (5.161)

　レーダー反射因子 Z [mm6 m−3]をデシベル [dB] 表現すれば，式 (5.160) は

Ẑ [dBZ] = 10 log10 Ẑ = 10 log10 αŜ (5.162)

で示される．Ŝ を期待値 S と変動分 δS により Ŝ = S + δS と表せば，

Ẑ [dBZ] = 10 log10 αS + 10 log10

„
1 +

δS

S

«
(5.163)

となる．M の値が大きい場合は δS/S が 1に比べて小さくなるため，式 (5.163)

の第 2項をテイラー展開すれば次のように近似できる．

10 log10

„
1 +

δS

S

«
� 10

ln 10

δS

S
(5.164)

式 (5.164) を式 (5.165) に代入すれば，

Z̄ [dBZ] � 10 log10 αS − 4.34 + 4.34
Ŝ

S
(5.165)

となる．式 (5.165) で変動成分は第 3項のみであるため，Ẑ[dBZ] の推定誤差，す

なわち標準偏差 (standard deviation; S. D.) は次式のように簡単化される．

S.D.[Ẑ [dBZ]] = 4.34 S.D.[Ŝ/S] (5.166)
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ここで，Ŝ = P̂ − N であり，N は既知の一定値とみなされるため，

S.D.[Ŝ] = S.D.[P̂ ] =
P√
MI

=
S + N√

MI
(5.167)

となる．ただしMI は平均化に用いられるサンプル数M のうち独立したサンプ

ル数である．式 (5.166) および (5.167) から

S.D.[Ẑ [dBZ]] =
4.34(S + N)

S
√

MI
(5.168)

が得られる．ここで，定常状態で一定間隔 Ts でサンプリングされる場合の独立

したサンプル数MI は，式 (5.158) と同様に

1

MI
=

M−1X
m=−(M−1)

M − |m|
M2

ρS+N (mTs) (5.169)

で与えられる．ただし ρS+N (mTs) はタイムラグmTs における雑音を含んだ信号

の自己相関係数である．

簡単のため，受信機は 2乗検波特性を持つとする注 35) ．このとき二乗検波受

信機出力の相関は入力信号の相関の自乗になる [Papoulis, 1965]．したがって，ガ

ウス分布型の信号スペクトルに白色雑音スペクトルが重畳した信号に対して，電

力値推定を行うために S + N で正規化し，雑音を含んだ信号の相関係数を求める

と次式のようになる [Doviak and Zrnić, 1993]．

ρS+N (mTs) =

j
S

S + N
e−2(σvnπm)2 +

N

S + N
δm

ff2

(5.170)

ここで，m = 0のとき δm = 1，そのほかの場合は δm = 0 とする．σvn はナイ

キスト幅 2vN = λ/2Ts により正規化された速度幅で，

σvn =
2σvTs

λ
(5.171)

で与えられる．また，λ はレーダー波長である．

σvn � 1のとき，式 (5.169) の和は積分に置き換えることができる．さらにM

が大きく，したがってMTs が大きくなり ρS+N (mTs)が無視できるほど小さい場

注 35) 最も一般的な特性で，受信機出力電力が入力電力に比例する．
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図 5.17 異なる正規化速度幅に対して推定されるレーダー反射因子の標準偏差とサンプル数の
関係，ここで，速度幅はナイキスト幅 2vN で正規化されている

合は，MI は次式で表される．

MI =

„
1 +

S

N

«2

M

1 + 2
S

N
+

(S/N)2

2σvn

√
π

(5.172)

また，S/N が大きい場合はMI = 2Mσvn

√
π になる．式 (5.172) を式 (5.168) に

代入すれば，標準偏差を求める式として

S.D.[Ẑ [dBZ]] =
4.34

M1/2

N

S

j
1 + 2

S

N
+

(S/N)2

2σvn

√
π

ff1/2

[dB] (5.173)

が得られる．SNR が十分大きいとき，正規化された速度幅のもとに推定される

レーダー反射因子の標準偏差とサンプル数M の関係を図 5.17に示す．

5.6.4 平均ドップラー速度の標準偏差

周波数領域の表現: スペクトル解析 信号のパワースペクトルから，次のように

平均ドップラー周波数の分散 var[f̂fd]を求めることができる．すなわち，信号の

パワースペクトルで重み付けされた平均ドップラー周波数をナイキスト周波数幅
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内で積分することにより，var[f̂fd]は

var[f̂fd] =
1

MTsS2

Z 1/2Ts

−1/2Ts

f2S2(f + f̂fd)df (5.174)

で与えられる [Berger and Groginsky, 1973]．ここで S(f)は雑音を含む信号のパ

ワースペクトルで，S(f) = SS(f) + SN(f)で与えられる．ただし SS(f)および

SN(f)はそれぞれ信号および雑音のパワースペクトルである．また，f̂fd はスペ

クトル解析による平均ドップラー周波数である．S(f)が式 (5.150) で表されるガ

ウス分布型信号スペクトルでスペクトル幅 σffd が狭い場合 (σffdTS � 1)，平均

ドップラー速度の分散 var[v̂fd]は，var[v̂fd] = (λ/2)2var[f̂fd]より

var[v̂fd] =
λ2

4MT 2
s

(
σvnf

4
√

π
+ 2(σvnf )

2 N

S
+

1

12

„
N

S

«2
)

(5.175)

で示される [Doviak and Zrnić, 1993]．ただし σvnf はナイキスト幅で正規化され

た速度幅である．また，標準偏差は S.D.[v̂fd] =
p

var[v̂fd]となる．

時間領域の表現: 自己共分散処理 M 個のサンプルペアーが独立で，ナイキスト

幅で正規化された速度幅 σvnt が

1

2πM
� σvnt � 1 (5.176)

の条件を満たすとき，var([v̂td]) は次式で表される [Doviak and Zrnić, 1993]．

var[v̂td] � λ2

32π2Mρ2(Ts)T 2
s

n
(1 + N/S)2 − ρ2(Ts)

o
(5.177)

ここで，ρ(Ts)は式 (5.153) で示した相関係数であり，次式で与えられる．

ρ(Ts) = exp{−8(πσvtdTs/λ)2} (5.178)

また，標準偏差は S.D.[v̂td] =
p

var[v̂td]で与えられる．異なる SNRのもとに推

定される平均ドップラー速度の標準偏差と速度幅の関係を図 5.18に示す．

5.6.5 速度幅の標準偏差

周波数領域の表現: スペクトル解析 式 (5.130) で与えられる周波数幅 σffd に対

して，式 (5.174) および (5.175) と同様の議論により，ガウス分布型信号スペク
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図 5.18 異なる SNRに対して推定される正規化平均ドップラー速度の標準偏差と正規化ドッ
プラー速度幅の関係．ここで，正規化はナイキスト幅 2vN による

トルでスペクトル幅が狭い場合の周波数幅の分散 var[σ̂ffd ]が求められる．これを

もとに，速度幅の分散 var[σ̂vfd ]は

var[σ̂vfd ] =
λ2

4MT 2
s

(
3σvnf

32
√

π
+ σ2

vnf

N

S
+

 
1

320σ2
vnf

− 1

24
+

σ2
vnf

4

!
N2

S2

)

(5.179)

で与えられる [Doviak and Zrnić, 1993]．また標準偏差は S.D.[σ̂vfd ] =
p

var[σ̂vfd ]

で示される．

時間領域の表現: 自己共分散処理 式 (5.176) が成り立つとき，var[σ̂vtd ]は

var[σ̂vtd ] =
λ2

128Mπ4σ2
vntρ

2(Ts)T 2
s

　×
»n

1 − ρ2(Ts)
o2

+ 2
n
1 − ρ2(Ts)

o N

S
+
n
1 + ρ2(Ts)

o N2

S2

–
(5.180)

で与えられる [Doviak and Zrnić, 1993]．ただし σvnt および ρ(Ts) はそれぞれ式

(5.171) および (5.178) と同じ形をとる．また標準偏差は S.D.[σ̂vtd ] =
p

var[σ̂vtd ]

で示される．異なる SNRのもとに推定される速度幅の標準偏差と速度幅の関係

を図 5.19に示す．
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図 5.19 異なる SNR に対して推定される正規化平均速度幅の標準偏差と正規化された速度
幅の関係．ここで，正規化はナイキスト幅 2vN による

　
表 5.1 式 (5.181) における視線方向速度と速度幅の推定誤差係数 k

モーメント法 フィッティング法
視線方向ドップラー速度 0.38 0.63

速度幅 0.24 0.60

SNRが大きい場合の推定誤差 Yamamoto et al. [1988] は，SNRが大きい場合

について，視線方向ドップラー速度と速度幅の推定誤差 εv,w の経験式を計算機シ

ミュレーションによって次のように導いている．

εv,w = k

„
λσv

2To

«1/2

(5.181)

ここで，λは波長，To は観測時間長 (コヒーレント積分と後に 7.1.2項で論じる

インコヒーレント積分の時間を合算した値)，σv は速度幅を表す．kの値はモーメ

ントを直接求める方法 (ここではモーメント法と略称する) とスペクトル形状を

ガウス型と仮定して最小二乗近似によって求める方法 (同じくフィッティング法)

のそれぞれについて表 5.1のようになる．なお雑音が無視できるほど小さいとき，

すなわち 1/SNR → 0では式 (5.181) の誤差は式 (5.175) あるいは式 (5.179) とほ
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ぼ同様となる．

5.6.6 大気レーダーに固有の風速測定誤差

50 MHz帯大気レーダーによるドップラービーム走査法観測注 36) では，散乱体

積の有限性およびエコー強度の天頂角依存性が風速測定の誤差の要因となること

がある．

有限散乱体積効果 ドップラービーム走査法では，散乱体積の広がりを考えず，

散乱がビーム主軸に沿ってのみ起こるものとしてその方向の視線方向風速を求め

る．ところが，現実には散乱体積は有限の大きさを持ち，体積内各部の風速がエ

コー強度で重み付け平均された値が観測される．このため，その平均値が必ずし

も背景風速に一致しないことに注意する必要がある [Sato and Fukao, 1982]．い

ま，図 5.20に示すように背景風速が一定値 uで東向き (ただし鉛直流は 0) とし，

レーダービームが天頂角 θで東に傾いている状態で，高度分解能よりも厚さの薄

図 5.20 大気レーダーの散乱体積の鉛直断面図 (太線部)．ビーム幅 „1 のレーダービーム主
軸が一様な背景風 uの方向に „ 傾いている．陰影を施した部分が散乱薄層で，a，b

または c のいずれかの高度にあるとする

注 36) 大気レーダーで風ベクトルを測定する代表的な手法．7.2.1 項参照．



140 第 5 章 レーダー受信信号と信号処理

図 5.21 (a) 図 5.20 と同様．ただし散乱薄層が 3 レンジにわたって存在する． (b) 推定さ
れる水平風速の高度分布

い水平層状散乱体が存在すると仮定する．薄層が図中 bの高度に存在すれば，散

乱エコーは主として散乱体積の中心付近から受信される．このとき，視線方向風

速は vr = u sin θ となり，水平風速は u = vr/ sin θ とほぼ正しく推定される．一

方，薄層が散乱体積の端に近い a あるいは c の高度に存在する場合は，ビーム幅

を θ1 とすれば水平風速はそれぞれ u sin(θ − θ1/2)/ sin θ と u sin(θ + θ1/2)/ sin θ

となり，推定風速は uと一致しない．θ1が 3～4◦で θ = 10◦とすると，u = 50 m

s−1 のとき aと c の差は 20 m s−1 にもなり無視できない大きさである．これを

有限散乱体積効果 (finite range volume effect) と呼ぶ [Fukao et al., 1988a, b]．

薄層が隣接した数レンジに渡って存在する場合は，推定される水平風速はこの

効果によりレンジが増すほど大きくなる．したがって，図 5.21(a) に示すように

薄層が 3レンジ A，B，および Cにある場合は，同図 (b) に示すようにレンジ A

から Cにかけて水平風に偽りの鉛直シヤーが生じる．シヤーの鉛直スケールは数

レンジに相当する数 100 m程度である [Fukao et al., 1988a, b]．例えば，高度分

解能を 150 mとして上と同じ場合について視線方向風速シヤーを算出すると 10

m s−1 km−1 になる．これを水平風シヤーに換算すると 60 m s−1 km−1 に相当

し，実際の中層大気中には存在し得ない大きさになるため，注意が必要である．
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図 5.22 ‹AS 方向に強い分反射があるとき，50 MHz 帯大気レーダーのビーム方向 ‹B は
見かけ上 ‹T 方向に傾く．Fukao and Palmer [1991] より改変

天頂角依存性効果 レーダービーム内で強い分反射があると，ビーム主軸は見掛

け上その方向に引き寄せられ，そのため風速推定に系統的な誤差が生じることが

ある．図 5.22は，見掛けのビーム方向がアンテナ放射パターンと散乱の天頂角依

存性の合成積となることを示している [Fukao and Palmer, 1991]．

例えば，散乱層が水平からわずかに傾いている場合，その垂直方向 (δAS) から

強い分反射が受信され，天頂 (δB) に向けたビームが見掛け上 δT まで傾く．こ

のため水平風の δT 方向への射影が鉛直流と同時に観測される．一般に水平風速

は鉛直流に比べて数十倍大きいことから，この効果により分反射の卓越する下部

成層圏などでは鉛直流が正確に推定できない [Palmer et al., 1991; Larsen et al.,

1992]．

一方，斜方ビームを比較的小さな天頂角に設定する場合，強い分反射があると

同じ理由でビームが天頂方向に引き寄せられ，水平風速が実際より小さな値に推

定されることがある．特に分反射が卓越する下部成層圏では天頂角数度で 20%を

越える誤差を生じうることが報告されている [Tsuda et al., 1986]．
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レーダーで測定可能な各種物理量の中で，降水強度は実用面から特に重要である．

降水強度を推定するには粒径分布を知る必要がある．このため，まず単一のレー

ダーで得られる基本的なパラメータであるレーダー反射因子，平均ドップラー周

波数，および周波数幅と，降水の特性を表す代表的な物理量である雲水量 (くも

みずりょう)，降水強度，および降水粒子の粒径の関係を示し，レーダー基本パラ

メータからこれらの降水物理量を推定する手法を述べる．前出の図 3.7に示すよ

うに，周波数 2∼3 GHzよりも高い周波数では，降水粒子のレーダー反射率が大気

乱流によるものよりも大きくなる．したがって，本章の議論は気象レーダーが主

対象になるが，レーダー基本パラメータと降水物理量の関係は気象レーダー，大

気レーダーの両者に共通である．ただし，6.2節で論じる高精度の粒径スペクト

ル分布の推定は，観測結果から背景大気の鉛直流を分離することが重要なことか

ら，一般に大気レーダー観測の一環として行われる．次いで，気象レーダーの定

量観測に大きく影響する電波の大気中での減衰について述べる．一般に大気レー

ダーで使用される周波数帯では，大気中での電波の減衰は小さいため，この議論

は気象レーダーに固有のものといえる．本章では，さらに二重偏波レーダーや 2

波長レーダーなどのマルチパラメータレーダーを用いて，より高い精度で降水強

度や粒径分布を推定する手法を述べる．

6.1 降水パラメータ

6.1.1 粒径に関するパラメータ

降水の粒径分布 降水粒子には雨滴，あられ，ひょう，雲霧などがあり，一般に

使用される気象レーダーの波長は，概ねレイリー近似が成立するものが選ばれる．

このとき，3.3節で論じたようにレーダー断面積は粒径の 6乗に比例するため，降

水強度をレーダー断面積 (言い換えれば，これから導かれるレーダー反射因子) の

関数としてとらえる場合は，粒径分布が密接に関係する．これまで多くの粒径分
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布関数が提唱されてきた．中でも一般的な粒径分布を表現するものとして次の修

正ガンマ分布 (modified gamma distribution) が知られている [Ulbrich, 1983]．

N(D) = N0Dμ exp(−ΛD) (6.1)

この分布は 3種類のパラメータ N0，μ，および Λに依存する．小さな粒径が卓

越し，粒径が大きくなるにしたがい単調減少する分布の表現には μ ≤ 0が適合す

る．一方，最小粒径ではない特定の粒径が支配的な場合は μ > 0がよくその分布

を表現する．パラメータN0は分布曲線の切片 (intercept parameter) で，粒径の

単位を [m] とするとき N0 の単位は [m−1−μ m−3] で表される．また Λ [m−1]は

分布曲線の傾斜を示すパラメータ (slope parameter) である．式 (6.1) において

μ = −2, 0, +2としたときの粒径分布の例を図 6.1に示す [Ulbrich, 1983]．μ = 0

の場合は

N(D) = N0 exp(−ΛD) (6.2)

図 6.1 式 (6.1) で与えられる修正ガンマ分布．雲水量 W = 1 g m`3，雨滴の粒径分布
の中央値 D0 = 2 mm を仮定し，— = `2; 0; +2 に対する N(D) を計算した
例である．Ulbrich [1983] より改変
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で表され，指数分布となる．粒径分布の式としてよく知られたMarshall-Palmer

(M-P) 分布 [Marshall and Palmer, 1948] は，式 (6.2) の 1例とみなすことができ

る．すなわち μ = 0とした指数分布で，パラメータ N0 および Λを次のように定

めたものである．

N0 = 8.0 × 106 [m−1m−3] (6.3)

Λ = 4100R−0.21 [m−1] (6.4)

ここで Rは降水強度 [mm h−1] を示す．

粒径分布の高次モーメント 降水のさまざまな物理量を表現する際に便利な粒径

分布に関する表現として，高次モーメントがある．粒径分布 N(D)の n次のモー

メントは

mn ≡
Z ∞

0
DnN(D)dD (6.5)

で定義される．実際の積分範囲は Dmin と Dmax の間であるが，解析を簡単にす

るため，Dmin = 0，Dmax = ∞としている．これによる誤差は実用上無視しう
る範囲である [Sekhon and Srivastava, 1971]．ここで，粒径分布の表現に有用な

次の数学公式を導入する [Doviak and Zrnić, 1993]．
Z ∞

0
xa−1e−bxdx =

1

ba
Γ(a) (6.6)

ただし a > 1，b > 1とする．Γ は完全ガンマ関数 (complete gamma function) で

Γ(n + 1) = nΓ(n)である．また nが整数のときは Γ(n + 1) = n!である．式 (6.1)

を式 (6.5) に代入し，式 (6.6) を利用すると，粒径分布の n次モーメントは完全

ガンマ関数を用いて次式で表わされる．

mn = N0
Γ(n + μ + 1)

Λn+μ+1
(6.7)

降水粒子の落下速度 大気中での降水粒子の落下速度 wT [m s−1] の表現には，

数多くの式が提案されている．式 (4.41) に示したレーダー反射因子と大気密度の

関数で与えられる経験式のほか，粒径 D [m] の関数として

wT(D) = 9.65 − 10.3 exp(−600D) (6.8)
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で表すこともできる [Atlas et al., 1973]．式 (6.8)は 6×10−4 m < D < 5.8×10−3 m

の範囲で実測値との誤差が 2%未満とされる．また，より簡略化された表現として

wT(D) � 386.6D0.67 (6.9)

も用いられている [Atlas and Ulbrich, 1977]．上式は 5×10−4 m < D < 5×10−3 m

の範囲で実測値とよく合致する．なお，落下速度は空気の抵抗を受けるため，厳

密には大気密度によって変化する．4.3.1項でも触れたように，地表および測定高

度における大気密度をそれぞれ ρa0 および ρa とするとき，落下速度 wT(D, ρ)は

wT(D, ρ) = wT(D)

„
ρa0

ρa

«0.4

(6.10)

となる．ただし，以降は特に断らない限り式 (6.10) の大気密度による補正項は 1

とし，大気密度による落下速度の変化は無いものとして議論を進める．

6.1.2 レーダー基本パラメータと粒径分布の関係

レーダー反射因子と粒径分布 レーダー反射因子は粒径分布の第 6次モーメント

であり，式 (3.42) に示すように

Z =

Z ∞

0
D6N(D)dD = m6 = N0

Γ(μ + 7)

Λμ+7
(6.11)

で表現される．

ドップラー速度と粒径分布 地上に置かれたレーダーで測定される鉛直方向の平

均ドップラー速度 wd は，wT(D)を Z で重み付けした粒子の落下速度および遠

ざかる方向を正とする背景風の鉛直成分 wの和として，次式で示される注 1) ．

wd = −

Z Dmax

Dmin

wT(D)D6N(D)dD

Z Dmax

Dmin

D6N(D)dD

+ w (6.12)

注 1) 慣例により，式 (6.8) および (6.9) では落下する方向を正としている．したがって，遠ざかる

方向を正とするときは符号を逆転させることが必要である．
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式 (6.7) の粒径分布の高次モーメントおよび式 (6.8) の落下速度を用いれば，式

(6.12) は次式で表現される．

wd = −

Z ∞

0
(9.65 − 10.3e−600D)D6N0Dμe−ΛDdDZ ∞

0
D6N0Dμe−ΛDdD

+ w

= −9.65 + 10.3

„
Λ

Λ + 600

«μ+7

+ w (6.13)

速度幅と粒径分布 速度幅 σw は，ドップラー速度 wd を用いて

σw = (w2
d − w2

d)1/2 (6.14)

で示される．背景風が無視できる場合は，式 (6.12) に式 (6.8) を代入し，さらに

式 (6.7) の粒径分布の高次モーメントの表現に置き換えることによって，σw を次

式で表すことができる．

σw =

8>>><
>>>:

0
BB@
Z ∞

0
w2

TD6N(D)dDZ ∞

0
D6N(D)dD

1
CCA−

0
BB@
Z ∞

0
wTD6N(D)dDZ ∞

0
D6N(D)dD

1
CCA

2
9>>>=
>>>;

1/2

= 10.3

(„
Λ

Λ + 1200

«μ+7

−
„

Λ

Λ + 600

«2μ+14
)1/2

(6.15)

これまでの議論で，3種類のレーダー基本パラメータ，Z，wd，および σw が

降水の粒径分布パラメータである N0，Λ，および μを用いて表現できることが

示された．このことから，次項以降で論じるようにレーダー観測で得られる多数

の Z，wd，および σw のサンプルに対して，まず最小二乗法で N0，Λ，および μ

が求まる．次いでこれらの粒径分布パラメータを知ることによって，降水の特徴

を示す重要な物理量である雲水量，降水強度，および粒径の中央値を求めること

ができる．ただしこの方法はリアルタイム処理には不向きであるため，特に実用

的見地から必要性が高い降水強度推定では，経験的に得られたパラメータをもと

に，簡易な変換式によることが一般に行われている．

本節では 1台の単一偏波レーダーで得られる観測量をもとにしているが，送信

偏波または送信周波数の異なるレーダー，すなわちマルチパラメータレーダーを

用いることによって，上述の経験的な変換式による降水パラメータ推定を，より

精緻に行うことが可能となる．これらの方法については 6.4節で論じる．
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6.1.3 降水に関する物理量

雲水量 雲水量 (cloud water content) W は単位体積中の含水量 [g m−3] で，第

3次のモーメントに比例する．降水粒子の密度を ρw [g m−3] とするときW は次

式で与えられる．

W =
πρw

6

Z ∞

0
D3N(D)dD

=
πρw

6
m3 =

πρwN0Γ(μ + 4)

6Λμ+4
(6.16)

特に，μ = 0すなわち N(D)が指数分布にしたがうとすれば，式 (6.16) は次式と

なる．

W =
πρwN0Γ(4)

6Λ4
=

πρwN0

Λ4
(6.17)

全降水粒子数 単位体積中の全降水粒子数 NT [m−3] は第 0次のモーメントで与

えられ，次式で表される．

NT =

Z ∞

0
N(D)dD = m0 = N0

Γ(μ + 1)

Λμ+1
(6.18)

粒径分布の中心値 粒径分布の中心値 (mass weighted drop diameter) Dm [m] は

次式で与えられる．

Dm =

Z Dmax

Dmin

D4N(D)dD

Z Dmax

Dmin

D3N(D)dD

=

Z ∞

0
D4N0Dμe−ΛDdDZ ∞

0
D3N0Dμe−ΛDdD

=
4 + μ

Λ
(6.19)

粒径分布の中央値 雲水量W のとき，粒径分布の中央値 (median volume diam-

eter) は次式を満たす D0 [m] で与えられる．

πρw

6

Z D0

0
D3N(D)dD =

1

2

πρw

6

Z ∞

0
D3N(D)dD =

W

2
(6.20)

N(D)が指数分布にしたがう場合は，式 (6.2) および (6.17) を式 (6.20) に代入す

れば Z D0

0
D3 exp(−ΛD)dD =

3

Λ4
(6.21)
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が得られる．上式を D0 について解くことにより次式が求められる注 2) ．

D0 =
3.67

Λ
(6.22)

また，N(D)が修正ガンマ分布の場合は次式となる．

D0 =
μ + 3.67

Λ
(6.23)

粒径分布パラメータ 粒径分布パラメータとしてD0 は Λよりも物理的に把握し

やすいため，D0 を用いて粒径分布を表現することを考える．まず，式 (6.23) か

ら求まる Λを式 (6.1) に代入すると

N(D) = N0Dμ exp

j
−(μ + 3.67)

D

D0

ff
(6.24)

が得られる．同様に式 (6.16)の Λを D0 で置き換えれば，雲水量W は次式で表

される．

W =
πρwN0

6

Γ(μ + 4)Dμ+4
0

(μ + 3.67)μ+4
(6.25)

降水強度 降水強度 (rainfall rate) Rは，水平の単位面積を単位時間に通過 (落

下)する雨の総量すなわち体積で定義される．したがって，Rは単位時間当たりの

降水立体の高さの単位 [m s−1] を持ち，次式で表される注 3) [例えば Sauvageot,

1992]．

R =
π

6

Z Dmax

Dmin

D3N(D)(wT(D) − w)dD (6.26)

ここで wT(D)は式 (6.8) で与えた降水粒子の落下速度である．また wは上昇方

向を正とする背景風の鉛直成分である．上下動のない大気中の降水粒子を地上か

ら観測する場合は w = 0と考えてよいため，式 (6.26) は

R =
π

6

Z Dmax

Dmin

D3N(D)wT(D)dD (6.27)

注 2) 式 (6.21) を積分すれば

(6 + 6ΛD0 + 3Λ
2
D

2
0 + Λ

3
D

3
0) exp(−ΛD0) = 3

となる．これを D0 について数値的に解けば，D0 � 3.67/Λ が得られる．

注 3) 実用上，1 時間当たりの高さを mm で表す [mm h−1]．この場合は係数 (103 × 3600) が掛か

る．後出の式 (6.37) ～ (6.41) の R はこの単位変換後の値が用いられる．
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となる．式 (6.7) の粒径分布の高次モーメントおよび式 (6.8) の落下速度を用い

て式 (6.27) を表現すると

R =
π

6

Z ∞

0
(9.65 − 10.3e−600D)N0Dμ+3e−ΛDdD

=
πN0

6

j
9.65

„
Γ(4 + μ)

Λ4+μ

«
− 10.3

„
Γ(4 + μ)

(Λ + 600)4+μ

«ff
(6.28)

となる．

6.1.4 レーダー反射因子と降水強度

粒径分布と各種物理量の関係の一般表現 粒径分布の高次モーメントに関する一

般的な表現を用いると，式 (6.1) のN(D)は粒径Dおよびそのほかの物理量 Sを

用いて

N(D; S) = Sαg

„
D

Sβ

«
= Sαg(x) (6.29)

で示される [Sempre-Torres et al., 1994; Bringi and Chandrasekar, 2001]．ただし

αおよび β は定数，g(x)は S とは独立した一般的な分布関数とする．S には雲

水量W，降水強度 Rやそのほかの粒径分布のモーメントが該当する．例えば式

(6.29) の S をW に置き換えて式 (6.16) の雲水量を表現すると

W =
πρw

6

Z ∞

0
D3N(D; W )dD =

πρw

6

Z ∞

0
D3Wαg

„
D

Wβ

«
dD

=
πρw

6
Wα+4β

Z ∞

0
x3g(x)dx (6.30)

となる．式 (6.30) から明らかなように αと β は独立ではない．また g(x)にも制

約があり，この場合はそれぞれ

α + 4β = 1 (6.31)

πρw

6

Z ∞

0
x3g(x) = 1 (6.32)

の条件を満足させることが必要なことが分かる．
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次に式 (6.5) の n次のモーメントを式 (6.29) を用いて表現すると

mn =

Z ∞

0
DnN(D; S)dD =

Z ∞

0
DnSαg

„
D

Sβ

«
dD

= Sα+β(n+1)
Z ∞

0
xng(x)dx

= anSbn (6.33)

となる．ただし

an =

Z ∞

0
xng(x)dx (6.34)

bn = α + β(n + 1) (6.35)

とする．S の物理量として降水強度 Rを用いれば，粒径分布の第 6次のモーメン

トによって式 (6.11) で与えられるレーダー反射因子 Z と Rは，式 (6.33) によっ

て次のように関係付けられる．

Z = a6Rb6 (6.36)

降水強度とレーダー反射因子の関係 式 (6.36) から Rを得るためには粒径分布

と粒子数を知ることが必要であるが，実際の降水の粒径分布は現象ごとに異なり，

Z のみで Rを確定することはできない．このため，降雨の場合も，多数の降雨例

をもとに経験的に a6 および b6 の値 (雨滴定数) を求める試みが長年にわたって

続けられてきた．例えば Battan [1973] は各種の降雨に対して 69例の Z-R関係

を導いている．図 6.2はこの関係を図示したものである．これらの試みでは，a6

および b6 を定数として扱い，降雨の種類によって一定の値で代表させる．最も

一般的に用いられるのは，前出のM-P分布をもとに，層状雲による降雨 (層状性

降雨; stratiform rain) に対して導かれた

Z = 200R1.6 (6.37)

である [Marshall et al., 1955]．ここで Z の単位は [mm6 m−3]，Rの単位は [mm

h−1] である．我が国の気象庁ではこの関係式をエコー強度の尺度としている．雷

雨などの対流雲や台風による降雨に対する Z-R関係の例に，次式がある [Sekhon

and Srivastava, 1971; Jorgensen and Willis, 1982]．

Z = 300R1.35 (6.38)



152 第 6 章 レーダーによる降水の観測

図 6.2 Battan [1973] により得られた各種の降雨に対する Z-R 関係．Battan [1973] よ
り改変

また，米国の代表的な気象ドップラーレーダーWSR-88D(NEXRAD)注 4) では

Z = 300R1.4 (6.39)

が用いられている．この式をレーダー反射因子を用いて降水強度を表す形に変換

すれば次式となる．

R = 0.017Z0.714 (6.40)

降雪に対しては，異なる場所での一連の観測から導かれた例として次式がある

[Sekhon and Srivastava, 1970]．

Z = 1780R2.21 (6.41)

6.2 粒径分布の推定

粒径分布の推定では，観測結果から背景大気の鉛直流を分離することが必要で

ある．このため，一般により精度の高い推定結果は鉛直流を直接測定しうる大気

注 4) 詳細は 9.2.5 項を参照．
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レーダー観測によって得られる．本節では大気レーダーを用いて離散分布型標的

である降水粒子の粒径分布を推定する手法について述べる [例えばWakasugi et

al., 1986; Sato, et al., 1990]．

降水粒子のパワースペクトル 式 (3.78) に示した分布型標的のレーダー方程式を

パワースペクトルの形式で表現すると次式となる注 5) ．

Sp(v)dv(D) = CD6N(D)dD (6.42)

ここで，Dは降水粒子の粒径，v(D)は粒径Dの降水粒子によるドップラー速度，

Sp(v)はドップラー速度成分が v(D)のパワースペクトル，N(D)は粒径分布であ

る．また，C はレーダー諸元などによって決定される定数である．したがって，

降水粒子のパワースペクトルは次式で表される．

Sp(v) = CD6N(D)/

»
dv(D)

dD

–
(6.43)

一方，大気乱流の散乱パワースペクトル St(v)は，ガウス分布型関数を用いて

式 (5.135) で近似される．実際にレーダーで観測されるパワースペクトル S(v)は

大気乱流，降雨，雑音などが加え合わさった

S(v) = St(v) + Sp(v) ∗ S0(v) + SN (6.44)

である．ここで S0(v)は St(v)を正規化した関数

S0(v) =
1√

2πσv
exp

»
− (v − v)2

2σ2
v

–
(6.45)

で，SN は雑音のパワースペクトルである．また ∗は重畳積分を示す．実際の観
測では FFT時のデータ長が有限であるため，S(v)と FFTの窓関数注 6) W (v)の

重畳積分である

S′(v) = S(v) ∗ W (v) (6.46)

が観測される．図 6.3にこのプロセスの模式図を示す． (a) は降水粒子のパワー

スペクトル， (b) は大気乱流のパワースペクトル， (c) は雑音のパワースペクト

注 5) レーダー方程式は離散分布型，連続分布型のいずれを用いても良い．3.4.2 項で論じたように，

両者の方程式は本質的に同一である．

注 6) 窓関数については 8.4.5 項で述べる．
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図 6.3 散乱パワースペクトルの模式図． (a) 降水粒子成分， (b) 大気乱流成分， (c) 雑音
成分． (d) は (a) ～ (c) が重畳されたパワースペクトル， (e) は (d) に対して
FFT の窓関数が重畳積分された結果を示す

ルである．また， (d) は (a) ～ (c) が重畳されたパワースペクトルで，式 (6.44)

の S(v)に対応する． (e) は (d) に対して FFTの窓関数が重畳積分された結果で，

式 (6.46) の S′(v)に対応する．

式 (6.46) の S′(v) は，背景大気に関するパラメータであるエコー強度，風速

の鉛直成分，速度幅に加えて 6.1.1項で論じた降水粒径分布に関するパラメータ

である N0，Λ，μ，落下速度，および雑音の 8個のパラメータで決定される．こ

れらのパラメータ推定には，観測されたパワースペクトル Sobs の対数 (log Sobs)

に，式 (6.46) の理論値の対数 (log S′(v)) を非線形最小二乗法を用いてフィッティ

ング注 7) する手法を用いることが多い．まず μを固定して残りの 7個のパラメー

タでフィッティングし，誤差が最小となるパラメータを推定する．続いて μを順

次変化させ，上と同様のフィッティングを行い，最終的にフィッティングの最小

二乗誤差が最小となるパラメータの組み合わせを最適な推定値とする [Wakasugi

et al., 1986]．

注 7) フィッティングについては 5.5.6 項を参照．
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6.3 大気中での電波の減衰

電波が大気中を伝搬する経路上で，大気中のさまざまな要因によって電力が減

衰する．減衰は大気の状態と周波数に大きく依存する．詳細を以下で論じるよう

に，大気レーダーで一般的に使用される 3 GHz以下の周波数の電波では減衰率が

比較的小さい．また，大気レーダーは上空に電波を発射して観測を行うため，電

波が大気密度の高い領域を伝搬する距離が限られる．したがって，大気レーダー

の場合は大気中での電波の減衰をほぼ無視して良い．一方，気象レーダーは比較

的減衰率の高い数 GHz∼95 GHz程度の周波数の電波を用いる．また，地表近傍

の平面分布観測に用いられることが多い．このため，大気中での減衰は観測範囲

を制限する大きな要因になる．特にミリ波などの高い周波数では減衰の影響が顕

著に現れるため，注意が必要である．

6.3.1 減衰係数

電力 P に対して，減衰率 kを次式で定義する注 8) ．

dP

dr
≡ −kP (6.47)

kは，電波が単位距離を伝搬する際の減衰 [m−1] である．なお，ここでは簡単の

ため受信電力が 1/r2 に比例して減じる効果は考慮していない．式 (6.47) を積分

すれば，任意の距離 r2 での電力 P (r2)は次式で示される．

P (r2) = P (r1) exp

„
−
Z r2

r1

kdr

«
(6.48)

ただし，r1，P (r1)はそれぞれ基準点の距離および電力である．式 (6.48) の対数

を取れば，

ln
P (r2)

P (r1)
= −

Z r2

r1

kdr (6.49)

注 8) 3.3.4 項で触れたように，k は複素屈折率 mk の虚数部である ka と真空中の波数 k0 の積で示

される電波の振幅の減衰率の 2 倍になる．
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となる．通常，減衰係数 は単位距離当たりの減衰量 K [dB km−1] で表現される

ため，距離および自然対数と常用対数の変換を行えば，

10 log
P (r2)

P (r1)
=

10

ln 10
ln

P (r2)

P (r1)
= −4.34 × 103

Z r2

r1

kdr = −
Z r2

r1

Kdr

(6.50)

K = 4.34 × 103k [dB km−1] (6.51)

となる．式 (6.50) で示されるのは片道の減衰量であるが，通常，レーダー電波の

伝搬は往復になるため，実際の減衰量は 2倍することが必要になる．単位距離当

たりの全減衰量は大気および水滴による減衰量の加算値として扱える．

大気中で，レーダー電波の波長域において実用上考慮すべき減衰の要因は，5.1.2

項で触れたように，酸素と水蒸気による特定波長における共鳴吸収である [Van

Vleck, 1947a, b]．一方，水滴による減衰の要因は，個々の降水粒子が電波を吸

収，散乱することである．これらによる減衰量は降水粒子の大きさと波長で決ま

り，波長の変化に対して連続的に変化する．詳細を 6.3.3項で論じるように，先

に 3.3.4項および 3.3.5項で述べた全断面積 σt がその減衰量を定める．

6.3.2 大気による減衰

3 cmよりも長い波長 (10 GHz以下の周波数) では大部分が酸素による減衰で

あり，減衰係数は周波数の変化によらず概ね一定で 0.01 dB km−1 程度である．

これ以上の周波数では，水蒸気による減衰が増大するほか，酸素，水蒸気のいず

れも特定の周波数帯で非常に大きな減衰を生じる．所定区間での大気による電波

の減衰は，酸素による減衰と水蒸気による減衰の和で表される．大気の減衰係数

Ka [dB km−1]は酸素の減衰係数Ko [dB km−1]および水蒸気の減衰係数Kw [dB

km−1] の和，すなわち Ka = Ko + Kw となる．

これまでに大気の減衰係数を計算する各種のモデルが提唱されている．大気に

よる減衰は大気圧，大気温度，水蒸気密度などに依存するため，これらを厳密に

評価する手法として分光学的研究に基づいた ITU (国際電気通信連合) -R 計算

モデル [ITU-R, 2001]，1000 GHz までの周波数に対して大気圧，大気温度，湿

度および電波伝搬経路上に浮遊する降水粒子を考慮して減衰量を計算するMPM

(millimeter-wavelength propagation model) [Liebe，1985] などがある．一方，適
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用条件は限定されるものの，標準的な大気圧と大気温度に対する CCIR注 9) によ

る簡易式 [CCIR, 1991] もある．いずれの手法も実際のレーダー計測の目的からは

十分な精度での計算が可能なため，以下では CCIRによる簡易式を示し，MPM

は比較のために計算結果のみを図示することとする．

酸素による減衰 酸素による減衰は酸素分子の磁気モーメントと電波の磁気的相

互作用によって生じ，60 GHz付近に多くの電波の吸収帯があるほか，118 GHz

に孤立した吸収帯がある．CCIRによる簡易式では，周波数 f [GHz]，大気温度

15℃，大気圧 1013 hPaのときの酸素の減衰係数 Ko [dB km−1] が次の各式で与

えられる．すなわち，f ≤ 57 GHzでは

Ko =

j
7.19 × 10−3 +

6.09

f2 + 0.227
+

4.81

(f − 57)2 + 1.50

ff
f2 × 10−3 (6.52)

また，63 GHz ≤ f ≤ 350 GHzでは

Ko =

j
3.79f × 10−7 +

0.265

(f − 63)2 + 1.59
+

0.028

(f − 118)2 + 1.47

ff

× (f + 198)2 × 10−3 (6.53)

である．本手法とMPMによる酸素の減衰係数 の計算結果を図 6.4(a) に示す．

水蒸気による減衰 水蒸気による減衰は水蒸気分子の電気モーメントと電波の相

互作用によって生じ，22.5 GHzおよび 183.3 GHzに孤立した電波の吸収帯があ

る [Ulaby et al., 1981]．CCIRによる簡易式では，1 ≤ f ≤ 350 GHz，大気温度 15

℃，大気圧 1013 hPaでの水蒸気の減衰係数Kw [dB km−1] が次式で与えられる．

Kw =

j
0.050 + 0.0021ρv +

3.6

(f − 22.2)2 + 8.5
+

10.6

(f − 183.3)2 + 9.0

+
8.9

(f − 325.4)2 + 26.3

ff
f2ρv × 10−4 (6.54)

ここで，ρv は水蒸気密度 [g m−3] である．本手法とMPMによる水蒸気の減衰

係数の計算結果を図 6.4(b) に示す．

注 9) International Radio Consultative Committee (国際無線通信諮問委員会) の略
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図 6.4 大気中の酸素と水蒸気による電波の減衰

6.3.3 水滴による減衰

水滴によるレーダー電波の減衰は，雲による減衰と降水による減衰の和で表さ

れる．水滴の減衰係数Kh [dB km−1] は雲の減衰係数Kc [dB km−1] および降水

の減衰係数 Kr [dB km−1] の和，すなわち Kh = Kc + Kr となる．前出の全断

面積 σt は，単一粒子が電力の減衰を生じさせる面積である．したがって，減衰

率は単位距離におけるすべての σt の和 (
P

σt)で与えられる．式 (6.51) に従え

ば，Kh は

Kh = 4.34 × 103
X

σt = 4.34 × 103(
X

σs +
X

σa) [dB km−1] (6.55)

で示される．

雲による電波の減衰 雲粒は粒子径 100 μm以下の水滴または氷粒子であり，通常

のレーダー周波数帯ではレイリー近似 (πD/λ � 1)が成立する．このとき，3.3.5

項で述べたように，σs � σaであり，σsは無視できる．したがって，式 (6.55) お

よび (3.65) から Kc は

Kc = 4.34 × 103
X

σa = 4.34 × 103
j

π2

λ
(
X

D3)Im| − K|
ff

[dB km−1]

(6.56)
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図 6.5 異なる含水量W の雲による減衰係数の周波数依存性．15‹C の場合

で示される．Benoit [1968] の経験式によれば，雲水量W [g m−3]，レーダー周波

数 f [GHz] のときの Kc は次の各式で示される．すなわち，水雲および霧に対し

ては

Kc = fa1 exp{a2(1 + a3T )} W (6.57)

である．一方，氷雲の場合は

Kc = fb1 exp{b2(1 + b3T + b4T 2)} W (6.58)

となる．ここで T は大気温度 [◦C] で，定数 aおよび bは次の各値を取る．

a1 = 1.95, a2 = −6.866, a3 = 4.5 × 10−3

b1 = 1.006, b2 = −8.261, b3 = −1.767 × 10−2, b4 = −4.374 × 10−4

大気温度 15◦Cのときの各種雲水量の雲による電波の減衰係数を計算した例を図
6.5に示す．

降水による電波の減衰 降水による減衰には，σs および σa が共に関係する．し

たがって，降水による減衰率 kr [m−1] は，N(D) [m−4] および全断面積 σt(D)
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[m2] を用いて，次式で表現される [例えば Doviak and Zrnić, 1993]．

kr =

Z Dmax

Dmin

N(D)σt(D)dD (6.59)

ここで，Dは粒径で，Dmin および Dmax はそれぞれ径の分布の最小値と最大値

である．また，式 (6.51) および (6.59) から，降水の減衰係数 Kr は次式で与え

られる．

Kr = 4.34 × 103
Z Dmax

Dmin

N(D)σt(D)dD [dB km−1] (6.60)

実際の減衰係数を求める計算では，式 (6.60)には 6.1.1項で述べた粒径分布N(D)

が含まれているため，この分布を求めることと同時に Kr を求めることは容易で

ない．このため，Kr を降水強度 R [mm h−1] および定数 a, bを用いて

Kr = aRb (6.61)

の形で表現するのが一般的である [Gunn and East, 1954; Hitschfeld and Bordan,

1954]．a, bは周波数と大気温度に依存する．表 6.1に各種の波長に対する代表的な

値を示す [Wexler and Atlas, 1963]．1∼1.5 mm以下の粒径で生じる指数分布から

の差異を補正するために，同表に示す修正M-P分布 (modified M-P distribution)

が用いられることもある．表 6.1に基づいて降水の減衰係数を計算した例を図 6.6

に示す．

表 6.1 異なる波長に対する電波の減衰係数 Kr [dB km`1] の降水強度 R [mm h`1] 依
存性．Wexler and Atlas [1963] より改変

波長 [cm] M-P (0◦C) 修正 M-P (0◦C) Gunn-East (18◦C)

10 0.0007R～0.0009R 0.00082R 0.0003R

5.7 — — 0.0022R1.17

5.5 0.003R～0.004R 0.0031R —

3.21 0.011R1.15 0.013R1.15 0.0074R1.31

1.24 0.117R1.07 0.13R1.07 0.12 R1.06

0.86 0.27R 0.31R —

0.62 0.37R～0.50R 0.52R —
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図 6.6 異なる波長に対する減衰係数の降水強度依存性

6.4 マルチパラメータレーダー

式 (6.37) ∼ (6.41) で述べた雨滴定数は，いずれも代表的な値である．ところ

が，図 6.2に示すように，1つの Z に対して Rは大きな幅を持つため，粒径分布

が時々刻々変化していく実際の降水に対して，単一の Z-R関係を適用するには無

理がある．すなわち，レーダー反射因子 Z の単独測定によって Rを高い精度で

推定することは難しい．また，粒径分布は通常 2個または 3個のパラメータを用

いた関数によって近似的に表されることが多い．このため，本節で述べるマルチ

パラメータレーダーで同時に 2個以上のパラメータを測定することにより，降水

強度の推定精度を向上できる．代表的な手法として提案されているのが，複数偏

波を用いる多偏波法 (multi-polarization method) および複数の波長の電波を用い

て測定する多波長法 (multi-wavelength method) である．

6.4.1 二重偏波の生成

降雨や雲霧などの降水粒子は基本的に粒子構造をしており，その形態，すなわ

ち形状 (shape)，粒子の向き (orientation) などがこれらの粒子を特徴付けている．

単一偏波のレーダーで送受信する場合は，後方散乱信号から粒子の形態に関する
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情報を得ることはできない．一方，偏波による散乱特性の違いは標的の形状や粒

子の向きなどのパラメータに直接依存するため，複数の偏波を用いれば，形状や

粒子の向きに関する情報を得ることができる．こうしたことから，降水粒子の形

態に関する情報を得る手段として複数の偏波によるレーダー観測が導入された．

通常の気象レーダーは固定した単一の偏波を送受信する．これに対し，二重偏

波レーダーには，直線偏波を用いて水平および垂直の各偏波の送受信を同時に行

う方式，水平，垂直の偏波を単一または一定数の送信パルスごとに交互に切り替

える方式，右旋と左旋の 2つの円偏波を用いて同様の動作をさせる方式などがあ

る．直線偏波を用いる方式を例に，二重偏波レーダーの基本構成を図 6.7に示す．

(a) は水平，垂直の偏波を同時送受信する場合のもので，送信機の出力が 2分配

された後，水平・垂直偏波共用のアンテナから両偏波が同時に放射される．対象

標的からの後方散乱波も，水平および垂直で同時に受信処理される．また，同図

(b) では水平偏波および垂直偏波が交互に切り替えて送受信される．(a) では両偏

波による観測結果に同時性が確保されるが，各偏波の送信出力は，(b) の 1/2に

なることに注意が必要である．一方，(b) では各偏波のサンプル数は (a) の 1/2

図 6.7 二重偏波レーダー の基本構成．図中の 2chR/J は 2チャンネルロータリージョイン
トを，El および Az はそれぞれ仰角および方位角方向を示す．
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となる．

後方散乱行列 (backscattering matrix) 2.1.2項で論じたように，一般の偏波

状態は大きさおよび位相の異なる水平偏波と垂直偏波の合成，または大きさおよ

び位相の異なる右旋および左旋の円偏波の合成された楕円偏波と見なすことがで

きる．対象標的からの散乱波の特性は，散乱体積内の粒子の分布，形状，方向，

および誘電率などによって決まる．散乱波を水平偏波および垂直偏波の合成によ

るとするとき，アンテナ点での後方散乱 (受信) 電界 Eb は入射 (送信) 電界 Ei

と直線偏波の後方散乱行列 sにより，次式のように表すことができる．

»
Eh
Ev

–b
= s

»
Eh
Ev

–i
e−jkr

r
(6.62)

ただし

s =

»
shh shv
svh svv

–
(6.63)

とする．ここで，kは波数 (k = 2π/λ) を，rはレーダーと標的の間の距離を示す．

電界ベクトルや行列要素の添字のうち hは水平偏波を，vは垂直偏波を示す．ま

た第 1添字は散乱電界の偏波を，第 2添字は入射電界の偏波を示す．

さて，前出の図 6.7は送信偏波と同一の偏波を受信するレーダー構成を述べた

ものであるが，後方散乱行列要素は以下のように取得される．すなわち同図 (a)

では，二偏波の分配時に一方の偏波の送信を遮断する．例えば，垂直偏波の送信

を遮断すれば受信側の Hポートに shh，Vポートに svh，一方，水平偏波の送信

を遮断すれば受信側の Vポートに svv，Hポートに shv の後方散乱が現れる．た

だし，それぞれの要素が得られる時間は全観測時間の 1/2である．また，同図 (b)

では，送信時の偏波切替と受信機への接続ポートの選択を 1対 1で同期させずに，

例えば水平偏波を 2回送信する間に受信ポートを水平，垂直偏波へ交互に切り替

えれば，対応して shh および svh の後方散乱信号が得られる．この場合は，それ

ぞれの要素が得られる時間は全観測時間の 1/4となる．

散乱波を右旋円偏波と左旋円偏波の合成によるとみるときは，式 (6.63) の sを

円偏波の後方散乱行列 sc に置き換えて表現することができる．sc は

sc =

»
srr srl
slr sll

–
(6.64)
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で与えられ，行列の要素の添字のうち rは右旋円偏波を，lは左旋円偏波を示す．

また sと sc の各成分には次の関係がある．

srr =
1

2
(svv − shh − j2svh) (6.65)

sll =
1

2
(svv − shh + j2svh) (6.66)

srl = slr =
1

2
(svv + shh) (6.67)

単位入射電界に対する個々の降水粒子による散乱を考えるとき，レーダーから

の距離 rnにある n番目の粒子による後方散乱受信信号電圧 vij は，散乱パラメー

タ sij を用いて

vij(rn) = sij(n)F (rn) e−j2krn (6.68)

で示される．ここで F (r)は比例係数で，距離依存性，減衰，システム定数など

で定まる．散乱体積全体の受信信号 Vij はその総和であり，

Vij(r) =
X
n

sij(n)F (rn) e−j2krn (6.69)

で与えられる．5.3.2項で触れたように位相 2krn は 0 ∼ 2π の間に一様に分布す

るため，Vij(r)の平均値は 0になる．さて，Vij(r)とその複素共役の積で与えら

れる 2次モーメント 〈VijV
∗
kl〉は降水粒子のさまざまな特性と関連するパラメータ

として注目されている．式 (6.69) から，〈VijV
∗
kl〉は

〈VijV
∗
kl〉 =

*X
n

X
m

{sij(n)s∗kl(m)e−j2k(rn−rm)F (rn)F ∗(rm)}
+

=
X
n

〈{sij(n)s∗kl(n)}〉|F (r)|2

=

Z
〈n(r)sijs

∗
kl〉|F (r)|2dV (6.70)

で表される [Jameson, 1985; Doviak and Zrnić, 1993]．ここで 〈∗〉は期待値 (ex-

pectation) を示す．n(r)は位置 rにおける単位体積当たりの粒子の大きさの分布

(分布密度) を表しており，これが期待値記号 〈 〉の中に入っている場合には，粒
形分布に応じた粒子数の重みを考慮した期待値を示すこととする．なお，距離に

依存しない場合は，以降 n(r)を単に nで表す．
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式 (6.70)で示される 2次モーメント 〈VijV
∗
kl〉は一般に 4行 4列の共分散行列で

表される．一方，Vijは Vjiと可逆 (reciprocal)注 10) であることを考慮すると，こ

の共分散行列は 3行 3列となり [Borgeaud et al., 1987]，行列の各要素は次式で

表される [Doviak and Zrnić, 1993]．

〈n|shh|2〉 〈nshvs∗hh〉 〈nsvvs∗hh〉
〈nshhs∗hv〉 〈n|shv|2〉 〈nsvvs∗hv〉 (6.71)

〈nshhs∗vv〉 〈nshvs∗vv〉 〈n|svv|2〉

気象レーダーは，水平方向から天頂に近い仰角までの広い範囲で運用されるこ

とが多いため，垂直，水平の 2種類の直線偏波を組み合わせて，同時にいくつか

の気象パラメータを得ることができる．また，大気レーダーの場合は天頂付近の

観測に限定されるため，単一の直線偏波，または円偏波を用いた観測が一般的で

ある．偏波レーダーの観測によって得られるパラメータを用いて，次節で述べる

ように，降水粒子に関する各種の特性を示すことができる．

6.4.2 偏波パラメータの特性

一般にレーダーで観測される偏波パラメータ には，後方散乱によるものと伝搬

によるものがある．本節では，まず後方散乱信号の共分散行列 の各要素と，レー

ダー反射因子差 ZDR，直線偏波抑圧比 LDRの関係を述べ，次いで伝搬によるパ

ラメータである伝搬位相差変化率 KDR などの関係を述べる．また，これらを用

いて降水強度などの降水パラメータを推定する方法を論じる．

偏波と後方散乱信号の共分散行列 式 (6.70) により，例えば水平偏波の入射波

に対する水平偏波成分のみの散乱電力などを求めることができる．これと 3.3節

における後方散乱断面積の議論から，単位体積当たりの散乱断面積で定義される

レーダー反射率 ηを共分散行列の各要素と関連付けることができる．例えば入射

電界と散乱電界がいずれも同じ水平偏波あるいは垂直偏波の場合，両者の関係は

注 10) モノスタティックレーダーの場合，垂直偏波で送信され，標的から後方散乱されて水平偏波で

受信される際の電界強度は，水平偏波で送信され，同じ標的から後方散乱されて垂直偏波で受信され

る際の電界強度に等しい．これを可逆定理 (reciprocity theorem) と呼んでいる．
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それぞれ次の各式で示される．

ηhh = 4π〈n|shh|2〉 (6.72)

ηvv = 4π〈n|svv|2〉 (6.73)

もし降水粒子が完全な球形とすると，

η = 4π〈n|s|2〉 (6.74)

となる．ただし s ≡ shh = svv である．また，式 (6.72) および (6.73) に式 (3.67)

を代入すれば，レーダー反射因子 Z は共分散行列の成分を用いて次の各式で示さ

れる．

Zhh =
4λ4

π4|Kw|2 〈n|shh|2〉 (6.75)

Zvv =
4λ4

π4|Kw|2 〈n|svv|2〉 (6.76)

さらに，垂直偏波の入射電界に対する水平偏波の散乱電界によるレーダー反射率

ηhv および水平偏波の入射電界に対する垂直偏波の散乱電界によるレーダー反射

率 ηvh は，共分散行列の成分を用いて次式で表される．

ηhv = ηvh = 4π〈n|shv|2〉 (6.77)

レーダー反射因子差 水平偏波と垂直偏波のレーダー反射因子差 (differential

reflectivity) ZDRは，式 (6.72)，(6.73)，(6.75)，および (6.76) を用いて次式で表

される．

ZDR[dB] = 10 log

„
Zhh

Zvv

«

= 10 log

„
ηhh

ηvv

«
= 10 log

„
4π〈n|shh|2〉
4π〈n|svv|2〉

«
(6.78)

ZDRは水平および垂直偏波に対する粒子形状，すなわち粒子の縦横径の比に依存

するパラメータとみることができる．一般に降水粒子は落下時の空気抵抗を受け

て横長の扁平な形状になり，直径が大きくなるほど扁平度が増大する．したがっ

て，降水標的に対する ZDR は通常は正になる．その値は一般に気象レーダーで

使用される 2.8 GHzk～9.5 GHz程度の周波数では最大で 4 dB程度である注 11) ．

注 11) 後出の表 6.2 に示すように，氷晶では最大 5 dB 程度になることがある．
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また最大径は 6∼8 mm程度で，この大きさを越えると粒子は複数のより小さい径

の粒子に分裂する．一方，雪やあられの場合は，径の大小によって扁平度が大き

く変化することはない．これらの点から，レーダー反射因子差は降水粒子の形態

判別や粒径分布の情報を得ることに有効とされ，降水強度推定精度の向上に効果

がある [Seliga and Bringi, 1976]．粒子形状をパラメータとする降水強度推定につ

いては，後出の 6.4.4項で述べる．

直線偏波抑圧比 直線偏波抑圧比 (linear depolarization ratio; LDR)は，式 (6.72)，

(6.73)，(6.75)，および (6.76) を用いて次の各式で示される．

LDRhv[dB] = 10 log

„
Zhv

Zvv

«
= 10 log

„
4π〈n|shv|2〉
4π〈n|svv|2〉

«
(6.79)

LDRvh[dB] = 10 log

„
Zvh

Zhh

«
= 10 log

„
4π〈n|shv|2〉
4π〈n|shh|2〉

«
(6.80)

式 (6.79) の右辺分母は，垂直偏波の送信に対して垂直偏波で受信した後方散乱

電力を示す．一方，分子は垂直偏波の送信に対して水平偏波で受信される後方散

乱電力を示す．式 (6.80) は水平偏波を送信した場合のものである．このように，

LDRは，二重偏波レーダー の送受信において，送信偏波と同一偏波の後方散乱

電力とこれに直交する偏波によって生じる後方散乱電力の比を示す．扁平な粒子

が落下するとき，LDRは扁平度および主軸の傾きの度合いに依存する．

LDRは，氷粒の形状や方向などの定性的な判別の指標ととらえられ，上層の

氷・水混合層の検知およびあられの判別に有効と見られるが，ブライトバンド中

などを除き大きい場合でも −20 dB前後の微小な値である．正確な観測を行うた

めには，観測システムにおける水平偏波と垂直偏波の分離度を 30 数 dBから 40

dB程度確保できることが望ましいとされており，実用的，定量的な観測への応

用は今後の課題である．

偏波間相関係数 水平偏波と垂直偏波の受信信号の相関係数である偏波間相関係

数 (correlation coefficient at zero lag) ρhv(0)は，式 (6.71) の共分散行列の要素

を用いて

ρhv(0) =
|〈nsvvs∗hh〉|

〈n|shh|2〉1/2〈n|svv|2〉1/2
(6.81)
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で与えられる [Doviak and Zrnić, 1993] 注 12) ρhv(0)は，散乱体積内の個々の粒

子に着目するとき，粒径の縦横比が変動する度合い (変わりやすさ) に依存する

パラメータである．すなわち，前出の図 3.3で示したように，後方散乱信号強度

はレイリー散乱では粒径に応じて連続的に変化するのに対し，ミー散乱では後方

散乱信号強度は粒径のわずかな変化に対して大きく変動する．したがって，散乱

体積内に異なる粒子が混在している場合，水平偏波と垂直偏波に対する後方散乱

信号強度比は粒子の種別と分布に依存して変化し，両者の相関は低下する．また，

ひょうのように大粒の粒子で形状がいびつな場合は，粒子が振動 (回転) するこ

とによっても，水平偏波と垂直偏波の信号強度比は変動し，両者の相関は低下す

る．このように，ρhv(0)は降水粒子のふぞろいを示すパラメータといえる．

伝搬位相差変化率 これまで議論してきた偏波パラメータは，いずれも散乱体積

内の降水粒子による後方散乱に関係するものである．一方，レーダーと散乱体積

の間では，電波伝搬によって位相変化が生じる．水平偏波，垂直偏波のそれぞれ

についてレーダーと対象標的間の往復の位相変化を φhh，φvv とするとき，等方

性散乱標的の場合は φhh と φvv がほぼ等しく，また非等方性散乱標的では両者は

異なる値をとる．粒径の大きい雨滴のような扁平粒子では，水平偏波による位相

遅れが垂直偏波の場合に比べて大きくなるため，単位距離あたりでは φhh > φvv

となる．両者の差

φDP = φhh − φvv (6.82)

を偏波間位相差 (differential phase) と呼ぶ．

φDPの距離に対する変化率が伝搬位相差変化率 (specific differential phase)KDP

で，近年，降水強度と関係を持つ有効なパラメータとして注目されている [Sachi-

dananda and Zrnić, 1985]．大気のような均質媒体中で図 6.8 に示すようにレー

ダー電波が伝搬する場合，KDP は伝搬経路上の 2点間を往復する間に生じる偏

波間位相差 φDP の単位距離あたりの差として

KDP =
φDP(r2) − φDP(r1)

2(r2 − r1)
(6.83)

注 12) このほか，shv を用いる偏波間相関係数として ρh =
|〈nshvs∗hh〉|

〈n|shv|2〉1/2〈n|shh|2〉1/2，ρv =

|〈nshvs∗vv〉|
〈n|shv|2〉1/2〈n|svv|2〉1/2 もあるが，shv の値が小さいため雑音と区別するのが難しく，実用には向

かない．よって本書では詳しく触れない．
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図 6.8 偏波位相差の概念

　

表 6.2 各種の降水状態において偏波パラメータが取りうる範囲の例．Doviak and Zrnić [1993]

より改変

Zhh ZDR LDRhv |ρhv(0)| KDP

[dBZ] [dB] [dB] [◦ km−1]

霧雨 < 25 0 < −34 > 0.99 0

雨 25 ∼ 60 0.5 ∼ 4 −27 ∼ −34 > 0.97 0 ∼ 10

氷晶 < 25 0 ∼ 5 −25 ∼ −34 > 0.95 0 ∼ 1

乾いた雪 < 35 0 ∼ 0.5 < −34 > 0.99 0 ∼ 0.5

湿った雪 < 45 0 ∼ 3 −13 ∼ −18 0.8 ∼ 0.95 0 ∼ 2

乾いたあられ 40 ∼ 50 −0.5 ∼ 1 < −30 > 0.99 −0.5 ∼ 0.5

湿ったあられ 40 ∼ 5 −0.5 ∼ 3 −20 ∼ −25 > 0.99 −0.5 ∼ 2

ひょう < 2 cm 50 ∼ 60 −0.5 ∼ 0.5 < −20 > 0.95 −0.5 ∼ 0.5

ひょう > 2 cm 55 ∼ 70 < −0.5 −10 ∼ −15 > 0.96 −1 ∼ 1

で与えられる [Doviak and Zrnić, 1993]．

前述の φhh および φvv の変化から明らかなように，降水粒子が水平偏波によ

り大きく影響を受けるとき，すなわち扁平粒子が支配的な場合はKDP > 0，逆の

場合は KDP < 0となる．また，KDP は ZDR や LDRと異なり受信信号の振幅

に左右されず，したがって途中経路上での電波の減衰によって定量性が損なわれ

ることがない．これらの特徴により，KDP には降水強度推定の精度向上に ZDR

以上の効果が期待される．KDP をもとに降水強度を求める手法は 6.4.4項に後述

する．

各種の降水状態で偏波パラメータが取りうる範囲としてモデル，実測，経験な

どによって得られた典型的な例を表 6.2に示す [Doviak and Zrnić, 1993]．
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6.4.3 降水粒子の形状と偏波パラメータ

粒子形状 単一偏波レーダー観測では，粒径分布が刻々変化する降水に対して降

水強度などの推定に限界があることを先に述べた．二重偏波レーダー による観測

では，偏波パラメータを用いることによって，降水強度および雲水量を単一偏波

レーダーの場合とは異なるアルゴリズムで推定し，上記の制約を補う各種の試み

がなされている．

降水の定量観測では，通常低仰角での観測が重視される．この領域の観測で最

も重要な偏波パラメータはレーダー反射因子差 ZDRと伝搬位相差変化率KDPで

ある．電波の偏波特性は個々の標的粒子の集合としての後方散乱断面積に依存す

るため，降水パラメータを推定するためには個々の粒径と扁平度の関係，および

扁平度と二重偏波のパラメータの関係を知ることが重要である．さて，扁平な雨

滴の長軸 (semi-major axis) および短軸 (semi-minor axis) の径をそれぞれ aおよ

び bとするとき，軸比 (axis ratio) b/aと粒径 Dの関係を示すいくつかの線形近

似式が導かれている．Pruppacher and Beard [1970] は風洞実験結果をもとに，軸

比を

b

a
= 1.03 − 62D 0 ≤ D ≤ 9 × 10−3 [m] (6.84)

で表している．また，より厳密な多項式近似として Beard and Chuang [1987] が

数値モデルにより以下の式を提示している．

b

a
=1.0048 + 5.7 × 10−1D − 2.628 × 104D2 + 3.682 × 106D3

− 1.677 × 108D4 0 ≤ D ≤ 7 × 10−3 [m] (6.85)

ここで，D の単位はいずれも [m] である注 13) ．式 (6.84) および (6.85) の計算

結果は図 6.9に示すとおりで，両者に大きな差はない．

軸比と ZDR の関係 Bringi and Chandrasekar [2001] にしたがって降水粒子の

扁平度に依存する偏波パラメータを論じる．式 (6.84) または (6.85) で与えられ

注 13) 降水粒径の物理的なサイズは [mm] の桁であるため，文中では特に断らない限り慣例により

[mm] の単位で記述する．一方，本書では式の表記はすべて MKS 単位系で統一しており，D の単位

を [m] として扱う．
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図 6.9 雨滴の粒径と軸比の関係．空気抵抗を受けた平衡状態の雨滴形状を式 (6.84) および
(6.85) によって計算した結果を示す．Bringi and Chandrasekar [2001] より改変

る軸比を b/a ≡ r，扁平率に依存する因子 λz を

λz =
1 + f2

f2

„
1 − 1

f
tan−1 f

«
(6.86)

ただし

f2 =
1

r2
− 1 =

“a

b

”2
− 1 (6.87)

とするとき，shh および svv は Rayleigh-Gunnの理論によりそれぞれ

shh =
k2

4π

V (εr − 1)ˆ
1 + 1

2 (1 − λz)(εr − 1)
˜ (6.88)

svv =
k2

4π

V (εr − 1)

[1 + λz(εr − 1)]
(6.89)

で表される．ここで，k はレーダー電波の波数で k = 2π/λ，V は粒子体積で

V = (π/6)D3，εrは比誘電率 (= ε/ε0)である．式 (6.88)および (6.89)から，shh

および svv は共に r と D の関数であることが明らかであるので，これらをそれ

ぞれ shh(r, D)および svv(r, D)に置き換える．このとき，式 (6.78) で与えられ

るレーダー反射因子差 ZDR は

ZDR = 10 log10

„
4π〈n|shh(r, D)|2〉
4π〈n|svv(r, D)|2〉

«
(6.90)
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で示される．次に ξDR (ξDR = 100.1ZDR)を用いて ZDR を真数表現すると

ξDR =
4π〈n|shh(r, D)|2〉
4π〈n|svv(r, D)|2〉 (6.91)

となる．一般に粒径分布が N(D)となる場合の ξDR は

ξDR =

Z
|shh(r, D)|2N(D)dDZ
|svv(r, D)|2N(D)dD

(6.92)

で表される．式 (6.88) および (6.89) を式 (6.92) に代入すれば

ξDR =

Z
D6N(D){1 + λz(εr − 1)}2dDZ

D6N(D)

j
1 +

1

2
(1 − λz)(εr − 1)

ff2

dD

(6.93)

が得られる．ここで

|1 + λz(εr − 1)|2˛̨̨
˛1 +

1

2
(1 − λz)(εr − 1)

˛̨̨
˛
2
� 1

r7/3
(6.94)

と近似できるため，これを式 (6.93)に代入すると，ξDRは次式で表される [Bringi

and Chandrasekar, 2001]．

ξ−1
DR �

Z
r7/3D6N(D)dDZ

D6N(D)dD

= r
7/3
Z (6.95)

ここで，r
7/3
z はレーダー反射因子で重み付けされた r7/3 の平均値を示す．

軸比と KDP の関係 粒径分布 N(D) と前方へ散乱される電波のベクトル振幅

f(r, D)を用いれば，KDP は

KDP =
2π

k

Z
N(D)Re [r · f(r, D) − v · f(r, D)] dD (6.96)

で表される [Bringi and Chandrasekar, 2001]．ここで，hおよび vはそれぞれ水

平偏波および垂直偏波の単位ベクトルである．上式は，Rayleigh-Gunnの理論に

より

KDP =
πk

12

Z
D3N(D)Re[F (r, εr)]dD (6.97)
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と置き換えられる．ここで，F (r, εr)は

F (r, εr) =
εr − 1

1 + 1
2 (1 − λz)(εr − 1)

− εr − 1

1 + λz(εr − 1)
(6.98)

で表される．また，レイリー散乱の場合は

Re[F (r, εr)] � Ck(1 − r) (6.99)

と簡略化される．Ck はほぼ定数で，マイクロ波帯の周波数 3～30 GHzに対して，

rが 1から 0.5の間で変化するとき，3.3～4.2の値をとる．式 (6.99) を式 (6.97)

に代入すれば，

KDP =
πkCk

12

Z
D3(1 − r)N(D)dD

=
“π

λ

” Ck

ρw

Z
π

6
ρwD3(1 − r)N(D)dD

=
“π

λ

”
Ck

„
W

ρw

«8>><
>>:1 −

Z
rD3N(D)dDZ
D3N(D)dD

9>>=
>>; (6.100)

が得られる [Bringi and Chandrasekar, 2001]．ただしW は式 (6.16) で与えれる

雲水量とする．また，ρw は降水粒子の密度である．式 (6.100) の積分の比は，粒

子の分布で重み付けされた平均軸比 (mass-weighted mean axis ratio) rmを表し，

W，ρw，および λの単位をそれぞれ [g m−3]，[g cm−3]，および [m] とするとき，

KDP [◦ km−1] は

KDP =

„
180

λ

«
10−3CkW (1 − rm) (6.101)

と表される [Jameson, 1985; Bringi and Chandraseker, 2001]．ここで Ck = 3.75

とする．上式はKDPを降水粒子の分布荷重平均軸比と対応づけるものである．さ

らに，式 (6.101) において rmを式 (6.84) を用いて置き換え，式 (6.19) で与えら

れる粒径分布の中心値 Dm[m]を用いると，

KDP � 62Dm

„
180

λ

«
10−3CkW (6.102)

と表される．W が十分大きく λ が小さい場合には KDP は計測しうる大きさに

なる．
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6.4.4 降水強度推定

ξDR と Zh による推定 式 (6.78) で得られる ZDR の真数表現 ξDR と水平偏波観

測で得られる Zh を用いれば，降水強度 R [mm h−1] が次式で求められる．

R(Zh, ξDR) = c1Za1
h ξb1

DR (6.103)

ただし a1，b1，c1はいずれも定数注 14) で，表 6.3に示す値が得られている [Bringi

and Chandrasekar, 2001]．

　

　

表 6.3 ‰DR と Zh の関係から降水強度 R [mm h`1] を推定する定数

周波数 c1 a1 b1

3 GHz (S-band) 6.7 × 10−3 0.93 −3.43

5.45 GHz (C-band) 5.8 × 10−3 0.91 −2.09

10 GHz (X-band) 3.9 × 10−3 1.07 −5.97

KDP による推定 式 (6.83) で得た KDP の単位を [◦ km−1] とするとき，レー

ダー周波数 f [GHz] および KDP を用いて，降水強度 R [mm h−1] を

R(KDP) = 129

„
KDP

f

«b2

(6.104)

で求めることができる [Bringi and Chandrasekar, 2001]．ここで，b2 は定数で

b2 = 0.85が一般に用いられている．式 (6.104) はマイクロ波帯で 13 GHz程度以

下の周波数に対して有効である．

KDP と ξDR による推定 KDP[◦ km−1]と ξDR から，降水強度 R [mm h−1] を

R(KDP, ξDR) = c3Ka3
DPξb3

DR (6.105)

によって求めることができる．ただし a3，b3，c3 はいずれも定数で，表 6.4に示

す値が得られている [Bringi and Chandrasekar, 2001]．

注 14) 6.4.4および 6.4.5項で用いる定数 a1，b1，c1，· · · は 6.3.3項の同様表記の定数とは異なる．
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表 6.4 KDP と ‰DR の関係から降水強度 R [mm h`1] を推定する定数

周波数 c3 a3 b3

3 GHz (S-band) 90.8 0.93 −1.69

5.45 GHz (C-band) 37.9 0.89 −0.72

10 GHz (X-band) 28.6 0.95 −1.37

6.4.5 雲水量の推定

ξDR と Zh による推定 ξDR および水平偏波観測で得られる Zh から，雲水量W

[g m−3] を

W (Zh, ξDR) = c4Za4
h ξb4

DR (6.106)

で求めることができる．ただし a4，b4，c4 はいずれも定数で，表 6.5に示す値が

得られている [Bringi and Chandrasekar, 2001]．

　

　

表 6.5 ‰DR と Zh の関係から雲水量 W [g m`3] を推定する定数

周波数 c4 a4 b4

3 GHz (S-band) 0.7 × 10−3 0.89 −4.16

5.45 GHz (C-band) 0.6 × 10−3 0.85 −2.36

10 GHz (X-band) 0.9 × 10−3 0.95 −6.18

KDP による推定 KDP[◦ km−1]とレーダー周波数 f [GHz] から，雲水量W [g

m−3] を

W (KDP) = c5

„
KDP

f

«b5

(6.107)

で求めることができる．ただし b5および c5 はいずれも定数で，それぞれ 0.77お

よび 3.565が用いられる [Bringi and Chandrasekar, 2001]．
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表 6.6 KDP と ‰DR の関係から雲水量W [g m`3] を推定する定数

周波数 c6 a6 b6

3 GHz (S-band) 6.05 0.88 −2.52

5.45 GHz (C-band) 2.32 0.83 −1.11

10 GHz (X-band) 2.13 0.91 −2.19

KDP と ξDR による推定 KDP[◦ km−1]と ξDR から，雲水量W [g m−3] を

W (KDP, ξDR) = c6Ka6
DPξb6

DR (6.108)

によって求めることができる．ただし a6，b6，c6 はいずれも定数で，表 6.6に示

す値が得られている [Bringi and Chandrasekar, 2001]．

6.4.6 二重偏波レーダーの離散的な受信信号の表現

二重偏波レーダーの偏波受信には，図 6.7に示したように水平偏波，垂直偏波

を同時に受信する方式と，これらを交互に切り替えて受信する方式がある．ここ

では後者の方式を前提に議論する．簡単のため水平偏波H および垂直偏波 V を，

図 6.10に示すように間隔 Ts で交互に切り替え，それぞれ 2iTs および (2i + 1)Ts

の時間にサンプリングを行うことを考える．なお，前者の両偏波を同時に受信す

る方式でも，以下で，2i，2i + 1を共に iと置き換えることにより同様に論じる

ことができる．

平均電力 水平偏波および垂直偏波の信号電力の平均値 Sh および Sv は，それ

ぞれ受信機雑音電力を差引くと，

Sh =
1

M

MX
i=1

|H2i|2 (6.109)

Sv =
1

M

MX
i=1

|V2i+1|2 (6.110)

で表される．ここで，M はサンプルの数，H2i および V2i+1 はそれぞれ 2i番目

(水平偏波) および 2i + 1番目 (垂直偏波) のインピーダンスを考慮した振幅とす
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図 6.10 水平偏波と垂直偏波の交互切替による信号受信と自己共分散演算の模式図

る．また，レーダー反射因子差の平均値 ZDR は次式で示される．

ZDR[dB] = 10 log

„
Sh

Sv

«
(6.111)

共分散 図 6.10において，共分散の推定値 Ra(Ts)および Rb(Ts)はそれぞれ

Ra(Ts) =
1

M

MX
i=1

H∗
2iV2i+1 (6.112)

Rb(Ts) =
1

M

MX
i=1

V ∗
2i+1H2i+2 (6.113)

で示される．また，これらを合わせた水平偏波，垂直偏波交互切り替え時の共分

散の推定値 R(Ts)は次式で与えられる．

R(Ts) =
1

2M

MX
i=1

(H∗
2iV2i+1 + V ∗

2i+1H2i+2)

=
1

2
(Ra(Ts) + Rb(Ts)) (6.114)

スペクトル幅 水平偏波と垂直偏波を交互に切り替える場合は，有効なデータ間

隔は 2Ts となり，相関係数 ρ(2Ts)は次式で示される．

ρ(2Ts) =

˛̨̨
˛̨ MX
i=1

(H∗
2iH2i+2 + V ∗

2i+1V2i+3)

˛̨̨
˛̨

M(Sh + Sv)
(6.115)

このとき，速度幅 σv は次式で与えられる [Doviak and Zrnić, 1993]．

σv =
λ

4πTs
{−0.5 ln ρ(2Ts)}1/2 (6.116)
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6.5 2波長による降水強度の推定

6.3.3項で論じたように，降水中を伝搬する電波の減衰量は波長によって異な

り，波長が短くなるほど増大する．例えば 10 mm h−1 の一様な降水強度の経路

が 10 km続くとき，波長 10 cm，3.21 cm，および 1.24 cmの電波の減衰量は，修

正 M-P分布によって求めると前出の表 6.1からそれぞれ 0.082 dB，1.8 dB，お

よび 15.3 dBとなる．すなわち，10 cm波では降水による電波の減衰がほぼ無視

できるのに対し，あとの 2波ではこの影響を無視できない．特に 1.24 cm波では

極めて大きな減衰量となる．以下に述べるように，この効果を利用すれば，同時

に 2波長を用いて経路上での両者の電力減衰を比較することによって降水強度を

推定できる [例えば Doviak and Zrnić, 1993]．

降水による電波の減衰を無視できる 10 cm程度以上の波長 λl およびミー領域

に近い短波長 λs の 2種類のレーダー (以降 lと sで区別する) を考える．両者の

散乱体積が同一であると仮定すれば，レーダーからの距離 r1 の標的からの受信

電力は，式 (3.44) からそれぞれ

Prl =
ClZl

r2
1

(6.117)

Prs =
CsZs

r2
1

exp

„
−2

Z r1

0
krsdr

«
(6.118)

で表される．ただし Prs には式 (6.48) で与えられる減衰が往復分見込まれてい

る．また，Cl，Cs および Zl，Zs は，それぞれレーダー諸元で決まる定数および

標的のレーダー反射因子である注 15) ．krsは sに対する降水による減衰率である．

異なる 2点 r1 および r2 における受信電力 Prs(r1)および Prs(r2)の比を取ると，

式 (6.118) から

ln

j
Prs(r1)Zs(r2)r

2
1

Prs(r2)Zs(r1)r2
2

ff
= 2

Z r2

r1

krsdr (6.119)

となる．場所が異なれば降水分布も一般に異なるため，Zs(r1)と Zs(r2)は異な

る値をとる．ここで，両者は近似的に Zl(r1)と Zl(r2)で置き換えることができ

るとする注 16) ．このとき，経路 r1～r2 における往復の降水減衰率の平均値 2krs

注 15) l はレイリー散乱領域にあるのに対し，s はミー散乱領域に近いため，等価レーダー反射因子

を用いる．

注 16) この仮定は，波長 3 cm 程度以上の電波，降水強度 1～100 mm h−1 の降雨に対して有効で

ある [Wexler and Atlas, 1963]．
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は式 (6.119) と (6.117) を用いて

2krs =
2

r2 − r1

Z r2

r1

krsdr

=
1

r2 − r1
ln

j
Prs(r1)Prl(r2)

Prs(r2)Prl(r1)

ff
(6.120)

と表される [Doviak and Zrnić, 1993]．式 (6.120) 右辺の値はいずれも 2 種類の

レーダーで直接観測される値である．上式で求めた krsを式 (6.51) によって単位

変換した減衰係数 Krs [dB km−1] は降水強度 R [mm h−1] と前出の式 (6.61) で

関係付けられる．したがって，

R =

„
Krs

a

«−b

(6.121)

から該当区間の平均的な降水強度が求められる．ただし，実際のレーダー観測で

は散乱体積を 2波長間で一致させることは一般に容易でなく，減衰量の差を精度

良く観測するには注意が必要である．
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レーダー電波が大気の乱流場に照射されるとき，3.4節で論じたように電波の半波

長の空間スケールを持つ乱渦が後方散乱に寄与する．乱渦は背景大気の運動 (風)

によって押し流されるので，風速がレーダービーム (視線) 方向の成分を持てば，

レーダー電波にドップラー効果による周波数偏移を生じる．すなわち，レーダー

エコーの周波数スペクトルの中心周波数は散乱体積内の平均的な風速の視線方向

成分に，スペクトル幅はその分散に，またスペクトル強度は乱流強度に対応する．

さらに，これらのパラメータから，エネルギー散逸率や鉛直渦拡散係数などの乱

流パラメータを推定することができる．また，音波観測との組み合わせによって，

大気温度や水蒸気などの高度分布を得ることも可能である．本章では，まず大気

乱流に対するレーダーの検出能および風速測定を論じた後，大気レーダーで観測

できる乱流パラメータはじめ各種物理量の高度分布について述べる．

7.1 大気レーダーの検出能

7.1.1 雑音の中からの散乱信号の抽出

一般に雑音の中からの信号の抽出は SNRをもとにした議論であるのに対し，大

気レーダー観測では，周波数スペクトルが議論の基礎になる．ここでは，信号お

よび雑音の単位周波数当たりの電力，すなわち電力密度比が重要である．

図 7.1に大気レーダーの散乱パワースペクトルの例を示す．SSおよび SNはそれ

ぞれ信号および雑音のパワースペクトル密度である．また，SSおよび SNはそれ

ぞれ信号および雑音の平均電力密度を示し，ΔSNは雑音の電力密度の揺らぎの標

準偏差を示す．このとき，周波数スペクトルに基づく信号の検出能 (detectability)

Dは，SS と ΔSN の比として，次式で定義される．

D ≡ SS

ΔSN

=
S

N

„
NcohNB

Ns

«
(7.1)
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図 7.1 大気乱流による散乱パワースペクトルの例

ここで，S および N はそれぞれ信号電力および雑音電力の平均値である．また

Ncohはコヒーレント積分数，NBはペリオドグラムの全点数，Nsはこのうちの信

号が占める点数で，式 (7.1) の右辺において，括弧内は信号処理による改善度を

示す．先に 5.6.2項で論じたように，D がコヒーレント積分回数に比例して改善

されることが同式で示される．一方，散乱信号のスペクトル幅 δf [Hz] は，Ncoh，

NB，Ns，およびパルス繰り返し時間 T と

δf =
1

NcohT

„
Ns

NB

«
(7.2)

の関係にある．式 (7.2) を式 (7.1) に代入すれば，Dは

D =

„
1

δfT

«
S

N
(7.3)

で示される．上式から，Ncoh回のコヒーレント積分を行い，これをNB点用いて

FFTを行った結果と，コヒーレント積分を行わずに Ncoh · NB 点の FFTを行っ

て得たペリオドグラムの検出能は同一であることがわかる．これは，2つの場合

の周波数分解能 Δf が 1/(NcohNBT )で一定なためである．ただし信号処理のメ

モリ量や FFTの演算時間は大きく異なる．データ圧縮の意味で，信号のエリア

ジングが起こらない範囲でコヒーレント積分などのフィルタリングを行うことは

有効といえる．
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7.1.2 インコヒーレント積分による検出能の改善

パワースペクトルは，それぞれの周波数成分について統計的分布を持っており，

真のスペクトルの周りで揺らいでいる．そこで，独立したペリオドグラムを各周

波数成分について加え合わせると，その平均値は真のパワースペクトルの値に近

づく．このような平均操作をインコヒーレント積分と呼ぶ．

図 7.2は 50 MHzの送信周波数における乱流散乱信号の相関時間の高度分布を

示す [加藤ほか, 1982]．相関時間は式 (5.154) から明らかなように送信周波数に逆

比例する．その値は，観測高度 100 km付近を境に上方で急激に減少するが，大

気レーダーの観測対象高度である 100 km以下では 1 s程度以上であり，通常の

大気レーダーのパルス繰り返し間隔が 1 ms程度であることと比べるとはるかに

長い．この場合は，パルス繰り返しごとの受信信号を相関を持つ時系列として扱

えるため，サンプル群の時間長，すなわち観測の周波数分解能は相関時間の範囲

で任意に選ぶことができる．一方，インコヒーレント積分ではインコヒーレント

な加算 (複素包絡線の相関時間よりも長い間隔でサンプルした信号の加算) にな

る．この場合は，コヒーレント積分で得られるような SNRの改善は見込めない

が，スペクトルの揺らぎが小さくなるため散乱信号の検出が容易になる．インコ

ヒーレント積分数を Ninc とするとき，雑音の揺らぎは 1/
√

Ninc に減じる．した

がって，式 (7.3) で与えられるDに対して，インコヒーレント積分により改善さ

図 7.2 50 MHz における散乱エコーの相関時間の高度分布 [加藤ほか, 1982]
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れる検出能は

D =

„√
Ninc

δfT

«
S

N
(7.4)

となる．Dが 3以上なら，雑音の揺らぎが受信電力よりも大きな値を取る確率は

0.1%以下になるため，一般に D = 3のレベルを検出限界と位置付ける．

7.1.3 受信電力とレーダー反射率

慣性小領域内では，乱流構造定数 C2
n は式 (3.121) からレーダー反射率 η と

C2
n �

“ η

0.38

”
λ1/3 (7.5)

で関係付けられる．ここで，C2
n は屈折率の揺らぎに関する乱流構造定数で，本

質的にレーダー周波数に依存するものではない．

次に ηおよび C2
nと受信電力の関係について論じる．第 5章では，図 5.12に示

したサンプル間隔ごとに得た複数の受信信号サンプルの平均値を信号の平均電力

とした．一方，送信デューティ比 (duty ratio)注 1) を考慮した平均電力である時

間平均受信電力 P r は式 (3.78) のピーク送信電力 Pt を平均送信電力 P tに置き換

えることによって得られる．すなわち

P t =
πs2P tAe

64r2
Δrη (7.6)

である．上式から明らかなように，時間平均受信電力は平均送信電力とアンテナ

開口面積の積に比例する．ここで，送信パルス幅 τ，パルス繰返し時間 T および

Pt から，P t = τ/T · Pt である．レーダービームの天頂角が θのとき，有効開口

面積 Ae の視線方向への寄与分は Ae cos θ である．また，散乱体積の深さ Δr を

光速 cおよび τ を用いて cτ/2で表せば，P r は

P r =
πPtAe cos θΔr2

64(ln 2)cTr2
η (7.7)

で与えられる．ただし，上式では式 (3.78) の s2 を気象レーダーの場合と同様に

s2 = 1/(2 ln 2)に置き換えている注 2) ．さらに，アンテナおよび伝送路の効率を

注 1) 送信デューティ比については 8.3.1 項を参照．

注 2) s はアンテナビーム内の電波充満の度合に関する定数である．
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含むレーダーシステム全体の効率を a2 (a2 ≤ 1．例えば全体の損失が往復で 5 dB

のときは a2 = 1/100.5 � 0.32) とすれば，大気レーダーの平均受信電力に関する

レーダー方程式として

P r = S =
πPtAe cos θΔr2a2

64(ln 2)cTr2
η (7.8)

が得られる．一方，雑音電力N は前出の式 (5.19) に示したようにN = kTsaBで

与えられる．ここで k はボルツマン定数，B は積分用フィルタのバンド幅，Tsa

は 5.1.2項で述べたシステム雑音温度である．

レーダー反射率 η を式 (7.8) および上述の Tsa を用いて表現すると

η =
64(ln 2)

π

cT

PtAe cos θa2

“ r

Δr

”2
S

=
64(ln 2)

π

cTkBTsa

PtAe cos θa2

“ r

Δr

”2 S

N
(7.9)

となる．観測される SNRを用いれば，式 (7.9) から ηが，さらにこれを用いて式

(7.5) によって C2
n が求められる．

7.2 風ベクトルの観測

7.2.1 ドップラービーム走査法による風速測定

4.3.4項では，地上に設置された 3台以上のレーダーによって空間の任意の点

で風速の 3成分を求める方法を論じた．気象レーダーがほぼ水平方向から天頂ま

での空間を対象にしているのに対し，大気レーダーが対象とする空間は天頂を中

心に最大でも 30◦ 程度までである．このため，レーダービームを操作する空間の
風速場が一様であると仮定すれば，単一のレーダービームを 3方向以上に走査し

た場合にも同様の議論が成り立つ．すなわち，レーダービームを任意の方向に走

査し，それぞれの視線方向のドップラー速度を求めれば，風速の 3成分を算出で

きる．この観測法はドップラービーム走査 (Doppler beam swing; DBS) 法と呼ば

れる．

DBS法の基本的なビーム走査 DBS法の最も基本的な観測では，3本のビーム，

例えば天頂ビームおよび同じ鉛直面内にない 2 本の斜方ビームによる視線風速

データから鉛直流，東西風，および南北風の成分を求めることができる．現実の
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図 7.3 大気レーダーのビーム走査例．右図の太矢印は各ビーム方向のドップラー速度を表わす

大気では水平方向の風速が必ずしも一様ではなく，2本の斜方ビームでは代表性

が低下することも予想される．このため，通常下層から中層大気の観測では，図

7.3に示すように天頂方向ビームと東西南北各方向に天頂角 θ を等しく 10◦ 程度
傾けたビームの計 5ビームによる観測方法により観測の代表性を増す工夫がなさ

れる．風速の鉛直成分がビーム走査範囲内で一定であると仮定すれば，それぞれ

東向きおよび西向きビームの視線方向速度成分である VrE および VrW は，鉛直

の平均風速成分 wおよび水平面内の東向き風速成分 uを用いて

VrE = w cos θ + u sin θ (7.10)

VrW = w cos θ − u sin θ (7.11)

で表される．これを uについて解けば，

u =
VrE − VrW

2 sin θ
(7.12)

が得られる．同様に，北向き風速成分 v は上式において VrE および VrW をそれ

ぞれ北向き成分 VrN び南向き成分 VrS に置き換えることによって求められる．

DBS法の一般的なビーム走査 視線方向の単位ベクトルを iとすれば，風ベク

トル v = (vx, vy, vz)の視線方向成分 vdi は

vdi = v · i = vx cos θx + vy cos θy + vz cos θz (7.13)
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と表現される．ここで，θx，θy，および θz はそれぞれ iと x，y，z 軸との角度

である．また，風速の 3成分 u，v，wをそれぞれ vx，vy，vz としている．同一

平面上にない任意の 3方向のビームの単位ベクトルを i1，i2，および i3とすると

き，v は

v =

 
cos θx1 cos θy1 cos θz1
cos θx2 cos θy2 cos θz2
cos θx3 cos θy3 cos θz3

!−1 vd1
vd2
vd3

!
(7.14)

と表わされる．

m方向 (m > 3) の多ビームで観測を行う場合は，最小二乗法によって次式で

与えられる残差 ε2v が最小になる v を求める．

ε2v ≡
mX

i=1

`
vx cos θxi + vy cos θyi + vz cos θzi − vdi

´2
(7.15)

ここで，vが最適値となるための必要条件は，vの各要素に対して ε2v の偏微分が

0になること，すなわち

∂ε2v
∂vj

= 0 (j = x, y, z) (7.16)

である．このとき，v は

v =

0
@

P
cos2 θxi

P
cos θxi cos θyi

P
cos θxi cos θziP

cos θyi cos θxi
P

cos2 θyi
P

cos θyi cos θziP
cos θzi cos θxi

P
cos θzi cos θyi

P
cos2 θzi

1
A

−1 P
vdi cos θxiP
vdi cos θyiP
vdi cos θzi

!

(7.17)

で与えられる．ただし
P
は
Pm

i=1 を示す．

簡易 VAD法 DBS法の 1例に，4.2.2項で述べた VAD法と同様に天頂角を固

定し，方位方向にビーム走査して風向と風速を測定する簡易 VAD法がある．大

気レーダーで走査されるのは天頂付近の狭い領域に限られるため，風向，風速は

一様とみなされる．この場合は，式 (4.34) において，仰角 θe に代わる天頂角 θ，

および D = δ + π で与えられる風向 Dを用いれば，視線方向の速度成分 vr は

vr = vz cos θ − vh sin θ cos(D − φ) (7.18)

で表現される．方位角 φを連続に変化させるとき，式 (7.18) は図 7.4の太線のよ

うに変化する．図中の細線は特に D = 270◦(西風，あるいは東向の風) の場合を
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図 7.4 VAD 観測時の方位角と視線方向速度の変化

示す．式 (7.18) から vr の最大値 vrmax および最小値 vrmin は

vrmax = vz cos θ + vh sin θ (7.19)

vrmin = vz cos θ − vh sin θ (7.20)

となるため，水平速度 vh および鉛直流 vz は，それぞれ

vh =
vrmax − vrmin

2 sin θ
(7.21)

vz =
vrmax + vrmin

2 cos θ
(7.22)

で与えられる．一般に大気レーダーによって狭い領域で測定される水平風の発散

や変形は，低仰角で広域を走査する気象レーダーの場合と異なり無視し得るほど

小さい．

7.2.2 空間アンテナ法による風速測定

風速測定には，細いレーダービームで天頂近傍域を走査し，直接ドップラー速

度を測定するDBS法が優れている．しかし，細いビームを得るためには大口径ア

ンテナが必要で，それが実現できるのは実際上 VHF帯以上の高周波域に限られ

る．より低周波域では，これに代わって空間アンテナ (spaced antenna; SA) 法，

あるいは相関法と呼ばれる間接的な方法が一般に用いられている．

SA法では比較的強い分反射エコーを有効に利用する．その測定原理は，分反

射エコーが地上に作る干渉パターンを測定し，その移動速度から風速 (水平成分)

を推定するものである．この測定法は高度 100 km付近の電離圏不規則構造の動
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きを観測するために開発され [Ratcliffe, 1956]，後に中層大気や下層大気の水平風

速測定に適用された [Fraser, 1968; Röttger and Vincent, 1978]．水平方向に電波

屈折率の不規則な散乱体がランダムに多数分布している媒質 (ランダム媒質) を幅

の広いビームで鉛直方向に照射すると，後方散乱エコーは互いに干渉し合い，そ

の結果，地上にランダムな分布の複素電界が生成される．いま，ランダム媒質が，

個々に

f(x, y, z) = exp{−(x2/a2 + y2/b2 + z2/h2)} (7.23)

で表されるガウス型の散乱電界強度分布を持つ散乱体の集合から成ると仮定する．

ここで，a，b，hは定数である．この分布は

ρ(ξ, η, ζ) = exp{−(ξ2/2a2 + η2/2b2 + ζ2/2h2)} (7.24)

で示される自己相関関数を持ち，これを観測することにより媒質の統計的特性を

求めることができる．また，式 (7.24) と同一の自己相関関数が散乱層に平行な任

意の平面，すなわち地上で観測されることが示されている [Ratcliffe, 1956]．さ

らに，天頂角を θとするとき，この自己相関関数のフーリエ変換は，地上で観測

される分反射強度の sin θ依存性に等しくなる [Briggs and Vincent, 1973]．なお，

この分反射に寄与するのは鉛直スケールが 0.2λ近傍の成分のみであることから，

観測されるのは同スケールで水平方向に非等方な散乱体が作る干渉パターンであ

ると考えられる [Briggs, 1992]．

地上干渉パターンの統計的性質は，天頂に向けて広いアンテナパターンを持つ

受信アンテナを適当な距離を隔てて複数台設置し，これらの受信信号パターンの

時空間相関関数を測定することによって得られる．この相関を得るためには，対

になったアンテナ間で複素電界の積の平均値を取る必要がある．一般にこの積に

は時間平均が用いられる．散乱体の時間変動の主な要因は風による移流である．

地上干渉パターンの速度は，図 7.5に示すように散乱高度における風速の 2倍と

なる．この関係は，例えば光源，スクリーン，および壁が等間隔にあるとき，ス

クリーンによる光の影が壁の上をスクリーン上の 2倍の速さで移動することから

直感的に理解される．なお，上の議論では背景の風速で移流する不規則構造 (散

乱体) の相関時間が観測時間長より十分に長いことが前提となっている．

SAD法 SA法の最も簡単な方式は，対になったアンテナの受信信号間の相互相

関関数から両アンテナを結ぶ基線方向を干渉パターンが移動する時間を求め，風



190 第 7 章 レーダーによる大気の観測

図 7.5 大気乱流層の移動と SA 法による地上の干渉パターン測定の概念

速 (水平成分) を推定するもので，SAD (spaced antenna drift; 空間アンテナドリ

フト) 法と呼ばれる [Röttger and Vincent, 1978]．この場合，上述の干渉パター

ンはその形状を保ったままアンテナ上空を移流するものと想定される．最低 3台

のアンテナを用いて SAD法で基線に沿う 2つの水平成分を求めれば，水平風速

2成分が得られる．

FCA法 不規則構造 (散乱体) のランダムな運動のために，実際には干渉パター

ンは刻々変化する．このため，干渉パターンの変形による相関の低下を考慮して

水平風速の推定を行う手法として導入されたのが FCA (full correlation analysis)

法，あるいは FSA (full spectral analysis) 法などである [Briggs, 1984; Costa and

Fougere, 1988]．これらの手法は散乱の天頂角依存性などを利用していることか

ら，副産物として散乱体の形状に関する情報も得られる利点がある．

まず，時間領域の解析手法である FCA法について述べる．いま，波長単位で

(ξ, η)離れた地上の 2点に置かれた 1対のアンテナで受信される信号パターンの

2次元相関関数 ρが次式で表されると仮定する．

ρ(ξ, η, τ) = ρ(Aξ2 + Bη2 + 2Hξη + Kτ2) (7.25)

ここで，A, B, H, K は定数，τ は時間差を示す．両アンテナが同一場所にあれば

相関値は 1で，両者の距離が離れるにしたがってこの値が 0に近付くという条件

のほかは，相関関数の形状は任意である．式 (7.25) の相関関数は，同一相関値の
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軌路が同式右辺の括弧内が定数になる楕円体で表されることを仮定している．こ

のとき，各時刻でその水平断面は楕円になり，方向のみが変わることになる．こ

の方法は散乱体の水平方向の異方性を記述する上で簡便である．特に ρが特定の

値 (例えば 0.5) を取るとき，相関楕円あるいは特性楕円と呼ばれる．

以下で，ランダムな変動を伴う干渉パターンから風速を推定する．信号の干渉

パターンが速度 V = (Vx, Vy)で動くとすれば，式 (7.25) は

ρ(ξ, η, τ) = ρ{A(ξ − Vxτ)2 + B(η − Vyτ)2 + Kτ2 + 2H(ξ − Vxτ)(η − Vyη)}
(7.26)

と変換される．さらに，

AVx + HVy = −F (7.27)

BVy + HVx = −G (7.28)

と置けば，式 (7.26) は

ρ(ξ, η, τ) = ρ{Aξ2 + Bη2 + Cτ2 + 2Fξτ + 2Gητ + 2Hξη} (7.29)

と表される．ただし C = AV 2
x + BV 2

y + K + 2HVxVy とする．式 (7.29) は τ に

関する 2次式であるから，実際の観測で得られる相互相関関数にフィッティング

することにより，未知数を 3個減らすことができる．したがって，3台のアンテ

ナを用いて得た受信信号から独立した 2組の相互相関関数を得れば，それぞれに

ついてフィッティングを行うことにより，A，B，C，F，G，H の 6個の未知数

がすべて決定され，これらの値を式 (7.27)， (7.28) に代入することにより水平風

速が求められる．

体積散乱を適用し，ランダム媒質の屈折率変動スペクトルを用いた，より現実

に近い解析法が Doviak et al. [1996] および Holloway et al. [1997a] により開発さ

れ，乱流強度と散乱相関距離が導出されている．さらに，Holloway et al. [1997b]

は相関法で風速を測定する新たな方法も提案している．しかしながら，これらの

干渉計法はそれぞれ前提とするモデルが少しずつ異なっており，それらの妥当性

を相互比較観測などにより検討することが今後の課題である [Hassenpflug et al.,

2003]．

FSA法 パワースペクトルが相関関数のフーリエ変換対であることから，FCA法

の解析をすべて周波数領域で行うこともできる [Costa and Fougere, 1988; Briggs
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and Vincent, 1992]．これが FSA法である．いま，一般的な相互相関関数がガウ

ス分布型であると仮定し，1対のアンテナ (i, j)の間隔を (ξij , ηij)とすると，式

(7.29) から

ρ(ξij , ηij , τij) = exp[−{Aξ2
ij + Bη2

ij + 2Hξijηij + 2(Fξij + Gηij)τ + Cτ2}]
(7.30)

と表される．ここで，ガウス分布型相関関数の回転後の座標系を考えたとき，楕

円 ρ = ξ2/ξ2
1 + η2/η2

1 において ρ = e−1 の場合を相関楕円と定義する．

式 (7.30) にフーリエ変換を施して得られる関数Wij(f)について，その大きさ

の最大値をWij，大きさが e−1 となる周波数幅を fij，位相変化の傾きをmij と

すれば，それらの式は既に導出されており，

Wij =
“ π

C

”1/2
exp

"
−
(

Aξ2
ij + Bη2

ij + 2Hξijηij − (Fξij + Gηij)
2

C

)#

(7.31)

fij =
C1/2

π
(7.32)

mij = −2π

»
Fξij

C
+

Gηij

C

–
(7.33)

で与えられる．ここで，fij は 3台のアンテナで得た受信信号のパワースペクトル

を平均したものにガウス関数をフィッティングすることによって求められる．観測

では，fij のほかそれぞれのアンテナで得た受信信号から 3組のWij，mij が得ら

れるため，式 (7.31) ～ (7.33) の未知数はすべて決定される [Briggs and Vincent,

1992]．これらを式 (7.27)， (7.28) に代入すれば，水平風速が求められる．

SA法で計測されるのは原理的に水平風成分のみである．鉛直風成分を求める

には天頂方向に向けたビームで同時にドップラー速度を測定する．低仰角サイド

ローブから高周波の不要エコーが混入した場合や特定周波数に干渉波が入る場合，

FSA法ではこれらを容易に除去できる．

7.2.3 運動量フラックスの測定

後に 12.3.1 項で詳細を論じる大気重力波は，希薄な上層大気の大規模循環に

大きな影響を与えている．これは下層大気中で励起された大気重力波が運動量フ

ラックスを上方へ輸送し，上層で放出することによって平均風を加減速するため
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図 7.6 運動量フラックスを求めるためのレーダービーム走査．いずれも上図は側面から，下
図は上から見た状態を示す．Fukao et al. [1988c] より改変

である．運動量フラックスは，水平風の平均風からの変動 u′と，同じく鉛直流の
変動 w′ の共分散 u′w′ で与えられる 2次の微小変量で，一般に w を直接測定で

きない気象レーダーでは測定は容易でないが，大気レーダーではこれが可能であ

る [Vincent and Reid, 1983]．

図 7.6(a)に示すように，天頂角 θが同じで方位角が 180◦異なる 1対のレーダー

ビームを考える．各ビームの視線方向風速 V1 と V2 は

V1 = u1 sin θ + w1 cos θ (7.34)

V2 = −u2 sin θ + w2 cos θ (7.35)

となる．ただし ui と wi (i = 1, 2) はそれぞれ水平風および鉛直流である．平均

風 Vi を観測期間の時間平均値とすると，風速変動 V ′
i は

V ′
i = Vi − Vi (7.36)

で表される．ここで，以下のように V ′
1と V ′

2の二乗平均値 (風速分散)の差を取る．

V ′
1
2 − V ′

2
2

= (u′
1 sin θ + w′

1 cos θ)2 − (−u′
2 sin θ + w′

2 cos θ)2

= (u′
1
2 − u′

2
2
) sin2 θ + (w′

1
2 − w′

2
2
) cos2 θ

+ 2(u′
1w′

1 + u′
2w′

2) sin θ cos θ (7.37)
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ただし u′
i と w′

i (i = 1, 2) はそれぞれ水平風および鉛直流の変動分である．大気

重力波がレーダー上空を通過していく場合のように，風速変動の統計量が場所に

よらないと仮定すると，u′
i
2，w′

i
2，および u′

iw
′
i はそれぞれ両ビームで等しくな

る．したがって，式 (7.37) から運動量フラックスは以下のように求められる．

u′
iw

′
i =

V ′
1
2 − V ′

2
2

2 sin 2θ
(7.38)

この値は単位質量当りの運動量フラックスで，単位体積当りの運動量フラックスは

これに大気密度を乗じた量である．東西・南北両成分を求める場合には，図 7.6(a)

のように 2組のレーダービーム対が必要である．

一方，鉛直ビームを用いる場合は，同図 (b) に示すように u′ は V ′
1 と w′

0 から

次式で求められる．

u′ =
V ′

1 − w′
0 cos θ

sin θ
(7.39)

式 (7.34) を用いると，u′ は

u′ = u′
1 + (w′

1 − w′
0) cot θ (7.40)

となる．また，w′ は直接鉛直ビームで求められるから，w′ = w′
0 である．した

がって，運動量フラックスは

u′w′ = u′
1w′

0 + (w′
1w′

0 − w′
0
2
) cot θ (7.41)

と定義される．なお，式 (7.41) の右辺第 2項は 2ビームにおける風速変動の相

関を含む．このため，大気重力波の水平スケールが 2ビーム間距離に比べて十分

大きい場合はこの手法で正確な運動量フラックスを測定することができる [Fukao

et al., 1988b]．

7.3 乱流の観測

大気乱流は大気の不規則な運動で再現性がない．大気の運動はほとんどの場合

乱流となっており，特に大気境界層では乱流が卓越する．一般に乱流は渦運動と

みなされており，成層構造を成している対流圏界面より上の中層大気では，微細

な乱流による渦拡散あるいは渦粘性作用が物質・エネルギー・運動量の鉛直輸送
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に重要な役割をしていると考えられている．これまで，上層の大気乱流は主とし

て気球や飛行機などによる直接観測 [Lilly et al., 1974] と物質分布の化学モデルな

どから推定されてきた．鉛直渦拡散係数 (vertical eddy diffusivity) やエネルギー

消散率 (energy dissipation rate) のリモートセンシングによる定量的な計測は，

近年，大気レーダーによってはじめて可能となった [Weinstock, 1981; Hocking,

1983]．　

3.4節で述べたように，大気レーダーの散乱スペクトルは，ブラッグ波数成分

の乱流の渦 (乱渦) をトレーサーとする散乱体積内のさまざまなスケールの渦の

速度分布を反映している．すなわち，中心周波数が散乱体積内の平均視線風速に，

スペクトル幅が乱流に起因する風速分散に対応している．また，スペクトル強度

も乱流強度に比例する．これらのパラメータをもとに，鉛直渦拡散係数やエネル

ギー散逸率を求めることができる．

7.3.1 スペクトル幅の推定

レーダーエコーは，ビームの散乱体積内にある個々の散乱体からの後方散乱信

号の総和である．個々の散乱体は平均的には背景風に乗って運動 (移流) してい

る．このため，ある高度のレーダーエコーのパワーペクトルは，背景風による平

均ドップラー偏移の周りに個々の散乱体のランダムな運動が重畳した分布をして

おり，その分布形状は一般にガウス分布となる．スペクトル幅は散乱体積内の速

度成分の広がりを反映しており，乱流のほか，さまざまな要因が寄与している．

主な要因として，レーダービームが広がりを持つことに起因するビームブロード

ニング (beam broadening)，散乱体積内に背景風の鉛直シヤーが存在することに

よるシヤーブロードニング (shear broadening)，および観測時間の推移に伴う背

景風速の時間変動によるブロードニングがある [例えば Hocking, 1983]．したがっ

て，乱流の寄与分を正しく把握するには，これらの要因を取り除くことが重要で

ある．

ビームブロードニング 散乱体積内の視線方向の速度成分をレーダービームの主

軸方向の成分で代表させているが，実際にはビームの広がりによって個々の散乱

体に対する視線方向が微妙に異なる．このため，背景風が散乱体積内で一様であっ

ても，図 7.7に示すように，散乱体積内の各部分で風速の視線方向成分が少しず

つ異なり，パワースペクトルで見るとレーダービームの主軸方向風速を中心とし
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図 7.7 レーダービームの広がりによるパワースペクトルの広がり (ビームブロードニング) の
概念

てスペクトル幅が広がることになる．この効果はビームブロードニングと呼ばれ，

ビーム幅が広いほど影響が大きい．ビームブロードニングの大きさは，背景風と

アンテナパターンから推定される．すなわち，一様な背景風がビーム主軸方向と

直交していると仮定して散乱体積内の各点で背景風の視線方向成分を求め，これ

をビームパターンで重み付けをして積分することによって計算される．しかし，

通常の大気レーダーのようにビーム幅が数度程度である場合は，近似的に

σ 1
2B = θ 1

2
vh (7.42)

によって求められる [Hocking, 1985]．ここで σ 1
2Bはスペクトルの片側半値幅，θ 1

2

はレーダービームの送受 (往復)の片側半値幅，vHは背景風速を示す．例えばビー

ム幅 4◦(� 7.0 × 10−2 rad)，水平風速 20 m s−1 では σ 1
2B � 1.4 m s−1 であり，

ビームブロードニングによるスペクトルの広がりへの寄与分は 2.8 m s−1 程度に

なる．現実に，種々のブロードニングの中でビームブロードニングはスペクトル

幅に最も大きな影響を与えている．

散乱体積が乱流で満たされており，乱流が背景風に乗って移流している場合は，

パワースペクトルは，乱流によるスペクトルとビームブロードニングによるスペ

クトルの畳み込み積分で表現される．したがって，それぞれのスペクトルを共に

ガウス分布とみなせば，レーダー観測によって得られるスペクトル幅 (片側半値

幅) を σ 1
2
とするとき，

σ2
1
2

= σ2
1
2 turb + σ2

1
2B (7.43)
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図 7.8 水平風シヤーによるパワースペクトルの広がり (シヤーブロードニング) の概念

となる．ここで，σ 1
2 turb は乱流によるスペクトル幅 (片側半値幅) である．

シヤーブロードニング 乱流の背景風そのものが散乱体積内で不均一であれば，

風速の視線方向成分も散乱体積内の各部で異なり，観測されるパワースペクトルは

広がる．実際には散乱体積内の各高度で背景風はほぼ一様と見なして支障がない．

一方，水平風には大気中の波動の効果などにより鉛直方向に速度変化 (シヤー) が

生じることがある．これが大きな値を持つとスペクトルを広げる要因となる．こ

の効果はシヤーブロードニングと呼ばれる．シヤーブロードニングは図 7.8に示

すように背景風の視線方向成分が関与するもので，鉛直ビームではほぼ無視でき

るのに対して，ビームの天頂角が大きくなればその効果が大きく現れる．

図 7.8において，水平風のビーム方位角方向成分の鉛直シヤーを Sw [s−1] とす

るとき，シヤーブロードニングによるスペクトル幅 (片側半値幅)σ 1
2S は

σ 1
2S =

Sw sin θΔr

2
(7.44)

で与えられる．ここで，θはビーム主軸の天頂角，Δrは散乱体積の距離方向の大

きさで，3.3.2項で述べたように散乱体積の深さに等しく，Δr = cτ/2である．
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図 7.9 時間変動によるパワースペクトルの広がりの概念

さて，背景風の鉛直シヤーの大きさは，12.3.1項で論じる大気重力波の砕波注 3) な

どの不安定解消作用を考慮することにより，以下のように見積もられる．すなわ

ち，温度成層の指標であるブラント・バイサラ振動数 を N とすると，現実の大

気中では種々の不安定解消作用が働いて

Ri ≡ N2

|∂u/∂z|2 ≥ 1

4
(7.45)

が成り立つ．ここで，Ri は水平風の鉛直シヤーのある密度成層した大気の安定

性を表すリチャードソン数 (Richardson number) 注 4) ，また，|∂u/∂z|は水平風
の鉛直シヤーの絶対値を表す．一般に中層大気中ではN は |∂u/∂z|に比べて小さ
く，N � 0.02 s−1 の程度であるから，近似的に |∂u/∂z| ≤ 0.04 s−1 となる．例

えば天頂角 θ = 10◦，Δr = 150 mのとき，式 (7.44) から，σ 1
2S ≤ 0.5 m s−1 と

なる．

時間変動によるブロードニング 大気レーダーの観測では，7.1.2項で論じたよ

うに，検出能を改善するためにパワースペクトルを各周波数成分ごとに加算する

インコヒーレント積分が行われる．この間に風速変動があれば，各パワースペク

トルのドップラー偏移が少しずつ異なり，図 7.9に示すように加算されたパワー

スペクトルの幅は単一パワースペクトルに比べて広がってしまう．このような風

注 3) 各種の不安定作用によって波が砕けること．12.3.1 項参照．

注 4) 重力に打ち勝って鉛直方向に接する空気塊を入れ替えるのに必要な位置エネルギーと，仕事を

するために用いることのできる運動エネルギーの比を示す．Ri < 1/4 になるとシヤー不安定が発生

し，この不安定は Ri < 1 の条件では消滅せずに維持される．また，Ri < 0 のときは対流不安定が

生じる．
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速変動の主な要因になるのは大気重力波で，なかでもブラント・バイサラ振動数

N に近い周波数を持つ振動成分が最も大きく寄与する．その振幅をW とすると，

インコヒーレント積分時間 τ の間の視線方向風速 vr の分散 (v′τ )2 は

(v′τ )2 =
W 2

2

j
1 − 2

N2τ2
(1 − cos Nτ)

ff
(7.46)

で与えられる [Hocking, 1988]．観測から直接 (v′τ )2 を求めることはできない．し

かし，vr の連続する 2つのデータの差が近似的にガウス分布をすることが観測に

より知られていることから，上式の τ を 2τ に置き換えて，2τ の間の分散 (v′2τ )2

を定義することが可能である．これから，時間変動ブロードニングによるスペク

トル幅 (片側半値幅) σ 1
2T は次式で与えられる．

σ2
1
2T = 2 ln 2(v′τ )2

� 2 ln 2
1 − (2/N2τ2)(1 − cos Nτ)

1 − (1/2N2τ2)(1 − cos 2Nτ)
(v′2τ )2

� 4(v′2τ )2 (7.47)

式 (7.43) を拡張すれば，乱流によるスペクトル幅 σ 1
2 turb は，レーダー観測で

得られるスペクトル幅 (片側半値幅) σ 1
2
から本節で論じた種々のブロードニング

効果，すなわちビームブロードニング，シヤーブロードニング，および時間変動

ブロードニングを除いた

σ2
1
2 turb = σ2

1
2
− (σ2

1
2B + σ2

1
2S + σ2

1
2T) (7.48)

で与えられる．実際に乱流パラメータと関係付けられるのは，乱流によるランダ

ムな風速変動の分散 v2
rms である．v2

rms は真のスペクトル幅で，式 (7.48) で求め

た σ2
1
2 turb

と

v2
rms =

1

2 ln 2
σ2

1
2 turb � 0.72σ2

1
2 turb (7.49)

で関係付けられる注 5) [Hocking, 1983, 1985]．以降，特に断らない限り速度成分

はレーダー観測結果から種々のブロードニング効果を除いた乱流成分のみとみな

して議論を進める．

注 5) exp(−σ2
1
2 turb

/2σ2
rms) = 1/2 から導かれる．
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7.3.2 乱流パラメータの推定

慣性小領域 大気乱流の時間・空間スケールの広がりは最大 105 倍にも及ぶ．一

般に，3次元乱流は浮力や風速シヤーによって生成され注 6) ，そのエネルギーは

生成も消滅もせず大きな渦から小さな渦へと受け渡される．この領域は慣性小

領域 (inertial subrange) と呼ばれ，エネルギースペクトルが波数の −5/3 乗に

比例することが知られている．粘性による摩擦が効果を持つ最小渦にまで至る

と，運動エネルギーが熱エネルギーに変換されて失われる．この領域を粘性小領

域 (viscous subrange) と呼ぶ注 7) ．図 7.10に慣性小領域 [l0, LB] の高度変化を

示す [Hocking, 1985]．ここで，l0 および LB はそれぞれ半波長スケールおよび

浮力スケール注 8) である．慣性小領域は，高度とともにレイノルズ数 (Reynolds

図 7.10 慣性小領域の高度プロファイル．Hocking [1985] より改変

注 6) 乱流が生成される領域を浮力小領域 (buoyancy subrange) と呼ぶ

注 7) 散逸領域とも呼ぶ．

注 8) 最大スケール．大気重力波の高周波限界であるブラント・バイサラ振動数 N を持つモードに

対応するため，浮力 (buoyancy) スケールと呼ばれる．
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number) 注 9) が小さくなることにより狭くなる．

エネルギー消散率 慣性小領域では，乱流の波数 κに関するスペクトルであるエ

ネルギー波数スペクトル S(κ)は，慣性小領域における乱流の特性を定める単位

質量当たりのエネルギー消散率 εを用いて

S(κ) = aε
2
3 κ− 5

3 (7.50)

で表される．ここで，a(= 1.5)はコルモゴロフ (Kolmogoroff) 定数とする．

レーダー波長が慣性小領域にあるとき，観測できるのは浮力スケールから半

波長スケールの乱渦までの運動である．したがって，スペクトル幅，すなわち式

(7.49) で与えられる速度分散は，式 (7.50) で与えられるエネルギー波数スペクト

ルの浮力スケールから半波長スケールまでの積分と

3

2
v2
rms =

Z κb

κB

aε
2
3 κ− 5

3 dκ (7.51)

で関係付けられる．ここで，κB および κb はそれぞれ浮力スケールに対応した波

数およびブラッグ波数 である．κB � κb として式 (7.51) を解くと，

ε � a−3/2κBv3
rms (7.52)

となる．ここで，乱流の低波数極限は

κB =
N

vrms
(7.53)

と表されるので，これを式 (7.52) に代入すると，εは

ε � a−3/2Nv2
rms = CtNv2

rms (7.54)

で与えられる．ここで，Ctは定数で理論的にはCt � a−3/2 � 0.5となるが，一般

には，Weinstock [1981] が上式の関係を成層圏で実測された多くのデータにあて

はめて導出した経験値 Ct � 0.4が用いられることが多い [Hocking, 1983, 1985]．

注 9) 流体の慣性力と粘性力の相対的な大きさを示す無次元数である．代表的な長さを L，流速を U，

動粘性係数を γ (流体の粘性係数をその密度で割った値) とするとき，レイノルズ数Reは Re = UL/γ

で与えられる．乱流の生成と存在は，Re が大きく，一般に 103 を越える値になるためである．γ が

増し Re が減少すると，流体は粘性的となり乱流は消滅する．
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鉛直渦拡散係数 鉛直渦拡散係数 (vertical eddy diffusivity) K は次式で定義さ

れる．

K = −Θ′w′
ffi

∂Θ

∂z
(7.55)

ここで，zは高度，wは鉛直流，Θは温位 (potential temperature) 注 10) ，(¯)と

(′)はそれぞれ平均場と変動成分を表す．また θ′w′ は乱流による鉛直熱輸送量で
ある．一方，温位とブラント・バイサラ振動数 N は

N2 ≡ g

Θ

∂Θ

∂z
(7.56)

の関係にある．ただし gは重力加速度である．いま，乱流によるエネルギー消散

がレイノルズ応力によるエネルギー生成と平衡する状態を考えると，

ε = −∂u

∂z
u′w′ +

g

Θ
Θ′w′ =

„
1 − 1

Rf

«
g

Θ
Θ′w′ (7.57)

となる．ここで uは水平風で

Rf ≡ g

Θ
Θ′w′

ffi
∂u

∂z
u′w′ (7.58)

はフラックス・リチャードソン数 (flux Richardson number) である．式 (7.56) ～

(7.58) を式 (7.55) に代入れば

K =
βε

N2
(7.59)

β ≡ Rf

1 − Rf
(7.60)

が得られる．β は経験的に決められ，下部成層圏では，Lilly et al. [1974] にした

がい Rf = 1/4を用いると，β = 1/3 � 0.3となる．

7.3.3 大気屈折率と乱流構造定数 の関係

2.2.2項で論じたように，大気の屈折率 nは大気圧，大気温度，および水蒸気

圧の関数になり，式 (2.84) で示される．屈折率 nの変動の分散値 δnは 3次元ス

注 10) 大気圧 p，大気温度 T の状態にある空気塊を断熱的に気圧 p0 まで移動させたときの温度を

温位 Θ という．大規模な運動を考える場合には空気は断熱変化をすると考えられるので温位は保存量

(Lagragian conserved quantity) である．一般に p0 は 1000 hPa とされる．



7.3. 乱流の観測 203

ペクトル Φ(κ)と次式で関係付けられる．

δn2 =

Z ∞

κB

Φ(κ)dκ (7.61)

ここで，κB = 2π/LB である．

式 (3.116) および (3.120) を用いて式 (7.61) を書き換えれば，

δn2 =
5

12
C2

n

Z ∞

κB

κ−5/3dκ (7.62)

となる．ただし式 (3.116) において指数 p = 5/3としている．式 (7.62) を C2
n に

関する式として表現すれば

C2
n = 5.45L

−2/3
B δn2 (7.63)

となる．これを式 (3.121) に代入すると

η = 2.07L
−2/3
B λ−1/3δn2 (7.64)

が得られる．

式 (7.63) において，Tatarski (1961) は δn2 に代えて屈折率勾配Mn を用いて

次の関係を導いている．

C2
n = κ2αL

4/3
B M2

n (7.65)

ここで，高度 z に対してMn = dn/dz で，乾燥大気の場合，Mn は式 (2.84) か

ら次式のように導かれる注 11) ．

Mn = −7.76 × 10−5 p

T

N2

g
(7.66)

ただし式 (7.66) の p は大気圧である．また，κ および α は定数で，κ2 � 2.8，

α � 1.0である．これまでの研究から

LB = Fε1/2N−3/2 (7.67)

であることが知られている [Crane, 1980; Hocking, 1985]．ここで，F は定数で

F = 2π/0.62が一般的に使われている．式 (7.65) および (7.67) から

C2
n ∝ ε2/3M2

nN−2 (7.68)

注 11) 式 (7.66) の詳細な導出は 7.5 節参照．
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が得られる．レーダーシステムの諸元が既知であるとき，7.1.3項で述べたように

受信電力から η を求め，それから C2
n を推定し，さらに C2

n から εが求められて

いる [Hocking, 1985; Cohn, 1995]．

次に，式 (3.121) と式 (7.68) から

η ∝ ε2/3M2
nN−2λ−1/3 (7.69)

が導かれる．式 (7.66) において，p/T は大気密度に比例するがその変動は比較的

小さい．したがって乾燥大気中ではMn は N2 に比例する．この関係を式 (7.69)

に当てはめると，ηはN2に比例することが分かる．また，ηは同式から明らかな

ように波長の −1/3乗に比例する．一方，δn2 は波長に依存せず，また式 (7.68)

から C2
n も波長に依存しない．

これに対して，50 MHz帯レーダーで卓越する分反射からは，実際上，乱流の

情報が得られない．すなわち，分反射係数 |ρ2|は次式で示すようにM2
n とブラッ

グ波長スケールの屈折率揺らぎの強度 E(λ/2)の積に比例することが示されてい

る [VanZandt and Vincent, 1983; Gage et al., 1985]．

|ρ2| = CM2
nE

„
λ

2

«
(7.70)

ここで，Cはレーダーシステムの諸元などで定まる定数である．Tsuda et al. [1988]

はMUレーダーで観測された分反射エコー強度と，ラジオゾンデにより同時に観

測されたM2
n の値を比較し，両者が良く一致することから，分反射係数の高度プ

ロファイルが主としてM2
n によって定まることを示している．なお，式 (7.70) か

ら，分反射強度はM2
n，言い換えれば N4 に比例することが分かる．N2 がほぼ

一定の成層圏ではMnは高度とともに大気密度のスケールハイト注 12) (約 7 km)

で小さくなる．

7.4 温度プロファイルの観測

7.4.1 RASS法による大気温度の測定

RASS (radio acoustic sounding system) は，大気レーダーと音波源の組み合

わせによって大気温度を測定するシステムである [例えば Marshall et al., 1972;

注 12) 2.2.4 項，式 (2.95) を参照．
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Matuura et al., 1986; Tsuda et al., 1989a]．図 7.11に示すように，音波を上空大

気に向かって発射すると大気密度にごく微弱な疎密が生じ，屈折率が変化する．

大気レーダーでこの音波面に向かって電波を発射すると，生じた屈折率の変化に

より電波が散乱される．音速は大気運動よりも 10～100倍程度高速であるため，

受信信号の周波数スペクトルでは，音波はほぼ完全に大気エコーと分離した形に

なっている．したがって，この後方散乱信号から音波成分を取り出せば，そのドッ

プラー偏移から音速を求めることができる．さらに，音速が大気の温度に依存す

ることを利用すれば大気温度を測定することができる．この測定は，従来から行

われているラジオゾンデ観測と比べて空間的にも時間的にも非常に高い分解能で

行うことができる．

見かけ上の音速 (apparent sound velocity)caは，真の音速 (true sound velocity)

cs と背景風の速度 v の和として

ca = cs + v (7.71)

で示される．したがって，RASS法で得られる音速 ca は

ca = cs · i + v · i (7.72)

図 7.11 RASS観測の原理．津田 [2001] より改変
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となる．ここで，iは視線方向の単位ベクトルである．また，ca は大気レーダー

観測で得られるドップラー周波数 fda と

fda =
2ca
λ

(7.73)

の関係にある．ただし λはレーダー波長である．簡単のため，背景風がないと仮

定すれば，音速 ca(= cs) [m s−1] と大気温度 T [K] は次式で関係付けられる．

ca = Kd

√
T (7.74)

ここで，Kd は湿度によって変化する定数であり，乾燥大気中では

Kd =

r
γR

M
� 20.047 [m s−1 K−1/2] (7.75)

である．ただし γ は理想気体の比熱比 (specific heat ratio)，R は気体定数，M

は大気の平均分子量である．レーダーで観測される fdaを式 (7.73) に適用して求

めた ca を式 (7.74) に代入することによって，高度 z に対する温度プロファイル

T (z)が得られる．

湿潤大気中では，乾燥大気中に比べて音速はわずかに大きくなる．このとき，

湿潤大気の温度は式 (7.74) から

Tv =

„
ca
Kd

«2

(7.76)

で示される．ここで，Tv は大気の仮温度 (virtual temperature) ，すなわち水蒸

気混合比が q [kg kg−1] の実際の湿潤大気と同一の気圧と体積を持つ乾燥大気を

仮定した場合の等価温度で，実温度 T とは

Tv = (1 + 0.608q)T (7.77)

で関係付けられる．

7.4.2 屈折率の変化とRASS法のレーダー方程式

屈折率の変動 下層大気中では，式 (2.84) に示した大気による電波の屈折率 n

に寄与する電子密度の効果は無視できる．このとき，nは大気圧 p [hPa]，大気温

度 T [K]，および水蒸気圧 e [hPa] を用いて次式で示される．

n = 1 + 7.76 × 10−5 p

T
+ 3.73 × 10−1 e

T 2
(7.78)
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上式の右辺第 2項および第 3項はそれぞれ乾燥大気および湿潤大気の寄与である．

第 3項は次節で水蒸気プロファイルを論じる際には有用であるが，本項では簡単

のためこれを省略し，乾燥大気について論じる．このとき nは次式で表される．

n = 1 + 7.76 × 10−5 p

T
(7.79)

大気圧の変動 dpによって生じる nの変動は，式 (7.79) から

dn = 7.76 × 10−5
„

dp

T
− p

dT

T 2

«
(7.80)

で与えられる．ここで dT と dpの間には

dT =
γ − 1

γ

T

p
dp (7.81)

の関係がある．式 (7.81) を式 (7.80) に代入すれば，屈折率の変動と温度の関係

式として

dn = 7.76 × 10−5 1

Tγ
dp (7.82)

が得られる．

音波強度 音波強度 (acoustic intensity) Ia [W m−2] は，伝搬方向に直角な単位

面積を毎秒通過する音波エネルギー (sound power) で，音圧注 13) pを用いて

Ia =
p2

ρacs
(7.83)

で与えられる．ここで，ρa は大気密度 [kg m−3]，cs は真の音速 [m s−1] である．

出力 Pa，利得 Gat の音源から送信された音波の距離 rでの強度は

Ia(r) =
PaGat

4πr2
(7.84)

となる．式 (7.83) および (7.84) から，距離 rでの音圧 pは

p(r) =

r
ρacsPaGat

4πr2
(7.85)

注 13) 音波通過によって生じる気圧の変動の 2 乗平均平方根 (root mean suare; rms)
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で示される．式 (7.82) の dpに対して式 (7.85) を用いれば，屈折率の変動 dnの

rmsである nは

n(r) =
Aa

r
(7.86)

となる．ここで，Aa は音波源の諸元と大気の状態によって決まる定数で

Aa = 7.76 × 10−5 1

Tγ

r
ρacsPaGat

4π
(7.87)

で与えられる．

RASS法のレーダー方程式 音波面からの後方散乱による大気レーダーの受信電

力 Par は，詳細を付録 Cに示すように

Par = Aa
4π2Pt

λ2r2

„
Δr

2

«2

sinc2
»
(2k − ka)

Δr

2

–
(7.88)

で与えられる [Marshall et al., 1972]．ただし sincx = sinx/x とする．Aa は式

(7.87) で与えられる定数，Ptおよび λはそれぞれ大気レーダーの送信出力および

波長，rは大気レーダーから音波面までの距離，Δr は距離分解能である．また，

k および ka は，それぞれレーダーの波数および音波の波数である．

7.4.3 ブラッグ条件と背景場

ブラッグ条件 RASSエコーを受信するためには，音波の波数ベクトル kaとレー

ダー電波の波数ベクトル kの間に，ブラッグ条件 (Bragg condition)

ka = 2k (7.89)

が成立しなければならない．このためには，両者の波数ベクトルの方向および振

幅が

ka//k (7.90)

|ka| = 2|k| (7.91)

の条件を満足することが求められる．式 (7.90)は音波面がレーダービーム方向と

直交すること，また式 (7.91) は音波の波長がレーダー波長の半分の長さであるこ
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図 7.12 RASS観測における周波数掃引の概念．Adachi [1996] より改変

とを示している．例えば，50 MHzおよび 1300 MHzの各送信周波数の大気レー

ダーでは，音波の周波数はそれぞれ 110 Hzおよび 2.86 kHz前後に設定される．

ただし，高度によって温度が異なり，したがって音速が変化するために，一般に広

い高度範囲にわたって式 (7.91) の条件を満足させることは容易ではない．このた

め，単一周波数ではなく周波数を時間掃引した音波を用いて観測を行う [Masuda

et al., 1992]．図 7.12は RASS観測における音波周波数の掃引を概念的に示した

ものである．図中の上段は音源の周波数掃引，下段は大気温度のプロファイルを

示す．音源に fa1，fa2，fa3 の 3種類の周波数が用いられるとき，ブラッグ条件

のしきい値を満たす周波数範囲，すなわち同図の破線で示す楕円に相当する高度

で温度測定が可能になる．

背景風の影響 式 (7.72) の右辺第 2項は背景風の視線方向成分 vr で，通常の大

気レーダー観測によって求められる．したがって，式 (7.76) は背景風を考慮した

場合は

Tv =

„
ca − vr

Kd

«2

(7.92)

となる．実際の観測対象となる対流圏では一般に高度が上がるにしたがって水平

風速が増大するため，RASS観測が可能な範囲は温度と水平風の存在に大きく依
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存している [Masuda, 1988]．

図 7.13は，音波源から発した音波面前面が伝搬する様子を，1秒後から 29秒

後まで 2秒ごとに示したものである． (a) では音速 cs(z) [m s−1] が高度 z [m] に

対して cs(z) = 331− 2.8× 10−3zと線形に変化し，背景風は無いと仮定した．高

度の増加に伴い音速が低下するため，音波面の断面は水平方向に長軸を持ち，高

度軸に対象な楕円となる．一方， (b) では音速が (a) と同一で，かつ水平風 u(z)

[m] が高度に対して u(z) = 0.1 + 4.5× 10−3zと線形に変化すると仮定した．この

場合，音波面は風下側に押しやられ，ゆがんだ形状となる．

一般に大気温度と風向風速は高度とともに変化するため，音速は鉛直方向と水

平方向で異なる．このため，縦波である音波面は鉛直方向と水平方向で曲率が変

図 7.13 音波面の断面シミュレーション (a) 音速が高度に対して線形に減少し，背景風がな
いと仮定した場合． (b) 音速変化は (a) と同一で，水平風が高度と共に線形に増大
すると仮定した場合．Masuda [1988] より改変
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化し，波源から離れるにしたがい電波の波数ベクトルと音波面を直交させること

が困難になり，これが RASS法の観測範囲を制限することになる．

図 7.14は，2次元音波面レイトレーシング (ray-tracing of acoustic wave fronts)

によって，RASS法の探知範囲をシミュレーションした結果を示す [Adachi, 1996]．

図中の同心円状の曲線は音波面が伝搬する様子を 5秒間隔で示す．陰影領域は，

レーダービームと音波面が直交する点に近い領域，すなわち RASS観測が可能な

領域を示し，レーダービーム主軸と音波面が直交する点からの距離によってラン

ク分けされている． (a) ～ (d) の各図において，音速は高度と共に図 7.13の場

合と同一の値で変化すると仮定している． (a) は無風時， (b) は全高度で左から

図 7.14 2 次元音波面トレーシングによって求めた RASS 観測の探知範囲．図中の式の u

は水平風速 [m s`1]，z は高度 [m]，Lは大気レーダーアンテナの中心から音波源
までの距離を示す [Adachi, 1996]
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右に 2 m s−1 の水平風が存在するとしたときのものである．また， (c) は，図

7.13(b) と同様に高度 z [m] に対して水平風が u(z) = 0.1 + 4.5 × 10−3z で線形

に変化すると仮定したとき， (d) は (c) と同じ温度および背景風の条件で，レー

ダーアンテナと音波源を 200 m離した場合のものである．

これらの図から，無風時を除き，レーダービームを鉛直方向に固定したままよ

り，適宜音波面に直交するように走査すると RASS観測がより高い高度範囲まで

可能となること，すなわち RASS法にはレーダービーム走査が有効であることが

示される．また，レーダーアンテナから離して複数の音波源を設置し，これらを

同時に動作させると RASS法の観測範囲をさらに拡大する上で有効である．

7.5 水蒸気プロファイルの推定

大気のエコー強度から水蒸気プロファイルを推定するプロセスでは，まず屈折

率勾配Mn を求め，次いでMn と温度プロファイルから水蒸気プロファイルを得

る．ただし，レーダーで得られるのは絶対値 |Mn|であるため，その符号判定に
工夫が求められる．

ブラント・バイサラ振動数 ブラント・バイサラ振動数 N は RASS法で得られ

た温度プロファイルから求めることができる．すなわち，式 (7.56) で示した N

の自乗値は，温位 Θあるいは大気温度 T を用いて

N2

g
=

1

Θ

∂Θ

∂z
=

1

T

„
∂T

∂z
+ Γ

«
(7.93)

で示される．ここで，g は重力加速度，z は高度である．Γは乾燥断熱減率 (dry

adiabatic lapse rate) で，g と定圧比熱 Cp(= 1004 [J K−1 kg−1] ) により Γ =

g/Cp = 9.80 [K km−1] で与えられる．また，Θは T と大気圧 pを用いて

Θ = T

„
p0

p

« R
Cp

(7.94)

で表される．ここで，p0は1000 hPa，Rは乾燥空気の気体定数 (= 287 [J K−1 kg−1])

である．
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混合比 湿潤大気の水蒸気密度と大気密度の比が混合比 (mixing ratio) q で，気

圧 pと水蒸気圧 eを用いて

q = 0.622
e

p
(7.95)

で与えられる．式 (7.78) の T および eをそれぞれ式 (7.94) および (7.95) で置き

換えると，屈折率 nは次式で表される．

n = 1 + 7.76 × 10−5 p

Θ

„
p0

p

« R
Cp

"
1 + 7800

q

Θ

„
p0

p

« R
Cp

#
(7.96)

屈折率勾配 屈折率勾配Mn は 7.3.3項で述べたようにMn = dn/dzで定義され

るため，式 (7.93)， (7.94)，および (7.96) から

Mn = −7.76 × 10−5 p

T

„
N2

g
+ 15600

q

T

N2

g
− 7800

T

dq

dz

«
(7.97)

で表現される [Ottersten, 1969b]．式 (7.97) は q(z)に関する以下の式に書き換え

られる．

dq

dz
+ A(z)q = B(z) (7.98)

ただし

A(z) = −2N2

g
(7.99)

B(z) = 1.65
T 2

p
Mn +

1

7800

„
dT

dz
+ Γ

«
(7.100)

である．式 (7.98) において z = z0 で q(z0) = q0 かつ Θ(z0) = Θ0 となる境界条

件を与えれば，混合比の高度プロファイル q(z)を以下のように解くことができる．

q(z) = Θ2
»Z z

z0

B(z) Θ−2dz +
q0

Θ2
0

–
(7.101)

ただし式 (7.69) が示すように，η ∝ M2
n であるから ηの観測値から推定されるの

は |Mn|である．したがって，Mnを式 (7.100) に用いるにはその符号を決めるこ

とが必要である．この符号決定を同じレーダー観測で行うことは不可能とされて

おり，気球観測結果を参照する方法，Mn と N2 の相関関係を用いる方法などが

提案されている．最近では，GPS (global positioning system) ゾンデで得た GPS
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電波の伝搬遅延から可降水量を計算し，次のように符号決定する方法が有効とさ

れている．すなわち，レーダー観測で推定される水蒸気プロファイルを高度方向

に積分して可降水量を算出し，これが GPSによる可降水量と大きく相違しない

ようにMnの符号を適宜修正する．なお，式 (7.101) 中の温位Θは RASS観測で

得られた仮温位を用いて計算される．仮温位と実温位の差は対流圏の水蒸気の多

いところで数 Kであるので Θには最大で 1%程度の誤差が含まれることになる．

しかしこれによる比湿の差は高々1～2%である [Furumoto et al., 2003]．

7.6 レーダー干渉計法

大気レーダーの新しい観測手法として注目されているのがレーダー干渉計 (radar

interferometry; RI) 法で，レーダーのビーム幅やパルス幅で定まる分解能を超え

た細かい分解能を実現する応用手法である．

これまで述べてきたように，レーダーの距離分解能はパルス幅によって決まる．

したがって，パルス幅を狭くすれば距離分解能は上がるが，一方，パルス幅は周

波数帯域幅と関連するため，むやみに帯域幅を拡げることはできない．また，パ

ルス幅を抑えることは受信信号の SNRを低下させることにつながる．このため，

大気レーダーの場合は距離分解能 (高度分解能) を 150～600 m程度に設定するの

が一般的である．また，角度分解能はアンテナのビーム幅によって決まり，アン

テナ開口径に依存する．アンテナ開口を広げるほど角度分解能が向上するが，ア

ンテナ設置スペースなどの物理的な制約がある．このため，アンテナビーム幅は

一般に数度程度に設定されている．干渉計はこれらの制約を超えた分解能を実現

し，対象標的の散乱体積内部に含まれる乱流分布などの微細な構造を解き明かす

手法である [例えば Fukao and Palmer, 1991]．

7.6.1 SDI法

SDI (spatial domain interferometry)法は，複数の受信アンテナを適当に離して

設置し，受信電波の空間的な位相差を測定することにより，散乱体をアンテナビー

ム幅よりも細かな角度分解能で測定する手法である [Palmer et al., 1991; Larsen

et al., 1992]．

レーダーの波長 λ，アンテナ開口径 Da に対して，ビーム幅は λ/Da に比例す
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る．通常，レーダー観測ではこのビーム幅よりも大きい対象標的にビームを照射

し，散乱体積内が対象標的によって満たされた状態で観測を行うことを前提にし

ている．このため，角度分解能はレーダービーム幅に等しい．これに対して，SDI

法では間隔を置いた複数のアンテナで受信した信号の位相差を利用してビーム幅

内の対象標的の方向を測定する．実際には同一基線上にない 3台の受信アンテナ

を用いることが一般的であるが，簡単のため隣接した 2台の受信アンテナを例に，

SDI法の概念を示す．図 7.15は，天頂角 δ に位置する水平速度 v の対象標的か

らの後方散乱波を，間隔Daで設置された 2台のアンテナで受信する様子を示す．

ここで，対象標的はいずれのアンテナからもビーム内に包含されているとする．

アンテナ 1および 2で受信した信号の複素フーリエ変換を行った結果を模式図

的に示すと，図 7.16のようになる．2台のアンテナから見た対象標的の天頂角は

ほぼ δであるから，水平速度の視線方向成分 v sin δは，2台のアンテナ共に同図

の上段に示す速度スペクトルのピーク位置に現れる．それぞれのアンテナと対象

標的の距離はほぼ同じであるため，2台のアンテナ間で受信電力強度に差はほと

んど生じない．

一方，各アンテナの受信位相は波数と対象標的までの距離で決まり，わずかな

図 7.15 SDI 法の概念を示す図
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図 7.16 2 台のアンテナで得た受信信号のフーリエ変換結果の模式図

距離差でも両アンテナの受信信号の位相には

φ = φ1 − φ2 = kDa sin δ (7.102)

で示される差が生じる．ここで，kは波数で，k = 2π/λで与えられる．この様子

が図 7.16の下段に示される．

風ベクトルの推定 SDI法において，視線方向の速度成分 vr の標的を図 7.17の

基線に沿う 2台のアンテナで受信するとき，信号の位相差 φは，図 7.15の天頂

角 δが十分小さいとすると，式 (7.102) から

φ = kDa cos(α − θ) sin δ � kDa cos(α − θ)δ (7.103)

で与えられる．ここで，αおよび θはそれぞれ 2台のアンテナを結ぶ基線および

風ベクトルの方位角を示す．一方，vr は以下のように与えられる．

vr = vh sin δ + w cos δ � vhδ + w (7.104)

ただし vhと wはそれぞれ水平風および鉛直流である．式 (7.104) を式 (7.103)に

代入すれば，φは vr の関数として

φ(vr) =

j
kDa cos(α − θ)

vh

ff
vr −

j
wkDa cos(α − θ)

vh

ff
(7.105)
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図 7.17 SDI 法による風推定で用いる座標における 2 台のアンテナの位置関係

で示される [Palmer et al., 1991]．

式 (7.105) は単一の孤立標的に対するものであるが，大気のような分布型標的

にも当てはまる．受信信号の位相は散乱体の位置に依存する．数度程度の細いレー

ダービーム幅内では風速は一様とみなされることから，散乱体の天頂角が正から

負に変化するにつれ視線方向速度 vr も連続的に変化する．例えば天頂角が −δに

ある標的の vrは δにある標的とは大きさが同じで符号が逆向きとなる．このため，

φは式 (7.105) に従って直線的に変化する．1組のアンテナで大気散乱による信

号を受信するとき，それらのクロススペクトル注 14) を取るとその位相 φが vr の

一次関数になることが既に観測的にも示されている [Farley et al., 1981; Röttger

et al., 1990]．このとき，式 (7.105) は φ(vr) = mvr + bの形で表される．傾きm

および切片 bはそれぞれ

m =
kDa cos(α − θ)

vh
(7.106)

b =
−wkDa cos(α − θ)

vh
(7.107)

である．ここで，u′ = sin θ/vh, v′ = cos θ/vh とすると，式 (7.106) は

m = kDa(u
′ sinα + v′ cos α) (7.108)

注 14) パワースペクトルが自己相関関数のフーリエ変換で与えられるのに対し，クロススペクトル

は相互相関関数のフーリエ変換で定義される [例えば日野, 1977]．
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となる．2組のアンテナ対から 2組の独立なmと αが決まれば上式により，u′と
v′ が一意的に決まる．いま，アンテナ 1，2およびアンテナ 1，3の各アンテナ対

によるmと αをそれぞれ (m12, α12)および (m13, α13)とすれば，u′ と v′ はそ
れぞれ

u′ =
1

kDaΔ
[m12 cos α13 − m13 cos α12] (7.109)

v′ =
1

kDaΔ
[m13 sinα12 − m12 sinα13] (7.110)

となる．ただしΔ = sin α12 cos α13 − sin α13 cos α12 とする．以上から u′ および
v′ が得られれば，水平風 vh および風ベクトルの方位 θは

vh =
1p

(u′)2 + (v′)2
(7.111)

θ = arctan

„
u′

v′

«
(7.112)

によって求められる．一方，鉛直流は上で求められた vh を用いて式 (7.107) に

よって計算される．あるいは式 (7.105) で φ = 0となるときの視線方向速度 vr か

ら，次式で与えられる．

w = vr|φ=0 = − b12
m12

(7.113)

50 MHz帯大気レーダーでは，散乱層が水平からわずかに傾いている場合，水平風

の漏れ込みが生じて鉛直ビームで正確な鉛直流が測定されないことがある．しか

し，SDI法では 2組のアンテナ間の位相が零になるとき，すなわちレーダービー

ムが正確に天頂を向くときには，鉛直流に寄与するのは真の鉛直流のみであるこ

とから正確な測定が可能である．

7.6.2 FDI法

受信信号の位相は，散乱層の視線方向位置に関連している．FDI (frequency

domain interferometry)法は，わずかに周波数の異なる複数の送信波を照射し，受

信信号間の位相差をもとにしてレーダーの送信パルス幅よりも細かい高度分解能

を得る手法である [Kudeki and Stitt, 1987]．一般に，FDI法では鉛直方向にビー

ムを照射する．図 7.18に示す FDI法の概念図のように，連続する 2つの送信パ

ルス S1および S2の周波数 f1および f2を適切に選べば，両者の受信信号の位相
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図 7.18 FDI 法の概念を示す図

差は最大で 2πになる．ここで周波数差が大き過ぎると，2π以上の位相差による

折り返しが生じる．同図から明らかなように，散乱層の位置が変化すると，これ

に応じて位相差 Δφも変化する．この位相差を測定することによって散乱層の相

対的な位置を推定することができる．ただし，散乱層の絶対的な位置は送信パル

スの初期位相が分からなければ確定することができない．

以下に，散乱体積内の散乱層の位置を推定する過程について述べる．なお，一

般的なMSTレーダーのパルス幅は 150 m程度であるが，この幅の中に複数の散

乱層があれば本手法による推定に誤りが生じるため，注意が必要である．ここで，

信号 S1および S2の電圧 v1および v2から，下式によりコヒーレンス (coherence)

S12 を求める．

S12 ≡ 〈v1v∗2〉p
〈|v1|2〉〈|v2|2〉

(7.114)

ただし期待値は実際にはあらかじめ決められた時間窓での時間平均を指す．コヒー

レンスの位相を φ，振幅を |S12|，σrを距離重み関数すなわち σr = 0.35cτ/2とす

るとき，散乱層の厚さ 2σl およびレーダーから散乱層の中心位置までの距離 zl は

次の各式で与えられる [Franke, 1990]．

2σl = 2

s
2Cσ2

r

σ2
r − C

(7.115)

zl = − φ

4Δk

σ2
l + 2σ2

r

σ2
r

(7.116)



220 第 7 章 レーダーによる大気の観測

ただし

C = − 1

2Δk2
ln

(
|S12|(1 + N/S)

s
1 +

Δk2σ4
t

z2
0

)
(7.117)

とする．ここで，Δkは信号 S1および S2の波数をそれぞれ k1 および k2 とする

ときの波数差 k1 − k2，N/S は SNRの逆数，z0 はレーダーから散乱体積の中心

までの距離を示す．また，σtはアンテナ径重み関数を示し，σt =
√

2z0θ6/3.33と

する．ただし θ6 は送受信アンテナの利得和が 6 dB低下するビーム幅である．

7.6.3 事後ビーム走査法

SDIの概念を拡張すると，2台のアンテナで受信された信号に適当な位相量を

加算することにより，観測結果を，あたかもレーダービームを任意の方向に向け

たように処理できる．したがって，同一基線上にない 3台のアンテナを用いると，

レーダービーム幅内の散乱強度の水平分布を映像化することが可能になる．時

系列信号そのものに位相量を与える方法は事後ビーム走査 (post beam steering;

PBS) 法 [Röttger and Ierkic, 1985; Van Baelen et al., 1991] と呼ばれる．一方，

信号に統計処理を施した後に位相量を与える方法は事後統計的走査 (post statistic

steering; PSS) 法と呼ばれる [Kudeki and Woodman, 1990; Palmer et al., 1990;

1993]．前者はすべての受信データを記録しなければならないが，後者は相関関数

やスペクトルだけを記録するため，計算量や記録容量を減ずることができる．次

節に述べるフーリエ法に基づく映像法は，PSS法を N個のアンテナの場合に一般

化したものである．

7.7 レーダー映像法

SDI法と FDI法では，それぞれ散乱信号のレーダービーム幅内到来角 (angle

of arrival; AOA) や散乱体積内の散乱層の位置と厚さを決定できる．ただし，い

ずれも 1組の受信アンテナや周波数を用いる基礎的な方法であり，得られる情報

は限られる．このため散乱層を極めて単純化して考えねばならない．例えば，SDI

法では傾いた単一の散乱層を，また FDI法では単一のガウス型散乱層を想定して

いる．特殊な気球観測などから一般にこれらの想定が必ずしも正しくないことが
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知られており，両方法で得られる結果は，単に散乱層の見かけの様相をとらえて

いるに過ぎない．

多数の受信アンテナおよび周波数を用いてより高度な信号処理を施すことによ

り，これらの散乱層に関する制約を少なくすることができる．最近、VHF/UHF

帯の大気レーダーにもこれらのアルゴリズムを適用した新しい観測法が導入され

始めた．それらは，もともと電波天文学や音響のアレーアンテナ信号処理分野で

発展してきた映像技術であり，レーダー映像法 (radar imaging techniques) ，あ

るいは干渉計映像法 (interferometric imaging techniques) と呼ばれる．本節では

空間領域 (時間領域) を中心に話を進めるが，この方法は周波数領域についても

同様に適用することができる．

7.7.1 フーリエ法に基づく映像法

空間的に分布した受信アンテナからの信号を処理して与えられた方向の信号

強度を決めるアルゴリズムには，さまざまなものがある．中でも，事後ビーム走

査法あるいは事後統計的走査法を一般の N 個の受信アンテナの場合に拡張した

フーリエ法 (Fourier based imaging) は，最も基本的な映像法である．この方法は

Kudeki and Sürücü [1991] により初めて赤道域電離圏大気の不安定現象の観測に

適用された．

フーリエ法はフィルターバンク法の 1種であり，所望のベクトル k方向の信号

強度 (電波天文学にならって輝度とも呼ばれる) が推定される．kは任意に与える

ことができるため，レーダービーム幅内のどの方向にも焦点を合わせることがで

きる．すなわち輝度の空間分布が決定できる．いま，[v(t)]を N 個の受信アンテ

ナからの信号ベクトル，[W ]をフィルター操作を表すウェイティングベクトルと

すると，フーリエ映像フィルターは以下の式で表される．

[WF(k)] = [exp(jkd1), exp(jkd2) · · · exp(jkdN )]T (7.118)

ここで，di は各受信アンテナまでの距離であり，上添字 T は転置演算子を表す．

WF(k)を用いると，フィルターの k方向のスカラー出力 y(t)は以下のように表

される．

y(t) = [WF(k)]† · [v(t)] (7.119)
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ここで，上添字 †は共役転置演算子を表す．[y(t)]をフィルター [WF(k)]の出力

ベクトルとすると，自己相関 BF(k) = 〈[y(t)] · [y(t)]†〉は k方向の輝度を表し，以

下の式で与えられる．

BF(k) = [WF(k)]† · [R] · [WF(k)] (7.120)

ここで，[R] = 〈[v(t)] · [v(t)]†〉は相関行列と呼ばれる．この行列はエルミート行
列で，[R] = [R]† である．この値を受信アンテナ出力によって正規化すれば，正
規化された相関行列 [ρ]の各要素 ρij は次式で表現される．

ρij =
〈vi(t)v

∗
j (t)〉q

〈|vi(t)|2〉 · 〈|vj(t)|2〉
(7.121)

この ρij はコヒーレンスである．

Palmer et al. [1998] は，上述の方法を拡張して y(t)の自己相関関数 Ry(τ) =

〈y(t + τ)y∗(t)〉を推定した．ここで，τ はタイムラグを表す．行列の形で表すと

以下の式となる．

Ry(k, τ) = [WF(k)]† · [R(τ)] · [WF(k)] (7.122)

ただし [R(τ)] = 〈[v(t + τ)] · [v(t)]†〉である．Ry(k, τ)の時間フーリエ変換は，k

方向における各ドップラー周波数の輝度を与える．したがって，降雨時にドップ

ラースペクトルで大気乱流と降雨のエコーが分離している場合には，両者の輝度

分布を推定することが可能となる．

7.7.2 ケイポン法に基づく映像法

フーリエ法と同じフィルターバンク法に属するケイポン法 (Capon based imag-

ing) は，線形フィルターにより得られた出力を最小化するものである．この最小

化は，ケイポン映像フィルター [WC(k)]の周波数応答が所望方向 kd 方向で 1に

なるという条件のもとに行われる．この問題は数学的に以下のように記述される．

すなわち，次式で表される所望方向ベクトル [e(kd)]は

[e(kd)] =
1

N
[exp(jkdd1), exp(jkdd2) · · · exp(jkddN )]T (7.123)

の方向で

[e(kd)]† · [WC(kd)] = 1 (7.124)
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が成立する条件の下で

[WC(k)]† · [R] · [WC(k)] (7.125)

を最小化することである．この最小化問題はラグランジェ (Lagrange) の未定係

数法によって解くことができる．ケイポン映像フィルターのウェイティングベク

トルWCkとケイポン法により得られた輝度分布 BC(k)は，それぞれ以下の式で

表される．

[WC(k)] =
[R]−1 · [e(k)]

[e(k)]† · [R]−1 · [e(k)]
(7.126)

BC(k) =
1

[e(k)]† · [R]−1 · [e(k)]
(7.127)

フーリエ法では，式 (7.118) に示すように，フィルターに用いるウェイティング

ベクトルは信号強度に無関係である．一方，ケイポン法では式 (7.126) で表され

るように信号対雑音比すなわち SNRに依存する．このことから，ケイポン法は

適応型フィルターバンク法とも呼ばれる．この方法によれば，干渉波が存在する

場合，その方向にヌル (null) 点を持つようさらにフィルターの条件を追加設定

することにより，干渉波を抑圧することができる．図 7.19(a)， (b) に示すのは，

それぞれフーリエ法およびケイポン法のアンテナビーム形成例である．ケイポン

法では，特定方向のサイドローブをヌル (null) にできるため，同図 (b) に示す

ように干渉波が到来する方向にヌル点を持たせて干渉波を抑圧することができる

[Palmer et al., 1998]．ケイポン法はフーリエ法に比べて角度解像度がよく，最大

エントロピー法などの自己回帰型の方法に比べてより安定でもある．

7.7.3 ミュージック法に基づく超高分解能法

相関行列の特異値分解を用いて散乱源分布 (つまり輝度分布) を決定する方法の

1 つにミュージック (multiple signal classification; MUSIC) 法がある [Schmidt,

1986]．この方法を Hélal et al. [2001] が大気レーダー観測に初めて適用した．

いま，N 個のアンテナにM 個 (M < N) の散乱源からの電波が入射するもの

とする．N × N の受信信号相関行列 [R]＝ 〈[v(t)][v(t)]†〉はエルミート (R = R†)
であるから，その固有値 λ1, λ2, · · · , λN は非負の実数となり，それぞれの固有

ベクトル [qi] (∀i ∈ [1, N ])は互いに直交する注 15) ．固有値 λ1～λN を降順に並

注 15) 相関行列の固有値と固有ベクトルについては，菊間 [2003] に詳しく述べられている．
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図 7.19 フーリエ法とケイポン法 のアンテナビームパターン．ケイポン法では，特定方向の
サイドローブをヌル (null) にできるため， (b) のように干渉波が到来する方向に
ヌル点を持たせて干渉波を抑圧することができる．Palmer et al. [1998] より改変

べると，λ1～λM に対応する固有ベクトル [q1]～[qM ]で張られる信号部分空間と，

λM+1～λN に対応する固有ベクトル [qM+1]～[qN ]で張られる雑音部分空間に分

解できる．ここで，λM+1～λN は雑音電力に一致するので，λ1～λN の分布から

散乱点の個数M が推定できる．

受信信号ベクトル [v(t)]は，各散乱源の方向ベクトル [e(k1)]～[e(kM )]の線形

結合に雑音ベクトルを加えた形で表現できる．したがって，散乱源方向ベクトル

[e(k1)]～[e(kM )]が張る部分空間は上記信号部分空間と同一となる．エルミート

行列の固有ベクトルの直交性から信号部分空間と雑音部分空間とは直交するた

め，散乱源方向ベクトル [e(k1)]～[e(kM )]はそれぞれ雑音部分空間固有ベクトル

[qM+1]～[qN ]と直交する．すなわち

[ql]
† · [e(kn)] = 0, ∀n ∈ [1, M ], ∀l ∈ [M + 1, N ] (7.128)

が成り立つから，ミュージック法により得られた輝度分布は次式のように記述で

きる．

BM(k) =

0
@ NX

l=M+1

˛̨̨
[ql]

† · [e(k)]
˛̨̨21A

−1

=
“
[e(k)]† · [Q] · [Q]† · [e(k)]

”−1

(7.129)
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ここで，[Q]は雑音部分空間固有ベクトル [qM+1]～[qN ]を並べた (N × (N −M))

行列である．

輝度分布が最大となる位置が散乱源の位置を示している．なお，(1) 散乱源数

が既知であり，(2) 雑音出力が 1に等しく，(3) SNRが無限大であれば，前述の

ケイポン法の結果はミュージック法の結果に近づくことが知られている [Nickel,

1988]．

空間領域映像法のアルゴリズムはそのまま周波数領域映像法にも適用できる

[Palmer et al., 1999; Luce et al., 2001b]．散乱体積内の距離を z とすると，フー

リエ，ケイポン，ミュージック法に対応した輝度はそれぞれ以下の式で表される．

BF(z) = [e(z)]† · [R] · [e(z)] (7.130)

BC(z) =
“
[e(z)]† · [R]−1 · [e(z)]

”−1
(7.131)

BM(z) =
“
[e(z)]† · [Q] · [Q]† · [e(z)]

”−1
(7.132)

レーダー映像法を適用して散乱層の空間分布を求める観測も行われている．こ

れらの観測結果は 12.4.2項で述べる．
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8.1 レーダーの概要

8.1.1 レーダー方式

既に第 4章で，送信信号の位相が安定で送信および受信の各信号の位相情報を

扱うことが可能なコヒーレントレーダーについて触れた．コヒーレントレーダー

には，送信信号の変調の方式によって連続波 (continuous wave; CW) レーダーと

3.1.1項で触れたパルスレーダーがある．連続波レーダーはまた，送信波の位相変

調の有無によって無変調レーダーと周波数変調 (frequency modulated continuous

wave; FM-CW) レーダーに分けられる．

マグネトロンのように送信位相情報を制御できない送信信号を扱うレーダーを

ノンコヒーレントレーダー（noncoherent radar）と呼ぶ．ノンコヒーレントレー

ダーはパルスレーダーのみである．

無変調レーダー 連続波を送信し，送信および受信信号間の位相偏移を検出する

CWレーダーの原形で，送信波に何ら変調が施されていない．レーダーから標的

までの距離を知ることはできないが，標的の視線方向のドップラー速度を把握す

ることができる．

周波数変調レーダー CWレーダーの 1種で，連続波の送信信号の周波数を周期

的に変化させて送信するため，一般に FM-CWレーダーと呼ばれる．受信信号到

来時には送信側ではすでに周波数が変化しており，送信および受信の信号間の周

波数差，すなわちビート周波数 (beat frequency) を測定することにより，対象標

的までの距離を知ることができる．

パルスレーダー 一定時間ごとに送信信号をパルス的に送信するレーダーであ

る．パルスが送信されてから受信されるまでの時間によって標的までの距離を知

ることができる．コヒーレント信号を扱う場合をコヒーレントパルスレーダー，
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位相情報を制御できない送信信号を扱う場合をノンコヒーレントパルスレーダー

(noncoherent pulse radar) と呼ぶ．ここで，コヒーレントとは連続する送受信信

号の位相が連続していることをいう．コヒーレントパルスレーダーには，パルス

内で位相変調を行わない方式と，一定間隔ごとに位相変調を行う方式があり，後

者は 8.3.4項に後述するパルス圧縮 (pulse compression) 技術を用いるレーダーな

どに取り入れられている．

3.1節で触れたように，気象レーダーおよび大気レーダーはパルスレーダーで

構成されるのが一般的である．一方，次項で述べるように，FM-CWレーダーは

パルスレーダーに比べて低出力で使用され，また高い距離分解能が得られる．こ

のため，航空機搭載などの分野で利用されることが多い．

8.1.2 FM-CW レーダー

FM-CWレーダーでは，送信周波数を一定時間 TM の間隔で一定の関数に基づ

いて変化させる．いま，図 8.1上図の太実線に示すように周波数を f0から f0 +F

に直線的に変化させれば，時刻 t0に送信された信号に対する距離 rの対象標的か

らの後方散乱信号はΔt = 2r/cの後に受信され，直ちに送信信号と混合される．こ

れによるビート信号 (beats) が同下図の太実線に示すように周波数 fr = FΔt/TM

に現れる．したがって，対象標的までの距離を

r =
TMcfr

2F
(8.1)

によって知ることができる．気象や大気の観測で用いる場合は，F および TM は

一般にそれぞれ 10 MHzおよび 10−3 sの桁である．

ドップラー周波数 実際のレーダーでは，変調周波数が不連続になることを避け

るため，一般に三角波状に周波数を連続して変化させる．静止している標的の場

合は，受信信号は図 8.2(a) 上図の破線のようになり，ビート信号は同下図に示す

ように現れる．一方，標的が移動している場合は，受信信号は図 8.2(b) 上図の

破線のようになり，ビート信号は同下図の実線のように現れる．この標的がレー

ダーに近づいている場合，送信周波数が増加中のときのビート周波数 fb(up) は，

標的が静止している場合の周波数変化 frからドップラー偏移によって生じる周波

数 fd を減じた値になる．一方，送信周波数が減少しているときには，ビート周
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図 8.1 FM-CW レーダーの動作原理

図 8.2 FM-CW レーダーのドップラー効果
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波数 fb(down) はこれらの和になる．すなわち

fb(up) = fr − fd (8.2)

fb(down) = fr + fd (8.3)

となる．ここで，fdは 4.1.1項で述べたドップラー周波数に同じである．式 (8.2)

および (8.3)から，標的までの距離に対応する周波数変化 fr は

fr =
fb(up) + fb(down)

2
(8.4)

で与えられる．同様に，ドップラー周波数 fd は次式で与えられる．

fd =
fb(down) − fb(up)

2
(8.5)

観測時の留意事項 FM-CWレーダーの出力であるビート周波数には，距離によ

る周波数変化 fr とドップラー偏移 fd が含まれるため，ドップラー偏移が距離

測定に与える影響を考慮しておくことが必要である．ただし，一般に気象や大気

の標的によるドップラー偏移は距離測定では無視できる．例えば，代表的な値と

して視線方向の速度が 10 m s−1 の現象を，周波数変調の帯域と間隔がそれぞれ

F = 10 MHz，TM = 2.5 ms，波長 λ = 10−1 mのレーダーで観測する場合を想

定すれば，fd は式 (4.8) から 200 Hzとなる．これに対する距離変化分を Δr と

すれば，式 (8.1) から Δr = 7.5 mとなる．この値は，気象や大気の距離測定の

範囲からみて十分無視しうる程度に小さい．

観測域内に複数の標的が存在するときは，標的の個数に等しい数の周波数の信

号が得られる．したがって，狭帯域のフィルターバンクなどによってこれらの周

波数を分離し，それぞれの周波数すなわち距離を求めることが必要になる．また，

FM-CWレーダーでは送信信号が常時アンテナから放射されているため，送信信

号の洩れ込みが受信信号に重なれば受信機の感度が低下し，最小受信電力に影響

を与える．このため，一般に送信アンテナと受信アンテナを分離して送信信号の

洩れ込みを抑えることが多い．

さて，FM-CWレーダーの利点は，距離分解能を上げられる点にある．距離分

解能は，パルスレーダーではパルス幅によって決まるのに対して，FM-CWレー

ダーでは fr の大きさによって決まる．fr は変調の周波数帯域 F によって決まる

ため，F を広げればこれに応じて分解能が上がり，標的が単一の場合には一般に

パルスレーダーよりも 1桁程度高い距離分解能を実現できる．また，送信波とし
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て連続波を使用するため，パルスレーダーのように高い送信出力でなくても所望

の信号対雑音比 (SNR) を得ることができる．こうした利点から，特に航空機や

衛星に搭載されている高度計などの高い分解能が要求される用途の使用例が多い．

8.1.3 パルスレーダー

気象レーダーおよび大気レーダーの代表的な周波数帯を表 8.1に示す．パルス

レーダーの基本構成は前出の図 3.2に示すとおりで，コヒーレントパルスレーダー

の送受信部は，先にドップラー観測の原理を論じた際に示した図 4.1がこれに相

当する．一方，ノンコヒーレントパルスレーダーの送受信部は，後出の図 9.2に

示すものである．パルスレーダーは高周波の送信信号を一定時間ごとにパルス的

に送信する．すなわち，前出の図 5.12に示すようにキャリア信号を所定のパルス

幅とパルス間隔で振幅変調した間欠的な送信信号を送信機で生成し，所定の電力

利得を持ったアンテナを介して空間に放射する．通常，送信用と受信用のアンテ

ナは同一のものが使用される．送受信の信号弁別は送受切替器によって行われる．

送受切替器にはダイオードスイッチや大電力の切替が可能な導波管型のサーキュ

レータ (circulator) がある．通常の導波管が往復の信号を通過させるのに対して，

サーキュレータは送信機，アンテナ，および受信機を結び，送信信号をアンテナ

　
表 8.1 代表的な気象レーダーと大気レーダー

区分 代表的なレーダー 使用周波数 用途
VHF MST レーダー 50 MHz 中・超高層大気観測

ST レーダー 50 MHz 成層圏・対流圏風観測
UHF ST レーダー 400 MHz 成層圏・対流圏風観測

BL レーダー 900 MHz 境界層風観測
L 下部対流圏レーダー 1.35 GHz 下部対流圏・境界層風観測
S NEXRAD(WSR-88D) 2.7 ∼ 3.0 GHz 広域気象観測
C 気象レーダー 5.3 GHz, 5.6 GHz 気象観測，雨量測定
X 気象レーダー 9.5 GHz 狭域気象観測
Ku TRMM 降雨レーダー 13.8 GHz 降雨観測
Ka 雲霧レーダー 35 GHz 雲霧観測
W 雲レーダー 95 GHz 雲観測
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方向のみに通過させ注 1) ，一方アンテナを介して戻ってきた受信信号を受信機方

向のみに通過させる．受信機では受信信号の中から雑音と受信信号を弁別し，信

号処理装置では所望の信号を得るための信号処理を行う．

最新のパルスレーダーは，4.1.1項で述べたように増幅・変調系としてクライス

トロンやトランジスタなどの位相信号を制御できるMOPAを用いるコヒーレン

トレーダーが主流である．また，RF信号を位相検波する段階でデジタル信号に

変換するデジタル受信方式が一般化している．したがって，本節ではデジタル受

信方式のコヒーレントパルスレーダーを基本に記述し，必要に応じてそのほかの

方式について補足する．

8.1.4 レーダーの受信電力

受信電力はレーダーの受信機に入力される電力で，実測値として得られる注 2) ．

一方，3.3節および 3.4節で論じたレーダー方程式により，所定距離の標的から

の受信電力が算出される．すなわち，航空機のような孤立型標的からの受信電力

は式 (3.8) から得られ，受信電力はレーダーと標的の間の距離が増加するにした

がい，距離の 4乗に逆比例して小さくなる．一方，降水や雲霧のような離散分布

型標的からの受信電力は，式 (3.44) によって求められる．また，大気のブラッ

グ散乱のような連続分布型標的からの受信電力および分反射標的からの受信電力

は，それぞれ式 (3.78) および (3.122) から求められる．式 (3.44)， (3.78)，およ

び (3.122) から明らかなように，分布型標的や分反射標的からの受信電力は，い

ずれもレーダーと標的の間の距離が増加するにしたがい，距離の 2乗に逆比例し

て小さくなる点が，孤立型標的の場合と異なる．

標的からの受信電力の実測値と，各標的に対応した上記のレーダー方程式の受

信電力が等しいとすることによって，レーダー方程式による受信電力算出に寄与

する物理量が求められる．孤立型標的の場合はレーダー断面積 σ，分布型標的で

はレーダー反射因子 Z やレーダー反射率 η，分反射標的では反射係数 |ρ|がこれ
にあたる．ただし，このためには送信機からアンテナおよびアンテナから受信機

注 1) 厳密には，送信機からアンテナへの信号通過時，送信信号が受信機に直接漏洩することを阻止

する．通常は 40 dB 程度の抑圧が可能である．また受信機前段に電力抑圧器 (TR limiter) を挿入し，

送信機からの漏洩電力によって受信機が破壊されることを防ぐ．

注 2) 実際には，式 (5.82) に示したようにパワースペクトルの 0 次モーメントとして求めることが

多い．
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の間で信号レベルの絶対校正を行えることが前提となる．なお，後出の 8.2.5項

で述べるように，大型大気レーダーの場合は機器構成の点から絶対校正が難しい

場合がある．

電波は大気中を伝搬する際に減衰するため，レーダー方程式によって受信電力

を求める際には，6.3節に述べた減衰量を考慮に入れることが必要になる．すな

わち，途中経路での減衰には，大気および水滴による減衰がある．大気による減

衰の主要なものは，酸素による吸収と水蒸気による減衰である．前者は式 (6.52)

または (6.53) によって，一方後者は式 (6.54) によって求められる．水滴による

減衰には，雲による減衰と降水による減衰があり，前者は式 (6.57) または (6.58)

から，また後者は式 (6.60) から得られる．これらの値はいずれも片道の単位距離

あたりの減衰量で，デシベル (dB)表記の場合は加算値として扱われる．したがっ

て，実際の受信電力は，レーダー方程式で求めた受信電力から，上記の各式を用

いてレーダーと所定標的間の距離に応じた往復の減衰量の総和を減じた値になる．

8.1.5 レーダーの観測空間

気象レーダーが対象とする雨滴や雲粒および大気レーダーが対象とする大気乱

流のような現象は，いずれも 3次元的な広がりを持つ現象であり，これらをとら

えるにはアンテナを 3次元的に走査 (scan) して，アンテナ放射方向からの散乱

電波を受信することが必要である．一方，降水粒子と大気乱流の散乱メカニズム

の違いから，両レーダーでは使用する周波数帯が異なり，レーダー構成上，アン

テナの物理的な大きさとビーム幅に差がある．また，気象標的と大気標的の SNR

には大きな差があり，両者の観測データの収集時間は大きく異なる．これらの観

測上の特質の違いから，気象レーダーと大気レーダーでは観測空間，すなわちア

ンテナ走査を行う空間とアンテナ走査方式に違いがある．

気象レーダーのアンテナ走査 気象レーダーのアンテナ開口径 (antenna diameter)

は通常 1 mから数 mで，レーダービームの幅 (ビーム幅; beam width) は，0.3◦

程度から 2◦程度までとするのが一般的である．このため，気象レーダーのアンテ
ナは物理的・機械的に 3次元空間全体，すなわち全天を容易に走査することが可

能である．また，ビーム幅が狭いため，地表に近い低仰角を走査する場合も，気

象信号検出の妨げになる地形反射 (グランドクラッター; ground clutter) や海面

反射 (シークラッター; sea clutter) の影響を低く抑えることも可能である．さら
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図 8.3 気象レーダーのアンテナ走査とデータ抽出空間の例

に，所要観測範囲内では気象標的の受信信号の SNRは大気標的の場合に比べて

大きく，したがってビーム方向を固定してコヒーレント積分を行うことは観測上

の必須条件ではない．

このため，一般に気象レーダーは，全天の 3次元走査を容易に行えるアンテナ

走査機構を持ち，図 8.3に示すように，必要に応じて空間の特定方向を走査する．

三次元空間を観測する最も基本的な方法は，一定仰角で方位方向にアンテナを全

周回転させる走査を，仰角を変えながら繰返し行うボリュームスキャン (volume

scanning) である．各仰角の観測結果のうち特定仰角のみの全周データを抽出し

たものを PPI (plan position indicator) データ，特定高度のみの観測結果を抽出

して得た水平断面データを CAPPI (constant altitude PPI) データ，特定方位の

みの鉛直断面データを RHI (range height indicator) データという．また，特定

範囲の方位および仰角の立体から抽出して得たデータをセクター走査 (SECTOR;

sector scanning) データと呼ぶ．SPPI (sector scanning of PPI) ，SRHI (sector

scanning of RHI) はそれぞれ PPIおよび RHI の変形であり，POS (positioning

または pointing) で得られるのは特定方向データである．

PPI，RHI，およびセクター走査の各データは，ボリュームスキャンによらず，

それぞれ単に特定仰角，特定方位，特定仰角および方位範囲を走査することによっ

ても得られる．全天走査に要する時間はアンテナ回転速度および仰角範囲数によ

り異なるが，対象空間の気象変化を考慮し，3～5分程度に設定されることが多い．
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大気レーダーアンテナのビーム走査 大気レーダーの送信周波数帯は 50 MHz～1

GHz程度である注 3) ため，数度程度のビーム幅を得るためには，アンテナ開口径

は 1 GHz帯レーダーで数 m，50 MHz帯レーダーでは 100 m程度の規模のもの

が必要になる．このため，大気レーダーのアンテナを物理的・機械的に 3次元走

査させることは容易でない．また，気象レーダーと比べてビーム幅が広く，地表

に近い低仰角の走査では地形反射や海面反射の影響を受けることが避けられない．

一般的に気象レーダーの受信信号は雑音よりも相当高いレベルで受信されるの

に対して，大気からの散乱信号は雑音よりも低いレベルで受信されることが多い．

このため，大気レーダーでは，時間をかけた積分効果によって信号を抽出するこ

とが必須になる．一方向の観測に十数秒から 1分程度を要するため，全天をくま

なく走査することは，観測時間から見ても無理がある．

これらの理由により，大気レーダーでは，前出の図 7.3に示すようにアンテナ

面を地上に固定し，電子走査によってレーダービーム方向を変化させ，レーダー

直上付近を中心とする限定された空間の観測を行うことが一般的である．最も基

本的な方法では，レーダー直上および東西南北に天頂から 10◦ 程度傾けた方向を
順次走査する．アンテナの電子走査は，通常各素子アンテナへの給電位相を制御

できるフェーズドアレー (phased array) 方式で行われる．フェーズドアレー方式

には，ビームの走査方向の変更を瞬時にできること，複数ビームで空間を同時に

観測できることなどの特長がある．

8.2 レーダーアンテナ

アンテナは，送信機で生成された高出力の電波の空間への放射および標的から

の散乱電波の収集を効率良く行う装置である．空間に放射された電波によって生

じる電界強度は，アンテナ開口部の電流分布によって決まり，開口部の各部を流

れる電流に対応した電界ベクトル和で与えられる．後述するパラボラアンテナや

平面アレーアンテナは，特定の方向に電力を集中して放射することができる．図

8.4にレーダービームが形成されたときの 3次元的な電力分布パターン，すなわ

ち放射パターン (antenna radiation pattern) の例を示す．同図は後出の図 10.4に

示す京都大学 MU レーダーの例で，中央の電力が集中している領域が主ローブ

注 3) 可搬性を考慮し，より高い周波数の 3.05 GHz 帯を用いる場合もある．10.4.1 項参照．
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図 8.4 レーダーアンテナの 3 次元放射パターン．後出の図 10.4 に示す京都大学MU レー
ダーの例である．

(main lobe) ，周辺の波状の部分がサイドローブである．

8.2.1 レーダーアンテナのパラメータ

レーダーでは，送受信で同一のアンテナが用いられることが多い．ここでは，

特に断らない限り送受信を同一アンテナで行うこととし，気象レーダーで一般的

に用いられているパラボラアンテナと大気レーダーで用いられることが多い平面

アレーアンテナを中心に述べる．

近傍界と遠方界 開口部に最も近い領域を近傍界 (near-field region)，それに続く

領域をフレネル領域 (Fresnel region) ，さらにその先を遠方界 (Fraunhofer region

または far-field region) と呼ぶ．電力の集中，すなわちビームの形成は，電波が

アンテナ開口部から離れるにしたがって徐々に行われ，遠方界で所望のレーダー

ビームが形成される．フレネル領域と遠方界の境界までの距離 rF は，アンテナ開

口径 Dとレーダー波長 λを用いて rF1 = D2/λ，または rF2 = 2D2/λで与えら

れる．例えば，周波数 5.3 GHz，アンテナ開口径 4 mの気象レーダーでは rF1 �
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283 m，周波数 50 MHz，アンテナ開口径 100 mの大気レーダーでは rF1 � 1670

mとなる．無限遠におけるアンテナ利得に対する距離 rF1 および rF2 でのアン

テナ利得は，それぞれ 0.94および 0.99となる [Skolnik, 1980]．本書では，特に

断らない限りレーダーによる定量観測領域として rF1 以遠の領域を想定する．

アンテナ利得 (gain) とビーム幅 アンテナ利得は，特定の方向に電力を集中し

て放射する度合いを示す．3.2節で論じたように，あらゆる方向に電力を放射す

る無指向性アンテナの放射電力に対する比で定義され，式 (2.83) に示すように，

アンテナの有効開口面積 Ae とレーダー波長の関数になる．一方，有効開口面積

は，アンテナの物理的な開口面積 Aと Ae = ηaAの関係がある．ここで ηa はア

ンテナ開口能率 (antenna aperture efficiency) と呼ばれる．ηa ≤ 1であり，有効

開口面積は一般に実際のアンテナ開口面積より小さくなる．アンテナ利得は，利

得の定義にしたがって実測された標準アンテナの利得を基準値として，フィール

ドで標準アンテナとの受信電力比較によって相対利得を実測して算出するのが一

般的である．レーダーアンテナの利得を G，標準アンテナの利得を G0，それぞ

れのアンテナを接続した場合の受信電力を P および P0 とすれば，

G =
P

P0
G0 (8.6)

となる．ここで，P/P0は相対利得であり，GおよびG0は絶対利得である．本書

では，特に断らない限り利得とは絶対利得を指すこととする．利得Gは近似的に

G � 0.77π2

ϑBϕB
(8.7)

で示される．ただし ϑB および ϕB はそれぞれ E面および H面のビーム幅で，単

位はラジアン [rad] である．

アンテナの放射パターンで電力が最大値に対して半分，すなわち 3 dB低下す

る角度幅は電力半値幅と呼ばれ，一般にアンテナのビーム幅はこの値で定義され

る．円形開口アンテナの場合は E面と H面のビーム幅は等しくなり，アンテナ

開口径 Da とレーダー波長 λの関数として，近似的に

ϑB = ϕB =
1.27λ

Da
[rad] (8.8)

で与えられる．電力が 6 dBおよび 10 dB低下する角度幅はそれぞれ 6 dBビー

ム幅および 10 dBビーム幅として定義される．円形開口アンテナを例にして，こ
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図 8.5 円形開口アンテナの放射パターン例とビーム幅．Ulaby et al. [1981] より改変

れらの関係を図 8.5に極座標系と直交座標系で示す．また，円形開口アンテナに

ついて概略のビーム幅比率を表 8.2に示す．

各種の周波数の気象レーダーで用いられる典型的な円形開口アンテナについて，

利得 [dB] とビーム幅 [◦] を式 (8.7) および (8.8) によって求めた結果を表 8.3に

示す．

表 8.2 円形開口アンテナのビーム幅比率

最大値からの電力低下 [dB] 概略のビーム幅比率
0.5 0.4

1 0.6

3 1

6 1.4

10 1.7

主ビーム最近接の電力最小点 2.7
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表 8.3 典型的な気象レーダー用円形開口アンテナの利得 [dB] とビーム幅 [‹]

アンテナ開口径
周波数 [GHz] 2 m 3 m 4 m 7 m

2.8 — 36 dB (2.6◦) 38 dB (1.9◦) 43 dB (1.1◦)

5.3 — 41 dB (1.4◦) 44 dB (1.0◦) 49 dB (0.6◦)

9.5 43 dB (1.1◦) 46 dB (0.8◦) 49 dB (0.6◦) —

35 54 dB (0.3◦) 58 dB (0.2◦) — —

8.2.2 パラボラアンテナ

高利得でビーム幅を絞ったアンテナ特性を実現する手法の 1つが，光学の集光

と同様に反射鏡 (reflector) を用いるものである．パラボラアンテナは，反射鏡を

用いるアンテナの代表的なもので，気象レーダーで広く用いられている．図 8.6(a)

に示す軸対称の中央給電型が基本形である．回転放物 (パラボラ) 面で構成される

反射鏡の焦点の位置に取り付けた 1次放射器 (primary feedまたは primary horn)

から照射された電波は，反射鏡面で反射された後，ビーム軸に平行に伝搬する平

図 8.6 パラボラアンテナの電波放射経路と実際のアンテナの例．(b) は開口径 4 m の二重
偏波レーダー用アンテナ [三菱電機株式会社提供]
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図 8.7 パラボラアンテナの座標系

面波として空間に放射される．同図 (b) は二重偏波レーダーで使用される開口径

4 mのパラボラアンテナの実例である．

焦点距離 lf と回転放物面は，図 8.7に示す座標系において，回転放物面の頂点

を原点とする直交座標系 (x, y, z)では

z =
x2 + y2

4lf
(8.9)

の関係にある．一方，焦点を原点とする極座標系 (ρ, ψ, ξ)では

ρ =
2lf

1 + cos ψ
= lf sec2

ψ

2
(8.10)

となる注 4) ．同座標系において，焦点から開口の端 (edge) を見込む角度，すな

わち開口角は 2ψ0 で示される．開口角，焦点距離 lf，および開口径 Da には

tan
ψ0

2
=

Da

4lf
(8.11)

注 4) 式 (8.10) の導出には，2 座標系間の次の関係式が用いられている．

x = ρ sin ψ cos ξ, y = ρ sin ψ sin ξ, z = lf − ρ cos ψ

これらの各式を式 (8.9) に代入すれば

lf − ρ cos ψ =
ρ2 sin2 ψ

4lf

となる．これを変形すれば式 (8.10) が得られる．
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図 8.8 各種のパラボラアンテナの反射鏡形式．Skolnik [1990] より改変

の関係がある．1次放射器から反射鏡面に照射される電力密度を開口端 (edge) よ

りもより中央部に集中させるため，lf/Da を 0.25～0.5の範囲に設定するのが一

般的である [Skolnik, 1990]．図 8.6(b) のパラボラアンテナでは，lf/Da は約 0.4

になっている．

パラボラアンテナの応用として，図 8.8(a) に示すような回転放物面を持つ主反

射鏡，回転双曲面を持つ副反射鏡，および 1次放射器で構成されるカセグレンア

ンテナ (Cassegrain antenna) がある．カセグレンアンテナは，焦点距離を等価的

に長くできるため反射鏡の曲率が抑えられ，曲率に起因する交差偏波の発生を抑

えることができること，1次放射器を主反射鏡の近くに設置できるため，導波管

の給電路が短くなり給電損失が抑えられること，などの利点がある．一方，ビー

ムの放射方向の中央に副反射器が置かれるため，主反射鏡の開口が遮蔽 (ブロッ

キング; blocking) され，利得の低下やサイドローブの上昇が生じる．このため，

主反射鏡の開口径がレーダー波長の 80～100倍程度以上，ビーム幅が約 1◦ 以下
の，ブロッキングの影響が比較的小さくなる条件で用いるのが一般的である．図

8.8(b) に示すオフセットカセグレンアンテナを用いると，副放射器の位置を主反

射鏡の前面からそらすことができるため，ブロッキングを軽減することができる．
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8.2.3 レドーム

気象レーダーや大気レーダーのアンテナは一般に屋外に設置される．また，通

常，気象レーダーのアンテナ走査は，図 8.3に示したようにアンテナ鏡面を機械

的に動かすことよって実現される．このため，気象レーダーでは，パラボラアン

テナと駆動機構を風雨から保護し，安定駆動を図るためにアンテナ全体をレドー

ム (radome; radar domeの合成語) と呼ばれる保護機構で覆うことが多い．なお，

大気レーダーでは後述するようにアンテナ走査は電子的に行なわれ，機械的な駆

動機構を持たないのが普通である．また，気象レーダーに比べて比較的大きい開

口面のアンテナを地面の近くに設置することが多い．これらの理由から，大型の

大気レーダーではレドームが用いられるケースは少ない．しかし，豪雪地帯に設

置されている小型の大気レーダーの中には，積雪を避けるため，レドームが付設

されているものもある．

レドームは，一般にポリウレタンを強化プラスチック (FRP)ではさんだパネル

を球状に組み合わせた構造になっている．通常，電力透過率は 90 %以上，ビーム

シフト注 5) は 0.1◦に抑えられる．球形レドームの代表的なものに，図 8.9に示す

ソリッドラミネート (solid laminate) 型，メタルスペースフレーム (metal space

frame) 型，およびサンドイッチ (sandwich) 型がある．

ソリッドラミネート型 縦割りの殻を貼り合わせて球形を構成する．単偏波の気

象レーダーで標準的に使用されている．開口径 3～4 mのパラボラアンテナに対

しては，通常，直径 7 m程度のものが適用される．構造上，縦横に直線的な接合

面が生じることが避けられず，水平偏波と垂直偏波の散乱特性を均質にすること

図 8.9 代表的なレドームの例

注 5) レーダービームがレドームを透過する際に偏移する角度
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が難しい．このため，一般に二重偏波レーダーでは用いられない．

メタルスペースフレーム型 金属で三角形の枠を組み合わせて球形を構成し，パ

ネルを貼り付ける．広い周波数帯で良好な電気特性を持ち，水平偏波，垂直偏波

で散乱特性が概ね均質になることから，二重偏波での使用も可能である．

サンドイッチ型 さまざまな形状の 6角形のパネルを組み合わせて球形を構成す

る．所要の周波数で最適設計された場合，水平偏波，垂直偏波でほぼ均質の散乱

特性を持つものが実現できる．電気特性は 3種類の中で最も優れている．我が国

の空港気象ドップラーレーダーでは，開口径 7 mのパラボラアンテナに対して，

直径 11 mのサンドイッチ型レドームが用いられている．

8.2.4 アレーアンテナ

複数の放射素子 (antenna element) を規則的に配置し，各素子ごとに定められ

た条件で電波を放射するアンテナをアレーアンテナ (array antenna) と呼ぶ．各

素子に給電する位相を制御できる機能を持つ場合は，フェーズドアレーアンテナ

(phased array antenna) と呼ぶ．フェーズドアレーアンテナは放射パターンを電

気的に変化させることができるため，アンテナ面を固定したままレーダービーム

を走査することが可能である．大気レーダーでは，フェーズドアレーアンテナを

用いるのが一般的である．

直線アレーアンテナ N 個の半波長ダイポールアンテナ (素子アンテナ ) を図

8.10に示すように直線上に配置する直線アレーアンテナ (linear array antenna)

を考える．各素子アンテナに流れる電流の分布が同一であると仮定すれば，それ

ぞれの素子アンテナの放射パターン (素子パターン; element pattern) は同じ関数

で表される注 6) ．したがって，アレーアンテナの放射パターンは，各素子アンテ

ナの電流分布をその配置による位相差のみを考慮して加え合わせることにより示

される．同図において遠方界での素子アンテナ間の位相差を δ，m番目のアンテ

注 6) 厳密には素子アンテナ間の相互結合があるために，各素子アンテの電流分布は同一にはならな

いが，アレーアンテナのおおよその特性を検討する場合は，この電流分布の差を無視できる．
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図 8.10 等間隔に素子アンテナが配置された直線アレーアンテナ

ナに流れる電流を Im とすれば，直線アレーアンテナの放射パターン F (θ)は

F (θ) = g(θ)

N−1X
m=0

Imejmδ (8.12)

で表される．ここで，θ は直線アレーアンテナの基線に直角な方向 (ブロードサ

イド方向; broadside direction) からの角度，g(θ)は素子パターン，またmδはm

番目の素子を流れる電流の位相である．素子アンテナ 間の位相差 δ は

δ = kd sin θ　　 (8.13)

で与えられる．ここで，dは素子間隔，k = 2π/λは波数 (ただし λ: 波長) であ

る．式 (8.12) から，素子パターンを除いたときの放射パターン Ea(θ)は

Ea(θ) =

N−1X
m=0

Imejmδ (8.14)

で表され，アレーファクター (array factor) と呼ばれる．いま，Im = 1とすれば，

式 (8.14) の右辺は初項 1，項比 ejδ，項数 N の等比級数の和になるため，Ea(θ)

は次式のようになる．

Ea(θ) = ejδ(N−1)/2
sin

„
Nδ

2

«

sin

„
δ

2

« (8.15)
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図 8.11 直線アレーアンテナのアレーファクター．素子数 20 個の例

以降は位相項 ejδ(N−1)/2 を除いたアレーファクターを考える．いま，N = 20と

すれば，アレーファクターは図 8.11のようになる．同図から明らかなように，素

子アンテナが等間隔に配置された直線アレーアンテナでは，放射パターンが δの

周期関数になる．式 (8.13) において | sin θ| ≤ 1であるから，δ は

−kd ≤ δ ≤ kd すなわち − 2πd

λ
≤ δ ≤ 2πd

λ
(8.16)

の範囲で変化する．例えば素子間隔が半波長 (d = λ/2) の場合は，図 8.11に示す

ように |δ| ≤ πの範囲が実際の空間 | sin θ|に対応し，この範囲外の放射パターンは
実際の空間には現れない．δ = 0で振幅が最大になる放射が主ローブ，これ以外の

小さい振幅の放射はサイドローブである．放射パターンが空間に現れる |δ| ≤ πの

範囲を可視領域 (visible region)，それ以外の領域を不可視領域 (invisible region)

という．δ ≥ 2π すなわち d sin θ ≥ λとなる領域では，δ = ±2sπ(s: 整数）の方

向に生じる大きい放射が可視領域に入ってくる．この大きい放射は，グレーティ

ングローブ (grating lobe) と呼ばれる．グレーティングローブは，d = λのとき

θ = π/2(地平線) 方向に現れ，dが λより大きくなるにつれ，ブロードサイド方

向により近接する．また，素子間隔を大きくすると各素子アンテナ 間の相互結合

が減少し，ビーム幅も絞られる．一方，アレー間隔および配列法で一本の素子ア

ンテナが受け持つ面積 (占有面積) が決まる．これに対応して，素子アンテナに要

求される利得が式 (2.83) で与えられる．例えば，一辺が 0.7λ (= 4.5 m)の正三角

配列アレーの場合，その占有面積 Se で決まる利得は 4πSe/λ2 = 5.3 (= 7.2 dB)
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となるから，素子アンテナにはこれ以上の利得を持つアンテナが用いられる．こ

の制約のもとで，グレーティングローブが可視領域に入らない範囲で，できる限

り素子間隔が大きくなるように設定するのが一般的である [電子通信学会, 1980;

Hansen, 1985]．

直線アレーアンテナのビーム走査 アレーアンテナでは，各素子アンテナ に与え

る位相を制御することによって，アンテナを固定したままで主ビームを任意の方

向に形成できる．いま，遠方界において直線アレーアンテナのすべての素子から

の寄与が θ = θ0 の方向で同相になるように各素子アンテナを励振すれば，m番

目 (m = 0, 1, 2, · · · )の素子の位相は

φm = −mkd sin θ0 (8.17)

となる．このような位相を共相 (cophase) という．このとき各素子アンテナ間の

位相差は

δ = kd(sin θ − sin θ0) (8.18)

である．また，アレーファクターは

Ea(θ) =

sin

j
Nkd

2
(sin θ − sin θ0)

ff

sin

j
kd

2
(sin θ − sin θ0)

ff (8.19)

となる．主ビーム位置を変化させると，これにあわせてグレーティングローブも移

動する．共相アレーにおいて全方向でグレーティングローブの発生を避けるには，

|δ| = |kd(sin θ − sin θ0)| ≤ 2π (8.20)

とすること，すなわち

d

λ
<

1

1 + | sin θ0| (8.21)

が必要になる．実用的にはアンテナビーム幅 θBの効果を考慮する必要があり，主

ビームの最大走査角を θ0max とするとき，式 (8.21) を以下のように修正して利

用するのがよい．

d

λ
<

1

1 + | sin θ0max| + sin θB
(8.22)



8.2. レーダーアンテナ 247

図 8.12 平面アレーアンテナの配列

なお，アレーアンテナ のビーム幅は走査角によって変化し，θ = 0 でのビーム幅

θB(0)に対して，θB(θ0) = θB(0)/ cos θ0になることに注意することが必要である．

先に触れたように，アレーアンテナの合成放射パターン F (θ)は，アレーファ

クター Ea(θ)に素子パターン g(θ)を乗じたものになる．すなわち，主ビームの

走査角が θ0 の場合の F (θ)は

F (θ) = g(θ)

sin

j
Nkd

2
(sin θ − sin θ0)

ff

sin

j
kd

2
(sin θ − sin θ0)

ff (8.23)

となる．この関係はパターン乗積の理と呼ばれる注 7) ．

長方形配列の平面アレーアンテナ 図 8.12のように x方向および y 方向にそれ

ぞれM 行 N 列の規則的な配列を持つ長方形配列の平面アレーアンテナ におい

て，x軸方向にm番目，y軸方向に n番目の素子アンテナ の励振の大きさを Imn

注 7) 注 6) と同じ理由で，アレーアンテナ外縁部の g(θ) は中央部のそれとは異なる．しかし素子ア

ンテナ数が数100 の平面アレーアンテナの放射パターンについては，実際上すべての g(θ) を中央部

の値に等しいとして問題ない [Fukao et al., 1986]．
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とすると，アレーファクターは次式で表される．

Ea(θ, φ) =

M−1X
m=0

N−1X
n=0

Imnej(mδm+nδn) (8.24)

ただし

δm = kdx sin θ cos φ (8.25)

δn = kdy sin θ sinφ (8.26)

は (m, n)番目の素子アンテナに与える位相量である．ここで kは波数であり，dx

および dy はそれぞれ x方向および y方向の素子アンテナ間隔である．平面アレー

アンテナで

Imn = ImIn (8.27)

のように励振される場合，式 (8.24) は

Ea(θ, φ) =

M−1X
m=0

Imejmδm

N−1X
n=0

Inejnδn (8.28)

となる．すなわち，長方形配列の平面アレーアンテナ のアレーファクターは直線

アレーアンテナのアレーファクターの積として表現することができる [電子通信

学会, 1980]．

素子アンテナの配置 素子アンテナを実際に配列する際には，前述のグレーティ

ングローブの発生を抑え，1素子あたりが代表する面積を広く取れることが望ま

しい注 8) ．図 8.13において，白丸は実際の素子アンテナ位置，黒丸は平面アレー

の該当方向における等価的な素子位置を示す．同図 (a) の正方配列では，等価的

な素子間隔が最大になるのは x 軸および y 軸方向である．このときの素子間隔

dをグレーティングローブを抑える最大素子間隔とすれば，例えば主ビームの最

大走査角が天頂から 40◦ の場合は，式 (8.21) から d � 0.61λとなる．ここで λ

は波長である．一方，同図 (b) のように正三角形の各頂点に素子アンテナ を配

置注 9) すれば，等価的な素子間隔が最大になるのは y軸方向である．この間隔 d

注 8) 素子数を少なくすれば，消費電力やコストを抑えることができる．一方，アクティブフェーズ

アレーアンテナでは総出力は素子数に比例するため，注意が必要である．

注 9) これを三角配列と呼ぶ．
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図 8.13 素子アンテナの配列．白丸は実際の素子アンテナ位置，黒丸は平面アレーの該当方向
における等価的な素子位置を示す

もまた， (a) と同一条件でグレーティングローブを抑えるには，d � 0.61λとする

必要がある．このとき，実際の素子間隔は同図 (b) から明らかなように約 0.70λ

となる．すなわち， (b) では (a) に対して素子間隔を 15%程度広げても，グレー

ティングローブの発生を避けることができる．

アレーアンテナの形状 大気レーダーでは，多数の素子アンテナを配列してアレー

アンテナ を構成する．使用例が多いのはそれぞれ図 8.14(a) および (b) に示す正

方形アレーアンテナおよび円形アレーアンテナである．各図の黒点は素子アンテ

ナの位置を模式的に示す．また，図中の A-A’および B-B’断面のアレーアンテナ

の電流分布を併せて示している． (a) の正方形アレーアンテナでは A-A’断面と

B-B’断面のアレーの構成に寄与する素子数が異なるため，2つの方向に対応する

電流分布は異なる．この結果，アンテナパターンが方位角によって一様でなくな

る．つまり A-A’断面では主ビーム幅は狭くなるが電流分布がアレーの両端で不

連続になるため，周波数スペクトルの高周波成分に相当するビームのサイドロー

ブが大きくなる．一方，B-B’断面ではサイドローブは改善されるが，主ビーム幅

が広くなる．次に (b) の円形アレーアンテナでは，A-A’，B-B’の両断面を含むす

べてのビーム走査方向でほぼ同一の電流分布になり，したがってアンテナパター

ンも概ね同一になる．正方形アレーの四隅部の素子アンテナを省略することや円

形アレーの構成を用いることは，アンテナパターンの改善を図る上でも効果があ

る．両者の用途については，主ビーム形状やサイドローブの回転対称性を重視す
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図 8.14 アレーアンテナの形状と電流分布の模式図．各図の黒点は素子アンテナ位置を模式的
に示す

る場合は円形アレー，配置の容易さを重視する場合は正方形アレーとすることが

多い．

円形アレーアンテナを含む一般的なアレーアンテナ 正方形アレーアンテナ の放

射パターンの表現には式 (8.28) が適用できる．しかし，円形アレーアンテナを含

む一般の不等間隔アレーアンテナに同式は適用できない．このため，放射パターン

をそれぞれの実配列に対応した数値計算によって求める．一般に素子数N の任意

の 3次元アレーアンテナのアレーファクターは以下のように表現される．いま，n

番目の素子アンテナの位置ベクトルおよび励振位相をそれぞれ dn = (xn, yn, zn)

および φn とする．このとき，単位ベクトル r = (x, y, z)方向のアレーファク

ター Ea は次式で表される．

Ea =

NX
n=1

ejφnejkdn·r (8.29)
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ここで，ビーム走査方向の単位ベクトルを rb = (xb, yb, zb)とするとき，ビーム

位相角 φn は

φn = −kdn · rb (8.30)

で与えられる．

移相器と給電系 先に述べたように，フェーズドアレーアンテナでは，各素子ア

ンテナの位相を変化させて主ビームを電子的に走査することができる．いま，直

線フェーズドアレーアンテナの各素子アンテナの位相が式 (8.17) で示される値に

なるように，それぞれの移相器の位相を設定すれば，ブロードサイド方向から角

度 θ0 の方向に主ビームが向けられる．このとき，m番目の素子アンテナから送

信する電波の位相は，1番目の素子アンテナに対して kmd sin θ0だけ遅れている．

したがって，この位相遅れを各素子アンテナに設定することにより，主ビームを

角度 θ0 の方向に走査することができる．

図 8.12に示した平面アレーアンテナをフェーズドアレーアンテナとして電子

的に走査する場合の移相器の配置は，2種類に大別される．その 1は，x方向お

よび y方向にそれぞれM 行 N 列の素子アンテナ列に対して，各行と各列にそれ

ぞれ 1台の移相器，計M + N 台の移相器を取り付ける方式である．この場合は，

主ビームの走査面は x軸方向または y軸方向に限られる．その 2は，全素子アン

テナに移相器を取り付ける方式である．この場合は計M × N 個の移相器を要す

るが，主ビームの励振範囲内の空間の任意の方向を走査することが可能になる．

平面フェーズドアレーアンテナの全素子に対する給電の典型的な 1 例は，図

8.15(a) に示すように，1台の送信機出力を分配して各素子アンテナに給電する方

式である．従来，送信機に大出力の送信管を用いる場合にはこの方式をとること

が多かった．一方，近年では詳細を後出の 8.3.3項で述べるように，送受信部と

して送信用増幅器や移相器を組み込んだ送受信モジュールを用いる例も増えてい

る．この方式では，同図 (b) に示すように 1個の送受信モジュールが 1ないし数

本の素子アンテナに小電力を供給する．送受信モジュールは小電力で位相制御を

行った後，電力増幅を行い，大電力の送信信号を出力する．この方式のレーダー

はアクティブフェーズドアレーレーダー (active phased array radar) と呼ばれる．

平面アレーアンテナの例 大気レーダー用の典型的な平面アレーアンテナについ

て，利得 [dB] とビーム幅 [◦] を式 (8.7) および (8.8) によって求めた結果を表
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図 8.15 フェースドアレーレーダーの給電方式

　

表 8.4 大気レーダー用の典型的な平面アレーアンテナ特性の例

送信周波数 [MHz] アンテナ開口径 利得 ビーム幅
50 直径 110 m 32 dB 4.0◦

400 11 m × 11 m 30 dB 5.0◦

1300 4 m × 4 m 32 dB 4.2◦

8.4に示す．また，実際の平面フェーズドアレーアンテナの例を図 8.16に示す．

同図は直径 110 mの円形平面に八木アンテナを 560本並べた京都大学赤道大気

レーダー (EAR) のアンテナで，周波数 47 MHzで運用されている [Fukao et al.,

2003]．給電系は図 8.15(b) に示す構成で，それぞれの素子アンテナに移相器が取
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図 8.16 京都大学赤道大気レーダー (EAR) のフェーズドアレーアンテナ．それぞれの素子
アンテナ基部の容器に送受信モジュールが収納されている．後出の図 10.11 を参照
[Fukao et al., 2003]

り付けられている．

8.2.5 アンテナ放射パターンの測定

アンテナが設計どおりの放射パターンを示すかどうかは実測により確かめられ

る．アンテナの送信時と受信時の特性が一致すること (可逆性) から，一般にア

ンテナの放射パターンは受信モードで測定される．

気象レーダーのように比較的小型のアンテナ注 10) で低仰角の走査が容易に行

える場合は，遠方界領域に置かれた送信機からの信号を被測定アンテナの方位と

仰角を変えながら受信し，その受信強度変化から放射パターンを求める．このた

め，被測定アンテナに周囲からの反射波や散乱波が混入しないような測定環境を

選ぶ必要がある．

これに対して，大型大気レーダーに用いられるような比較的開口が大きく，ビー

ムを天頂近傍にのみ向けるアンテナには同じ方法を適用することはできない．一

般に大口径アンテナの放射パターン測定には，(1) 電波星，太陽電波，月面反射

などの天体を利用した方法と，(2) 航空機や人工衛星などの飛しょう体による方

注 10) 気象レーダーアンテナとして規模が大きい例は後出の 9.2.5 項で述べる WSR-88D のアンテ

ナで，直径約 8.5 m である．一般に数 m 程度のものが多い．
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図 8.17 アンテナ放射パターンの測定例． (a) スウジイレーダーで観測された Cassiopeia

A の雑音電力の緯度・時間変化．Czechowsky et al. [1984] より改変 (b) 月面反
射を用いたMUレーダーアンテナ放射パターンの測定例，太線は測定値，細線は理
論値．Fukao et al. [1985c] より改変

法がある．(1) の方法に用いられる電波源や反射体は，いずれも位置を精密に計

算できる上，測定の再現性も良い．輝度が高い電波星としては高中緯度域では

Cassiopeia A (赤緯 58.58◦N) が，低緯度域では Cygnus A (赤緯 40.73◦N) がよく

知られている．しかし一般に被測定アンテナの走査方向に制限があり SNRも低

いため，サイドローブの測定は難しい．

図 8.17(a)は 54 MHz帯のドイツのスウジイ (SOUSY)レーダー注 11) (51.66◦N，
10.49◦E) が Cassiopeia Aの雑音電力を天頂付近で南北方向にビームを走査しな

がら受信したものである [Czechowsky et al., 1984]．ほぼ東西の断面内の放射パ

ターンは地球の自転を利用して決められる．最大電力は北 7◦ で観測されており，
主ビームが正しい方向を向いていることが示されている．また，これを解析する

と，主ビームの南北およびほぼ東西断面内の放射パターンや半値幅が求められる．

一方，同図 (b) は月面反射を用いて測定されたMUレーダー注 12) の放射パター

ンである [Fukao et al., 1985c]．測定はレーダーアンテナのビーム方向を月の南中

方向に固定して行われ，地球の自転を利用してほぼ東西断面のパターンが決めら

れた．主ビーム方向，半値幅，および第 1サイドローブレベルの測定値 (太線) は

注 11) ドイツ Lindau に設置された MST レーダーで周波数 53.5 GHz，アンテナビーム幅 5◦．

注 12) 前出の図 8.4 は MU レーダーの 3 次元電力分布パターンで，図 8.17(b) の細線部に相当す

る．MU レーダーの詳細は 10.2.3 項を参照．
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理論値 (細線) とよく一致している．なお測定値の揺らぎは電離圏の擾乱 (シンチ

レーション) によるものである．

周回する人工衛星を用いた測定は，初期コストが高くなるが長期間にわたって

低仰角サイドローブまで繰り返し測定できることが大きな長所である．この方式

では，衛星に受信機を搭載し，レーダーからの信号を受信して軌道面に沿った放

射パターンを測定する．搭載アンテナの放射パターンや衛星の姿勢，レーダーと

の距離の変化による受信強度変動の影響を除くため，あらかじめ校正した別アン

テナから 50 kHz程度離れた校正信号を同時に送信する．搭載受信機で両者を分離

して，その強度比からレーダーアンテナの較正信号アンテナに対する相対パター

ンを求める [Fukao et al., 1985c]．後出の京都大学MUレーダー注 13) や米国で展

開されているウインドプロファイラーネットワークを構成する 404 MHz帯レー

ダー注 14) は，いずれも運用の初期にこの方式で放射パターンを測定している．

素子アンテナがそれぞれ対応する送受信モジュールで励振されるアンテナには

前述の可逆性は成り立たない．したがって，受信と送信の両方の放射パターンを

測る必要がある．このためには送信モードで測定が可能な月面反射や人工衛星を

使う方法が有効である．

8.3 送受信システム

8.3.1 送信機

パルスレーダー方式の送信機の性能を決める主要パラメータは，送信周波数 f，

送信出力 Pt，送信パルス幅 τ，およびパルス繰り返し周波数 fp である．パルス

繰り返し時間は T = 1/fp で与えられる．また，送信デューティ比 Rd は

Rd =
τ

T
(8.31)

で定義される．送信電力 Pt は一般的にピーク電力で示され，時間平均送信電力

P t とは

P t = RdPt (8.32)

注 13) 詳細は 10.2.3 項を参照．

注 14) 詳細は 10.3.1 項を参照．
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の関係にある．例えば τ = 1μs，T =1 msの場合はRd = 0.001である．気象レー

ダーの Rd は 0.005～0.0005程度である．一方，大気レーダーでは，パルス圧縮

時は気象レーダーに比べて τ が長くなることがあり，また，T は気象レーダーに

比べて 1桁程度短い．したがって，大気レーダーの Rd は気象レーダーに比べて

高く，最大 0.2程度になる．

パルスレーダーでドップラー速度測定を行うためには，送信パルス間の位相の

コヒーレント性を保つことが必須である．4.1.1項で触れたように，これを実現す

る最も一般的な送信機は，安定した周波数で発振する微小電力の種信号を増幅す

るMOPA方式をとっている．パルス的な送信信号を生成し，アンテナから送出

する基本的な方式は，気象レーダーと大気レーダーで共通である．ただし，気象

レーダーでは単一のアンテナから大電力の送信パルスを連続的に送出するため，

最終段の増幅器として大電力の増幅管を用いることが多い．このため，比較的規

模の大きい単一の送信機を用いるのが一般的である．一方，大気レーダーは一般

に平面アレーアンテナの構成を持ち，個々のアンテナ素子から放射されるパルス

電波を空間合成して大電力の送信信号を生成する．また，前節で触れたように素

子アンテナをモジュール化された送受信部と一体化してアンテナを形成する，ア

クティブフェーズドアレーアンテナ方式をとるレーダーも多くなっている．

8.3.2 気象レーダーの送信機構成

MOPA方式の送信機 従来，レーダー送信管として広く用いられてきたのは自

励発振管のマグネトロン (magnetron) である．しかし，マグネトロンはコヒーレ

ントな送信信号を生成できないため，近年ではこれに代えてMOPA方式の送信

機を用いることが一般的になってきた．その背景には，近年，世界的な無線 LAN

需要に対処するため，特に気象レーダーの周波数帯では周波数割り当ての縮小や

他の無線局との干渉を抑圧する技術の開発と実用化が求められていることがある．

また，低層ウインドシヤー (low-level wind shear) 検出レーダー注 15) のように，

高い精度のドップラー観測を行う需要が増えてきたこともある．MOPAでピーク

送信電力が数 kW程度以上のコヒーレントな送信波を得るために用いられる増幅

管として，代表的なものにクライストロン (klystron) や進行波管 (traveling wave

tube; TWT) がある．パルスレーダー用の進行波管は，ピーク送信電力が数 kW

注 15) 詳細は 9.2.3 項を参照．
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図 8.18 MOPA 方式の送信機の構成例 [浜津ほか, 2000b]

～数 10 kW程度で，一般にクライストロンと比べると低出力である．しかし，近

年低いピーク送信電力でも後出の 8.3.4項で述べるように広いパルス幅でパルス

圧縮技術を用いて従来レーダーと同等以上の分解能や観測範囲が実現している．

このことから，前述の周波数割り当て事情などもあり進行波管を用いるレーダー

が注目されている．一方，直接数 100 kW程度の大出力を得る場合は，クライス

トロンを用いることが多い．図 8.18にクライストロンを用いたMOPA方式の送

信機の構成例を示す [浜津ほか, 2000b]．クライストロンは，高出力，高効率，高

利得が得られ，またマグネトロンに比べて数倍以上の長寿命である．さらに，出

力，周波数の調整が容易で，周辺回路の構成も簡潔であるため，MOPA方式の送

信管として使用例が広がっている．最近ではミリ波などを中心に高出力のジャイ

ロクライストロン (gyroklystron) の開発も進んでいる．

クライストロン クライストロンの動作は，電子の流れ (ビーム; beam) に対し

て速度の変調を与えることで増幅作用を生む原理に基づいている．この増幅管は，

図 8.19に示す基本構成を持ち，電子ビームを放射する電子銃，マイクロ波の増幅

を行う本体空洞部 (キャビティ; cavity)，マイクロ波を取り出す出力窓，電子ビー

ムをとらえるコレクタなどによって構成される．また，クライストロン本体を取

り巻く形で集束コイル (ソレノイド; solenoid) が取り付けられる．2極管構造の

電子銃から放出された電子ビームは，集束コイルが作る磁界によって集束され，

クライストロンの軸方向に沿ってコレク夕方向に進行する．簡単のため，本体空

洞部は 1個の共振キャビティと 1個の出力キャビティからなるものとする．電子
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図 8.19 クライストロンの基本構成．Skolnik [1990] より改変

ビームが共振キャビティに到達すると，入力側に加えられたマイクロ波電界によ

り，電子の一部は加速され，また一部は減速される．このためドリフト空間 (ドリ

フトチューブ内) に入った電子ビームは集群作用を受けることになる．すなわち，

減速電界を受けた電子は低速で，次の加速電界を受けた電子は高速で出力キャビ

ティに到達する．ドリフト空間の長さを適当に選べば，それらの電子を同時に出

力キャビティへ到着させ，電子ビームの粗密を最大にすることができる．出力キャ

ビティには通過した電子流の粗密に応じて出力電圧が誘起される．言い換えると，

クライストロンは電子ビームに与えた速度変調を密度変調に換え，これに共振さ

せた出力キャビティから増幅されたマイクロ波信号を誘導出力として取り出すも

のである．実際のクライストロンは複数の本体空洞部を持ち，電子ビームは複数

の共振キヤビティを通過する．この間，電子ビームは集群作用を繰り返し受ける

ため，電子の運動エネルギーが増大し，集群も大きくなる [例えば山本，1966]．

ジャイロクライストロン クライストロンや次に述べるマグネトロンの動作周波

数はマイクロ波帯以下に限られる．これより高周波では発振管の寸法が小さくな

り，電子の集群が効果的に起らないためである．このため，ミリ波帯やさらに高い

周波数のサブミリ波帯では，相対論効果による電子の質量変化を利用して発振す

るジャイロトロン (gyrotron) が既に実用化している．これと共通する電子の動き

を利用し，クライストロンと同様の増幅作用によってコヒーレントな大出力を得

る送信管に，近年開発が進められているジャイロクライストロン (gyroklystron)

がある．図 8.20にその基本構成を示す．クライストロンと同様に電子ビームを集
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図 8.20 ジャイロクライストロンの基本構成．Henke [2000] より改変

束するために，集束コイルが本体を取り巻いて取り付けられる．クライストロン

がカソードからコレクタに向かう電子ビームの縦方向の速度成分を用いて増幅を

行うのに対して，ジャイロクライストロンは，横方向の速度成分を用いて増幅を

行う．カソードから放射された電子は，コレクタに向かう方向と直交する速度成

分によってスピンを始める．電子ビームは，ドリフトチューブの内壁に沿うよう

にスピンしながら複数の共振キャビティを通過し，電子の運動エネルギーを増大

させる．出力キャビティに達した電子ビームは徐々に減速され，その運動エネル

ギーが電波のエネルギーに変換される．電子ビームがスパイラル状に進むため，

ビームが進む領域がクライストロンに比べて相対的に広がる利点がある．これら

の点から，ジャイロクライストロンは，ミリ波帯やサブミリ波帯での応用が期待

されている．

マグネトロン 強度情報のみを利用する従来の気象レーダーでは，コヒーレント

な位相情報を得る必要がなかったため，安価で容易に高出力を得やすいマグネト

ロン (magnetron) を送信管として用いることが一般的であった．マグネトロンは

円筒形の陽極と中心軸にある陰極を持ち，軸方向に磁場をかける．クライストロ

ンが電子ビームを直進させて集群作用を起こさせるのに対して，マグネトロンは

この磁場の作用により電子軌道を円形に曲げて，円形軌道上で集群作用を起こさ

せる [例えば山本，1966]．陽極を分割してその間を同調回路で結んだ多分割マグ

ネトロンは，極めて効率のよい発振が起こることから広く用いられている．
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図 8.21 デジタル位相参照方式によるマグネトロンレーダーのコヒーレント処理

マグネトロンを用いるコヒーレントレーダー送信機 マグネトロンは，発振の初

期位相がパルス間で原理的にランダムである．このため，マグネトロンを用いて

パルスドップラーレーダーを構成する場合には，コヒーレントな位相情報を得る

手段として，送信信号の初期位相を測定し，これに同調させるような受信系を構

成することが必要になる．

従来，これを実現するため，送信信号の一部を受信側に引き込み，受信機の位

相をアナログ的に送信信号に同調させて位相検波を行う方式が一般的であった．

この方式は，5.3/5.6 GHz帯や 9.5 GHz帯の比較的低い周波数帯で簡易なパルス

ドップラーレーダーを構成するためによく用いられてきた．ところが，この方式

では，レーダーの中間周波数が高くなるにしたがい，またパルス幅が狭くなるに

したがい，送信パルス幅内の短時間で同調を取ることが難しくなる．例えば 1μs

程度以下の狭い送信パルスが用いられることが多い 35 GHz帯のようなミリ波帯

では，送信信号の一部を受信機に引き込んでコヒーレントな信号を生成して位相

検波を行うことが困難である．このため，新たな方式として，図 8.21に示すよう

にパルスの送信ごとに送信波の初期位相を記録し，信号処理段階で送信パルスご

とにリアルタイムのデジタル処理により初期位相を参照する方式 (デジタル位相

参照方式) が開発された [浜津ほか, 2000a]．この方式によれば，MOPA方式の送

信出力で得られるスペクトルに比べると，マグネトロン出力の不要スペクトル比

率が高くなることは否めないが，ミリ波帯のマグネトロンレーダーでもリアルタ



8.3. 送受信システム 261

図 8.22 連続パルス送信 (上図) とダブルパルス送信 (下図) の例

イムで簡易なコヒーレント処理を行うことが可能である．

マグネトロンレーダーのドップラー観測範囲の確保 4.1.2項で述べたように，ドッ

プラー観測で折り返しを生じない最大速度，すなわちナイキスト速度 vN は，波

長 λとパルス繰り返し周波数 fpから vN = λfp/4となる．通常，パルスレーダー

では送信周波数が一定であるため，vN を大きくするには，パルス繰り返し周波

数を大きく取ればよい．vN はレーダーの最大観測距離 ra に逆比例し，式 (4.13)

で規定される．ところが，マグネトロンレーダーでは，デューティ比の制約から

パルス繰り返し周波数を上げることができず，ドップラー観測範囲を十分に確保

できないことがある．これに対処する方式として，図 8.22に示すダブルパルス

送信がある．上図に示す本来の一定間隔の送信パルス間隔に対して，この方式で

は，下図に示すように短いパルス間隔のペアーパルスを長いパルス間隔をおいて

送信する．このとき，デューティ比は上下の図で同一であるが，ドップラー観測

に寄与するパルス繰り返し周波数は，上図に比べて下図は 5倍以上になる．ここ

で，5.5.4項で論じた自己共分散処理によるドップラー速度測定では，2個の連続

するパルスによってドップラー速度が決まることを利用している．しかし，この

方式では FFTなどによるスペクトル解析はできない．

気象レーダーの送信出力 一般に，気象レーダーでは送信波として高いピーク出

力の単一パルスを用いることが多い．代表的な周波数帯とピーク出力の典型的な

値は表 8.5に示すとおりである．
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表 8.5 気象レーダーの代表的な送信ピーク出力

周波数 [GHz] 送信ピーク出力 [kW]

2.8 500～800 (MOPA, マグネトロン)

5.3 200～300 (同上)

9.5 30～100 (同上)

35 30～50 (MOPA), 50 –150 (マグネトロン)

95 2～3 (MOPA)

　
表 8.6 方形導波管の耐電力

周波数 [GHz] 導波管 a × b [mm2] 耐電力 [kW]

2.8 WRJ-3 72.1 × 34.0 2450

5.3 WRJ-5 47.6 × 22.2 1270

9.5 WRJ-9 28.5 × 12.6 446

35 WRJ-320 7.11 × 3.56 30.1

95 WRJ-900 2.54 × 1.27 3.77

a, b: 方形導波管の長辺および短辺寸法（いずれも内径）
空気の絶縁耐力 E = 1500 V mm−1 ．ただし安全率 2 とする．

耐電力の確保 ミリ波レーダーのように使用する導波管径が小さくなる場合は，

高出力時の導波管内での耐電力確保，導波管経路による給電損失の低減などの対

策が重要な課題である．耐電力の確保には，加圧によって導波管内の気圧を高め

ることが対策の 1つになる．方形導波管の耐電力 (ピーク電力) は次式で求めら

れる [Marcuvitz, 1993]．

P =
E2

4 × 120π

s
1 −

„
λ

2a

«2

ab (8.33)

ただし Eは常温，1気圧での空気の絶縁耐力 [V mm−1]，λは波長 [mm]，a, bは

それぞれ導波管の長辺寸法 [mm] および短辺寸法 [mm] とする．周波数が高くな

るにしたがい導波管寸法が小さくなり，耐電力は低下し，安全率 2のとき表 8.6

のようになる．同表から，例えば 35 GHz帯での耐電力は 30 kW程度となる．し

たがって，この周波数帯で 100 kWクラスの送信機出力を持つレーダーを実現す

るには，加圧などにより耐電力を高める対策が必須である．
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8.3.3 大気レーダーの送信機構成

フェーズドアレーアンテナを用いる大気レーダーでは，素子アンテナと対になっ

た送受信一体型の送受信モジュールを用いて送信信号を生成するアクティブフェー

ズドアレーレーダーが一般的になりつつある．送受信モジュールは，電力増幅器，

受信機，移相器，送受切換器，制御回路などで構成される．50 MHz帯の送受信

モジュールの信号系統例を図 8.23に示す注 16) ．先に触れたように，フェーズド

アレーアンテナの素子と送受信モジュールの対応には，それぞれ 1対 1で対応す

る方式，1個の送受信モジュールから複数の素子アンテナに給電する方式などが

あり，アンテナのビーム制御の機能に応じて給電方式が決定される．

後出の第 10章で述べる 50 MHz帯の大型大気レーダーの典型的な例では，送

受信モジュール 1個あたりの出力は概ね 200 W～2 kW程度，素子アンテナ数は

500本程度である．すなわち，これらのレーダーの合成後出力は 100 kW～1 MW

程度になる．一方，大気レーダーの中で周波数が最も高い例の 1つである境界層

から下部対流圏観測用の 1300 MHz帯レーダーでは，複数の素子アンテナに分配

給電する方式をとるのが一般的である．1個の送受信モジュールの出力は 200 W

程度である．この種のレーダーでは観測対象高度が低いことから，典型的な例で

は送信出力を 2 kW程度に抑え，したがって総数で 10個程度の送受信モジュー

ルを用いて，それぞれの送受信モジュール出力を 2～4個程度の素子アンテナに

図 8.23 送受信モジュールの信号系統の例．Fukao et al. [2003] より改変

注 16) 本モジュールの実物写真を後出の図 10.11(b) に示す．
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分配給電している．

8.3.4 パルス圧縮

パルスレーダーで SNRを改善する方法には，ピーク送信出力を大きくするこ

と，送信パルス幅を広げることなどがある．ところが，送信デバイスのピーク送

信出力には制約があり，またパルス幅を広げることは距離分解能（高度分解能）

を劣化させる．これらの課題を解決し，SNRを向上させる手法の 1つとして大

気レーダーで取り入れられているのがパルス圧縮技術である．基本手法は，送信

パルスとして特殊な変調を施した広いパルス幅の送信信号を用い，受信信号を処

理する際に復調を施して狭いパルス幅とほぼ等価となる受信信号を得ることであ

る．これにより，距離分解能とピーク電力を変えることなく，等価的にパルス内

に含まれる全電力を短い時間帯に集中させることができる．なお，気象レーダー

では，所望の SNRの確保が大気レーダーに比べると容易で，また大電力送信管も

入手しやすいこともあり，従来，パルス圧縮技術は一般的には取入れられなかっ

た．一方，この技術はピーク送信電力を抑えることができるため，近年では隣接

レーダーとの相互干渉を避ける手法としても注目されており，気象レーダーでも

パルス圧縮技術を取入れた例も出始めている．

パルス圧縮の原理 一定の変調を施された広いパルス幅の信号を等価的に狭いパ

ルス幅の信号に変換する際の基本になるのは，前出の式 (5.95) に示したデルタ

関数である．デルタ関数は無限の振幅を持つ時系列上の 1点にエネルギーが集中

し，振幅が無限となる状態を表現している．そのスペクトルは全周波数帯におい

て一様で，位相は全周波数帯にわたってそろっている．これと同様のスペクトル

特性を持つのが白色ガウス雑音で，スペクトルは全周波数帯に一様に広がってお

り，振幅は正規分布で中央に集中する度合いが高い．ただしその位相は全くラン

ダムである．現実に白色ガウス雑音を用いることはできないが，これに代わる疑

似ランダム信号を用いて位相をそろえられれば，デルタ関数に近い特性を実現で

きる．

さて，時系列信号 x(t)の周波数領域における位相をそろえるには，x(t)の周波

数スペクトル X(f)とその複素共役 X∗(f)の積算を行えばよい．x∗(−t)の周波

数スペクトルが X∗(f)になることを考慮すれば，前出の式 (5.63) から，周波数

領域の積X(f)X∗(f)は時間領域の畳み込み x(t) ∗ x∗(−t)と等価である．さらに，
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図 8.24 周波数変調方式によるパルス圧縮の原理

x(t) ∗ x∗(−t)は x(t)の自己相関を求めることにほかならない．これはまた，5.2

節で論じた整合フィルターとも等価である．以上をまとめると，パルス圧縮とは

次の手法といえる．

1.送信信号として，変調を施した広いパルス幅の信号を生成する．変調信号に

は，自己相関関数がデルタ関数に近い疑似ランダム信号を用いる．この段階

では周波数帯域は広く，位相はそろっていない．

2.受信信号に対して，次節の受信機で述べる検波信号と送信信号で用いられた

変調信号の相互相関を取ることによって復調を行う．

パルス圧縮の代表的な方式に周波数変調方式と符号変調方式がある．前者は，

送信パルス内変調として周波数変調を行う方式である．後者は離散的な符号化に

よる変調で，符号列の選び方によっていくつかの種類があるが，いずれも自己相

関関数がデルタ関数に近いものを求めて導出されたものである．以下に代表的な

方式について述べる．

周波数変調方式 図 8.24(a)は本方式における送信信号の変調，(b) は受信信号の

復調の原理を示す．パルス幅 T の送信信号に，同図 (a) 上段のように帯域幅 Δf

で周波数が直線的に変化する周波数変調 (FM) を加え，同図下段に示す周波数変

調パルスにして送信する．一方，受信信号を同図 (b) 上段に示すような周波数対

遅延時間特性を持つ回路に通すと，送信パルスの前半分の低周波成分により大き
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な遅延が生じ，逆に後半部の高周波成分により小さな遅延が与えられる．このた

め，受信信号が同回路を通る過程で，パルス内に分散されていた周波数成分が狭

い時間帯に集中し，同図下段に示すような急しゅんなパルス状の信号となって出

力される．この波形の包絡線 f(t)は

f(t) =
p

TΔf
sinπΔft

πΔft
(8.34)

になる．復調後のピーク値の振幅 (電圧) は
√

TΔf，パルス幅は 1/Δf(≡ τp)で

ある．送信パルス幅 T と帯域幅 Δf の積 TΔf はパルス圧縮比と呼ばれ，パルス

圧縮を行わないパルス幅 T の信号に対して，ピーク送信出力が T/τp = TΔf 倍

に増大したと同等の効果が得られる．

符号変調方式 離散値を取る符号列により離散的に位相変調を行い，受信時に符

号列の相関処理によりパルス圧縮を行う方式である．符号の反転のみによってデ

ジタル的に変調が行える 2値符号位相変調 (binary phase coding) パルス圧縮法

が最も実用的である．この手法は，送信パルスを等分にN 分割し，各部に +(0◦)
または −(180◦)の位相を与えるものである．受信時には，検波出力と変調符号系
列の相互相関を取ることにより復調を行う．距離分解能（高度分解能）はもとの

パルスの 1/N，振幅はN 倍になり，等価的にパルスのほぼ全電力がこの範囲に含

まれる．このとき，圧縮比N のパルス圧縮により信号の電力はN2倍になり，一

方，雑音電力は相関がない雑音サンプルを N 個集めることから N 倍になる．し

たがって SNRは N 倍に改善される．

いま，N 個の符号，すなわちビット長N で構成される 2値符号列において，単

位振幅の信号系列を

(X1, X2, · · · , Xn) ただし Xi = 1または− 1 (8.35)

とするとき，その自己相関関数 φ(k)は

φ(k) =

N−kX
i=1

XiXi+k ただし k = −(N − 1) ∼ N − 1 (8.36)

で表される．この関数は k = 0に関して対象な偶関数になるが，一般に 2値符号

列の自己相関関数は完全なインパルス関数にはならないため，ほかの時間領域に

符号サイドローブ (code sidelobe) と呼ばれる洩れ出しが生じる．符号サイドロー

ブを極力抑えた符号列の代表的なものを以下に示す．
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表 8.7 バーカー符号列 [Skolnik, 1980]

ビット長 N バーカー符号列 サイドローブ (電力値) [dB]

2 +−, ++ −6.0

3 ++− −9.5

4 ++−+, +++− −12.0

5 +++−+ −14.0

7 +++−−+− −16.9

11 +++−−−+−−+− −20.8

13 +++++−−++−+−+ −22.3

(1) バーカー符号 (Barker code)

式 (8.36) に示す自己相関関数がタイムラグ 0で N となり，ほかのラグでは 0

または±1となる符号列である．すなわち，符号列 (8.35) の中で，式 (8.36) で与

えられる φ(k)が

|φ(k)| ≤ 1 (8.37)

を満たすものをバーカー符号列と呼び，N = 2, 3, 4, 5, 7, 11, 13に対して表 8.7

に示す符号列が発見されている．N = 2, 4に対してはそれぞれ 2種類の符号列

がある．6084までの範囲では，適合する最長符号列のビット長は 13である．図

8.25に N = 7, 11, 13に対する自己相関関数，すなわち復調後の出力を示す．同

図から符号サイドローブが 0または ±1になるバーカー符号列の特徴が明らかで

ある．なお，表 8.7の符号列に次の式 (8.38) ～ (8.40) に示す変換のいずれかを

施せば別のバーカー符号列を生成できる注 17) ．

変換 1 Xi1 = (−1)iXi (8.38)

変換 2 Xi2 = (−1)i+1Xi (8.39)

変換 3 Xi3 = −Xi (8.40)

(2) 相補系列符号 (complementary code)

2種類の長さの等しい符号列を用いて，相関関数がサイドローブ領域で互いに

逆符号を生じて打ち消し合うように設定し，自己相関の出力を加え合わせること

注 17) N = 2 の場合は X1 = 1 のときのみである．
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図 8.25 バーカー符号列の自己相関関数．N = 7; 11; 13

　

により符号サイドローブを消す符号列である．すなわち，長さN の 2組の符号列

(X1, X2, · · · , XN )および (Y1, Y2, · · · , YN )において，それぞれの自己相関関数を

φX (k) =

N−kX
i=1

XiXi+k (8.41)

φY (k) =

N−kX
i=1

YiYi+k (8.42)

とするとき，

φX (k) + φY (k) =

j
0 k �= 0のとき
2N k = 0のとき (8.43)
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図 8.26 32ビットの相補系列符号を構成する 2種の符号列，および各々の自己相関関数と両
者の和．Woodman [1980] より改変

となる符号列である．ただし k = −(N − 1) ∼ N − 1とする注 18) ．2つの符号列

の和はサイドローブを全く持たない符号列となる．

図 8.26 に 32 ビットの相補系列符号を構成する 2 種の符号列，それぞれの自

己相関関数，および両者の和を示す [Woodman, 1980]．一般に符号列 X と Y が

N ビットの相補系列符号をなす場合，両者をつなぎ合わせて作られる X ＋ Y と

X ＋Y は 2N ビットの相補系列符号を構成することが容易に示される．ここに Y

は Y の符号を反転させたものである．したがって，相補系列符号の長さには上限

がなく，nを整数とするとき N = 2n, 10 × 2n などのビット長の相補系列符号が

存在することが知られている．

この符号列を実際にパルスレーダーに適用するには，送信パルスを交互に符号

列 X および Y で位相変調を行って送信する．受信時にはそれぞれの符号列に対

注 18) 式 (8.41)，(8.42) は非負の k の場合を示す．しかし自己相関関数は正負対称であるから，式

(8.43) は k < 0 の場合も成立する．



270 第 8 章 レーダーシステム

応した復調を行い，その後に両者の符号列に対して得られた受信信号を加算する．

信号の相関時間がパルス繰り返し時間よりも十分長く，2個以上のパルスの受信

信号がコヒーレントである場合に有効である．送信周波数が比較的低い大気レー

ダーによる対流圏や成層圏の観測のように，相関時間が長い受信信号が得られる

場合に適した符号列である．

(3) 擬似バーカー符号 (pseudo-Barker code)

バーカー符号に類似しているが，サイドローブの最大値を ±2 まで許容する．

これにより，バーカー符号よりも長い符号長でサイドローブ比率が比較的小さい

ものが得られる．N = 28のものが実用化されている．

パルス圧縮時の欠偶領域 パルス圧縮は，遠距離や高高度の標的に対する探知性

能を向上できるが，一般に最小探知距離 (上空を観測する場合は観測可能な最低

高度) が制限される．すなわち，レーダーアンテナからパルス幅に相当する距離

までは送信パルスと散乱信号が混在するため，復調時に完全な相関処理ができず，

一般に復号ができない．この領域を欠偶領域 (truncated range) と呼ぶ．欠偶領

域では，パルス圧縮処理を行っても圧縮比に対応する利得が得られないだけでな

く，不要なレンジサイドローブ (range sidelobe) が生じる．なお，欠偶領域を超

えた遠方域の復号可能な領域は非欠偶領域 (untruncated range) と呼ばれる．

特に境界層のような低高度の観測にパルス圧縮の手法を適用するときは，欠偶

領域で復号可能なことが求められる．近年では，この要求に応えるものとして，

相補系列符号を拡張したスパノ (Spano) 符号と呼ばれる符号列が得られており

[Spano and Ghebrebrhan, 1996a, b]，大気レーダーの中でも低高度を観測対象と

する下部対流圏レーダーや境界層レーダーを中心に多く採用されている．

スパノ符号 図 8.27に示すような S回送信される振幅 1のパルス列 Pkを考える．

いずれも同じ長さの N 個のサブパルスからなるものとする．同図の符号系列 Ck

によって，各サブパルスには cj
k(0◦ または 180◦) の位相変調が施される．受信信

号は，I, Q信号のそれぞれについて，時間間隔 τ でレンジゲートG1, G2, · · · , GR

においてサンプリングされる．得られた信号は N ビットでパルス変調されてい

るため，図 8.28に示すように N 個のサブパルスに対する後方散乱信号が混在し

たものになっている．

いま，k番目の送信パルスに対するサンプリングされた複素データ系列を {vk
1 ,

vk
2 , · · · , vk

N , · · · , vk
R }，復号後の複素データ系列を {wk

1 , wk
2 , · · · , wk

N , · · · , wk
R }
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図 8.27 スパノ (Spano) 符号により変調された送信パルス列

図 8.28 受信信号のサンプリング．送信パルス Pk (0 » k < S ` 1) に対する受信信
号が G1; G2; ´ ´ ´ ; GR の計 R 個のゲートでサンプリングされる．Spano and

Ghebrebrhan [1996a] より改変

とすれば，wk
j は

wk
j =

8>>>><
>>>>:

jX
m=1

ck
m+N−jv

k
m 1 ≤ j ≤ N − 1

NX
m=1

ck
mvk

m−N+j N ≤ j ≤ R

(8.44)

で与えられる．ここで，{wk
1 , wk

2 , · · · , wk
N−1 } は欠偶領域の信号である．詳細
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表 8.8 スパノ符号に用いられる符号列 [Spano and Ghebrebrhan, 1996b]

ビット長 N コード名 符号列の例
4 C1 + −−−

C2 + + −+

8 C1 − + + −−−−−
C2 −− + + − + −+

C3 −−−− + −−+

C4 − + − + + + −−

を付録 Dに示すように，レンジゲートごとに最終的な復号信号を得るために wk
j

の加算が行われる．欠偶領域では本来復号に必要なサブパルスからの受信信号の

一部が欠けているため，完全な相関処理ができない．一般に相補系列符号による

変調を完全に復号するには行列演算が必要であるが，スパノ符号を用いるとこの

行列が対角化され，欠偶領域に対する特別な復号処理が不要になる [Spano and

Ghebrebrhan, 1996a]．したがって，通常の復号処理を行うことで欠偶領域および

非欠偶領域にかかわらず復号が可能になり，観測データを得ることができる．簡

単のために，0◦ および 180◦ の位相変調をそれぞれ +および −で表すとき，ス
パノ符号では，表 8.8に示す符号列を用いて例えば次の順に送信すれば，良い復

号特性が得られることが知られている [Spano and Ghebrebrhan, 1996b]．

パルス長 4ビットの場合 C1, C2, C
′
2, C

′
1, C2, C1, C

′
1, C

′
2 (8.45)

パルス長 8ビットの場合 C1, C2, C2

′
, C1

′
, C2, C1, C1

′
, C2

′
,

C3, C4, C4

′
, C3

′
, C4, C3, C3

′
, C4

′
(8.46)

ここで，C
′
および C はそれぞれ C のビット逆順および符号反転を示す．

8.3.5 受信機

レーダー受信機の基本機能は，標的からの後方散乱波をアンテナを介して受信，

増幅し，適切なフィルターを通して所望の信号を検出することである．SNRをよ

り大きくすることが求められるため，設計には各種の工夫が凝らされる．どの段

階までの受信信号処理系統を受信機と呼ぶかは時代によって変化している．従来，

RF (radio frequency) の受信信号から IF (intermediate frequency) 信号を検出し
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図 8.29 受信系統の基本構成

た後，これをビデオ周波数帯の信号 (ビデオ信号) に変換するまでの系統を受信

機として扱うことが多かった．一方，近年ではデジタル信号処理技術の発達によ

り，IF段階で直ちにデジタル信号に変換 (analog-to-digital coversion; A/D変換)

し，その後の処理をハードウェアまたはソフトウェアによるデジタル信号処理で

実施することが多くなっている．本書では図 8.29の受信系統においてアナログ信

号で扱われる同期検波回路までを受信機として扱い，それに続く A/D変換以降

の処理を信号処理装置で扱うこととする．

RF増幅器 5.1節で述べたように，気象レーダーなどの GHz帯の受信機では受

信機内部で発生する雑音の低減が重要である注 19)．標的からの散乱信号が弱い場

合は，散乱信号が雑音信号に埋もれてしまい，検出ができなくなる．したがって，

受信機の最適設計は，SNRを高くすることであるといえる．

RF段階で最も重要なパラメータはシステム雑音である．このため，RF入力

の初段増幅器の雑音指数を低く抑えることが重要で，一般に低雑音増幅器 (low

noise amplifier) が用いられる．低雑音増幅器の役割は，受信後の極めて微弱な

RF信号を，極力雑音を増加させずに増幅することである．従来，優れた低雑音

特性を持つ冷却型および非冷却型のパラメトリック増幅器がよく利用されてきた

が，近年では，トランジスタ増幅器がレーダー周波数帯で広く利用可能になって

いる．代表的な高周波用トランジスタとして，ガリウムひ素 (GaAs) を中心とす

る III-V族化合物半導体を用いた HEMT (high electric mobility transistor) があ

る．また，HEMTを核として入力用，出力用の各整合回路やバイアス回路などの

回路要素を同一半導体基板上に組み込み，マイクロ波帯の集積回路としたMMIC

(monolithic microwave IC) も開発されており，広く利用されている．代表的な低

雑音増幅器の特性を図 8.30に示す．

注 19) 大気レーダーなどの MHz 帯受信機では，一般に受信機内部雑音よりも宇宙背景雑音がはる

かに大きい．
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図 8.30 代表的な低雑音増幅器の特性

受信方式 レーダー受信機の代表的なものは，スーパーヘテロダイン方式 (super-

heterodyne principle) で構成されている．キャリアを含む RF受信信号は，入力

段で適度に増幅され，フィルターで比較的広い周波数帯域で選択された後，局部

発振器 (STALO) で生成される周波数の信号と混合されて IF信号となる．次い

で IFでは，帯域の狭いフィルターで所望周波数帯以外の信号が排除され，通過帯

域内の信号だけが大きく増幅された後に，検波されて所望の信号が取り出される．

局部発振器は入力信号を中間周波に変換するための局部的な発振器で，局部発振

器の信号周波数を fs，入力信号の周波数注 20) を f1とするとき，ミキサの出力に

は f1 − fs と f1 + fs の 2種類の周波数の信号が出力される．このうち f1 − fs を

中間周波のフィルターで取り出すことによって，周波数変換された信号注 21) が

得られる．この場合，残った方は不要な信号で，これを受信することをイメージ

受信 (image reception) という．通常は目的信号だけをフィルターに通して取り

出すので，イメージ信号との比はこのフィルターの特性に依存することになる．

スーパーへテロダイン方式の利点は，IFで増幅する方が RFで行うよりも低コ

ストでより安定であること，所定の動作帯域内で所望の信号の帯域が占める比率

を広く取れるためにフィルター動作をより簡単化できること，送信周波数が変わ

注 20) 図 4.1 に示すように，コヒーレント発振器の周波数 fc と局部発振器の周波数 fs の和である

送信周波数 f0 にドップラーシフト fd が加わったもの

注 21) 周波数はコヒーレント発振器周波数とドップラーシフトの和で fc + fd である．
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る場合も局部発振器の周波数を変えるだけで IF段のフィルターに影響を与えな

くてすむこと，などの利点がある．そのほかの方式として直接検波方式 (crystal

video)，超再生方式 (super regenerative) などがあるが，上述の利点により，レー

ダー受信機は事実上すべてスーパーヘテロダイン方式を採用しているとみて良い．

数MHz～100 MHz程度の最終的な中間周波数に達するまでに，1段から数段

の変換ステップがあり，複数段の周波数変換によってイメージ受信による妨害特

性を改善することができる．気象レーダーでは 2段の中間周波数変換を行うダブ

ルスーパーへテロダイン方式 (double superheterodyne principle) が一般的であ

る．一方，大気レーダーでは送信周波数が気象レーダーに比べて低いため，シン

グルスーパーへテロダイン方式が一般的である．

受信機の最適設計 IF段階では，中心周波数，通過周波数帯域幅，増幅器利得，

ダイナミックレンジなどが受信機の特性を決める重要なパラメータになる．外来

雑音と内部の熱雑音が付加される受信機において，SNRを最大にするフィルター

は，5.2.1 項で論じたように整合フィルターと呼ばれる．整合フィルターは，式

(5.30) に示すように，入力信号の時間軸を逆転し，遅延させたものである．さて，

有限のバンド幅のフィルターに受信信号を通せば，バンド幅が無限の場合に比べ

て受信信号の損失が発生する．整合フィルターに方形パルスを通す場合の損失は

1.8 dB程度になる [Nathanson and Smith, 1972]．

実際には整合フィルターを完全な形で得ることは難しいため，近似的なフィル

ターで構成することが多い．フィルターの不整合による損失，すなわち整合フィル

ターを用いる場合の SNRに対して近似的なフィルターを用いることによる SNR

の劣化の度合いは，入力信号波形とフィルターの特性によって異なる．フィルター

のバンド幅を Bf，信号のパルス幅を τ とするとき，フィルターの不整合による

損失は Bf と τ の積 (Bf τ 積) で決まる．各種の入力信号波形とフィルター特性

について，SNRの劣化が最小になる Bf τ 積と損失を表 8.9に示す．表中の 6 dB

幅，3 dB幅，および全電力は，それぞれ電力が 6 dB低下するバンド幅 (B6)，3

dB低下するバンド幅，および全電力を通過させるバンド幅である．また，損失

は，B6 の場合について，SNRの劣化の度合いを dB値で表したものである．例

えば，ガウス型の特性を持つフィルターにガウス型波形の入力信号を通したとき

は，整合フィルターの場合と比べて SNRの劣化はないが，同じ特性のフィルター

に方形波の信号を通した場合には 0.5 dB程度の損失が生じる．各種の入力信号波

形に対して，最大 SNRは B6 が概ね τ の逆数になるとき，すなわち B6τ � 1で
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表 8.9 整合フィルターとの効率比較．Skolnik [1990] より改変

入力信号波形 フィルター特性 最適バンド幅パルス幅積 (Bf τ) 損失
6 dB 幅 3 dB 幅 全電力 [dB]

ガウス型パルス ガウス型 0.88 0.44 0.50 0

ガウス型パルス 方形 1.05 0.74 0.79 0.51

方形パルス ガウス型 1.05 0.74 0.70 0.51

方形パルス 5 段単同調 0.97 0.67 0.76 0.51

方形パルス 2 段単同調 0.95 0.61 0.75 0.56

方形パルス 1 段単同調 0.70 0.40 0.63 0.88

方形パルス 方形 1.37 1.37 1.37 0.85

得られる．現実には信号は完全な方形波ではないため，その他の変動要素も考慮

し，理論的な最適値よりもやや広い B6τ � 1.5 ∼ 2程度となるバンド幅を設定す

ることが一般的である．また，同表に示すようにフィルターの不整合による損失

は 0.5～0.9 dB程度であるが，通常 0.5 dBを代表値とする．従って，実際のレー

ダー方程式の計算では，受信機のバンド幅の制限に伴う損失とフィルターの不整

合による損失の合計値である 2.3 dB程度を損失として見込んでおくことが必要

である．

なお，パルスレーダーの送信信号は RFのキャリア信号で変調されているため，

受信信号を位相検波した後の Iおよび Qの両ビデオチャンネルに対して上述の近

似的なフィルターを用いる．

位相検波回路 受信信号から振幅および位相の情報を抽出する手順は，5.2.2項に

述べた位相検波によって実現される．スーパーへテロダイン受信機で IFに変換

された信号は，図 5.6に示すように 2系統に分配され，同期位相検波器に入力さ

れる．ここではコヒーレント発振器 (COHO) の出力を 2系統に分け，一方はそ

のまま，他方は位相を 90◦ シフトした信号として検波に用いる．これによって得
られた I，Qの 2種類の検波後のアナログビデオ信号を A/D変換し，以降の信号

処理を行う方式をアナログ IQ検波方式と呼ぶ．

これに対して，図 8.31に示すように，IFに変換された受信信号を直接 A/D変

換する方式が近年実用化されている．この方式をデジタル IQ検波方式と呼ぶ．こ

の場合は，デジタル変換後の信号をデジタルフィルターにより I, Qの各信号に分

離し，以降の信号処理を行う．
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図 8.31 デジタル IQ 検波方式の信号系統

アナログ IQ検波方式では，I，Q各信号のオフセットレベルおよび振幅合わせ，

位相特性合わせ，A/D変換でのタイミング合わせなどの微妙な調整が要るのに対

して，デジタル IQ検波方式ではデジタルまたはソフトウェア手法によりこれら

を自由に扱えるため，IQ検波の精度が大きく改善される．

8.4 デジタル信号処理システム

レーダーシステムにおいて，送信信号の生成から空間への放射，標的による散

乱と後方散乱信号の受信，増幅とそれに続く信号処理と表示は，初期にはすべて

アナログ信号で扱われてきた．その後，半導体技術の進歩により，従来受信機で

行われてきた各種の信号処理の多くがデジタル化されるに至った．CPUの高速

化に伴い，当初は専用プロセッサで実施していた各種のアルゴリズムの処理を，

汎用プロセッサを用いてソフトウェアによってリアルタイムで行うことも可能に

なってきた．このため，現在では，信号処理装置は汎用の高速プロセッサを用い

るコンピュータに置き換えられることも多くなっている．本節では，レーダー受

信信号のデジタル化に伴う処理方式を整理し，信号処理プロセスの基本アルゴリ

ズムを示す．

8.4.1 信号処理のプロセス

気象レーダーでは，前出の図 8.3に示すような各種のアンテナ走査によって得

た受信信号から，一定の距離および方位区間 (セル; cell) ごとにエコー強度，ドッ

プラー速度，速度幅などのデータを得るための信号処理が行われる．一方，大気

レーダーでは，図 7.3に示すように天頂付近の複数ビーム走査で得た受信信号か

らエコー強度，ドップラー速度，および速度幅の高度プロファイルを得ることが
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主要なプロセスになる．両レーダーでは，不要信号除去や信号平均化の細部プロ

セスは異なるが，基本的な信号処理は共通している．前節で述べたアナログ IQ

検波方式あるいはデジタル IQ検波方式のいずれを用いる場合も，デジタル信号

処理に先立ち，A/D変換が行われる．また，ドップラー速度演算などの各種処理

の基本になるスペクトル解析も共通する．以下に両者の信号処理の基本的な流れ

を示す．

気象レーダーの信号処理 代表的な気象レーダーの信号処理プロセスを図 8.32に

示す．信号処理のプロセスは大きく次の各段階に分けられる．すなわち，

(1) デジタル化した IQ信号をもとに，近隣レーダーなどから混入する干渉波を除

去し，自レーダーの受信信号のみを選り分ける前置処理

(2) 2次エコーを識別・抑圧する処理

(3) 地形反射信号 (グランドクラッター; ground clutter) を除去する処理

(4) FFTおよび IFFT (フーリエ逆変換) を用いたスペクトル解析

(5) 平均ドップラー速度および速度幅を算出する処理

(6) エコー強度あるいはレーダー反射因子から降水強度を算出する処理

である．

気象レーダーで生成されるデータ量の目安は概ね次の程度になる．後出の 8.4.3

項で述べるように，A/D変換のビット数は，60～70 dB程度以上のダイナミックレ

ンジを確保するため，近年では 12～14ビットのビット長が選ばれることが多い．観

測範囲をレーダーから半径 120 kmとして，距離区分 300 mごと，方位角方向に 512

区分 (0.7◦ごと)でデータを得る場合，セル数は，(120 km/0.3 km)×512 = 204800

となる．リアルタイム処理の場合，アンテナ回転数を 2回転/分 (rpm; revolutions

per minute) とすれば，1秒間に 204800/30 � 6827，すなわち 7000個弱のセルに

図 8.32 代表的な気象レーダーの信号処理系統
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ついて，スペクトル解析などの各種演算を行うことになる．

スペクトル解析の基本は，5.5.3項で述べたFFT (fast Fourier transform)である．

上述の観測範囲の場合，パルス繰り返し時間は，最短で (2×120 km)/3×105 km =

0.8 msである．これを越える遠方からの散乱波が漏れ込むことを防止するために

10%程度の余裕を持つとすると，パルス繰り返し時間は 0.88 ms程度となる．ア

ンテナ回転数 2 rpm で走査を行う場合，方位角方向 1区分当たりの送信パルス数

は 30 s/(512× 0.88× 10−3 s) � 66となる．したがって，FFT点数は 64点程度ま

で可能となる．測定可能な最大速度，すなわちナイキスト速度 vN は，式 (4.10)

で与えられる．気象レーダーの一般的な波長である λ = 5.7 × 10−2 m を用いて

計算すると，vN = 5.7 × 10−2 m/(4 × 0.88 × 10−3 s) � 16.2 m s−1 が得られる．

つまり±16 m s−1程度までの風速が測定できることになる．64点の FFTでこれ

を分析すれば，16 m s−1 × 2/64 = 0.5 m s−1 程度の速度分解能が得られること

が分かる．

実際の気象レーダーの信号処理をリアルタイムで実施するには，図 8.32の (2)

～(6) の段階で FFTと IFFTをそれぞれ 2回程度繰り返すため，14ビットのデー

タに対して 64点の FFT演算を 1秒間に 6827× 4 = 27308，すなわち 2万 7千回

余り実行可能な信号処理性能が求められる．現在，単一または並列処理プロセッ

サによって，これらの処理は十分実行可能になっている．

大気レーダーの信号処理 大気レーダーの基本的な信号処理プロセスを図 8.33に

示す．信号処理のプロセスは，大きく分けて次の各段階から成る．

(1) パルス圧縮を行う処理

(2) コヒーレント積分，すなわち相関時間内のデータを積分し，受信機雑音を抑

圧する処理

図 8.33 代表的な大気レーダーの信号処理系統
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(3) FFTを用いたスペクトル解析

(4) インコヒーレント積分，すなわち周波数スペクトラムの平滑化

(5) 雑音レベルおよびスペクトルパラメータの推定

(6) スペクトル処理に基づく干渉波および地形反射信号 (グランドクラッター) の

除去処理

(7) 平均ドップラー速度，速度幅，およびエコー強度高度プロファイルの作成

である．デジタル化以降の各部の処理は，気象レーダーと同様に汎用プロセッサ

を用いてソフトウェアで実施することが多い．

大気レーダーで生成されるデータ量の目安は概ね次の程度になる．まず，A/D

変換のビット数は，最近は気象レーダーと同様に 12～14ビットのビット長が選

ばれることが多くなっている．対象とする高度範囲は目的に応じて異なるが，1

例として鉛直方向に 15 km までを観測範囲とするとき，パルス繰り返し時間は

最短で 10−4 sとなる．サンプル間隔を高度方向に 150 mとすれば，1ビーム方

向あたり 15 km/0.15 km = 100区分のデータが得られる．アンテナ走査方向が 5

ビームの場合は 500区分となる．それぞれの区分内では，信号の相関時間に応じ

たコヒーレント積分の後，所要の FFT点数のデータを集める．いま，コヒーレ

ント積分なしで FFT点数を 128点とするとき，12.8 msごとに，500個の 12～14

ビット長データに対して 128点のスペクトル解析を行えることが必要である．ス

ペクトル解析では，FFTのほか大気レーダーに特徴的なコヒーレント積分，イン

コヒーレント積分などの処理が行われる．なお，コヒーレント積分，インコヒー

レント積分は基本的には加算演算であり，FFTおよび IFFTに比べれば処理時間

は無視し得る程度に小さい．一般に，大気レーダーでは上述の (1) ～ (7) の各段

階を単一のプロセッサで処理することが十分可能である．

8.4.2 不要信号の除去

レーダーの受信信号には，所望の降水エコーや大気エコー以外に，山岳や建物

などの地上からの散乱波であるグランドクラッター，上空を飛行する航空機から

の散乱波，隣接レーダーからの干渉波などのさまざまな不要信号が混入する場合

がある．これらの不要信号抑圧あるいは除去は，気象レーダーでは，従来時間領

域で実施されるのが普通であった．例えば，降水エコーの振幅は送信パルスごと

に大きく変動し，5.3.2項で触れたようにレイリー分布にしたがうとみなされる．

これに対し，グランドクラッターの信号振幅の変動ははるかに小さい．したがっ
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て，一般に送信パルスごとの振幅変動の周波数特性に対応した適切な高域通過フィ

ルターを通せば，グランドクラッターを抑圧することが可能である．ただし，グ

ランドクラッターと降水エコーが同一レンジで重なる場合，時間領域の処理だけ

では，所望信号の低減を抑えて不要信号のみを除去することは難しい．このため，

デジタル処理技術の進歩に伴い，スペクトル解析結果をもとに周波数領域で不要

信号を除去する方式が一般化しつつある．

一方，大気レーダーでは，初期の頃から周波数領域でスペクトル解析結果をも

とにした不要信号除去処理が行われている．一般に第 5章で論じたフーリエ変換の

ほか，最尤 (ゆう) 法 (maximum likelihood method; MLM) や最大エントロピー

法 (MEM) などの予測理論に基づくスペクトル推定法も用いられている [Ogura

and Yoshida, 1981]．

2次エコーの抑圧 パルスレーダーではパルス繰り返し周波数 (PRF) と波長に

よってドップラー速度測定範囲が決まるため，所望の観測範囲の限界近くに PRF

を設定することが多い．例えば半径 120 kmの範囲を観測するドップラーレーダー

で PRFを 1000 Hzとすれば，前出の式 (3.3) から求められるように距離 150 km

までの散乱波は次の送信までに受信され，以遠の散乱波は次の送信に対する散乱

波に重畳される．この場合の折り返し距離は所望の観測範囲に対して 25%の余裕

を持っているが，観測範囲外に山岳や強い降水などがあれば，それらによる散乱

波が図 8.34に示すように 2次エコーとして受信されることがある．この現象を，

PRFを変化させたときに出現位置が移動することを利用して抑圧する手法が広

図 8.34 1 次エコーに重畳して受信される 2 次エコーの模式図



282 第 8 章 レーダーシステム

く使われている．しかし，同図のように広範囲に受信される 2次エコーが 1次エ

コーと重畳した場合は，時間領域の処理だけでは除去することが困難である．こ

のため，次に示すように周波数領域で 2次エコー抑圧処理を行うこともある [浜津

ほか, 2000b]．いま，m番目の送信パルスに対する受信信号を Vm，1次エコー成

分，2次エコー成分，およびシステム全体の雑音成分をそれぞれ Vm1，Vm2，Nm

とすれば，Vm は

Vm = Vm1 + Vm2 + Nm (8.47)

と表される．m番目の送信パルスが初期位相を基準位相から Φmだけ変化させて

送信されているとき，受信信号に対してこの位相を打ち消すように補正すると，

受信信号は

Vme−jΦm = Vm1e
−jΦm + Vm2e

−jΦm + Nme−jΦm (8.48)

となる．ここで，上式の右辺第 2項の Vm2 は m − 1番目の送信パルスに対する

散乱信号であるので，基準位相に対する位相差は Φm−1であり，上記の位相補正

後でも，基準位相に対して Φm − Φm−1 の差を持っている．いま，基準位相のま

まの信号に “s”を付けて表すと，Vm1 = Vm1se
jΦm，Vm2 = Vm2se

jΦm−1 となる

ため，式 (8.48) は次のように表すことができる．

Vme−jΦm = Vm1s + Vm2se
−j(Φm−Φm−1) + Nme−jΦm (8.49)

ここで，Φm − Φm−1 が区間［0，2π］の間でランダムになるように Φm の系列

を選べば，式 (8.49) の右辺第 2項の 2次エコー成分は，位相がランダムな雑音と

見なすことができる．したがって，位相補正後の受信信号系列に FFTを施すこ

とにより，1次エコー成分だけを抽出し，2次エコー成分のスペクトルを拡散さ

せることができる．実際には上記プロセスだけでは，2次エコーの拡散により見

かけの雑音成分が増加し，1次エコーに対する SNRが劣化する．これを避けるた

め，まず 2次エコーのスペクトルを抽出，抑圧した後，逆フーリエ変換を施して

再び時間領域の信号に変換し，1次エコーに着目して再度 FFTの処理を施す．

グランドクラッター除去 多くの大気レーダーでは特定の観測高度，あるいは最

も低い観測高度域に対応したレンジに強いグランドクラッターが混入する．大気

エコーを正確に推定するためにはこれを除去することが必要である．通常，簡便
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図 8.35 大気レーダーで観測されたグランドクラッターを含む大気エコーの速度スペクトル．
Law et al. [1994] より改変

な手法としてドップラー速度が零 (零ドップラー) およびその近傍域のスペクト

ル成分をグランドクラッターとみなしてリアルタイムで除去する処理が行われて

いる．しかし大気エコーの視線方向ドップラー速度が小さく，この手法ではグラ

ンドクラッターと分離できない場合も多い．このような場合には大気レーダーご

とにオフラインで個別の対策が施されている．図 8.35(a) に示すのは，グランド

クラッターと大気エコーの速度スペクトルが近接している例で，米国ウインドプ

ロファイラーネットワーク注 22) を構成する 404 MHz帯大気レーダーの天頂方向

ビームで観測されたものである．零ドップラーとその近傍を拡大した速度スペク

トルが同図 (b) に示されている． (b) の実線に示すように，零ドップラーおよび

−0.7 m s−1をピークとする 2つのガウス曲線を最ゆう法でフィッティングするこ

とにより，前者をグランドクラッターとして除去し，後者を大気エコーとして取

り出すことができる [Law et al., 1994]．さらに，フェージングのために広がりの

あるグランドクラッタースペクトルが，大気エコースペクトルより数 10 dBも強

く，時系列の窓関数による打ち切り注 23) の影響でスペクトルにひずみを生ずる

こともある．このような特殊な場合に有効な推定法も既に実用されている [Sato

注 22) 詳細は 10.3.1 項参照

注 23) 詳細は 8.4.5 項を参照．
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and Woodman, 1982]．

一般に大気レーダーではレーダービームの走査方向数が限定されるため，オフ

ラインではあるが上述の高度なグランドクラッター処理を実施することも比較的

容易である．一方，気象レーダーではアンテナ回転に伴い多数のビーム走査が行

われる．このため，複雑な処理をリアルタイムで実施することは時間的に難しく，

従来，零ドップラーとその近傍域のスペクトル成分を除去する処理が一般的に行

われてきた．しかし近年では信号処理ハードウエアの処理速度向上が著しく，気

象レーダーと大気レーダーの両者で周波数スペクトルをリアルタイムで処理しク

ラッター信号除去を行う試みが始まっている

航空機などによる散乱信号の除去 レーダー観測域上空を航空機が飛行したとき

の受信信号の速度スペクトル例を図 8.36に示す． (a) は航空機の飛行中， (b) は

航空機通過後の観測結果である．レーダービームは天頂方向に向けられており，

周波数スペクトルには約 1分間の平均化がなされている．同図 (a) で高度 4 km

より上方の広い高度域で受信している強いエコーが航空機によるものである．こ

こで高度は見掛け上のもので，実際にはその高度と等しい距離を飛行する航空機

がサイドローブでとらえられたものである．航空機エコーが混在する速度スペク

トルは，スペクトル解析結果が時間・高度で連続しないことから容易に識別，除

去できる．

400 MHz帯より高い周波数の大気レーダーでは渡り鳥からの散乱信号が混入す

ることが知られている [例えばWilczak et al., 1995]．これは，春と秋の晴れた夜

図 8.36 航空機の通過前後の大気エコーの速度スペクトル
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間に下層ジェットに乗って高度 2～4 kmより下を飛ぶ小さな鳥によるとされてい

る．含水量の多い鳥はレーダー断面積が大きく，米国ウインドプロファイラーネッ

トワークの 404 MHz帯レーダーでは地上 2 kmの高さにわずかに 3.6×10−8 m−3

の密度の鳥がいても受信信号に現れると推定されている [Wilczak et al., 1995]．

渡り鳥のエコー強度が大気エコーより強い場合，レーダーは渡り鳥の移動速度を

測定してしまうことがあることから，渡り鳥エコーを除去するアルゴリズムが既

にいくつか開発され実用に供されている．

8.4.3 A/D変換

アナログ信号をデジタル信号に変換するプロセスで，サンプリングによる量子

化雑音が生じる．A/D 変換の性能を決める主要なパラメータに，信号のダイナ

ミックレンジと量子化雑音がある．

ダイナミックレンジ A/D変換の量子化単位，すなわち最小ビット幅 Δは

Δ =
2Vop

2N − 1
(8.50)

で与えられる．ただし Vop は A/D変換回路入力信号の最大電圧の絶対値，N は

符号を含むビット数である．A/D変換の最大ダイナミックレンジ Drmax は入力

信号に雑音がない場合に得られ，

Drmax = 20 log
Vop

Δ
[dB] (8.51)

で示される．式 (8.50) を式 (8.51) に代入すれば

Drmax = 20 log
2N − 1

2
[dB] (8.52)

となる．入力信号に雑音 σn が含まれる場合も，そのレベルが σn < 3Δ/2 が満足

される程度に低い場合は，量子化された雑音の rms値が Δとなるため，ダイナ

ミックレンジは式 (8.52) で与えられる値に等しい．雑音がこのレベルを超える場

合は，(n +1/2)Δ ≤ σn < (n + 3/2)Δ のとき，雑音の rms値が (n +1)Δ となる．

ただし nは正の整数とする．このとき，信号のダイナミックレンジは減少し

Dr = 20 log
Vop

(n + 1)Δ
= 20 log

2N − 1

2(n + 1)
[dB] (8.53)
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図 8.37 A/D 変換のダイナミックレンジ

となる．図 8.37に，A/D変換ビット数 N が 10～14の場合のダイナミックレン

ジをプロットした結果を示す．図の横軸は，雑音レベル σn を最小ビット Δで正

規化した値である．

量子化雑音 式 (8.50) で与えられる A/D変換の量子化単位Δに対して，入力信

号 xが一様分布する場合の確率密度関数 p(x)は

p(x) =
1

Δ
ただし− Δ

2
≤ x ≤ Δ

2
(8.54)

となる．また，xの二乗平均 x2 すなわち量子化誤差によって発生する雑音電力

σ2
q は

x2 = σ2
q =

Z ∞

−∞
x2p(x)dx =

»
x3

3Δ

–Δ/2

−Δ/2

=
Δ2

12
(8.55)

で表される．

A/D変換による信号対雑音比の劣化 A/D変換入力の信号電力および雑音電力

をそれぞれ Si および Ni とするとき，入力の信号対雑音比は SNRi = Si/Ni で表

される．ここで入力雑音振幅が σn であるから，

Ni = σ2
N (8.56)
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図 8.38 A/D 変換による SNR の劣化の度合い

である．また，A/D変換後の雑音電力No は入力雑音電力と量子化雑音電力の和

として

No = σ2
n + σ2

q (8.57)

で示される．一方，信号電力は A/D変換の前後で変化がないため，A/D変換後

の信号電力 So は

So = Si (8.58)

である．したがって，A/D変換の前後での信号対雑音比の変化すなわち劣化 ISN

は，両者の比として式 (8.56)～(8.58) を用いて

ISN =
So/No

Si/Ni
=

So

Si

Ni

No
=

σ2
n

σ2
n + σ2

q
(8.59)

で与えられる．式 (8.55) を式 (8.59) に代入すれば

ISN =
1

1 +
1

12

„
Δ

σn

«2
(8.60)

となる．σn/Δに対する ISNの変化を図 8.38に示す．同図から，σn/Δ > 0.6，つ

まり量子化単位を A/D変換の入力雑音の 1.7倍程度以下にすれば，A/D変換に

よる SNRの劣化の度合いは 1 dB以下に抑えられることが分かる．
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8.4.4 スペクトル解析

気象レーダーおよび大気レーダーの信号処理の基本は， I, Qの信号系列から 5.4

節で論じたパワースペクトルを効率よく求め，これをもとにエコー強度 (あるい

はレーダー反射因子)，ドップラー速度，および速度幅を得ることにある．A/D変

換によって得られた離散的な I, Q信号のスペクトル解析の中心となるのは，5.5.1

項で述べた離散フーリエ変換 (DFT) とその逆変換 (IDFT) である．各距離サン

プルに対して，所要の送信パルス数に対応した受信信号系列を集めて行われる信

号処理の時間の大半は，DFTおよび IDFTによって占められる．

FFT Cooley and Tukey [1965]によって考案された高速フーリエ変換 (FFT)は，

DFTを高速に行う手法である．FFT演算処理をリアルタイムで効率的に行うた

め，これまで並列プロセッサ，アレープロセッサなどの高速演算装置が考案され

てきた．近年はコンピュータの性能向上に伴い，高速プロセッサを用いてソフト

ウェア処理でこれを実現することが可能になってきている．FFTは DFT点数 N

を次々に分割し，小さな基数点数の単位でDFTを行うアルゴリズムが基本になっ

ている．FFTには，小さな基数点数の DFTに分割する際の係数項の分割手法に

よって区別される 2種類のアルゴリズムがある．その一方は係数項を時間軸のサ

ンプル数にしたがって分ける手法で，DIT (decimation-in-time) FFTアルゴリズ

ムと呼ばれる．他方は係数項を周波数軸のサンプル数にしたがって分ける手法で，

DIF (decimation-in-frequency) FFTアルゴリズムと呼ばれる．両者は演算の順序

が異なるだけで本質的な違いはない．なお，IFFTにもそれぞれの手法に対応し

た逆変換がある．

FFTによる演算回数の低減 DFTおよび上述のアルゴリズムに基づく FFTの

演算は付録 Bに示すようになる．M 点の DFTでは，M(M − 1)回の複素積算，

すなわち 4M(M − 1)回の実数の積演算と 4M(M − 1)回の実数加算演算が必要
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表 8.10 DFT と FFT の実数積算演算回数比較．Ziemer et al. [1998] より改変

点数 DFT FFT 演算回数比
2 8 4 2

4 48 16 3

8 224 48 5

16 960 128 8

32 3968 320 12

64 16128 768 21

128 65024 1792 36

256 261120 4096 64

512 1046528 9216 114

1024 4190208 20480 205

2048 16769024 45056 372

4096 67092480 98304 683

である．一方，M 点の FFTは，それぞれM/2個のバタフライ演算注 24) からな

る log2 M 回の反復演算，すなわち 2M log2 M 回の実数の積演算と 3M log2 M 回

の実数加算演算によって得られる注 25) ．したがって，加算よりも多くの時間を

要する積演算回数を基準にして DFTと FFTの概略の演算時間を比較できる．表

8.10は，DFTおよび FFTの実数積算回数を比較したものである [Ziemer et al.,

1998]．点数M が大きくなるにしたがい，FFTを用いることによる処理時間の短

縮効果が顕著に現れることが分かる．

注 24) 式 (5.110) において時系列の長さを M = 2 とすれば，時系列信号 v(m) の DFT は

Z(k) =

1X
m=0

v(m)W mk
2 k = 0, 1

となる．ここで W 1
2 = e−j2π/2 = −1 であるから，k = 0 および k = 1 に対して上式はそれぞれ

Z(0) = v(0) + v(1) Z(1) = v(0) − v(1)

で表される．これらの式は FFT アルゴリズムの基本となる基数 2 の演算構成で，演算フローが蝶

(butterfly) に似ていることからバタフライ演算と呼ばれる．

注 25) 厳密には FFT の積演算回数は 2M log2 M 回よりもやや少なく済む．
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8.4.5 窓関数

実際の信号処理において，離散的なデータを用いる DFTでは，データが有限

長であることによってスペクトルに生じるひずみを抑えるために，適当なデータ

窓を施すことが多い．離散的な時系列信号 v(m)の長さM，すなわち DFTの点

数M が v(m)の基本周期に一致する場合は，サンプルによってデータの繋ぎ目に

不連続が生じることはない．ところが，レーダー受信信号には一般に確定した基

本周期はない．したがってサンプリング窓の信号が前後に無限に繰り返されるこ

とを前提に周波数分析を行う DFTでは，サンプリング窓の境界で急激な信号の

変化が起こり，その結果本来の信号にはない高い周波数成分が現れることがある．

これを抑制するために行うのが窓関数の処理である．

スペクトル解析で用いられる代表的な窓関数の特性を表 8.11 に示す [例えば

Doviak and Zrnić, 1993]．窓関数 h(m)は，図 8.39に示すようにサンプル区間の

両側が 0に収束する特性を持ち，これを信号波形と乗算することにより，窓の境

界における信号の不連続をなくすことができる．

方形窓 窓関数で切り取った波形に変化や損失が生じない．サンプル窓幅 (window

width) を TW とするとき，周波数 ±1/TW [Hz] に最初の極小が生じる．中心部

での周波数分解能は良い．窓の両端では波形の変化が生じやすく，したがってス

ペクトルの広がりに影響が生じやすいのが欠点である．

ハニング窓 この窓関数は，中央値が 1の二乗余弦 (raised cosine) の波形になっ

ている．主成分の周波数分解能はやや劣るが，スペクトルのサイドローブが比較

表 8.11 スペクトル解析で用いられる代表的な窓関数 [例えば Doviak and Zrnić 1993]

名称 関数*

方形 (rectangular) 窓 1

ハニング (Hanning) 窓 0.5 − 0.5 cos

„
2πm

M

«

ハミング (Hamming) 窓 0.54 − 0.46 cos

„
2πm

M

«

ブラックマン (Blackman) 窓 0.42 − 0.5 cos

„
2πm

M

«
+ 0.08 cos

„
4πm

M

«

*：関数はいずれも 0 ≤ m ≤ M − 1 のとき．それ以外では 0 とする．
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図 8.39 スペクトル解析で用いられる代表的な窓関数

的小さいため，小さい電力のスペクトルを検出するのに向いている．ただし，窓

の両端の値が 0となり，実質的にその信号成分がスペクトルに反映されないとい

う欠点がある．

ハミング窓 ハニング窓の上述の欠点に修正を加えたもので，特性はハニング窓

に近いが窓の両端の信号も生かされるほか，スペクトルの主ローブに近接して出

るサイドローブを抑えている．主成分の周波数分解能はやや劣るが，小さい電力

のスペクトルを検出するのに向いている．

ブラックマン窓 サイドローブの減衰特性が良い窓関数で，大きな信号と小さな

信号が周波数を隔てて存在する場合などには有用である．逆に，近接した信号は

分離されずに 1つのスペクトラムとして観測される欠点がある．

代表的な窓関数のスペクトルを，図 8.40に示す．同図の横軸には，窓の時間幅

TW に対する周波数成分 1/TW を単位として目盛りを付けている．

窓関数の効果 通常，レーダー信号処理では，周波数スペクトルの電力密度比が

最大と最小で数 10 dB程度あり，周波数分解能が高い方が望ましいことから，ハ

ニング窓やハミング窓を用いることが多い．ここで，窓関数がスペクトルに与え

る効果を検討する．いま，長さM の離散的な時系列信号 v(m)の DFTである周
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図 8.40 スペクトル解析で用いる代表的な窓関数のスペクトル

波数信号系列 (スペクトル)V (k)は式 (5.110) で示される．また，その逆変換は式

(5.111) で与えられる．これらの式を用いれば，v(m)に窓関数 h(m)を掛けた信

号のスペクトル V (k)∗ は

V (k)∗ =

M−1X
m=0

{v(m)h(m)}Wmk
M =

M−1X
m=0

(
1

M

M−1X
n=0

H(n)W−mn
M

)
v(m)Wmk

M

=
1

M

M−1X
n=o

H(n)

M−1X
m=0

v(m)W
(k−n)m
M =

1

M

M−1X
n=0

H(n)V (k − n) (8.61)

で与えられる．ここで H(k) は窓関数 h(m) のスペクトルである．式 (8.61) は，

V (k)∗ がスペクトル V (k)と H(k)の畳み込みの形になることを示している．す

なわち，窓関数出力の周波数系列信号は，入力時系列信号のスペクトル V (k)を

フィルター H(k)で平滑化したものと考えることができる．
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8.4.6 DFTのパラメータ

DFTや FFTの処理を行う際には，信号の周波数帯域幅をWB とするとき，サ

ンプリング周波数 fs はサンプリング定理から fs ≥ 2WB を満すように設定され

る．このとき，サンプル窓幅を TW [s]，DFTまたは FFTの点数をM とすれば，

サンプル周波数は fs = M/TW であるから

fs =
M

TW
≥ 2WB [Hz] (8.62)

が成り立つ．ここで，周波数分解能 (resolution in frequency)Δf は

Δf =
1

TW
=

fs

M
[Hz] (8.63)

である．式 (8.62) および (8.63) から Δf はWB と次式の関係にある．

Δf ≥ 2WB

M
[Hz] (8.64)

パラメータ設定の例 パルス繰り返し周波数 (簡単のため，これが fs に等しい

とする) 1 kHzの 5.3 GHz帯レーダーで 64点の FFT処理を行う場合，窓の幅は

WB ≤ fs/2 = 500 Hzとする必要がある．周波数分解能は Δf = fs/64 = 15.6 Hz

である．レーダー波長が λ = (3× 108)/(5.3× 109) = 5.66× 10−2 mであるから，

ドップラー速度分解能はΔv = λ× fs/2 = (5.66× 10−2 × 15.6)/2 = 0.442 m s−1

となる．また，測定可能な最大ドップラー速度は ±0.442 × 64/2 � ±14.1 m s−1

である．

周波数成分の最大値WB が 10 kHzの信号をエリアジングなしにサンプリング

するには，サンプリング周波数を fs ≥ 2WB = 20 kHzとすることが必要である．

この信号に対して周波数分解能 50 Hzで FFT処理を行うには，20×103/50 = 400

から，これを上回る最小の 2のべき乗として 512点のサンプルデータが必要にな

る．このときサンプル窓幅は TW = 512/(20 × 103) = 25.6 msあればよい．これ

よりも現象の相関時間が長い場合には十分処理が行える．

レーダー信号処理におけるスペクトル解析は，一般に図 8.41に示す手順で行

われる．まず入力信号 v(t)に対して，エリアジングを防ぐために低域通過フィル

ターで帯域制限を行った後，M 個の離散信号 v(0), v(1), · · · , v(M − 1)を得る．

次に，v(m)に対して窓関数 h(m)を乗算する．ただしmは整数で 0 ≤ m ≤ M −1

とする．さらにこうして得られた v(m)h(m)の DFTを計算する．データ数M は
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図 8.41 FFT によるスペクトル解析の手順

必ずしも FFTに必要な 2のべき乗に等しいとは限らないため，データ数が 2の

べき乗になるまで，不足するデータ列に 0を付け加える．次いで FFTを用いて

DFTを求める．
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1.2節で触れたように，1940年代を通じた理論的，実験的な研究の結果，降水か

らいわゆるウェザークラッター (weather clutter) と称する後方散乱信号が得られ

ることが確認され，気象レーダーに関する実用化開発が加速された．ドップラー

レーダーもまた，第 2次世界大戦中に，航空機などの移動標的をグランドクラッ

ターやシークラッターから容易に選り分けることを目的に開発されたものである．

1953年に初めて英国でこれを気象レーダー観測に用いる試みが行われ [Baratt and

Browne, 1953]，以後数々の開発を経て現在のような気象ドップラーレーダーに

なった．

9.1 各種周波数帯のレーダーの特徴

気象レーダーの観測対象となる降水粒子のうち，雨滴，雪片，あられ，ひょう

などの粒径は一般に直径 100 μmから数mm程度である注 1) ．一方，雲や霧の粒

子径は 100 μm以下である．これらの標的を観測するレーダーの電波には，通常，

後方散乱が 3.3節に述べたレイリー散乱として評価されるマイクロ波およびミリ

波が選ばれる．実際に実用化が進んでいるのは，周波数認許の関係から表 9.1に

述べる 6種類の周波数帯注 2) で，雨滴やひょうなどに対しては波長が概ね 3～10

cmのマイクロ波レーダーが用いられる．また，雲や霧の観測には波長 3～9 mm

のミリ波レーダーを用いるのが一般的である．なお，航空機搭載型などの一部を

除き，パルスレーダーが用いられることが多い．本章で述べる例はすべてパルス

レーダーである．

2.8 GHz帯レーダー 2.8 GHz帯レーダーは主として観測半径 200～500 km程

度までの広域の降水観測に用いられる．この周波数帯は，降水による電波の減衰

注 1) あられやひょうには直径数 cm に達するものもある [例えば浅井ほか, 1981]

注 2) ここでは，いわゆる C バンドの 5.3 GHz と 5.6 GHz を合わせて 1 種類としている．
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表 9.1 気象レーダーの周波数帯

代表周波数 代表的な波長 周波数帯 最大観測距離 区分
2.8 GHz 10.7 cm 2.7 ～ 3.0 GHz 200 km 程度以上 S

5.3 GHz* 5.7 cm 5.25 ～ 5.35 GHz 200 km 程度 C

5.6 GHz 5.4 cm 5.60 ～ 5.65 GHz 同上 同上
9.5 GHz 3.2 cm 9.3 ～ 9.7 GHz 60 km 程度 X

13.8 GHz 2.2 cm 13.8 GHz 衛星搭載 (TRMM) Ku

35 GHz 0.86 cm 34.5 ～ 35.5 GHz 30 km 程度 Ka

95 GHz 0.32 cm 94.5 ～ 95.5 GHz 10 km 程度 W

*: 国際的には 5.6 GHz帯が一般的であり，我が国で 5.3 GHz帯が用いられて
いるのは国内の周波数事情による．周波数の上限と下限は今後の周波数事情に
より変わる可能性がある．

が少ないことから，米国のほか比較的低緯度の降水量の多い各国で降水観測用の

気象レーダーに多用されている．我が国では次節で述べる事情により 5.3 GHz帯

レーダーが広く用いられているが，台風の接近をできるだけ早い段階でとらえた

いとの要求から，例外として初期の室戸レーダーおよび 1964～1999年の間運用

された富士山レーダーでこの周波数帯が用いられた．室戸レーダーはその後 5.3

GHz帯レーダーに置き換えられている．富士山レーダーの観測範囲は 800 kmに

達し，広域の台風観測などで威力を発揮したが，広域観測への気象衛星利用が一

般化した現在は，より観測範囲の狭い複数のレーダーに置き換えられている．こ

のため，現在我が国には 2.8 GHz帯で現業運用されている気象レーダーはない．

5.3/5.6 GHz帯レーダー 5.3 GHz帯または 5.6 GHz帯レーダーも降水観測用

レーダーとして多く用いられる．観測範囲は半径 200 km程度までが一般的であ

る．2.8 GHz帯レーダーに次いで電波による減衰の影響が少ないため，中緯度帯の

各国やヨーロッパでも使用例が多く，我が国の気象庁気象レーダーや国土交通省

レーダー雨量計などの現業レーダーも 5.3 GHz帯で運用されている．また，我が

国や米国の空港に設置され，空港周辺で発生するマイクロバーストやダウンバー

ストなどの低層ウィンドシヤー検出を行うレーダーも，この周波数帯で運用され

ている．周波数認許範囲の違いから，一般に我が国では 5.3 GHz帯，他国では 5.6

GHz帯が用いられるが，両者に運用上の相違はない．
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9.5 GHz帯レーダー 強雨時には電波の減衰が目立ってくるため，広域の降水

観測には不向きである．しかし，装置構成が比較的小規模で済むこと，船舶レー

ダーなどの気象観測以外の用途での利用も盛んであるためにほかの周波数帯に比

べて比較的安価で構成できることから，研究用途に運用例が多い．また，寒冷地

の小雨豪雪地域や高緯度地方では気象観測に用いられることも多い．観測範囲は

半径 60 km程度までのものが一般的である．なお，我が国では自治体を中心に，

下水排水管理のための降雨観測，除雪のための降雪観測などに用いられている例

もある．

35/95 GHz帯レーダー これらの周波数帯は，降水による電波の減衰が大きい

ため，降雨観測には不向きであるが，粒径が小さい雲や霧の観測に威力を発揮

する．

雲霧を観測する手段としては，光学系のセンサーである視程計，ライダー (lidar)，

シーロメータ (ceilometer) などがあるが，いずれも光の減衰のため内部構造を観

測することは難しい．このため，3次元的に広がった雲霧の動きを立体的に観測

する手段としては電波計測が最適と考えられる．微小な水滴が大気中に浮遊した

状態の霧は、径が雨よりもはるかに小さい数 10 μmの大きさである．微小な雲霧

粒子からの散乱は，マイクロ波帯の気象レーダーでは，後方散乱電力が雨滴から

の散乱に比べて数 10 dB程度微弱で観測が難しい．このため，雲霧の観測にはミ

リ波帯以上の高い周波数が要求される．図 6.4の大気減衰の周波数特性に示すよ

うに，ミリ波帯では 35 GHz帯および 95 GHz帯が大気の減衰が比較的少ないこ

とから，これらの周波数帯のレーダーが雲物理学分野の研究に盛んに用いられる

ほか，霧観測の現業分野などでも利用例が出始めている．

9.2 降水観測レーダー

9.2.1 我が国の 5.3 GHz帯気象レーダー

概要 我が国では，1954年に初めて気象庁気象研究所に 9.5 GHzレーダーが導

入され，同年内に大阪管区気象台に同一仕様のレーダーが設置されたのが実用気

象レーダーの第 1号である．その後，降雨減衰が少なく，かつ弱い雨を遠距離で

とらえうるという点で我が国の気象に適した 5.3 GHz帯が用いられることになっ

た．気象庁が全国を網羅して設置している 20台の標準気象レーダーは，最も基
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図 9.1 (a) 気象庁の気象レーダーサイトとその覆域， (b) レーダーサイト例．函館レーダー
(横津岳)

本的な構成のレーダーの 1 つであり，すべて 5.3 GHz 帯で運用されている．図

9.1(a) に気象レーダーの設置状況，同図 (b) にレーダーサイトの例を示す．

構成 ドップラー観測が可能なレーダーに対して，エコー強度観測機能のみを持

つ標準気象レーダーは，在来型レーダーと呼ばれる注 3) ．最近のドップラーレー

ダーの多くが送信信号をMOPAで生成するコヒーレントパルスレーダーである

のに対して，在来型レーダーは，マイクロ波をマグネトロンで生成する．マグネ

トロン出力は送信パルスごとに初期位相がランダムであるため，在来型レーダー

はノンコヒーレントパルスレーダーである．ノンコヒーレントパルスレーダーは，

前出の図 4.1に示すコヒーレントパルスレーダーと送受信部の信号発生および検

波の仕組みがやや異なり，図 9.2に示す構成を持つ．パルス繰り返し時間ごとに

変調器で生成される高電圧トリガ信号がマグネトロンに加えられると，マグネト

ロンで高出力マイクロ波が励起され，アンテナを通して空中に放射される．送信

周波数は，MOPA の場合の局部発振周波数 fs とコヒーレント発振周波数 fc の

注 3) 今後，標準気象レーダーは MOPA を用いたコヒーレントパルスレーダーに置き換えられてい

く見込みである．
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図 9.2 ノンコヒーレントパルスレーダーの基本構成

和に相当するキャリア周波数 f0 である．アンテナで受信された標的からの後方

散乱信号は，RF増幅器で増幅されたあと STALO信号と混合されて IF信号に変

換され，次いでビデオ信号に変換される．これらの段階では強度情報のみが扱わ

れ，位相情報は無視される．なお，ビデオ信号は一般にダイナミックレンジを広

げるために対数増幅される．ビデオ出力信号は信号処理装置すなわちレーダーエ

コーデジタル化装置 (radar echo digitizing and dissemination system; REDIS) で

A/D変換され，以降の加工処理に供される．

機能，性能 気象庁標準気象レーダーの主要な機能・性能は表 9.2に示すとおりで

ある．同表の諸元を用いて，前出の式 (3.71) に示すレーダー方程式で求めた受信

電力および式 (5.19)に示す雑音電力から，各種の等価レーダー反射因子Ze
注 4) に

対して受信感度すなわち SNRを計算した結果を図 9.3に示す．ここで，システム

損失注 5) を 7.0 dB，大気による損失注 6) を 0.01 dB km−1とした．また，各距離

注 4) Ze = 40 dBZ および 30 dBZ はそれぞれ Ze = 104 mm6 m−3 および 103 mm6 m−3 に同

じである．また，降水強度とレーダー反射因子の関係として前出の式 (6.37) を用いれば，Ze = 40

dBZ および 30 dBZ はそれぞれ降水強度 12 mm h−1 および 3 mm h−1 に相当する．

注 5) 給電回路，導波管，およびレドーム通過時の損失などとして見込まれる代表的な値として，送

信時の給電系損失を 2.5 dB，受信時の伝送路損失を 4.5 dB とした．

注 6) 図 6.4(a) に示す酸素の減衰係数および同図 (b) に示す水蒸気の減衰係数の和の概略値である．
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表 9.2 気象庁標準気象レーダーの主要諸元

観測パラメータ，観測範囲 エコー強度 (レーダー反射因子)，400 km

送受信周波数 5.25 ～ 5.35 GHz

アンテナ形式 パラボラ，直径 4 m

アンテナ利得 42 dB

ビーム幅 1.0◦ (電力半値幅)

偏波 水平偏波
アンテナ走査速度 方位角方向 最大 36◦ s−1, 仰角方向 最大 15◦ s−1

パルス繰り返し周波数 260 Hz

送信管 マグネトロン
ピーク送信電力 250 kW

平均送信電力 160 W

パルス幅 2.5 μs

最小受信感度 −107 dBm

雑音指数 3 dB

受信機ダイナミックレンジ 60 dB

データ A/D 変換 10 ビット
サンプリング間隔 1.67 μs (250 m)

データ出力単位メッシュ 2.5 km × 2.5 km

での受信感度算出においては，該当距離までの区間は無降水で，大気による減衰

以外の伝搬損失はないものとしている．

レーダー本体に付加された REDISはレーダー制御機能も備えており，予め定

められた時刻に自動観測を行う．観測モードには，晴天時用に実施する 3時間ご

との定時観測モードから降水時の連続観測モードまで，気象状況に応じて選択さ

れる各種の観測モードがある．REDIS では，デジタル化されたビデオ出力信号

から地形反射信号や隣接レーダーなどからの干渉波信号を除去した後，信号平均

化，極座標データから直交座標データへの変換などの処理を経て，表 9.3に示す

3種類の 2次加工データを生成する．

情報利用 レーダーエコーデジタル化装置の出力は，気象監視・予報のための情

報ネットワークである L-ADESS (Local-ADESS; 気象資料伝送網) を介して気象

庁本庁のC-ADESS (Center-ADESS; 気象資料自動編集中継装置)に送られる．こ

のネットワークは，札幌，仙台，東京，大阪，福岡，および沖縄に各地域の中枢
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図 9.3 表 9.2 に示す諸元を用いて気象レーダーの受信感度を計算した例．該当距離までの区
間は無降水で，大気による減衰以外の伝搬損失がないものとしている

　
表 9.3 レーダーエコーデジタル化装置 (REDIS) の 2 次加工データ

エコー強度図 5 仰角の PPI 観測で高度 2 km 面のエコー強度図を作成
エコー頂高度図 13 仰角の PPI 観測結果からエコー頂高度図を作成
1 時間積算降水強度 1 時間の観測で得られた 8 画面のエコー強度図から，1 時

間積算降水強度図を作成

となるシステムを置き，それを拠点として各地域内の地方気象台などの端末装置

と接続されている．全国から C-ADESSに送られたレーダーデータは，15分ごと

に合成され，再度 L-ADESSを介して各地方管区気象台に配信されるほか，各省

庁や外部の一般利用のためにもサービスされている．

配信される情報は，レーダーとアメダス (AMEDAS)注 7) の合成雨量情報であ

る．気象レーダーでは，ビーム走査により上空の降水粒子を 2次元的，または 3

注 7) 我が国の気象庁が全国に展開している気象観測システムの 1つで Automated MEteorological

Data Acquisition System (地域気象観測網) の略．降水量の観測が約 17 km のほぼ等間隔に配置さ

れた約 1300ヶ所の地点で行われている．ほかに大気温度，風向，風速，日照時間の 4 要素の観測所

が約 840ヶ所 (平均間隔は 21 km) ある．
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次元的に高密度で把握できる．一方，落下中の降水粒子の変質や地形・建造物な

どによる風の乱れの影響のため，地上で直接測定する雨量計とは異なる値を示す

ことがある．したがって，気象庁ではレーダーによって推定された降水強度をア

メダス雨量で校正したレーダーアメダス解析雨量 (以下解析雨量) 情報を作成し

ている．解析雨量は，気象レーダーとアメダスの長所を生かして解析した 1時間

降水量で，当初は緯度 0.05◦，経度 0.0625◦間隔の概ね 5 kmメッシュの緯経度座

標で得られていたが，2001年 4月からは 2.5 kmメッシュごとに算出されている．

9.2.2 レーダー雨量計

概要 我が国では，気象庁の標準気象レーダーと同一周波数帯のレーダー雨量計が

国土交通省によって実用化され，全国を網羅する観測網が整備されている [吉野,

2002]．本システムは，自動化されたレーダー装置と，得られたデータを処理・加

工する解析処理装置で構成される．レーダー装置は見通しの良い山岳に設置され，

専用のマイクロ回線でデータ伝送および遠隔制御が行われている．標準気象レー

ダーと同様に大半はエコー強度観測のみの単機能機であるが，一部にドップラー

機能を装備するものもある．また，二重偏波観測機能を持つものも一部で稼働を

始めている．レーダー観測結果は，平均化処理を経て 5分ごとにマイクロ回線を

通じて解析処理装置に入力される．各解析処理装置ではこのデータを降水強度に

変換し，さらに専用のマイクロ回線を介して各地方整備局の合成処理装置に転送

する．

データ利用 合成処理装置では，複数のレーダー情報を受信，合成して広域の降

雨情報画面を生成し，その結果を管内の各端末局に配信するほか，全国合成用の情

報として中央処理局に送出する．各レーダーの観測域が重複する領域のデータ合

成には，国土数値情報と各レーダーの設置高度，運用仰角をもとにして複数レー

ダーの覆域を自動的に選択する合成処理方式が導入されている．気象レーダーが

降水現況の把握や降水予測に活用されているのと同様，本レーダーは河川流域な

どの面積雨量注 8) の定量的な評価や河川管理などの水文用途に威力を発揮してお

り，全国合成情報が自治体や一般利用向けにサービスされている．さらに，現在

注 8) 地点雨量が該当地点における雨量を指すのに対して，面積雨量は河川流域などの広域の平均雨

量を指す．
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では気象レーダーとレーダー雨量計の情報を統合したレーダーデータの利用も進

んでいる．

9.2.3 先端的な 5.3/5.6 GHz帯レーダー

概要 先端的な 5.3/5.6 GHz帯レーダーの例として，低層ウィンドシヤーを検出

することを主目的に我が国の主要空港に設置されている空港気象ドップラーレー

ダーや，同目的で米国の主要空港で用いられている TDWR (terminal Doppler

weather radar) がある．

後に 11.5.2項でも触れるように，高度約 1600 ft (約 500 m) 以下で発生する低

層のウィンドシヤ－は，離着陸途中の航空機には回避することが極めて困難で危

険な現象である [Fujita, 1985]．このため，米国で 1970年代後半からこの現象の

研究が進められた結果，より広範囲の領域で航空機がウィンドシヤーに遭遇する

前に危険な兆候を検出することが可能なレーダーが望ましいとの結論が導かれた．

これを受けて，米国連邦航空局 (Federal Aviation Administration; FAA) は，5.6

GHz帯の低層ウィンドシヤー検出用ドップラーレーダーを，TDWRとして 1990

年代前半から現在までに米国の主要空港約 50ヶ所に展開してきた．一方，我が国

でも，1990年代前半から同様システムの開発研究が気象庁などによって進められ，

5.3 GHz帯の空港気象ドップラーレーダーとして実用化された [浜津ほか, 2000b,

c]．このレーダーは 1995年に関西国際空港に初めて設置されたのち，順次国内主

要空港に設置されている．図 9.4に設置例を示す．

システム構成 空港気象ドップラーレーダーのシステム構成を図 9.5に示す．レー

ダーの基本部は図 4.1に示すコヒーレントパルスレーダーで構成されている．レー

ダーサイトで得られた情報は光ファイバーを介してデータ表示サイトに送られ，

検出された低層ウィンドシヤーなど各種の処理結果がリアルタイムで表示される．

また，主要構成機器の二重化により，障害発生時にもシステムの停止時間が最小

限となるように考慮されている．

低層ウィンドシヤーの検出 積乱雲などの対流性降水雲の中に，成長過程の後半

で急激な下降流を生じるものがあり，この下降流は地面に衝突すると水平方向に

広がる放射状の気流となってダウンバースト (downburst; 下降噴流ともいう)を生

じさせる．これが低層ウィンドシヤーの主要な発生要因の 1つである．ダウンバー
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図 9.4 空港気象ドップラーレーダーの外観と設置例 (関西国際空港) [浜津ほか, 2000b]

　

図 9.5 空港気象ドップラーレーダーのシステム構成．レーダー主要機器は二重化されている

ストの中で，特に小型で吹き出す風が強いものはマイクロバースト (microburst)

と呼ばれる注 9) ．また，ダウンバーストの冷たい気流が広がり，周囲の暖かい気

流と衝突するとガストフロント (gust front; 突風前線) が生じる．

注 9) 放射状に吹き出す気流を一方向から見たとき，近づく風と遠ざかる風の最大速度を示す位置の

距離が 4 km 以下で，かつ正負を考慮した両者の速度差が 10 m s−1 以上の場合をマイクロバースト

と呼ぶ [Fujita, 1985]．
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図 9.6 低層ウィンドシヤーの検出アルゴリズム．左列はマイクロバースト，右列はシヤーラ
インの検出処理を示す．浜津ほか [2000c] より改変

ドップラーレーダーで得られるドップラー速度は，降水粒子の速度ベクトルの

視線方向成分であるため，厳密に風ベクトル (東西風，南北風，鉛直流) を求める

には，4.3節で述べたように少なくとも 2台のドップラーレーダーで同時に観測

を行うことが必要である．しかし，1台のドップラーレーダーでも視線方向や方

位角方向のドップラー速度の変化率に着目すれば，マイクロバーストやシヤーラ

インなどに特有の気流の 2次元パターンを抽出できる [例えば Uyeda and Zrnić,

1986]．

マイクロバーストとガストフロントに伴うシヤーラインをドップラーレーダー

で検出するアルゴリズムを模式的に示すと図 9.6のようになる [浜津ほか, 2000c]．

同図の左列および右列は，それぞれマイクロバーストとシヤーラインの検出処理

プロセスを示す．マイクロバーストの場合は，地表付近で発散する風の流れに対
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表 9.4 空港気象ドップラーレーダーの主要諸元

観測パラメータ，観測範囲 エコー強度 (レーダー反射因子)，240 km

ドップラー速度及び速度幅，120 km

送受信周波数 5.25 ～ 5.35 GHz

アンテナ形式 パラボラ，直径 7 m

アンテナ利得 48 dB

ビーム幅 0.7◦ (電力半値幅)

偏波 水平偏波
アンテナ走査速度 方位角方向 最大 36◦s−1, 仰角方向 最大 6◦s−1

パルス繰り返し周波数 2000 Hz (最大)

送信管 クライストロン
ピーク送信電力 200 kW

平均送信電力 500 W

パルス幅 1 μs

最小受信感度 −110 dBm

雑音指数 3 dB

受信機ダイナミックレンジ 120 dB (STC，AGC を含む)

データ A/D 変換 14 ビット
サンプリング間隔 1 μs (150 m)

ドップラー速度分解能 0.5 m s−1 (FFT 64 点時)，1.0 m s−1 (FFT 32 点時)

して，それぞれの方位サンプルごとに距離方向のドップラー速度が負 (レーダーに

向かう方向) から正 (レーダーから遠ざかる方向) に変わる領域を発散域として抽

出し，これを方位角方向に結合してマイクロバーストの発生位置を特定する．一

方，シヤーラインは，レーダーの視線方向に対して風向によって異なる 2種類の

検出アルゴリズムを組み合わせて検出している．すなわち，まず距離方向でレー

ダーの視線方向に吹く風の急変域を検出し，次いで方位角方向でレーダーの視線

方向に直角に近い角度で吹く風の急変域を検出し，これらを結合させる．

機能・性能 空港気象ドップラーレーダーの主要な機能・性能を表 9.4に示す．ア

ンテナは直径 7 mのパラボラ反射鏡を持ち，直径 11 mのサンドイッチ型レドーム

に収納されている．ビーム幅は 0.7◦ である．送信装置はMOPAで構成されてお

り，送信管はピーク出力 200 kWのコヒーレントな送信電波を生成するクライス

トロンが用いられている．受信機は送信機とともにコヒーレントな送受信系を構

成している．また，受信機では，微弱な降水現象を含む広いレンジの気象エコー

を観測できるように低雑音増幅器を採用し，AGC (automatic gain control) およ
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び STC (sensitivity time control) を含めて 120 dB以上の広いダイナミックレン

ジを実現している．位相検波によって得られた IQ信号は，14ビットのデジタル

信号としてドップラー速度，速度幅およびレーダー反射因子の算出に用いられる．

データ処理装置は，これらの算出データを用いて低層ウィンドシヤー検出処理を

行うほか，各種表示データを生成し通信制御装置へ出力する．

9.2.4 2.8 GHz帯レーダー

先に触れたように，広範囲の降雨状況を把握するのに適したこの周波数帯の

レーダーは，早くから米国を中心に世界で利用されてきた．世界気象機構 (World

Meteorological Organization; WMO) が開発途上国などを中心に普及させた気象

レーダーも，多くは 2.8 GHz帯で運用されている．

米国で実用気象レーダーとして開発された WSR-57 は，米国気象局 (NWS;

National Weather Service) の手で長く運用され，多くの機能がその後さらに高

度化されて後継のWSR-74 に引き継がれた．これが基本形となって，同様レー

ダーが世界各国で研究用および気象観測現業用として広く用いられてきた．こ

れらはいずれも強度観測のみのレーダーで，ドップラー観測機能は備えていな

かった．ドップラーレーダーが降水やハリケーン，スコールラインなどのメソス

ケールの降水システムを観測するのに有効と注目され始めたのは 1970年代であ

る．この年代の終わり頃には，NEXRAD (next generation weather radar) と呼

ばれる次世代型気象レーダーの開発計画が，米国海洋大気局 (National Oceanic

and Atmospheric Administration; NOAA) を中心に，連邦航空局および空軍気象

局 (Air Force Weather Service; AFWS) などの複数機関の協力によってスタート

した．

9.2.5 NEXRAD: WSR-88D

NEXRADは，トルネード，強風を伴う激しい降雨，およびひょうなどのシビ

アストームを早期に観測することを主な目的として開発されたレーダーである．

後に正式名称をWSR-88Dと改められた同レーダーは，1980年代末から配備が始

まり，1990年代末までに米国本土，アラスカ，ハワイ，および一部の周辺国を含

め 190カ所程度に設置されている．図 9.7(a) に設置状況，同図 (b) にレーダー

タワーの外観例を示す．レーダーデータはコンピュータ処理されており，ネット
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図 9.7 (a) WSR-88Dの設置状況 [http://weather.noaa.gov/radar/national.html] およ
び (b) レーダータワー外観 [http://www.nssl.gov]

ワークを通してリアルタイムで気象や水文関係のさまざまな機関にサービスされ

ている．

構成 WSR-88Dは，レーダーデータ収集部 (radar data acquisition unit; RDA)，

レーダープロダクト生成部 (radar product generator:RPG)，およびユーザプロ

セッサ (principal user processor; PUP) の 3部で構成される．図 9.8に示すよう

に，RDA部は送信機，アンテナ，受信機，信号処理装置などの基本的なレーダー

構成品から成る．RPG部はレーダーで得られたデータを処理し，表示用情報を

生成するコンピュータである．また，PUPはデータ通信用の通信制御装置と表示

装置で構成される．

機能，性能 WSR-88Dは 2.8 GHz帯注 10) のレーダーで，距離 460 kmまでのエ

コー強度観測のみを行うモード，および距離 230 kmまでのドップラー観測とエ

コー強度観測を行うモードの 2種類の観測モードを持っている．プログラム制御

により，一定時間ごとに両者のモードを切り替えて観測を行う．アンテナには開

注 10) 電波認許上，設置場所により 2.7～3.0 GHz の幅がある．
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図 9.8 WSR-88D レーダーシステムの基本構成

口径約 8.5 m のパラボラアンテナを使用し，1◦ よりやや狭いビーム幅を実現し
ている．アンテナは直径 12 mのサンドイッチ型レドームで覆われている．ピー

ク送信電力は 750 kWで，観測モードに応じてパルス繰り返し周波数が変わるこ

とに対応して，1.57 μs および 4.5 μsの 2種類のパルス幅を持っている．主要な

レーダー諸元を表 9.5に示す．

受信信号のダイナミックレンジは 95 dBあり，SNR = 0 dBでの最小受信感度

は距離 50 kmで −8 dBZである．こうした広いダイナミックレンジと高感度の特

性を生かして，広範囲の降水観測のほか，近距離では非降水の微弱な後方散乱を

もたらす大気現象も対象にしている．また，グランドクラッター除去のためにノッ

チ幅 (notch width) をソフトウェア制御する 5極 IIR (infinite-impulse-response)

デジタルフィルターを備えており [Heiss et al., 1990]，固定目標に対して 54 dB

のクラッター抑圧比を実現している．

レーダープロダクト WSR-88Dでは，エコー強度 (レーダー反射因子)，ドップ

ラー速度，および速度幅の基本パラメータ (気象レーダー分野ではこれをプロダ

クトと呼ぶ) のほか，VAD 法による高度別風分布 (wind profile) や各種のユー

ザー機関の用途に応じたさまざまな高次プロダクトが作られる．多くの高次プロ

ダクトは降水パラメータに関連するものであるが，このほかエコー頂に関するプ

ロダクト，ドップラーデータから得られるウィンドシヤーや乱流のような航空気

象向けプロダクトも生成される．主なレーダープロダクトは表 9.6に示すとおり

である．
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表 9.5 WSR-88D レーダーシステムの主要諸元

観測パラメータ, 観測範囲 エコー強度 (レーダー反射因子), 460 km

ドップラー速度および速度幅, 230 km

送受信周波数 2.7 ～ 3.0 GHz

アンテナ形式 パラボラ，直径 8.54 m (28 ft)

アンテナ利得 45.8 dB (2.85 GHz)

ビーム幅 0.96◦ (電力半値幅, 2.7 GHz), 0.88◦ (同, 3.0 GHz)

偏波 水平偏波
アンテナ走査速度 方位角方向 最大 30◦ s−1, 仰角方向 最大 15◦ s−1

パルス繰り返し周波数 長パルス時 320 ～ 450 Hz

短パルス時 320 ～ 1300 Hz

送信管 クライストロン
ピーク送信電力 750 kW

平均送信電力 500 W (最大)

パルス幅 1.57 μs (短パルス時)，4.5 μs (長パルス時)

最小受信感度 −113 dBm

雑音指数 3 dB

受信機ダイナミックレンジ 95 dB (STC，AGC を含む)

データ A/D 変換 12 ビット
サンプリング間隔 1.67 μs (250 m)

ドップラー速度分解能 1 m s−1 以下 (パルスペア法*)

*: パルスペア法; 自己共分散処理によるドップラー速度演算

表 9.6 WSR-88D の主要なレーダープロダクト

レーダー反射因子 (reflectivity)

鉛直積算レーダー反射因子 (composite reflectivity)

高度別レーダー反射因子 (layer composite reflectivity)

視線方向平均ドップラー速度 (mean radial velocity)

エコー頂 (echo top)

1 時間積算降水量 (one-hour rainfall accumulation)

3 時間積算降水量 (three-hour rainfall accumulation)

一雨累積降水量 (storm total rainfall accumulation)

毎時降水量グラフ (hourly digital rainfall array)

鉛直積算降水強度 (vertically integrated liquid water)

VAD 高度別風分布 (velocity azimuth display wind profile)

ウィンドシヤー (wind shear)

乱流 (turbulence)
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9.2.6 9.5 GHz帯レーダー

我が国の地方自治体などで現業に用いられているこの周波数帯のレーダーは，

いずれもマグネトロンを送信管に用いるノンコヒーレントレーダーで，エコー強

度のみの観測を行っている．一方，同周波数帯の研究用レーダーは，現在国内に

10台程度あり，その大半がドップラー観測機能を持っているほか，二重偏波機能

を持つレーダーもある．後出の独立行政法人防災科学技術研究所マルチパラメー

タレーダー (multi-parameter radar; MPレーダー) システムを構成するレーダー

群の 1つである車載型 9.4 GHzレーダーは，二重偏波ドップラー観測機能を持ち，

降水観測を主目的としている [Iwanami et al., 2001]．

概要 9.4 GHz レーダーおよび観測データ伝送用の衛星通信設備は，後出の図

9.13の右側に示すように 1台の移動用車両に取り付けられている．同レーダーの

システム系統は図 9.9に示すとおりである．また，レーダーの主要諸元を表 9.7

に示す．通常のドップラー観測からレーダー反射因子 Z，ドップラー速度 v，お

よび速度幅 σv が測定されるほか，二重偏波観測からは，ZDR，ρhv，KDP，およ

び φDP が測定可能で，降水強度，雲水量，雲や降水粒子の種類・形状・大きさに

関する情報を得ることができる．

移動局のレーダーと基地局の間は通信速度 384 kbpsの衛星通信回線で結ばれ

ており，国内全域で両者の計算機をネットワーク接続できるため，レーダーで取

得したデータを即時伝送することが可能である．

図 9.9 (独) 防災科学技術研究所 9.4 GHz レーダーと衛星通信設備のシステム系統
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表 9.7 (独) 防災科学技術研究所 9.4 GHzレーダーの主要諸元．Iwanami et al. [2001] よ

り改変

観測範囲 80 km

送受信周波数 9.357 GHz

アンテナ形式 円形パラボラ，直径 2.1 m

アンテナ利得 42 dB

ビーム幅 1.3◦ (電力半値幅)

偏波 水平，垂直偏波
アンテナ走査範囲 方位角方向 全周

仰角方向 −2◦ ～ +92◦

アンテナ走査速度 方位角方向 ≤ 36◦ s−1

仰角方向 ≤ 18◦ s−1

パルス繰り返し周波数 ≤ 1800 Hz

送信管 マグネトロン
ピーク送信出力 50 kW

パルス幅 0.5 μs

最小受信感度 −109 dBm

雑音指数 2.3 dB

ドップラー処理 FFT，パルスペア法
観測パラメータ Z, v, σv, ZDR, ρhv, KDP, φDP

機能と運用 本レーダーの二重偏波観測は，前出の図 6.7(a) に示した水平偏波と

垂直偏波を同時に送受信する方式で実現されている．送信機で生成された周波数

9.4 GHzのパルス状送信波は，送信分波器で分波された後，方位角走査用と仰角

走査用の 2チャンネルのロータリージョイント (rotary joint)を通してアンテナか

ら放射される．対象標的からの散乱信号は再び同一アンテナを介して，水平偏波

と垂直偏波で独立して受信され，それぞれの偏波に対応した受信機で位相検波さ

れる．ここで得られた両偏波の強度信号と位相信号は，1台の信号処理装置で水

平偏波と垂直偏波に分けて時分割処理される．データ処理装置は，これらのデー

タから，所要の二重偏波パラメータの推定を行う．
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9.3 雲霧観測レーダー

9.3.1 35 GHz帯レーダー

概要 雲物理学分野の研究用途などに，いくつかの 35 GHz帯レーダーが実現し

ている [例えば Pasqualucci, 1984; Kropfli et al., 1995; 浜津ほか, 2000a; Hamazu

et al., 2003]．この周波数帯では，トランジスタのようなMOPA方式の送信デバ

イスで高出力を得ることは難しい．一方，距離 20～30 km程度の観測範囲を得よ

うとすれば数 10 kW規模の高出力が必要になる．こうしたケースでは，マグネト

ロンのようなノンコヒーレントな送信管に頼らざるを得ない．しかしマグネトロ

ン発振方式では，送信パルス内の立ち上がり時のパルスごとのランダムな位相変

動を完全に補正することは困難である．これに対し，送信波形内で適切な基準位

相サンプリング点を定めて図 8.21に示したような位相参照を行えば，コヒーレン

トレーダーと同等のドップラー計測が可能になる．京都大学と三菱電機 (株) が

共同開発した 35 GHz帯の走査型雲霧観測レーダーは，この手法を用いて実現し

たマグネトロンパルスレーダーである [Hamazu et al., 2003]．

特長 一定領域の雲霧の微細な 3次元構造を観測する目的から，最大観測距離を

30 km，送信パルス幅を 0.5 μs (距離分解能 75m) に設定している．一方，マグネ

トロンの特性により送信デューティ比は最大で 0.5/1000程度に制約される．この

ため，式 (8.31) から，パルス繰り返し時間は最小で 1 ms程度に制限される．ま

た，レーダー波長が約 0.86 cmであるから，ナイキスト速度は通常では式 (4.10)

から約 2.2 m s−1 となり，実際の現象のドップラー速度計測範囲としては不十分

な値である．そこで，図 8.22に示した短いパルス間隔のペアパルス (pair pulses)

を長いパルス間隔で送信することにより，送信デューティ比の制約の中でナイキ

スト速度を広げる手法を取り入れている．ここでは，ペアパルスの間隔を 0.22 ms

とし，そのペアを 2.2 ms 間隔で送信することで，ナイキスト速度を 9.7 m s−1ま

で拡大している．さらに，現象が連続性を持つことを前提にしたソフトウェア折

り返し補正を行うことにより，ドップラー速度計測の最大範囲は 3倍強の 30 m

s−1 以上に広げられている．

構成と運用 同レーダーの外観と構成を，それぞれ図 9.10および図 9.11に示す．

また，主要な仕様を表 9.8に示す．マグネトロンの出力である初期位相のランダム

な送信信号は，アンテナから空中に放射されると同時に，その一部が分岐して位
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図 9.10 35 GHz 雲霧観測レーダー

　

図 9.11 35 GHz 雲霧観測レーダーの構成

相参照処理用に受信機経由で信号処理装置に記憶される．信号処理装置はファー

ムウェア主体の信号処理プロセッサで，送信パルスごとに入力されたアナログの

送信初期位相信号を 12ビットのデジタル信号に変換して記憶し，受信データに

対して，1.2 MHz (125 m) までの距離サンプリングに対してリアルタイムで位相

参照を行うことができる．一方，アンテナを介して得られた受信信号は，受信機

1で低雑音増幅されたのち，STALOで生成されたローカル信号により 176 MHz

の第 1IF信号に周波数変換される．第 1IF信号は受信機 2で 32 MHzの第 2IF信
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表 9.8 35 GHz 雲霧観測レーダーの主要諸元．Hamazu et al. [2003] より改変

観測範囲 30 km

送受信周波数 34.75 GHz

アンテナ形式 カセグレン，直径 2 m

アンテナ利得 54 dB

ビーム幅 0.3◦ (電力半値幅)

偏波 水平偏波
アンテナ走査速度 方位角方向 最大 36◦ s−1, 仰角方向 最大 6◦ s−1

パルス繰り返し周波数 連続パルス方式 900 Hz

ダブルパルス方式 450/4500 Hz

送信管 マグネトロン
ピーク送信電力 100 kW

平均送信電力 50 W (最大)

パルス幅 0.5 μs

最小受信感度 −98 dBm

雑音指数 3.5 dB

受信機ダイナミックレンジ LOG ビデオ系 70 dB 以上，IQ ビデオ系 40 dB 以上
データ A/D 変換 12 ビット
サンプリング間隔 2.4 MHz (62.5 m)/1.2 MHz (125 m)

号に周波数変換されたのち，COHOで生成された検波信号により位相検波され，

強度検出用の対数特性 (LOG) ビデオ信号と速度検出用の IQビデオ信号として信

号処理装置に入力される．信号処理装置は，入力された LOGおよび IQビデオの

利得調整およびオフセット調整を行い，必要に応じてグランドクラッター除去を

行った後，エコー強度処理を行う．さらに，前出の送信信号との位相参照を行っ

た受信位相信号から自己共分散処理によりドップラー速度および速度幅を算出し，

SCSIバスを通してデータ処理用コンピュータに結果を出力する．データ処理用

コンピュータでは，クイックルック画像表示や事後解析のためのデータ蓄積が可

能である．アンテナ走査などの各種設定はデータ処理用コンピュータで行う．観

測モードには前出の図 8.3に示す PPI，CAPPI，RHI，POSITION，SECTOR，

SPPI，および SRHIの 7種があり，各運用モードの選択と方位角および仰角の走

査範囲の設定もデータ処理用コンピュータ画面上で行う．
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9.3.2 35/95 GHzマルチパラメータレーダー

(独)防災科学技術研究所マルチパラメータレーダー (MPレーダー)システムは，

降水観測を目的とする前出の 9.4 GHzレーダーおよび雲観測を主目的とする 35/95

GHzレーダーで構成される．レーダーの構成を図 9.12に，また主要諸元を表 9.9

に示す．図 9.13は 9.4 GHzレーダーを含む防災科学技術研究所のマルチパラメー

タレーダーシステムの外観で，左側は 35/95 GHzレーダー，右側は 9.4 GHzレー

ダーである．

概要 降水粒子のレーダー反射率は波長 λの 4乗に逆比例する．例えば，他の諸

元が同一と仮定すれば，同一の離散分布型標的に対して波長 3.2 mmの 95 GHz

レーダーのレーダー反射率は波長 8.6 mmの 35 GHzレーダーの場合に比べて 17

dB程度大きくなる．一方，水蒸気や雲霧による電波の減衰は周波数が高くなれ

ば急速に増大する．これらの特性を利用すると，複数周波数のレーダーの同時観

測によって雲の発生から降水の形成，発達，衰弱，および雲の消滅までの一連の

雲・降水過程を連続的にとらえることができる．マルチパラメータレーダーシス

テムはその代表例である [Iwanami et al., 2001]．

図 9.12 (独) 防災科学技術研究所 35/95 GHz レーダーの構成
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表 9.9 (独) 防災科学技術研究所 35/95 GHzレーダーの主要諸元．Iwanami et al. [2001]

より改変

35 GHz レーダー 95 GHz レーダー
観測範囲 30 km 30 km

送受信周波数 35.35 GHz 95.13 GHz

アンテナ形式 カセグレン，2 周波共用，直径 2 m

アンテナ利得 54 dB 59 dB

ビーム幅 0.3◦(電力半値幅) 0.1◦(電力半値幅)

偏波 水平偏波 水平/垂直偏波
アンテナ走査範囲 方位角方向 全周

仰角方向 −2◦ ～ +182◦

アンテナ走査速度 方位角方向 ≤ 24◦ s−1

仰角方向 ≤ 12◦ s−1

パルス繰り返し周波数 400/4000 Hz ≤ 20 kHz

送信管 マグネトロン クライストロン (EIA)*

ピーク送信出力 100 kW 2.2 kW

パルス幅 0.5 μs 0.25 μs ～ 2.0 μs

最小受信感度 −108 dBm −110 dBm

雑音指数 3.5 dB 7.5 dB

ドップラー処理 パルスペア法 FFT，パルスペア法
観測パラメータ Z, v, σv Z, v, σv, ZDR, ρhv, KDP

サンプリング間隔 2.4 MHz (62.5 m)/1.2 MHz (125 m)

*EIA: extended interaction amplifier

図 9.13 (独) 防災科学技術研究所のマルチパラメータレーダーシステム．左: 35/95 GHz

レーダー，右: 9.4 GHz レーダー．同レーダーシェルタ上のアンテナは衛星通信用
[Iwanami et al., 2001]
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機能と構成 このレーダーは，35 GHzおよび 95 GHzで同一の散乱体積を同時

に観測するため，2周波共用アンテナを用いている．また，導波管での電力損失

を抑えるためにカセグレン方式をとっている．反射鏡は直径 2 mのパラボラであ

る．95 GHzレーダーの送受信機は反射鏡背面に，35 GHzレーダーの受信機の高

周波部はアンテナ台座付近に設置されている．35 GHzレーダーのその他の装置

はシェルター内に収納されている．95 GHzレーダーは，二重偏波観測により雲

や霧を対象に ZDR, ρhv, KDP も測定することが可能である．

9.4 衛星搭載レーダー

9.4.1 熱帯降雨観測衛星

地上に固定されたレーダーに比べて，地球上の広い範囲を測定できることが衛

星搭載レーダーの大きな長所の 1 つである．熱帯域の降雨観測を目的にした熱

帯降雨観測 (Tropical Rainfall Measurement Mission; TRMM) 衛星 [Kozu et al.,

2001] は世界で初めて降雨レーダー (precipitation radar; PR) が搭載された衛星

で，1997年に日米共同プロジェクトとして打ち上げられた．降雨レーダーの主要

諸元を表 9.10に示す．

TRMM衛星は，軌道高度 350～402.5 km注 11) の低軌道 (low earth orbit; LEO)

表 9.10 TRMM 衛星搭載降雨レーダーの主要諸元．Kozu et al. [2001] より改変

観測範囲 地上から高度 15 km

地上観測幅 215 km

レーダー形式 アクティブフェーズドアレーレーダー
送受信周波数 13.796 GHz 及び 13.802 GHz

アンテナ形式 128 素子導波管アレイ, 開口 2.1 m × 2.1 m

ビーム幅 0.7◦

アンテナ走査角 ±17◦

パルス繰り返し周波数 2776 Hz

ピーク送信出力 616 W

パスル幅 1.6 μs × 2 チャンネル
受信機ダイナミックレンジ 79 dB

注 11) 2001 年 8 月までは高度 350 km，以降は高度 402.5 km で運用されている．
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衛星で，太陽非同期軌道，すなわちある地域での観測地方時が変化していくよう

な軌道で運用されている．軌道傾斜角は 35◦で，約 90分で地球を 1周する．1日

に地球を約 16周し，北緯 35◦ から南緯 35◦ までの熱帯および亜熱帯地方を軌道
範囲としている．

衛星搭載レーダーによる降雨観測 TRMM衛星には，図 9.14(a) に示すように，

降雨レーダーほか 4式の観測センサーが搭載されている．

従来，衛星搭載の降雨センサーはパッシブ (受動) 型センサーが一般的であり，

複数のマイクロ波帯における降雨からの放射を受信することで，降雨の水平分布

を観測していた．これによると，定量的に降水強度を推定できるのは海上に限ら

れ，陸域では正確な観測ができない注 12) ．また，高度方向の分布を推定すること

も困難である．一方，降雨レーダーは地上設置の気象レーダーと同一原理に基づ

くエコー強度測定を行い，水平走査と高度方向の観測を組み合わせて，降雨の 3

次元分布を観測することができる．降雨レーダーは周波数 13.8 GHzのアクティブ

図 9.14 TRMM 衛星の (a) 外観と (b) 降雨レーダー (PR) による観測の概要 [(独) 宇
宙航空研究開発機構提供]

注 12) 海面からのマイクロ波放射は弱く，かつ一様であるため，一定の降雨強度以上の降雨があれ

ばマイクロ波放射強度の増加を上空から観測することができる．一方，陸域では，陸面からのマイク

ロ波放射が強いため，降雨によるマイクロ波放射強度の増加を識別することが困難である．
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フェーズドアレーレーダーで，同図 (b) に示すように観測分解能は距離方向 250

m，地上では水平方向約 4 kmである．また，衛星の進行方向に直角な方向の観

測幅は 215 kmである．

9.4.2 全球の降水観測計画

TRMM衛星の降雨レーダーにより，従来ほとんど観測例がなかった海上での

台風の 3次元構造や，エルニーニョ (El Niño)，ラニーニャ (La Niña) 時の熱帯太

平洋域の降雨分布などをとらえることが可能になった．熱帯から亜熱帯域の降雨

に関する多くの観測成果を得た TRMM衛星は遠からず運用を停止する予定であ

るが，これをさらに発展させた全球降水観測 (Global Precipitation Measurement;

GPM) 計画が構想されている．この計画によれば，レーダーを搭載する GPM主

衛星と複数のマイクロ波放射計を搭載する副衛星 8機によって，北緯および南緯

約 68◦ までの高緯度地方を含む広領域の降水観測が 3時間ごとに実施され，デー

タが即時配信される見込みである．GPM 主衛星には，TRMM 衛星の降雨レー

ダーと同周波数帯の 13.6 GHzレーダーのほか，35.5 GHzレーダーが搭載され，

2周波レーダー (dual-frequency precipitation radar; DPR) として，降水の発生

から消滅までのさまざまな段階を，より広範囲で精度よくとらえることが可能に

なると期待される．
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大気レーダーという呼称は，観測対象である中間圏 (mesosphere)，成層圏 (strato-

sphere)，対流圏 (troposphere)，あるいは大気境界層 (atmospheric boundary layer)

の名称にちなんで，MSTレーダー，STレーダー，あるいは境界層レーダー (BL

レーダー) などと呼ばれるものの総称である．当初は相互に異なる歴史的経緯と

システムを持っていたこれらのレーダーは，近年では観測の重点を中層大気 (成

層圏から中間圏) 全域，対流圏から下部成層圏，下部対流圏のいずれに置くかに

よって，いくつかの標準的システムに収れんしてきた．これは，大気レーダー観

測技術が確立してきたこと，広く普及・利用されるようになり同じタイプのレー

ダーを多点に展開するネットワーク観測が発展してきたことなどによるところが

大きい．本章では，大気レーダーの特徴を概観した後，大気レーダーの代表的な

システムの実例を述べる．

10.1 大気レーダーの特徴

図 7.10に示したように，等方乱流の空間スケールすなわち慣性小領域は高度

とともに指数関数的に増大する．このため，マイクロ波帯で使用される気象レー

ダーでこの乱流によりもたらされる屈折率の揺らぎをとらえることは，一般にご

く低層の大気を除き不可能である．同図より，中層大気からの乱流散乱を観測す

るには，より低い周波数帯である UHF帯から VHF帯が適している．UHF帯で

は上部対流圏までの高度で，VHF帯では下部成層圏までの高度で，常時の乱流

性散乱の観測が可能である．中間圏以上の高度では水蒸気の影響は全く無視でき，

温位の揺らぎに起因する屈折率の揺らぎも小さい．しかし，太陽紫外線を受けて

電離した自由電子が存在する昼間は，大気乱流に起因する電子密度の揺らぎが比

較的大きな屈折率変動もたらす．ただし中間圏での乱渦の最小スケールは数m程

度となるため，この乱流散乱を観測できるのは周波数が 50 MHz程度以下の VHF

帯レーダーに限られる．この高度域では大気密度が十分大きいので，自由電子は
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中性大気との衝突により全体としては中性大気の動きに完全に追随した運動をし

ていると考えられ，したがって観測方法もより下層の大気の場合と同様である．

なお，大気レーダーの運用周波数については，国際電気通信連合 (ITU)が 1997

年に主催した世界無線通信会議 (World Radiocommunication Conference; WRC)

において，国際的に 50 MHz帯 (46～68 MHz)，400 MHz帯 (440～450, 470～494

MHz)，および 1.3 GHz帯 (1270～1295, 1300～1375 MHz) の 3周波数帯とする

ことが決っている注 1) ．

10.2 大型の大気レーダー

10.2.1 大型レーダー

7.1.3項で述べたように，一般に大気レーダーの観測性能は，周波数が同一の

場合，アンテナ開口面積と平均送信電力の積によって決まる．中層大気上部の中

間圏高度までを観測するためには，開口面積と平均送信電力の積を概ね 108 W

m2 以上とすることが必要である．図 10.1 に各種のレーダーの典型的な開口面

図 10.1 各種のレーダーの典型的な開口面積と平均電力の積および観測可能な高度範囲

注 1) 北米では，これらに加えて 904～928 MHz の周波数帯も使用される．
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図 10.2 世界の代表的な大型レーダーの例．(a) http://jicamarca.ece.cornell.edu/, (b)

http://www.naic.edu/

積と平均電力の積および観測可能な高度範囲を示す．MST レーダー以上の規模

で，中層大気上部からより高い高度に広がる超高層大気までの観測が可能な大型

レーダーは，現在世界で約 10 カ所に設置されている．図 10.2(a) に示すヒカマ

ルカ (Jicamarca) レーダー (ペルー，アンテナアレー 290 m × 290 m, 11.95◦S,

76.87◦W) は周波数 49.9 MHz，開口面積・平均電力積 2.0×1010 W m2，同図 (b)

のアレシボ (Arecibo) レーダー (プエルト・リコ，アンテナ直径 300 m, 18.62◦N,

66.75◦W) は同じく 430 MHz，8.7× 109 W m2で，いずれも大型レーダーの代表

例である．これらは，大気観測のみならず電離圏領域まで観測可能な ISレーダー

の機能も併せ持つシステムである．

大型レーダーの送信周波数は，主たる観測対象によってVHF帯から UHF帯が

用いられる．電離圏観測専用の ISレーダーでは，宇宙背景雑音レベルが低い 400

MHz以上の UHF帯が選ばれることが多い [Evans, 1969]．一方，前節で述べた

ように，MSTレーダーや STレーダーでは，中層大気全域に存在する乱流の空間

スケールに対応して 40～50 MHz近傍の VHF帯が選ばれることが多い [Balsley

and Gage, 1980]．また，これらのほかに対流圏全域を観測対象とする UHF帯の

レーダーに Tレーダーと呼ぶものがある．Tレーダー，高度数 kmまでの下部対

流圏を観測対象とする下部対流圏レーダー (lower troposphere radar; LTR) ，境

界層レーダー (boundary layer radar; BLレーダーまたは BLR)などの小型の大

気レーダーは，すでに欧米や我が国でネットワーク的に多数の設置が進められて

いる．
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大気レーダーの代表的なアンテナ構成にアレー型と反射鏡型がある．図 10.2(a)

のヒカマルカレーダーで用いられているアンテナはアレー型である．アレー型の

主な素子アンテナとして，構造の簡単な同軸ケーブルや同軸管を用いたダイポー

ルアレーアンテナと，より優れた素子特性が得られる 3 素子あるいは 4 素子の

八木アンテナがある．前者の例はヒカマルカレーダーで，同レーダーは同軸管を

用いている [Ochs, 1965]．後者の八木アンテナを用いる代表例に，10.2.3項で詳

述する MU レーダーがある．同レーダーの素子アンテナの基本構成は後出の図

10.6(b) に示す 3素子の八木アンテナである [Fukao et al., 1985a]．アレー型アン

テナを用いる大気レーダーの多くは，いくつかの方向にビームを走査することが

可能である．また，MUレーダーのように，各素子アンテナの位相を電子的に変

化させて高速でレーダービームを走査できるフェーズドアレーレーダーも実現し

ている．ヒカマルカレーダーやMUレーダーでは，アンテナをサブアレーに分割

し，複数のビームで同時に観測することもできる．

反射鏡型アンテナを持つレーダーの代表例が図 10.2(b) のアレシボレーダーで

ある．反射鏡型アンテナを持つレーダーの多くがパラボラ面の反射鏡全体を回転

させてビーム走査を行うのに対して，アレシボレーダーの反射鏡は固定されてお

り，複数周波数の送信波を扱う線状フィードの給電部を機械的に移動させること

によってビーム走査を行う．同レーダーの反射鏡は球面になっており，天頂から

20◦の範囲内で任意の方向にビーム走査することができる [Gordon and LaLonde,

1961]．

10.2.2 CO-COアレーアンテナを用いたレーダー

アレー型アンテナを用いたレーダーの中には，同軸ケーブルで構成するCO-CO

(coaxial colinear) アレーアンテナを用いるものがある．CO-COアレーアンテナ

では，同軸ケーブルの外皮と芯線を半波長ごとにひねって等価的に半波長のダ

イポールを形成し，これを素子アンテナとする．図 10.3(a) に示すのはポータブ

ル型 CO-COアレーアンテナの CO-COアレー素子の実装例である [Balsley and

Ecklund, 1972]．図中の Aは同軸ケーブル取付部，Bは給電部，Cは素子アンテ

ナ間の接続を示す．Bの給電部は平衡不平衡変成器 (balun) および 1/4波長の整

合変成器で構成される．Cの隣り合う素子間では，同軸ケーブルの外皮と芯線を

交互に接続する．B，Cには防水加工が施される．このような CO-COアレー素子

や素子アンテナの給電方式は，大開口のアレーアンテナを簡便に設置，展開する



10.2. 大型の大気レーダー 325

図 10.3 CO-COアレーアンテナの (a) アレー素子実装例と (b) ポーカーフラットレーダー
アンテナの給電方式．(a) は Balsley and Ecklund [1972] より， (b) は Balsley et

al. [1980] より改変

のに適しており，米国アラスカ州のポーカーフラット (Poker Flat) レーダーをは

じめ多くの大気レーダーで用いられている．このレーダーの例では，アンテナ開

口 200 m × 200 m，周波数 49.9 MHz，開口面積・平均電力積 5.1× 109 W ·m2で

ある． (b) は同レーダーの CO-COアレーアンテナの給電方式例を示す [Balsley

et al., 1980]．このアンテナは，4面のサブアレーアンテナからなり，それぞれの

サブアレーアンテナはそれぞれ 1組で 8個，計 2組 16個の給電点を持つ．1組の

CO-COアレーで鉛直および北向きビームを，ほかの 1組で鉛直および東向きビー

ムを形成している．また，各給電点からそれぞれ 4本の同相の CO-COアレーア

ンテナに給電される．さらに，1本の CO-COアレーアンテナは 48個の等価半波

長ダイポールからなる．したがって，アンテナ全面では 64個の給電点を持ち，こ

れに接続された計 256本の CO-COアレーアンテナで，等価的に計 12288素子の

半波長ダイポールからなる大型アレーアンテナを構成している．

なお，本例ではアンテナ全面を 4分割したサブアレーごとに独立したレーダー

ビームを異なる方向に向けて同時に観測することも可能である．同レーダーは

ポーカーフラットのプロジェクトが終了した後，4分割され，それぞれ 1980年代

半ばに，赤道近傍のピウラ (ペルー)，赤道太平洋域にあるクリスマス島 (キリバ

ス)，ポンペイ島 (ミクロネシア)，およびビアク島 (インドネシア) に分散配置さ

れた．NOAAの B. B. Balsleyや K. S. Gageらはこれらのレーダーを中心に太平



326 第 10 章 大気レーダーの実際

洋横断レーダーネットワーク (Trans-Pacific Profiler Network; TPPN) を構築し，

エルニーニョに伴う熱帯の大気大循環の研究で成果を挙げた [例えば Gage et al.,

1991; 1996]．

10.2.3 MUレーダー

概要 MSTレーダーの代表的な例が，1984年に京都大学が滋賀県甲賀市信楽町

に建設したMUレーダーである [Fukao et al., 1980a, 1985a, b, 1990]．送信周波

数は，先に述べたように中層大気全域を観測するために，VHF帯の 46.5 MHzを

用いている．同レーダーはまた，中層大気のほかに ISレーダーとして超高層大

気 (upper atmosphere) の一部も観測できる [Sato et al., 1989] ことからMUレー

ダー (Middle and Upper atmosphere radar) と名付けられた [Kato et al., 1984]．

アンテナ開口面積は 8330 m2 で，直径 103 mの開口面に素子アンテナが 475本

配置されている．図 10.4にMUレーダーの全景を示す．

特長 このレーダーは従来の大気観測用大型レーダーと大きく異なり，それぞれ

の素子アンテナが半導体化された独立の送受信モジュールと 1対 1で接続される

図 10.4 京都大学MU レーダーの全景．滋賀県甲賀市信楽町の国有林内に設置されている
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アクティブフェーズドアレーレーダーである注 2) ．送受信モジュールは 19個で

1群を構成し，全体で 25群からなる．送受信モジュール 1 台当たりのピーク送

信出力は 2.4 kWで，全素子出力の合成により，ピーク出力 1 MWを実現してい

る．開口面積・平均電力積は 5 × 108 W m2 である．MUレーダーのシステム構

成を図 10.5に，また，主要諸元を表 10.1に示す．

各送受信モジュールの位相は独立に制御可能で，コンピュータ制御により系統

的に位相を変化させて，レーダービームを全方位にパルス繰り返し時間ごと (最

短 200 μs) の高速で走査することが可能である．天頂角 30◦ 以上ではグレーティ
ングローブが出るため大気観測には適さないが，電離圏の特殊な観測などに用い

られる [Fukao et al., 1991b; Yamamoto et al., 1991]．また，図 10.6(a) に示すよ

図 10.5 MU レーダーのシステム構成

注 2) 1980年代前半までに実用化された 2次元アクティブフェーズドアレーレーダーには，400 MHz

帯あるいは 3 GHz 帯の軍事目的のものが数例しかない．これら少数のレーダーと並んで，MU レー

ダーは独自の技術で開発された最初の大型 2 次元アクティブフェーズドアレーレーダーのひとつと

言ってよい．



328 第 10 章 大気レーダーの実際

表 10.1 MU レーダーの主要諸元

設置場所 滋賀県甲賀市信楽町 (34.85◦N, 136.10◦E)

レーダー形式 アクティブフェーズドアレーレーダー
送受信周波数 46.5 MHz

アンテナ開口 8330 m2, 直径 103 m

素子アンテナ 直交 3 素子八木アンテナ，475 本
ビーム幅 3.6◦ (電力半値幅)

ビーム方向 全方向
最短ビーム切替時間 200 μs

偏波 円偏波
ピーク送信電力 1 MW

平均送信電力 50 kW (最大)

帯域幅 3.5 MHz

パルス幅 0.5 ～ 512 μs 可変
パルス繰り返し時間 200 μs ～ 65 ms 可変
受信機 IF 周波数 5 MHz

A/D 変換 14 ビット × (25 + 4) チャンネル
パルス圧縮 符号長 32(最大)，バーカー符号，相補系列符号，スパノ符号

図 10.6 MUレーダーのアンテナ配置および素子アンテナ． (a) の陰影部は，ブースＡに送
受信モジュールが収納されている 4 つの小アンテナ群を示す

うにアンテナ面を 25組の小アンテナ群に分割することが可能である．従来，受信

機は 4系統あったことから，小アンテナ群を単一で，あるいは複数群組み合わせ
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表 10.2 MU レーダーによる対流圏から中間圏までの観測の基本パラメータ

対流圏 成層圏 中間圏
観測時間帯 終日 終日 昼間 (8 時～16 時)

観測範囲 2 ～ 19 km 5 ～ 24 km 60 ～ 98 km

ビーム方向 天頂 天頂 天頂
北，天頂角 10◦ 同左 同左
東，天頂角 10◦ 同左 同左
南，天頂角 10◦ 同左 同左
西，天頂角 10◦ 同左 同左

高度分解能 150 m 150 m 600 m

パルス繰り返し時間 400 μs 400 μs 1460 μs

パルス圧縮 単パルス 16 ビット 16 ビット
— 相補系列符号 同左

コヒーレント積分回数 38 38 10

インコヒーレント積分回数 5 6 6

FFT 点数 128 128 128

て，それぞれ受信系統に接続させることにより，計 4組の独立した小型レーダー

として同時に動作させることができた．さらに，2004年に 25組の小アンテナ群

のそれぞれに独立した受信機 25系統が設置され，25組の小型レーダーとして同

時に動作させることが可能になった．これらの機能を用いると，アンテナ全体で

送信し，散乱電波を個々の小アンテナ群で同時に受信することが可能で，さらに

多様な観測が実現すると期待されている．例えば，それぞれの小アンテナ群で受

信された散乱電波の微小な位相差から乱流の微細な構造を知る干渉計法による観

測やレーダー映像法による観測である．MUレーダーによる対流圏から中間圏ま

での観測の基本パラメータを表 10.2に示す [Fukao et al., 1990]．

アンテナ系 図 10.6(a) は素子アンテナ配置を示す．アンテナフィールドの外周

には，送受信モジュールを収納した 6基のブースが (a) の A～Fに示すように設

置されており，送受信モジュールと対応する素子アンテナとの間は同軸ケーブル

で接続されている．素子アンテナは同図 (b) に示す直交 3素子八木アンテナで，

4.5 m間隔，すなわち 0.7波長間隔の正三角形グリッド上に，アンテナ支柱を天

頂に取り，また各素子の面を正確に東西および南北に向けて配置されている．
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基準信号発生 MUレーダーは，1組のペアパルスを用いる場合にドップラー速

度を 0.1 m s−1 程度の精度で計測することを目標にしている．このために許容さ

れる周波数偏差 Δf は，送信周波数 f および速度誤差 Δv を用いて

Δf =
2f

c
Δv (10.1)

で示される．ただし cは光速を示す．いま，f = 46.5× 106 Hz，Δv = 0.1 m s−1

を代入すれば，上式から Δf = 3.1 × 10−2 Hzとなる．すなわち，周波数短期安

定度 sf は，sf ≤ (3.1 × 10−2)/(46.5 × 106) � 6.67 × 10−10 が必要である．これ

を実現するため，基準信号発生器 (前出の局部発振器と同じ) として当初は高安

定周波数標準器のルビジウム発振器が用いられていたが，現在では GPS受信信

号に代わっている．レーダーの送信 IF信号のほか各種のタイミング信号は，こ

の基準信号発生器出力をもとに生成される．

変調 送信出力をパルス圧縮するために，変調器はパルス圧縮符号を用いて送信

IF信号を 0◦ または 180◦ に位相変調を行う．パルス圧縮符号には，最大 32ビッ

トまでの任意の符号が使用できるが，通常は次のいずれかが選択される

(1) バーカー符号 (7, 11, 13ビット)

(2) 相補系列符号 (16, 32ビット)

(3) 擬似バーカー符号 (28ビット)

(4) スパノ符号 (8, 16ビット)

送信 IF信号や局部発振器信号などのアナログ信号は前述の A～Fのブース単

位に 6分配され，それぞれのブースの送受信系に送られる．

送受信系 送受信モジュールでは，変調器で得られた 5 MHzの送信 IF信号と局

部発振器出力の 41.5 MHzの信号から，送信周波数 46.5 MHzの送信種 (たね) 信

号を生成する．出力 1 mWの送信種信号が順次増幅され，エクサイタ (exciter)

を通して 180 Wまで増幅され，次いで電力増幅器 (power amplifier; PA) で 2.4

kWまで増幅される．この出力は，送受信切替器と同軸ケーブルを経て対応する

素子アンテナに送出される．送受信モジュールおよび送受信系の装置を収納した

ブース内部の様子を，それぞれ図 10.7(a) および (b) に示す．PAからアンテナま

での間でケーブルなどの電力損失があるため，475本のアンテナから放射される

レーダー送信出力はこれらの合成電力で 1 MWとなる．各アンテナで受信された

後方散乱信号は，上述と逆の経路を経て 5 MHzの IF受信信号に変換される．
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図 10.7 MU レーダーの送受信モジュールと送受信系の装置を収納するブースの内部

復調 受信 IF信号は A/D変換されてデジタル信号となる．デジタル化された信

号は位相検波され，各チャンネルの I, Q信号ごとに自己相関器でパルス圧縮され

る．これらの I, Q信号は別々にコヒーレント積分される．コヒーレント積分は，

アンテナビーム方向，受信チャンネル，および測定高度別に行われる．

信号処理 復調部でコヒーレント積分された受信信号に対して，FFT や自己相

関関数などの計算処理が行われる．これらの 1次処理結果としてパワースペクト

ルが得られる．信号処理部では，さらにインコヒーレント積分によって検出能が

改善される．こうして得られた平均化されたスペクトルデータから，エコー強度，

ドップラー速度，速度幅の算出などの 2次処理が行われる．

RASSの構成 MUレーダーには大気温度を測定する RASSが装備されている．

RASSは，複数の音波発射装置と制御装置から構成され，周波数 80～108 Hzの

音波を用いて高度 1.5～20 kmの高度域で大気温度のプロファイルを求めること

ができる．図 10.8(a) は音波発射装置の外観，同図 (b) はその構成を示す．音波

発射装置の中には，直径約 38 cm (15インチ) のラウドスピーカーが 2本入って

いる．それぞれの最大入力は連続 400 W，また 1対のラウドスピーカーの最大出

力は 130 dB (9.6 W m−2) である．同図 (b) の右下部の出力部から発射された音

波は，底板で反射し，球面波となって上方に放射される [Adachi, 1996]．



332 第 10 章 大気レーダーの実際

図 10.8 MU レーダー・RASS の音波発射装置．Adachi [1996] より改変

10.2.4 赤道大気レーダー

概要 京都大学がインドネシア共和国航空宇宙庁 (LAPAN)の協力を得て 2001年に

同国西スマトラ州の赤道上に完成させた赤道大気レーダー (Equatorial Atmosphere

Radar; EAR) は，MUレーダーと同周波数帯の大型大気観測用ドップラーレー

ダーである [Fukao et al., 2003]．図 10.9 に EARのアンテナフィールドを示す．

このレーダーは，高度 1.5 kmから 20 kmまでの対流圏から下部成層圏，および

高度 90 km以上に分布する電離圏イレギュラリティなどの広い高度範囲を観測対

象にしている．地表付近から電離圏に至る観測によって赤道域大気の力学的上下

結合を明らかにすること，赤道大気波動や積雲対流の観測と総合することによっ

図 10.9 インドネシア共和国西スマトラ州に建設された京都大学の赤道大気レーダー (EAR)
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表 10.3 赤道大気レーダー (EAR) の主要諸元

設置場所 インドネシア共和国西スマトラ州 (0.20◦S, 100.32◦E)

レーダー形式 アクティブフェーズドアレーレーダー
送受信周波数 47.0 MHz

アンテナ開口 直径 110 m

素子アンテナ 3 素子八木アンテナ，560 本
ビーム幅 3.4◦ (電力半値幅)

ビーム方向 天頂から 30◦ までの任意方向
最短ビーム切替時間 200 μs

偏波 直線偏波
ピーク送信電力 100 kW

平均送信電力 5 kW (最大)

パルス幅 0.5～256 μs 可変
パルス繰り返し時間 200 μs ∼ 10 ms 可変 (200 μs 毎)

A/D 変換 14 ビット × 2 チャンネル
パルス圧縮 符号長 16 (最大)，バーカー符号，相補系列符号，スパノ符号

てオゾンや水蒸気などの輸送機構やエルニーニョなどの気候変動につながる地球

大気変動の基礎過程を明らかにすることが期待されている．

EARは，560本の 3素子八木アンテナを直径約 110 mの略円形フィールドに

配置し，それぞれのアンテナに送受信モジュールを持つアクティブフェーズドア

レー構成を取っている．送受信周波数は 47 MHzに設定されている．レーダービー

ムは，コンピューター制御により最短 200 μsごとの高速で走査することが可能で

ある．アレーアンテナ部，送受信装置，変復調装置，信号処理装置，データ処理

装置などで構成されている．主要諸元を表 10.3に示す．

アレーアンテナ部 3素子八木アンテナの素子アンテナが，アンテナ開口面内に

1辺 4.5 mの正三角形の格子状に配列されている．ビーム幅は 3.4◦，指向性利得
は 33 dB以上である．

変調と送信信号の生成 EARのシステム構成を図 10.10に示す．観測棟内の前置

処理装置で，基準信号として安定な水晶発振器出力または GPS信号をもとに 10

MHzと 37 MHzの COHO信号と STALO信号が生成される．COHO信号は変

調器でパルス変調された後，さらに符号変調されて IF周波数の送信信号となる．

周波数変換部はこれを STALO信号と混合して最終の送信周波数の信号に変換し，
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図 10.10 赤道大気レーダー (EAR) のシステム構成．Fukao et al. [2003] より改変

アンテナフィールドに設置された送受信装置に送出する．送信信号は，送受信装

置内の初段の分配器/結合器で 24分配され，分配されたそれぞれの送信信号はさ

らに第 2段の分配器/結合器で 24分配され，送受信モジュールに入力される．ア

ンテナフィールドには，このほか同図には示されていないが第 2段の分配器/結

合器と対になった 24個の電源収納架があり，1個の電源収納架が概ね 24個の送

受信モジュールの電源供給，制御を担当することで 560個の送受信モジュールか

ら増幅後の送信信号が素子アンテナに供給される注 3) ．

送受信モジュール 送受信モジュールのピーク出力は 180 Wで，その出力を素

子アンテナに送出する．途中の損失を考慮したアレーアンテナ部でのピーク合成

出力は概ね 100 kWとなる．送受信モジュールは図 10.11(a) に示すようにアンテ

ナ基部に取り付けられており，送信系の増幅器，受信系の増幅器，送受信系統切

注 3) 送信信号は 24 × 24 分割されるが，アンテナパターン形成への影響が少ない外縁部の 16 個分

を省いた計 560 個の送受信モジュールと素子アンテナが実際に設置されている．
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図 10.11 赤道大気レーダーの送受信モジュール

替の半導体スイッチ，および送受信系に共通する位相制御のための移相器などで

構成される．送受信モジュールを同図 (b) に示す．

信号受信と信号処理 受信時には，送受信モジュールでは受信ビームを形成する

ように移相器に位相変化が与えられ，所要の電力レベルまで増幅された受信信号

が受信信号処理部に送られる．受信信号処理部はスーパーへテロダイン受信機に

より受信信号を STALO信号と混合して IFの受信信号とし，増幅，位相検波を

行う．次いで A/D変換後，信号処理装置で変調符号の復号，コヒーレント積分，

FFT，およびインコヒーレント積分を行い，パワースペクトルをデータ処理装置

に送出する．

データ処理装置 コンピュータおよび周辺機器で構成される．信号処理装置から

入力されるパワースペクトルから，エコー強度，ドップラー速度，および速度幅

を算出する．また，複数のレーダービーム走査結果をもとに上空の風ベクトルを

算出，記録する．さらに，レーダー全系の制御，監視，モニターを行う．これら

の各種データは衛星通信回線を通して日本に送られている．

10.3 ウィンドプロファイラー

MST/STレーダーの開発を先駆的に進めた米国海洋大気庁 (National Oceanic

and Atmospheric Administration; NOAA) 超高層物理学研究所やドイツのマッ
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クス・プランク (Max Planck) 超高層物理学研究所のグループの技術的成果は，

現在それぞれ共同で研究に当たってきたメーカーから『ウィンドプロファイラー

(Wind Profiler) 』として市販されている．またオーストラリア・アデレード大学

のグループも会社を設立して STレーダーなどの大気レーダーを世界中に販売し

ている．これらのレーダーでは，上限高度や分解能を許せるだけ犠牲にしてアン

テナ規模や送信出力を小さくし，素子アンテナを簡便な CO-COアレーなどで構

成することにより，装置価格や設置に要する経費を抑える工夫が凝されている．

10.3.1 米国のウィンドプロファイラーネットワーク

概要 既に米国 NOAAは短時間気象予報精度の向上を目指して米国中西部を中

心に 404 MHzウインドプロファイラーを主な構成レーダーとする実験ネットワー

ク (NOAA Profiler Network; NPN) を建設し，1992年より運用を始めている．図

10.12に示すように，その数は現在 18州 35基になっている注 4) ．観測データは

GTS (Global Telecommunication System; 全球通信システム)に毎時配信される

図 10.12 米国 NOAA の 404 MHz ウィンドプロファイラーネットワーク

注 4) 32 基の 404 MHz レーダーが米国中部などに，3 基の 449 MHz レーダーがアラスカ州に設置

されている．なお，404 MHz は人工衛星の海難救助用信号に用いられており，これとの干渉を避け

るため 409 MHz へ移行させることが議論されている．
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図 10.13 NPN プロファイラーと RASS．コロラド州 Platteville での設置例 [http://

www.profiler.noaa.gov/jsp/]

とともに，インターネット上で公開されている．図 10.13に NOAAのウィンドプ

ロファイラー (NPNプロファイラー) および RASSの外観例を示す．

システム構成 NPN プロファイラーの構成を図 10.14 に示す．レーダー波長は

74 cmで，送信機，受信機，信号処理装置，データ処理装置などのレーダーサブ

システム，分配器/結合器，ビーム制御ユニットの各機器は機器室 (図 10.13中央

右の白いキャビネット) に収納されている．送信出力は 6 kWで，パルス幅は 3.3

μs (low mode) と 20 μs (high mode) のいずれかが選択できる．受信信号のスペ

クトル解析には 128点の FFTが用いられている．

アレーアンテナ部 アンテナ開口は 40フィート × 40フィートで，直交する 2組

の CO-COアレーで構成されるパッシブアレーアンテナ (passive array antenna)

である．レーダービームの放射方向は鉛直，北向き，および東向きの 3 方向で，

1組のアレーによって鉛直方向と北向きビームが，他組のアレーによって鉛直方

向と東向きビームが形成される．各組の CO-COアレーはそれぞれ 20列から成

り，6 kWの送信出力がまず 5分配され，さらに 4分岐されて各列に供給される．

ビーム走査角は天頂から約 16◦ である．

NOAA実験ネットワークのRASS パラボラアンテナの 1次ホーンに相当する

スピーカから出力された音波は，パラボラ面で反射され，空間に放射される．音
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図 10.14 NPN プロファイラーおよび RASS のシステム構成

波の周波数は，NPNプロファイラーの半波長 (約 37 cm)相当の波長となる約 850

～900 Hzである．RASSの受信信号は RASSサブシステムの専用プロセッサに

よって処理され，レーダーの鉛直方向 low mode運用と連動して，リアルタイム

で鉛直流と気温プロファイルが計算される．

10.3.2 欧州のウィンドプロファイラーネットワーク

欧州では，欧州科学技術研究協力計画 (European COoperation in the field of

Scientific and Technical research; 略して COST) のもとで，将来の業務用ウィ

ンドプロファイラーネットワークを構築するための業務実験が続けられている．

EUPROFと呼ばれているその観測網は 13か国の各種のウィンドプロファイラー

で構成され，観測データは英国気象局で集配信されている．またインターネット

上でも公開されている．このほか，ウィンドプロファイラーを単独または複数で

業務に利用している気象機関もある．図 10.15に欧州のウィンドプロファイラー

ネットワークを示す．

近年，ウインドプロファイラーのために国際的に周波数を占有保護する制度も

整いつつあり，ウインドプロファイラーネットワークは今後もさらに多く展開さ

れていくものと予想される．
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図 10.15 欧州のウィンドプロファイラーネットワーク．http://www.met-office.gov.uk

/research/interproj/cwinde/profiler/index.html より改変

10.4 下部対流圏レーダー

STレーダー，Tレーダーは小型化されてはいるが，それでもなお比較的大き

な電力を放射する．このため，送信信号の受信部への漏れ込みなどにより，レー

ダー近傍の大気圏最下部 (地上から 1 km 程度; 大気境界層の主要部) は観測が

事実上不可能である．これに加えて，大気境界層の人間活動における重要性に対

する認識が高まりこの高度域の観測が求められたことから，1980年代末から ST

レーダーをさらに小型化する研究開発が進められてきた．

10.4.1 境界層レーダー

可搬性に優れた境界層レーダー (BLレーダーまたは BLR) は，初めから小型・

可搬に重点を置いて設計・開発が進められたので，周波数も主として 900 MHz帯

～マイクロ波帯などが選定され，アンテナや送受信機なども小型で比較的安価な

商用品を利用する工夫がなされた．さらに，ここでも RASSを付置して温度プロ

ファイルを取得することが，早い段階から設計に盛り込まれた．最初に完成させ

たのは米国 NOAAの Ecklund et al. [1988] で，送信周波数は UHF帯 915 MHz

を用いている．一方，我が国でも京都大学と通信総合研究所 (現独立行政法人情報
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図 10.16 初期に開発されたパラボラアンテナを用いた BLレーダーの外観　 [Hashiguchi et

al., 1995]

図 10.17 3.05 GHz BL レーダーアンテナの外観 [Yamamoto et al., 2002]

通信研究機構) の両グループが 1990年頃に相前後していずれも L帯 1357 MHzを

用いた BLレーダーを独立に完成させている [Hashiguchi et al., 1992; Nakamura

and Masuda, 1992]．図 10.16に示すのは京都大学の BLレーダーで，直径 2 mの

パラボラアンテナ 3台を持ち，ピーク出力 1 kWの送信出力を各アンテナから順

次切り替えて放射し，風ベクトルのプロファイルを連続観測することに成功した．

図 10.17に示すのは，さらに高い 3.05 GHz帯の送信周波数で動作する BLレー

ダーのアンテナ部の写真である [Yamamoto et al., 2002]．同レーダーは平面パッ

チアレーアンテナを用いており，可搬性が高く，移動に伴う振動などの衝撃に強

い利点がある．900 MHz帯，1.3 GHz帯，および 3.05 GHz帯では，降雨エコー
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が強いため雨天時の鉛直流観測が困難になるが，降水粒子の落下速度の影響を受

けない水平風速測定についてのみ考えた場合は降水粒子をトレーサーとして利用

できるため，その存在はかえって好都合である．

なお，米国では既に約 100台の境界層レーダーが州政府や地方の消防署により

運用され，逆転層や森林火災などの監視と予報に用いられている．これらのレー

ダーは特に Cooperative Agency Profilers (CAPs) と呼ばれている．

10.4.2 下部対流圏レーダー

いくつかの境界層観測用レーダーの開発を経て，可搬性の特長を残した上でよ

り大型にして，観測領域を下部対流圏全域に拡大することを目指して開発された

のが下部対流圏レーダー (LTR) である [Hashiguchi et al., 2004]．このレーダー

は，我が国気象庁が全国展開している「ウィンドプロファイラーネットワーク」

を構成するレーダーとしても採用されている．

LTRの構成 LTRはアンテナ，送受信モジュール，送信機，受信機，およびデー

タ処理装置から構成される．表 10.4に LTRの主要諸元を示す．アンテナ部には

表 10.4 下部対流圏レーダー (LTR) の主要諸元．Hashiguchi et al. [2004] より改変

送受信周波数 1357.5 MHz

アンテナ形式 フェーズドアレーアンテナ
アンテナ開口 約 16 m2 (4 m × 4m)

ビーム幅 4.0◦ (電力半値幅)

ビーム方向 5 方向（天頂，東西南北）
ビーム天頂角 45◦ 以内で任意
アンテナ利得 33 dB

偏波 直線偏波
ピーク送信電力 2 kW

平均送信電力 428 W (最大)

帯域幅 10 MHz

パルス幅 0.67, 1.0, 1.33 μs (切替)

パルス繰り返し間隔 25, 50, 100 μs (切替)

距離分解能 100 m (最小)

時間分解能 30 s～1 分
観測高度範囲 100 m～数 km
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図 10.18 (a) LTRのフェーズドアレーアンテナ，開口 4 m×4 m．(b) 素子アンテナ部は
放射ダイポールを同軸外皮導体と一体形成．Miyashita et al. [1999] より改変

　

図 10.19 LTR の送受信モジュール (出力 200 W) の外観

図 10.18(a)の上部に示す 4 m × 4 mのフェーズドアレーアンテナが用いられてい

る．ビームは天頂および ±45◦ の範囲内の任意の天頂角で東西南北の 5方向に高

速で走査可能である．素子アンテナは同図 (b) に示す電磁結合同軸ダイポールで

構成されている [Miyashita et al., 1999]．同図 (a) の手前は送受信モジュール部

で，図 10.19に示す出力 200 Wの送受信モジュールが E面と H面でそれぞれ 12

個，合計 24個収納されている．合成出力の送信時ピーク出力は 2 kWであり，初

期に開発された BLレーダーの 2倍の出力である．さらに，最大 8ビット長の相

補系列符号によるパルス圧縮が可能なため，ピーク送信電力は BLレーダーに対
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して等価的に最大で 16倍の高出力を実現している．また，送受信モジュールをア

ンテナ近傍に設置する構成として，経路での電力損失を最小限に抑えている．一

方，経験的にアンテナ面を低くするとグランドクラッターを抑圧できることが知

られているため，アンテナ高を 20 cm以下にしている．パルス圧縮の符号系列に

は，8.3.4項で述べたスパノ符号を用いることによって，レーダー直近のデータが

利用できないという従来のパルス圧縮の課題の解決を図っている．また，COHO

の周波数をオフセットすることにより，RASS法を用いた温度測定も可能である．

10.4.3 気象庁のウィンドプロファイラーネットワーク

気象庁は，1.3 GHz帯の下部対流圏レーダー (LTR) を全国 31カ所に配置し，

中央監視局によって集中的に制御・監視するウィンドプロファイラーネットワー

クを完成させている [加藤ほか, 2003]．公式には局地的気象監視システムと名付け

られたこのシステムは，前出のアメダスに対比させて，WINDAS (WInd profiler

Network and Data Acquisition System) とも呼ばれている．図 10.20に代表的な

設置例を示す．建築物の近くに設置される場合などには，電波干渉を避けること

やグランドクラッターを抑圧することを目的に，同図に示すような電磁遮へいフェ

ンスが設置される [Rao et al., 2003]．

WINDASは，高度 200 mから約 5 kmまでの風ベクトルを 100 mから 600 m

図 10.20 気象庁WINDASを構成するウィンドプロファイラー (LTR) の設置例 [気象庁
提供]
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図 10.21 気象庁WINDASウィンドプロファイラー (LTR) の設置場所 [気象庁提供]

の高度分解能で 10分ごとに観測する．現在，WINDASウィンドプロファイラー

は図 10.21に示すように全国に 31カ所展開されており，中央監視局が 1時間ご

とにこのデータを集信している．観測データは中央監視局で品質チェックを施さ

れたのち，数値解析予報システム (NAPS) に送信される．NAPSでは，この観測

データを現業のメソ数値予報モデルの初期値として利用し，豪雨や豪雪をもたら

すメソスケール気象の予報精度向上を図っている．また，全国の気象官署ではこ

れらのデータを活用して，上空の風向・風速の連続的な変化を把握し，適時的確

な注意報・警報および予報を発表するのに役立てている．
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気象災害の多くは台風，局地的な集中豪雨，雷雨，トルネード (tornado) やウィ

ンドシヤー (wind shear) などの擾乱現象によって引き起こされている．これらの

気象擾乱の細部構造を把握する上で，気象レーダー観測はメソ気象学的解析と共

に重要な役割を果たしてきた [例えば Houze, 1993]．本章では，8.1.5項で示した

各種のアンテナ走査により観測された擾乱現象の代表例を示す．

11.1 気象レーダーによる降雨観測

気象レーダーによる降雨観測の概念を図 11.1 に示す．見通しのよい場所に設

置されたレーダーから発射された電波は，雨滴や雲中の水滴によって散乱される．

雲中の水滴は高高度では氷結し，雪片となっている．この雪片は，融解層注 1) と

呼ばれる，0◦C高度の直下にある厚さ数百 mの層を通過して落下する途中で融

解して雨滴となる．雪片が融解し始めると形状が縮まり雨滴のように小さくなる

が，初段階では粒子の表面のみが融解し，あたかも大きな粒径の水滴が存在する

図 11.1 レーダーによる降雨観測の概念図

注 1) 融解層の高度は，中緯度帯では 2000～4000 m 前後であるが，地表面の温度によるほか，上空

の寒気の存在によっても変化する．
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図 11.2 気象レーダーで観測された温帯低気圧の例 [気象庁提供]

ように見える．このため，レーダーでは融解層の雲は強いエコーの帯として観測

される．これをブライトバンド (bright band) と呼んでいる．ブライトバンドで

は，見かけ上同一の粒径の氷粒よりもレーダー反射因子が大きく観測される点に

注意が必要である．

レーダーエコーの表示 気象レーダーの特色は，広範囲な空間を，時間的に連続

してリアルタイムで観測できることにある．図 11.2は，気象レーダーで観測され

た温帯低気圧による雨域の平面分布の例である． (a) は半径 300 kmの範囲を前

出の図 8.3に示した PPI走査によって観測した結果を，従来広く使用されてきた

アナログ指示器に表示したものである．レーダー位置は指示器の中心にあり，白

く光る領域が降雨などのレーダーエコー域である．この段階では，何ら信号処理

が加えられていないため，グランドクラッターも含まれている．画面中央のレー

ダー近傍の白い領域がグランドクラッターである． (b) は (a) のデータに対して

グランドクラッター除去処理を施した結果を示す． (a) に見られたレーダー近傍

のグランドクラッターが除去され，一方，降雨域はそのまま表示されていること

が分かる．

降雨の発達と衰弱 次節で詳述するメソスケールの対流システム (mesoscale con-

vective system; メソ対流系，あるいは中規模対流系) のエコー強度を模式的に表

すと図 11.3のようになる [Leary and Houze, 1979]．図中の左列は PPI走査，右

列は RHI走査によって得られるレーダーエコーに対応する． (a)， (b)， (c)，お
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図 11.3 レーダーで観測されたメソ対流系の模式図．左列の水平分布図の A-A’ などに対応
する鉛直断面のエコー強度を右列に示す． (a)， (b)， (c)，および (d) はそれぞ
れ発達期，活発期，成熟期，および衰弱期に対応する．図中の矢印は風の流れの方向
を示す．Leary and Houze [1979] より改変
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よび (d) はそれぞれ発達期，活発期，成熟期，および衰弱期のものである．等高

線の外縁はレーダーで観測可能な限界の微弱エコーを示し，内側の等高線では順

にエコー強度が大きくなる．エコー強度の最も大きい領域は水平分布図，鉛直分

布図とも同一の表示としている．それ以下の強度は鉛直分布図では 3段階に分け

ているのに対し，水平分布図では 1段階にまとめている．左列の水平分布図上の

矢印は低層の風の方向を示す．また，右列の垂直分布図上の矢印は低層および上

層の風の流れの方向を示す． (a) および (b) の段階では対流セルの成長が顕著で

あり，一方 (c) および (d) の段階では層状性降雨が顕著になる．

11.2 メソスケールの降雨

11.2.1 低気圧と前線の構造

低気圧に伴って気象レーダーでよく観測される線状エコー域は，降雨強度が比

較的強く，ときには局地的豪雨をもたらすことがある．温帯低気圧は中緯度の偏

西風帯に沿って発達する低気圧である．低気圧と前線帯付近で生成される主要な

降雨帯 (rain band) に次のものがある [Houze et al., 1976; 武田, 1980]．

1.温暖前線降雨帯 (warm front rain band) : 地上の温暖前線に平行に並ぶ約 50

kmの幅の降雨帯で，温暖前線前面の雲の先端部に現れる．

2.暖域降雨帯 (warm sector rain band) : 温暖域に約 50 kmの幅で見られる降

雨帯で，寒冷前線と平行に並ぶ傾向を持つ．

3.前駆寒冷前線降雨帯 (cold frontal-wide rain band) : 寒冷前線に平行に並ぶ幅

約 50 kmの降雨帯で，寒冷前線近くに現れる．

4.寒冷前線降雨帯 (cold frontal-narrow rain band) : 地上の寒冷前線と一致す

る場所に現れる幅 5 km程度の狭い降雨帯である．

5.後面降雨帯 (post frontal rain band) : 前線帯の雲域の後方部にある対流雲域

に現れる降雨帯である．

図 11.4に示すのは，ワシントン大学の気象グループによる温帯低気圧の立体

構造の概念図で，同図中の (1) ～ (5) は上述の各降雨帯に対応している [Hobbs,

1978; 浅井ほか, 1981]．それぞれの降雨帯の長さはいずれも数 100 km程度であ
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図 11.4 温帯低気圧の立体構造の概念図．Hobbs [1978]，浅井ほか [1981] より改変

る．これらのメソスケール注 2) の降雨帯の内部には，さらに強い降雨をもたらす

対流性の降水セルが存在することが知られている．この降水セルは気象レーダー

を PPI走査することによって水平分布を観測できるほか，RHI走査によって鉛直

構造の詳細を知ることができる．

11.2.2 降雨域の水平分布

気象レーダーがとらえる範囲，すなわちレーダーエコーが出現する領域と実際

のメソ気象の対比の一例を図 11.5に模式的に示す [Johnson and Hamilton, 1988]．

注 2) メソスケールの呼び名には幅があり，水平スケールが約 2～2000 km の現象をメソ気象と呼ぶ．

メソスケールはさらにメソ α，メソ β，メソ γ の各スケールに細分される．うち，メソ α 気象は水

平スケールが 200～2000 km の気象である．また，メソ β 気象およびメソ γ 気象はそれぞれ水平ス

ケールが 20～200 km および 2～20 km 程度のものである [Orlansky, 1975]．
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図 11.5 スコールラインとそれに続く層状性降雨領域の模式図．低層レーダーエコーの出現域
を太波線，スコールラインに相対的な地上風の分布をを矢印で示す．Johnson and

Hamilton [1988] より改変

同図は，成熟期にあるスコールライン (squall line) 注 3) 内の地表付近での水平構

造を示したもので，低層レーダーエコー，気圧と共にスコールラインに相対的な

地上風の分布を矢印で示している．まず，先端部に強い対流性降雨の領域が見ら

れる．発生した降水セルは進行する間に成長して成熟期に達し，やがて衰える．対

流性領域の後には層状性の雲が長く延びていて，弱い降雨も見られる．レーダー

エコーの水平分布は，前出の PPI観測のほか SPPI観測，CAPPI観測などによっ

ても得られ，図中に太波線で示すようにスコールラインからこれに続く層状性降

雨領域の後縁までがレーダーエコーとして現れる注 4) ．

中緯度帯で見られるメソスケールの対流性降雨を気象レーダーで PPI観測し

注 3) 線状に並んだ活発な降水セルが，その線に直角の方向に比較的速く移動するものをスコールラ

イン，進行の遅いものを降雨帯と呼ぶ [小倉, 1999]．

注 4) 実際のレーダーエコー出現域は，レーダーの諸元，レーダー周波数などによって異なる．例え

ば 9.3 節で述べたミリ波レーダーを用いると，雲領域も観測できるが，一方強雨域では電波の減衰に

より観測域が狭められる．



11.2. メソスケールの降雨 351

図 11.6 米国オクラホマ州Norman (図中心の NOR) の NSSLレーダーにより異なる日
に PPI 観測で得られたメソスケール対流性降雨のレーダー反射因子の水平分布例．
3つの円周のレーダーからの距離は内側から順に 20，200，240 km．Houze et al.

[1990] より改変

た例を図 11.6に示す [Houze et al., 1990]．米国オクラホマ州 Normanの NSSL

(National Severe Storms Laboratory) レーダーにより低仰角で異なる日に観測さ

れた 2例のレーダー反射因子の水平分布で，特に (a) は図 11.5の模式図にほぼ

等しい結果になっている．メソ高気圧の前縁にあたる対流線に沿って 45 dBZ以

上の強いレーダー反射因子の領域が延び，一方，後方に続く層状性の雲は 20～

45 dBZ程度となっている．このような場合は，地上ではスコールラインの通過

に伴ってシャワー性の強い降雨があり，その後 1～2時間程度弱い降雨が続くの

が普通である．

11.2.3 降雨域の鉛直断面

図 11.7はスコールラインの進行方向に沿った鉛直断面の模式図である [Houze

et al., 1989]．図の左から右に進行するスコールラインの中の風の相対的な流れを

細い実線で示す．また，最外縁部の波線は目視による雲の輪郭，太実線は RHI観

測や SRHI 観測でレーダーエコーが出現する領域を示す．黒および薄い陰影は，
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図 11.7 スコールライン進行方向に沿った鉛直断面の模式図．レーダーエコーの出現域を太実
線で示す．図中の破線は降水粒子が落下する軌跡，Hと L はそれぞれ相対的に気圧
が高い領域と低い領域である．Houze et al. [1989] より改変

それぞれエコー強度が大きい領域およびやや大きい領域である．図中の破線は降

水粒子が落下する軌跡，Hと Lはそれぞれ相対的に気圧が高い領域と低い領域で

ある．同図の強い対流性降雨領域に続く層状性の雲域の中の薄い陰影部は，0◦C
層の直下にできるブライトバンドで，一般に数 100mの厚さである．11.1節で触

れたように，上層から併合や雲粒付着などで成長してきた降雪粒子は 0◦C 層を
通過する際に表面から融解するために，周囲に比べて高いレーダー反射因子が観

測される．本図のような鉛直断面を観測することにより，対流性降雨と層状性降

雨が区別できるほか，エコー内の対流現象などのさまざまな情報を得ることがで

きる．

レーダー観測によって得られたスコールラインとそれに続く層状性降雨域の鉛

直断面の例を図 11.8に示す [Biggerstaff and Houze, 1993]．同図は，同一メソス

ケール降雨域の中の異なる場所注 5) に設置した複数のドップラーレーダーで観測

された結果を合成，平均した断面のレーダー反射因子と鉛直速度成分を示したも

のである．鉛直速度成分を−0.9，−0.45，−0.15，0.15，0.45，0.9，1.5，2.4，3.6

m s−1 の等値線で示す．破線は負の速度 (レーダーに近づく方向)，実線は正の速

度である．なお，スコールラインは図の左から右に進行した．スコールラインに

沿った領域では発達した降水セルが上昇気流で占められ，雲頂が最高高度に達す

る様子が明瞭に現れている．図 11.9は，気象研究所の 9.8 GHz可搬型ドップラー

レーダーで観測された寒冷前線の例である [Sakakibara et al., 1991; 榊原, 2000]．

注 5) いずれもスコールラインの進行方向に対して 60 km の幅の中で設置された．
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図 11.8 レーダー観測によって得られたスコールラインとそれに続く層状性降雨域の鉛直断
面．複数のレーダーによる観測結果を合成したものである．Biggerstaff and Houze

[1993] より改変

　

図 11.9 寒冷前線に直交する断面内のレーダー反射因子 (上段) とドップラー速度 (下段)．
Sakakibara et al. [1991]，榊原ほか [2001] より改変



354 第 11 章 気象レーダーによる観測

同図は前線にほぼ直交する南東 − 北西断面で，上段および下段はそれぞれレー
ダー反射因子およびドップラー速度を示す．レーダー反射因子の陰影部は 30 dBZ

以上の領域，ドップラー速度の陰影部はレーダーから遠ざかる風の領域である．

前線は全体として南東に移動していた．上層にはかなとこ雲のエコー，下層の寒

気の上には小規模な対流性エコーの発生が見られるほか，北西側 10 km付近に最

も活発な対流性エコーがある．ドップラー速度の分布では，先端付近では最下層

に北西側から入る寒気，その上部には南東から北西に向かう暖気が見られる．同

図には，図 11.4の概念図のうち，左下部に近い暖域降雨帯，寒冷前線降雨帯，お

よび後面降雨帯に相当する各降雨帯が含まれている．

11.3 積雲対流

11.3.1 大規模な雷雲

雷雨は，激しい対流活動により高く発達した雲頂と積乱雲の形態で特徴付け

られる．レーダーエコーの鉛直断面は，これらの特徴をより鮮明に描き出すこと

図 11.10 米国コロラド州でレーダーによって観測された，複数のセルを持つ雷雲の鉛直構造
の模式図．n ` 2，n ` 1，n，n + 1 の順に発生，発達した．図中の白丸はひょ
うの粒子の成長から落下までの軌跡，実線および破線は風の相対的な流れを示す．
Browning et al. [1976] より改変



11.3. 積雲対流 355

ができる．図 11.10 は，米国コロラド州で複数の降水セル (multicell) から成る

雷雲をレーダーで観測した結果をもとに，その鉛直断面を模式的に表したもので

ある [Browning et al., 1976]．ストームは同図の左から右 (北から南) に移動し，

n − 2，n − 1，n，n + 1の順に発生，発達した．図中の実線および破線はストー

ムの移動方向に相対的な風の流れを示す．実際の風の流れは 3次元的であり，鉛

直断面を手前から奥に向かう風を破線，奥から手前に向かう風を実線で示す．連

続した白丸は，右手前方の雲底で生成された小さなひょうの粒子 (hailstone) が

成長し，大きくなって落下するまでの軌跡である．薄い陰影，濃い陰影，および

その内側の白い領域は，それぞれレーダー反射因子が 35，45，および 55 dBZ以

上であることを示す．図の左側に各高度における一般風の風向およびストームに

対する相対的な風速を示す [Browning et al., 1976; Houze, 1993]．

11.3.2 通常の雷雲

前述のような大規模な雷雲とは対照的に，通常の雷雲では，上昇流と下降流か

らなる比較的単純な対流活動がみられる．一般に上昇流の寿命は 1 時間程度ま

でである．雲中での降水活動の活発化にともない次第に上昇流が弱まり，最終的

には下降流とともに降水が地上に達する．図 11.11は，雷雲の写真に，レーダー

で得られた雷雲内部の風ベクトルとレーダー反射因子を重ねて表示した例である

[Kingsmill and Wakimoto, 1991; Doviak and Zrnić, 1993]．図中の風ベクトルは，

3台のドップラーレーダーを用いて 4.3.1項で述べた独立走査方式で求めた，ス

トーム中心断面の紙面に平行な成分である．一方，レーダー反射因子は，CP-2

レーダー注 6) を用いてストーム中心断面を紙面に平行に観測して得たものである．

レーダー反射因子の等値線は 10 dBごとに引いている． (a) は発達期で，18 m

s−1に達する上昇流が見られるほか，高度 7 km付近のセルの中心部ではレーダー

反射因子が 60 dBZにもなっている．同図 (b) は (a) から 6分程度経過後の成熟

期のものである．レーダー反射因子が最大の領域では，65 dBZに達する値が観

測されているが，その高度は 3.5 km付近まで降下している．これに続く衰弱期

には下降流が優勢になる．

注 6) 米国 NCAR (National Center for Atmospheric Research) の二波長・二重偏波ドップラー

レーダー．本例は長波長の 2.8 GHz (波長 10.7 cm) 帯ドップラーレーダー観測による．



356 第 11 章 気象レーダーによる観測

図 11.11 積乱雲の写真に重ねて表示されたストーム中心断面の風ベクトルとレーダー反射因
子 [dBZ] の等値線．点線はレーダーエコーの境界を示す．風ベクトルは，3 台の
ドップラーレーダーを用いて独立走査方式で求めたストーム中心断面の紙面に平行
な成分である． (b) は (a) から概ね 6 分経過後の観測結果である．Doviak and

Zrnić [1993] より改変

11.3.3 竜巻

米国では，中部を中心に多くの竜巻が発生する．陸上で発生する竜巻を米国で

はトルネード (tornado) と呼んでいる．風速が 140 m s−1 以上に達する強い竜巻

によって甚大な被害が生じることもあり，その多くは 11.3.1項で述べた大規模な

雷雲，通称スーパーセルと呼ばれる発達した巨大積乱雲から発生することが知ら

れている．我が国でも，寒冷前線上に発生する比較的背の低い対流雲から竜巻の

発生が見られる．これらの小さなスケールで起こる激しい現象の観測にも，ドッ

プラーレーダーが威力を発揮する．

図 11.12は 1台のドップラーレーダーによる竜巻の水平構造表示例で，1995年

6月 3日 1時 3分 (UTC注 7) ) に米国テキサス州 Dimmittで PPI走査によって得

注 7) 協定世界時 (Coordinated Universal Time; UTC)．全世界で時刻を記録する際に使われる公

式時刻系，天体観測をもとに定めるグリニッジ標準時 (Greenwich mean time; GMT) とほぼ同じで
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図 11.12 米国テキサス州 Dimmitt において 1 台のドップラーレーダーで観測された竜巻
の水平構造表示．Wurman et al. [1996] より改変

　

図 11.13 図 11.12 と同一の竜巻の鉛直断面表示．Wurman et al. [1996] より改変

られた [Wurman et al., 1996]． (a) はレーダー反射因子， (b) はドップラー速度

(視線方向速度成分) を示す．ここで用いられたのは送信周波数 9.37～9.38 GHz

の車載型マグネトロンドップラーレーダーで，円形パラボラアンテナのビーム幅

は 0.93◦ である．竜巻の中心はレーダーから約 3 kmの位置にあり，竜巻の中心

あるが，GMT における 1958 年 1 月 1 日 0 時 0 分 0 秒からの経過時間を原子時計でカウントして

定めた時刻である “国際原子時” に，GMT とのずれを調整するための “うるう秒” を追加している．
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を取り巻く壁面域では 40 dBZに近いレーダー反射因子と 60 m s−1 程度の視線

方向速度が観測されている．一方，中心域はほぼ無風で，レーダー反射因子も最

強部に比べて 30 dB程度低い．図 11.13は図 11.12よりもレーダーに接近してい

るが，同一の竜巻を RHI走査で観測して得た鉛直断面の表示例である． (a) およ

び (b) はそれぞれレーダー反射因子およびドップラー速度を示し，いずれも距離

1 kmあたりに竜巻の中心域が明瞭に現れている．

11.3.4 二重偏波観測

氷結状態と融解状態の識別 6.4.2項で論じた偏波パラメータのうち，レーダー反

射因子差 ZDR をマルチパラメータレーダーによる観測で求めた例を図 11.14に

示す [Jameson and Johnson, 1990]．同図は 2.8 GHz帯の代表的な二重偏波レー

ダーの 1つである英国チルボルトン (Chilbolton) レーダーにより RHI走査で観

測された 2例で，それぞれレーダー反射因子 Zhh(上段) およびレーダー反射因子

差 ZDR(下段) が示されている．表 6.2に示すように，Zhh と ZDR の組み合わせ

は，降水粒子が氷結状態か融解後の状態であるかを判別する際に有用とされる．

同図 (a) の例では高度 2.5 km付近を境にして上空域では ZDR が 1 dB程度以下

であるのに対し，低高度域では 2～4 dB程度になっており，この高度付近で氷結

状態から雨滴に変わること，すなわち融解層が高度 2.5 km付近に形成されてい

図 11.14 英国チルボルトンレーダーで観測された氷晶雲のレーダー反射因子 Zhh(上段) と
レーダー反射因子差 ZDR(下段)．カラー図は巻末を参照．Jameson and Johnson

[1990] より改変
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ることが分かる．一方，同図 (b) の例では，融解層が 5 km程度まで達しており，

雲中の対流活動によって降水粒子の領域がより高い高度まで広がっている様子が

うかがえる．

ひょう 図 11.15 は前出の米国 NCARの二波長・二重偏波ドップラーレーダー

である CP-2レーダーによってコロラド州で観測されたひょう (hail storm) の例

である．上図左側部および右側部はそれぞれ 2.8 GHz帯 (波長 10 cm) レーダー

で得られた Zhh および ZDR である．下図左側部は，10 cm 波レーダーと 3 cm

図 11.15 米国NCARのCP-2レーダーで観測されたひようの存在域．上図左，右，下図左，
右の順に，Zhh，ZDR，HS，LDR を示す．カラー図は巻末を参照．Jameson

and Johnson [1990] より改変
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波レーダーの 2 波長観測で得られた等価レーダー反射因子の比である HS (hail

signal) 注 8) ，同右側部は 3 cm 波レーダーの観測で得た LDR を示す [Jameson

and Johnson, 1990]．なお，3 cm波レーダーの観測結果では，6.3節で論じた大

気中での電波の減衰は補正されている．HS ≥ 5 dBの領域はひょうの存在域であ

る．上図の ZDR はひょうの存在域でも周囲と比べて大きな変化がないのに対し

て，下図の LDRは，HSによって顕在化されたひょうの存在域と極めて類似した

領域で大きな値が観測されていることがが分かる．

雷雲の観測 雷は雲中の激しい対流活動によって多量の正負の電荷分離が起こり，

それが放電する現象である．雷雲内であられと氷晶が衝突するときに放電に必要

な電荷が発生するとされている．表 6.2に示したようにあられは ZDR が小さく，

Zhh が大きくなり，一方氷晶はこの関係が逆になることから，雲内のあられと氷

晶を識別することが可能である．Fukao et al. [1991] は 5.3 GHz帯 2重偏波レー

ダーを用いた観測により，日本海沿岸で冬季に発生する雷雲を観測し，発雷に先

立ってあられと氷晶が衝突し，電荷分離が発生しうる状況となっている事例をと

らえている．

11.4 台風

熱帯や亜熱帯の海洋上で発生する低気圧は熱帯低気圧と呼ばれる．赤道より北

で 100◦Eと 180◦Eの間の北太平洋域に存在する熱帯低気圧のうち，風速が 17 m

s−1 (34ノット) 以上に発達したものが台風である [小倉, 1999]．台風は対流圏全

層に及ぶ円形の渦で，円弧または渦巻状の線状構造を持ったエコーパターンで特

徴付けられる [立平，1967]．

注 8) 標的が粒径 10 mm 程度のひょうであれば，波長 10 cm のレーダー波に対して πD/λ � 0.3

となる．ただし D は粒径，λ は波長とする．一方，波長 3 cm のレーダー波に対しては πD/λ � 1.0

となる．前出の 3.2.2 項の議論から，この標的に対する後方散乱は，10 cm 波に対してはレイリー散

乱に近いものとなり，一方 3 cm 波ではミー散乱となる．この関係を用いて，同一の標的に対して得

られる 2 つの等価レーダー反射因子の比 Ze3/Ze10 をひょうの検出パラメータとしたものである．
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11.4.1 水平構造

図 11.16に示すのは，北半球で見られる台風とハリケーン (hurricane) をレー

ダーで観測して得たエコーパターンの例である． (a) は 1964年から 1999年まで

の 35年間にわたって運用された富士山レーダーで台風 6717号注 9) を観測した例

である [Kodaira, 1990]．この写真は，仰角を −1.5◦に設定して得たエコー強度の
画像で，レーダー位置は図中の十印である．台風はレーダーの南南西 100 kmか

ら 600 kmで観測された．レーダー近傍ではグランドクラッター，またレーダーの

南東方向では半径 150 km程度までの範囲でシークラッターが見られる．台風の

中心部に，直径数 10キロメートル程度の雲の少ない領域，すなわち眼域がある．

それを取り囲んで，同図左下から上部に至る反時計回りの渦巻き状の積乱雲と層

状性の雲からなる降雨帯がある．シークラッターの出現状況からも推定されるよ

うに，台風の移動方向に対して眼域の右側の方が左側よりも風速が大きい．これ

は，右側では台風固有の風速に台風の移動速度が加わるためである．また，同図

図 11.16 (a) 富士山レーダーによる台風 6717号のエコーパターン [Kodaira, 1990]． (b)

米国 NWS の 10 cm 波レーダー (WSR-57) で 1983 年 8 月 18 日に観測さ
れたハリケーン “Alicia” [Marks and Houze, 1987]

注 9) 西暦年号の下 2 桁と年ごとの通番を続けて表示するもので，この例は 1967 年の台風 17 号を

指す．
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(b) は，図中上部の Galveston (GLS) に位置する米国 NWS (National Weather

Service) の 2.8 GHz帯レーダー (WSR-57) で観測されたハリケーンの例である

[Marks and Houze, 1987]．レーダー反射因子の等高線は外側から順に 25 dBZお

よび 40 dBZを示す．なお，(b) ではレーダー近傍のグランドクラッターは除去さ

れている．水平規模の大きい，発達した台風 (およびハリケーン) に共通する特

徴として，中心付近にリング状または弧状の対流性エコー (眼の壁雲)，その外側

に層状性エコー (内側降雨域)，さらにその外側に対流性エコー (外側降雨域) が

現れることがあげられる [榊原, 2000]． (a), (b) のいずれにも，渦巻状のエコー

パターンとともに，これらの特徴がよく現れている．

静止気象衛星や研究用の観測衛星の利用が進んだ現在では，台風を広域でとら

えることが可能になり，特に気象衛星画像は広く利用されている．また，かつて

富士山レーダーが観測していた広い領域を，より低い標高に位置する複数の気象

レーダーで観測する運用形態に代わってきている．図 11.17(a) は我が国で開発さ

れ，NASAの Aqua衛星に搭載されているマイクロ波放射計 AMSR-Eが観測し

た台風 0205 号の画像である注 10) 。同衛星は 1 日に 2 回，夜中と昼過ぎに日本

付近を通過して 12時間間隔の観測を行っており，同図は 2002年 7月 4日午前 2

時 26 分 (日本時間) に得られた画像である．同図 (b) は静止気象衛星ひまわり

図 11.17 衛星および気象レーダーによる台風 0205 号の観測例 [(a) (独)宇宙航空研究開発
機構提供， (b) (c) 気象庁提供]

注 10) 89.0 GHz (垂直・水平偏波) および 23.8 GHz (垂直偏波) の輝度温度情報を合成したもので，

白色部分は強い降雨領域に，色調変化は大気中の水蒸気や雲の増加にそれぞれ対応している．
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図 11.18 2台のドップラーレーダーで観測された台風 8514号の中心部．矢印は風向，風速
の水平分布，等高線はレーダー反射因子を示す．陰影部は 35 dBZ 以上の領域で
ある [Tabata et al., 1992]

(GMS-5) 搭載の赤外センサーによる雲画像， (c) は気象庁の石垣島レーダーの観

測結果を 9.2.1項で述べた REDIS (レーダーエコーデジタル化装置) で処理して

得たエコー強度画像で，いずれも 7月 3日 18時のものである． (a) が高度 705

kmの太陽同期準回帰軌道衛星から， (b) が高度 36000 kmの静止衛星からとら

えた画像であるのに対して， (c) は図 11.1に示すように，地上からレーダービー

ムをほぼ水平走査して得られた降雨域に対応する画像である．

2台のドップラーレーダーによる台風の中心部の観測 2台のドップラーレーダー

の間を通過した台風の中心部の水平構造を観測した例を図 11.18に示す [Tabata

et al., 1992]．台風 8514号が気象研究所 (つくば市) の 5.3 GHz固定設置型ドップ

ラーレーダーおよび南西約 28 kmに設置された 9.8 GHz可搬型ドップラーレー

ダーの間を通過した際に，両レーダーを用いて独立走査方式によって観測された．

左から順に高度 1.5 km，2.5 km，3.5 kmの定高度面での風向，風速の水平分布

を矢印で，またレーダー反射因子を等値線で重ね合わせて表示している．等値線

は 15 dBZ以上の領域を 2.5 dBごとに表示しており，図中の陰影部は 35 dBZ以

上の領域を示す．台風の中心から北東方向に，眼の壁雲と台風中心を回る風が明

瞭に現れている．
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図 11.19 TRMM衛星搭載の降雨レーダーで観測された台風 9728号の最盛期の降雨状況．
カラー図は巻末を参照 [(独) 宇宙航空研究開発機構提供]

11.4.2 鉛直構造

9.4節で述べたTRMM衛星搭載の降雨レーダーで観測された台風の例を図 11.19

に示す．同図 (a) は台風 9728号の気象衛星可視画像に重ね合わせた最盛期のレー

ダーエコー強度 (降雨強度換算値) の水平分布，同図 (b) はその立体構造である．

台風の眼域では降雨が見られず，ほぼ同心円状に分布している雲に対して，眼

域の東側だけで雨が降っていることが分かる．また，眼域の周辺部に背の高い降

水域，東側には渦巻き状の線状構造を持つ強い降雨域が見られる．なお，後出の

12.2.2項で触れるように，大気レーダーの上空を台風が通過したときは，より詳

細な鉛直構造の観測が可能になる．

11.5 ダウンバーストと低層ウィンドシヤー

積乱雲の成長過程の後半で，降水粒子が落下しながら周囲の空気を引き込む効

果と，降水粒子が昇華・蒸発することによって周囲の空気を冷却し，重くする効

果によって急激な下降流 (ダウンバースト) が生じることがある．
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図 11.20 下降流を伴う発達後期の対流雲の例．カラー図は巻末を参照 [Fujita and McCarthy,

1990]

11.5.1 ダウンバースト

図 11.20は，対流雲内で下降流が発生している例の写真およびレーダー観測結

果である [Fujita and McCarthy, 1990]． (a) の写真で，積乱雲の中程に途切れて

いるような段差が見られるのは，急激な下降流によって，中程から下が沈み込ん

でいるためである． (b) および (c) は，レーダーの RHI観測によって得られた

(a) の積乱雲の鉛直断面で，それぞれレーダー反射因子およびドップラー速度を

示す． (c) では，雲頂付近および右上部に上昇流が見られる．一方，中心部や下

部は下降流で占められており，下降流は地表付近まで達している．また，地面付

近の雲の左側部分には，地表に衝突して水平方向に広がった後に巻き上げられた

気流の一部が見られる．

11.5.2 低層ウィンドシヤー

ウィンドシヤーの中でも，およそ高度 500 m 以下で発生する低層ウィンドシ

ヤー (low level wind shear) は，ダウンバーストによって生じる現象である．離着

陸途中の航空機は機速が遅く，これを回避するための空間的，高度的な余裕がな

いため，特に直径 4 km程度以下の狭い領域で生じるマイクロバースト注 11) は，

飛行安全に脅威となる現象である．地上に降下中のマイクロバーストを模式的に

示すと図 11.21 のようになる [Fujita, 1985]．図 11.22 は，米国コロラド州デン

注 11) マイクロバーストについては前出の 9.2.3 項を参照



366 第 11 章 気象レーダーによる観測

図 11.21 地上に降下中のマイクロバーストの模式図．Fujita [1985] より改変

　

図 11.22 米国コロラド州デンバーのステープルトン空港で観測されたマイクロバーストの
RHI 表示例．カラー図は巻末を参照 [Fujita, 1985]
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バーで CP-3レーダー注 12) によって 10秒前後の間隔で連続観測されたマイクロ

バーストの RHI断面で， (a) はレーダー反射因子， (b) はドップラー速度を示

す [Fujita, 1985]．(a) では，降水を伴う下降気流が降下し，地表付近で飛散 (発

散) する様子が明瞭に現れている．また， (b) においても同様に，上空ではマイ

クロバーストの中心に収束する風が，地上付近に達するとレーダーに近づく風と

遠ざかる風に変わっており，下降気流が地表に衝突して飛散する様子がうかがえ

る．こうした現象を的確に検出することを主目的に，低層ウィンドシヤー検出用

レーダーが開発されている．9.2.3項で触れた米国の TDWRおよび我が国の空港

気象ドップラーレーダーがこれにあたる．

気象庁が関西空港に設置した空港気象ドップラーレーダーにより，空港付近で

マイクロバーストが検出された事例を以下に示す [浜津ほか, 2000c]．図 11.23(a)

は，マイクロバースト発生直近のアメダス実況図に寒冷前線を付加したものであ

る．15時から 18時にかけて前線が近畿地方を通過し，これに伴い前線の強雨域

が紀伊半島を移動した．関西空港では 15時から 16時の間に風は南南西から南西

に変わり，この間にマイクロバーストが発生した．また，最大 100 mm h−1 の降

水強度が観測された．同図 (b) は，ドップラーレーダーで観測したエコー強度に，

同レーダーが空港の北東海上約 6 kmで検出したマイクロバーストを重畳表示し

たものである．マイクロバーストの直径は 3～5 km，近付く風と遠ざかる風の最

大速度差は 28 kt (14.4 m s−1) であった．図 11.24(a) は図 11.23(b) と同時に観

測されたドップラー速度を示す．空港付近では南西風が吹いており，破線で示す

マイクロバースト付近の滑走路側でドップラー速度が 5～10 m s−1 から 20～30

m s−1に増大する様子が見られる．また，同図 (b) は視線方向風速の変化 (微分)

量を示し， (a) と同様にマイクロバーストの発生域を破線で表している．マイク

ロバーストの中心部から空港側ではマイクロバーストの地表への衝突によって生

じたレーダーに向かう風の影響でドップラー速度の減少が見られる．一方，マイ

クロバーストの中心部の反対側では，レーダーから遠ざかる風が加算されるため

にドップラー速度が増大していることが分かる．

注 12) 米国 NCAR の 5.6 GHz 帯ドップラーレーダー
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図 11.23 1996 年 6 月 18 日の (a) 関西空港周辺のアメダス実況図と (b) 関西空港の空港
気象ドップラーレーダーで観測されたマイクロバースト． (a) では，15 時のアメ
ダス実況図に 15 時から 18 時に通過した寒冷前線の位置を破線で表示している．
(b) で空港の北東に位置する楕円は 15 時 41 分に検出されたマイクロバーストの
発生域を示す [浜津ほか, 2000c]

　

　

図 11.24 図 11.23(b) と同時に観測されたドップラー速度と視線方向風速の変化(微分)量．
マイクロバーストの発生域を破線で示す．カラー図は巻末を参照 [浜津ほか, 2000c]
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11.6 晴天大気乱流

11.6.1 大口径大出力レーダーによる観測

大気中の乱流は，雲を伴わない CAT (晴天大気乱流) と雷雲等の対流雲の近傍

で発生するものに大別される．これらの現象はいずれもウィンドシヤーに伴うも

のである．晴天大気乱流は，一般にマイクロ波やミリ波の気象レーダーでは観測

は難しいが，VHF帯等の大気レーダーではその強度を推定することが可能であ

る．対流雲に伴う乱流に対しても大気レーダーが有効であるが，多くの場合降雨

を伴うことから，一般に気象レーダーで観測されている．

気象レーダーは降水現象を主要な観測対象としているが，2.8 GHz帯の大口径，

大出力レーダーの場合は晴天大気乱流エコーを受信することがある．この周波数

では波長が 10 cm程度であり，その半波長は前出の図 7.10から明らかなように，

対流圏から対流圏界面の高度では慣性小領域に属する．このため，半波長スケー

ルの乱渦が観測されるもので，後方散乱は，3.4.2項で述べたように，大気レー

ダーが主な対象としている大気乱流による屈折率の揺らぎに起因している．

図 11.25(a) は，米国ワロップス (Wallops) 島に設置された 2.8 GHz 帯レー

ダー注 13) で観測された晴天大気乱流の例である [Hardy and Ottersten, 1969]．前

出の図 8.3に示す SPPI走査によって得られた自由対流セルのエコー強度の平面

分布で，対流セルの水平断面がドーナツ状に見えるのは，セルの中心部のエコー

強度が比較的弱いためである．同図 (b) は自由対流セルがレーダーで観測される

仕組みを示す概念図である．地表付近の湿って暖かい空気塊は釣鐘状の対流セル

を形成する．この空気塊は，上昇に伴って周囲の空気との間で激しい混合を引き

起こし，下降流に転じるセルの外縁部で特に顕著な電波屈折率の乱れの場を形成

する．このため，対流セルの鉛直断面を見れば，平面分布のドーナツ状エコーに

対応する釣鐘型が現れる．個々の対流セルの大きさは初期段階では直径 200 m程

度であるが，時間と共に次第に変化して直径数 1000 m程度に達することがある

[Konrad, 1970]．

注 13) JAFNA (Joint Air Force and NASA) のレーダーで波長 10.7 cm，アンテナ径 18.4 m，送

信出力 3 MW，送信パルス幅 2 μs.
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図 11.25 2.8 GHz 帯気象レーダーによる晴天大気乱流の観測例． (a) 自由対流セルの
SPPI観測結果と (b) 同エコーが観測される原理．Hardy and Ottersten [1969]

より改変

11.6.2 FM-CWレーダーによる観測

8.1.2項で述べた FM-CWレーダーは，周波数変調された連続波を用いるため，

通常のパルスレーダーではパルス幅内に相当するような地上数 100 mまでの領域

でも高感度で観測できる．この特徴を利用すると，低高度の大気の微細な構造を

観測することが可能である．12.3.1項で詳述する大気重力波に伴うケルビン・ヘ

ルムホルツ不安定 (Kelvin-Helmholtz instability) の観測結果の 1例を図 11.26に

示す [Gossard et al., 1970; Gossard and Hooke, 1975]．100 m程度の薄い大気層

内で砕波乱流が形成される様子が明瞭に示されている．天頂方向に固定したレー
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図 11.26 FM-CWレーダーで観測されたケルビン・ヘルムホルツ不安定の観測例 [Gossard

and Hooke, 1975]

ダービームによるエコー強度の時間変化で，高度分解能は約 1 mである．

11.7 上層雲・下層雲

11.7.1 上層雲

雲や霧のような無降水の水雲の内部をレーダーでリモートセンシングするには，

3.2.2項で論じた散乱特性より 35 GHz，95 GHzなどのミリ帯レーダーが最適で

ある．図 11.27は，MUレーダーサイトに設置された 35 GHzレーダー注 14) で夏

季に観測された降水を伴わない 2層の氷晶雲の例である．(a) はレーダー反射因

子，(b) はレーダー視線方向のドップラー速度を示す．下層は高度 6 km付近を中

心に厚さ 500 m程度，上層は高度 8 km付近を中心に厚さ 1.5 km程度の広がり

を持つ．本例では，レーダー直上に近い上空のドップラー速度はほぼ 0 m s−1に

近く，鉛直流はほとんどみられなかった．一方視線方向のドップラー速度から換

算される水平風は約 25 m s−1 程度に達していたことが分かる．

図 11.28はドイツGKSS研究センターの 95 GHzレーダー注 15) で 1996年 9月

11日に観測された上層雲の発生から成長の過程を示す．同図はアンテナを鉛直方

向に固定して得たレーダー反射因子のプロファイルを時系列的に並べたものであ

る．ただし時間間隔の目盛りは均一ではない．12時 (GMT) 前に高度 5 km付近

で発生した氷晶雲が徐々にこの高度を中心に上下に発達し，層厚の増減を繰り返

注 14) 図 9.10(a) に示すレーダー．9.3.1 項を参照．

注 15) 送信管としてピーク出力 1.7 kW のクライストロン (EIA) を使用し，1.2 m 径，ビーム幅

0.17◦ のアンテナを備える二重偏波レーダー
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図 11.27 京都大学信楽MU レーダーサイトに設置した 35 GHz レーダーで観測された 2

層の氷晶雲．カラー図は巻末を参照．Hamazu [2002] より改変

図 11.28 ドイツ GKSS 研究センターの 95 GHz レーダーで観測された雲エコープロ
ファイルの時間変化．カラー図は巻末を参照 [http://w3.gkss.de/english/Radar

/image series.html]

しながら 4時間後には概ね高度 3～7 km の広がりを持つ層状雲に成長した．ま

た，レーダー反射因子は雲頂部では −35 dBZ程度であったのに対し，最強部の

雲底に近い領域では 0 dBZ程度に達していた．

図 11.29は同レーダーで 1997年 8月 28日に観測された乱層雲 (nimbostratus)

のプロファイルである．17時 44分 (GMT) から約 8分間の時間経過で，(a) お

よび (b) はそれぞれレーダー反射因子およびドップラー速度を示す．高度 3～3.5

kmの上下でレーダー反射因子，ドップラー速度ともに不連続が見られ，3 km以

下の高度では 6 m s−1を越える落下速度が観測されるなど，ブライトバンドが形

成される様子が明瞭に現れている．
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図 11.29 ドイツ GKSS 研究センターの 95 GHz レーダーによる乱層雲の観測例 [http:

//w3.gkss.de/english/Radar/image series.html]

また，Fujiyoshi et al. [1999] は深い層状性氷晶雲の内部を同じ 95 GHz レー

ダーで観測し，筋状のエコー構造と背景力学場を対応付けるなど，ミリ波帯レー

ダーを用いて氷晶雲の詳細な力学並びに微物理学過程を解明しうる可能性を示し

ている．

11.7.2 雪雲

若狭湾や北海道西岸などの日本海沿岸では，冬季にしばしばメソ β～γ スケー

ルの渦状エコーがレーダーで観測される．1992年 1月 19日の深夜に 2台のドッ

プラーレーダーによって北海道西岸の石狩湾内で雪雲 (snow band) を観測した結

果を図 11.30に示す [藤吉ほか, 2001]． (a) は高度 300 mにおける CAPPI表示と

2台のドップラーレーダーから求めた水平風の分布で，図中の四角枠内に渦状エ

コーが見られる．同図 (b) はこの四角枠内のレーダーエコーを 3次元表示したも

ので，レーダー反射因子が 18 dBZの等値面を示している．この渦は，互いに逆

向きの風系，石狩湾内の南西風と，その沖合に出現した北東風の間で形成された

大きな水平シヤーの中で発生し，長時間にわたって発達過程が観測された例であ

る．3次元的な風速の解析から，中心部でのレーダーエコーの消滅は下降流によ

ることが分かっている．一方，上昇流は渦状のエコー域に沿って存在するが，南

側 (画面手前) から北側 (画面奥) にいくにつれて弱まっていた [Fujiyoshi et al.,

1998; 藤吉ほか, 2001]．
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図 11.30 北海道石狩湾上で発生した渦状エコー． (a) 高度 300 mにおける CAPPI表示
と 2 台のドップラーレーダーから求めた風の水平分布， (b) (a) に示した四角枠
内に形成された渦状エコーにおいてレーダー反射因子が 18 dBZ の等値面を 3 次
元表示した例．カラー図は巻末を参照 [藤吉ほか, 2001]

11.7.3 霧

霧は地上に降り立った雲と見なすことができる．北海道の東部太平洋岸やその

沿岸海域では年間の霧日数が多く，特に 7～8月は一日中霧に覆われる場合もあ

る．このため，釧路地方を中心に 1980年代に海霧の観測が盛んに実施され，発

生機構などの研究結果が報告されており，レーダー反射因子と霧の粒径分布の関

係，霧の種類によるレーダーエコー特性の違いなどが議論されている [柳沢ほか,

1986]．一方，当時のレーダー性能の限界により，ドップラー観測や霧の平面およ

び鉛直断面分布などの立体観測は行われておらず，立体的な広がりと移動の実態

の把握が待たれていた．近年，35 GHz帯のドップラーレーダーを用いて霧の立

体構造を把握する試みが進められている [Hamazu et al., 2003]．図 11.31に示す

のは，釧路において 8月の早朝 (5時 50分) に 35 GHzレーダーで観測された移

流霧の 3次元表示例である．CAPPI走査で観測されたもので，東西および南北

方向にそれぞれ 20 km, 高さ方向に 1.5 kmの範囲の −40 dBZ以上のレーダー反

射因子を持つ領域が示されている．レーダー位置の右上部は周囲の樹木のために

遮蔽されているが，海岸部から内陸に移動する移流霧の特徴がよく現れている．

図 11.32は，図 11.31の観測と同一の場所で観測された霧のレーダー反射因子

の南北断面である．内陸部に向かう移流霧の内部に，水平波長 1 km程度の周期

的構造が存在することが観測されている．レーダーから数 kmの距離の内陸部で
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図 11.31 釧路空港横に設置した 35 GHzレーダーによって観測された移流霧の 3次元表示
例．レーダー位置は水平 (0 km, 0 km)，高度 0 mである．また，左図の下側お
よび右図の南 10 km以遠の領域が太平洋である．レーダー反射因子が −40 dBZ

以上の領域を白色で表している [Hamazu et al., 2003]

　

　

図 11.32 釧路空港横に設置した 35 GHz レーダーで観測された移流霧の鉛直断面

周期構造はより明瞭になるが，その原型は既に以遠の海洋上で作られていること

が分かる．
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11.8 リトリーバル法による解析

ドップラーレーダーで観測される速度場は，気圧場や浮力場と関係し降水粒子

の分布を決めている．一方，観測される降水粒子の分布は浮力場を通じて気圧場や

速度場と結びついている．これらの関係を運動方程式，熱力学方程式，および大気

と水物質の連続方程式を用いて解析することにより，熱力学量と雲物理学量を診

断的に評価することができる．この解析法はリトリーバル (retrieval) 法と呼ばれ

ており，その具体的な手法については，例えば坪木 [2001] に詳しい．リトリーバ

ル法は，温度と気圧を評価する熱力学的リトリーバル (thermodynamic retrieval)

と雲水量や水蒸気量を評価する雲物理学的リトリーバル (microphysical retrieval)

に大別される．最近では, 両者を組み合わせて，熱力学量と雲物理学量の両方を同

時に推定する手法もある．これまでドップラーレーダーで観測されたメソスケー

ルの風速擾乱場から，さまざまなタイプの降水系の熱力学的・雲物理学的構造が

解明されている．我が国でも,マルチセルストームの数値実験の出力を用いて、時

間変動する降水系の熱力学量と雲物理学量のリトリーバルの有効性が調べられて

いる [Yoshizaki and Seko, 1994] ほか，ドップラーレーダーで観測された梅雨前

線に伴う降雨帯の熱力学的構造に関するリトリーバルを行った Kawashima et al.

[1995] などの報告がある．

熱帯西部太平洋域の活発な対流活動に伴う潜熱 (latent heat) 放出は，地球規模

の大気大循環に対して重要な影響を及ぼしている．この地域の降水系の内部構造

や潜熱加熱率分布を明らかにすることによって，大規模場に対する対流系の影響

を見積もることができる．例えば，Ushiyama et al. [2003] は TOGA-COAREプ

ロジェクト注 16) の一環として，1992年 11月から 1993年 2月に，パプアニュー

ギニアのマヌス島 (Manus Island; 2◦S, 147◦E) で 2台のドップラーレーダーを用

いて観測したデータを熱力学的リトリーバル法で解析した．これをもとに，約 50

km四方の解析領域で発生または通過した 16事例の降水を対象にして、その内部

構造と加熱分布を明らかにした．図 11.33に示すのは，解析された降水系内部の

加熱率分布で，地上降水量で正規化された観測領域・観測期間全体の平均分布を

示している．層状性降水系では、高度約 3 kmの雲底を境に下層では冷却となり，

注 16) Tropical Ocean Global Atmosphere - Coupled Ocean Atmosphere Response Experi-

ment の略．1985～94 年の 10 年間実施された世界気候研究計画 (WCRP) の 1 つである TOGA の

プロジェクトで、日米はじめ多数の国が参加して実施された国際協同観測．
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図 11.33 TOGA-COARE期間中にパプアニューギニアのマヌス島で行われた 2台のドッ
プラーレーダーによる観測データをもとに，熱力学的リトリーバル法を用いて求め
られた降水系内部の潜熱加熱率．Cは対流性降水系のみの潜熱加熱率，Sは層状性
降水系のみの潜熱加熱率で，黒点は対流性，層状性降水系それぞれの寄与率と放射
冷却の効果を考慮して求めた観測期間中の平均加熱率．Ushiyama et al. [2003] よ
り改変

高度約 9 km程度までが加熱で，特に 4～7 kmで加熱率が大きかった．対流性降

水系では，地面付近を除いて，高度 14 km以上にまで及ぶ層で加熱となり，特に

2～10 kmでは加熱率が大きかった．さらに，気象衛星ひまわりの赤外画像を用

いて TOGA-COARE観測領域に占める対流性，層状性降水系の割合を求め，図

11.33に示した平均的な加熱率を掛けることで，観測領域全体の加熱量とその変

動を推定した．その結果，全体の加熱率の変動は実際に観測された 30日程度の

時間スケールをもつ大気の温度変化やラジオゾンデ観測から推定した加熱率の変

動とよく一致することが明らかにされた．

ドップラーレーダー観測の時間分解能は有限で，その間にも現象は変動する．

このため，リトリーバル法を対流降水系のような時間変動が激しい現象に適用す

ると推定誤差が大きくなるなど，未解決の問題も残されている．
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大気レーダーで直接観測される物理量は，一般に天頂付近の各高度におけるパ

ワースペクトルで，これからエコー強度，ドップラー速度，および速度幅が求め

られる．大気レーダーは固定型，可搬型を問わず，観測時は地上に固定設置され

る注 1) ため，上空を移動していく大気現象を時間的に連続に観測することになる．

つまり大気レーダーで得るのは，上空の高さ・時間の 2次元データである．近似

的に大気現象の空間構造が観測時間内で大きく変わらないとすれば，現象が移動

することを利用して，時間変化を水平変化に置き換え，その高度・水平距離断面

の構造を推定できる．

12.1 風速測定

　第 7章で述べたように，大気レーダーでは，例えば天頂および同じ鉛直面内

にない斜方 2 方向の少なくとも計 3 方向にレーダービームを向けて視線方向速

度を測定し，レーダービームが走査する空間・時間内での速度場が一様であると

仮定して風ベクトルを求める．先に述べたようにこの方法は基本的に単一の気象

レーダーで汎用されている VAD法と同様であるが，低仰角で広範な空間を走査

する VAD法に比べて，走査範囲が天頂付近の狭い範囲に限られ，かつ散乱体が

全方位角に存在する．このため，気象レーダーよりもはるかに正確な測定が可能

である．また，無降水時を含め全天候的にデータを得ることができる長所がある．

大気レーダーの風速測定の妥当性は，従来よりラジオゾンデ注 2) との比較観測

注 1) 近年，船舶搭載型大気レーダーの開発も米国 NOAA のグループなどにより進められている

[Law et al., 2002]．

注 2) radio (無線) と sonde (観測器) の合成語．高層気象観測機器でゴム気球につるされ上空約 30

km (約 10 hPa) まで上昇し，気圧・気温・湿度を測定する．気球を自動追尾して風向・風速も測定

できるものを特にレーウィンゾンデ (rawinsonde: レーウィンは radio wind の合成語) という．両

者は同義語に使われることが多いことから，本書ではいずれもラジオゾンデと呼ぶ．
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図 12.1 MUレーダー (実線) とGPSゾンデ (黒丸) で測定された (上) 東西風および (下)

南北風の高度プロファイルの比較．東西風および南北風はそれぞれ東向きおよび北
向きを正とする．G1～G4 は独立した観測例を示す．MU レーダーの結果は約 90

分間の平均値．細横棒はその間の風速成分の変動幅．Luce et al. [2001a] より改変

によって検証されてきた [例えば Fukao et al., 1982]．最近，MUレーダーで行わ

れた比較観測結果の 1例を図 12.1に示す [Luce et al., 2001a]．実線および黒丸は

それぞれMUレーダーおよび GPSゾンデ注 3) によって測定された水平風の高度

プロファイルである．図中の G1～G4は 4回の独立した観測例を示す．MUレー

ダーの風速は DBS法によって求められたもので，GPSゾンデ観測が行われてい

た約 90分間の平均値が用いられている．一般に GPSゾンデは高度が増すにつれ

て風に流されるため，レーダーとの距離が大きくなり，レーダーとは異なる場所

注 3) GPS 受信機を搭載した観測器 (ゾンデ)．GPS 衛星からの距離測定用信号をゾンデと地上局で

同時に受信してゾンデおよび地上局と衛星の間の距離を測り，地上局の位置が正確に分かっているこ

とを利用してゾンデの高精度な位置を算出する．また，距離測定用信号の搬送波の周波数偏移をそれ

ぞれゾンデと地上局で測定し，衛星の移動による偏移分を差引いてゾンデ位置の風速を測定すること

ができる．
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図 12.2 MU レーダーと GPS ゾンデの風速比較．Luce et al. [2001a] より改変

の観測をすることになる (G1～G4のいずれについても，両者の距離は 100 km以

上)．同図で両者のプロファイルはほぼ一致しているが，高高度で差が比較的大き

くなる傾向があるのはこのためである．一方，風速比較はしばしば図 12.2の形式

で示されることがある．同図 (a) は図 12.1の G1～G4の各高度における両者の

風速をまとめて対比したものである．測定値に最小二乗近似した直線の傾きはほ

ぼ 1で両者の風速がほぼ一致することが明らかである．同図 (b) は南北風と東西

風についてそれぞれレーダーと GPSゾンデの測定結果の差を表示したものであ

る．同図に示されるように，両者による風速推定値の rms誤差は 1 m s−1程度以

下となる．

ゾンデが到達しない中間圏高度における観測結果の検証は通常の場合容易でな

い．これまでに流星レーダーとの同時観測やロケット [例えば Fukao et al., 1980b]

あるいは人工衛星 [例えば Takeda et al., 2001] との比較研究が，断片的ではある

が数多く試みられ，この高度域における風速測定の妥当性についても検証されて

いる．
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12.2 気象のリモートセンシング

　大気レーダーの中でも特に ST/MSTレーダーを用いると，対流圏界面より

上の高度までの風速やエコー強度などが時間と高度で連続的に得られる．従来の

気象測器では得られないこれらのデータを用いて，さまざまなメソスケール現象

が新たな視点から研究されている．例えば，温帯低気圧が西から東に動いていく

ことに着目すれば，時間と水平距離の変換により，その高度・東西距離断面の構

造を推定することができる．同種の現象を幾例も観測すれば，異なる南北位置に

おける断面図が得られることから，それらを合成することにより現象の立体構造

を解明することができる．

12.2.1 寒冷渦

寒冷渦 (かんれいうず; cold vortex) とこれに伴う漏斗状圏界面をMUレーダー

で観測した例について以下に述べる [Fukao et al., 1989]．寒冷渦は，図 12.3(a)に

示すように上層の気圧の谷が発達し，ジェット気流が大きく蛇行して元の流れか

ら切り離された状態の寒冷型低気圧 (cold low) で，中心部の温度が周囲より低い

温帯低気圧である．北半球では，風は低気圧の中心のまわりを反時計回りに回転

している．図 12.3(b) に示された渦の中心を通る鉛直断面で見ると，圏界面が大

きく垂れ下がり，その漏斗状にくびれた部分では周囲より温度が高い．ここに密

度が比較的小さい空気があるため，対流圏の上層や中層では，周囲より大気温度

が低いにもかかわらず周囲より低圧となる．

前線面では相対的にブラッグ散乱エコーに比べて分反射エコーが卓越すること

図 12.3 模式化された寒冷渦
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図 12.4 エコー強度比で示した寒冷渦の構造と対応する相当温位．Fukao et al. [1989] より
改変

が知られている．卓越の度合いは，VHF帯レーダーの鉛直ビームと斜方ビームの

エコー強度の比を取ることにより知ることができる．前線面高度もエコー強度比

から検出できる [例えば Röttger, 1979]．図 12.4は，1985年 6月 3～7日に MU

レーダーの上空を西から東へ通過した寒冷渦を観測した例である [Fukao et al.,

1989]．観測時間軸を反転させたものが近似的に寒冷渦の高度－東西断面の構造を

表すものとみなされる． (a) はエコー強度比 (ただし斜方ビームについては 4本

の斜方ビームの平均値) である．また， (b) は同一時間帯にラジオゾンデで観測

された相当温位注 4) を示す．なお， (b) には圏界面 (図中上の 2本の線．上方に

熱帯圏界面が第二圏界面として並存) と前線面 (同，下の線) も示している．

注 4) 湿潤大気が水蒸気をすべて系外に放出して乾燥大気になったと仮定したとき，大気が持ち得る

温位を相当温位という．温位については 7.5 節を参照．
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図 12.5は 同一の時間帯にMUレーダーで観測された風ベクトルで， (a) は東

西風－南北風， (b) は東西風－鉛直流， (c) は南北風－鉛直流を示す．図 12.3の

模式図で示すように，南に分岐したジェット気流が北上する寒冷渦の前面 (図 12.5

左側部) の前線上で風速揺らぎが特に活発になっていることや，後面 (同図右側

部) の前線下に小規模対流セルがいくつも生成されている様子が明瞭に現れてい

る．また前面で大気重力波注 5) が上方に向けて活発に励起されている証拠も別に

図 12.5 MU レーダーで観測された寒冷渦の風速場　 (a) 東西風－南北風， (b) 東西風－
鉛直流， (c) 南北風－鉛直流．Fukao et al. [1989] より改変

注 5) 大気重力波の詳細は 12.3.1 項を参照．
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とらえられている [Fukao et al., 1989]．

12.2.2 台風

大気レーダーは，その上空を通過する大気現象をとらえるが，特に，直上を通

過する台風に対しては 鉛直構造を知る有力なツールになる [例えば Fukao et al.,

1985d, Teshiba et al., 2001, May et al., 1994] .

図 12.6(a) は，1994 年 9 月 29～30 日に MU レーダーの上空を通過した台風

9426号の経路を示す. 同図 (b) は，29日 21時の台風の雲システムの衛星画像で

ある. 台風は，中心付近に眼の壁雲，その北側に雲バンドを伴っていた [Shibagaki

et al., 2003] .

図 12.7は，台風前面・後面の接線風注 6) と鉛直流を示したものである． (a) は

台風後面， (b) は台風前面で，それぞれ上図は接線風，下図は鉛直流を示す．図

中の距離 0 kmが台風中心に相当し，横軸は通過時間を中心からの距離に換算し

た値である．台風前面・後面の風速場は，その最盛期から衰弱期への移行や雲・

降水の非対称分布によって大きく異なっている．台風前面では，下層で最大にな

図 12.6 台風 9426 号の (a) 経路と (b) 衛星雲画像．Shibagaki et al. [2003] より改変

注 6) 観測された水平風から台風の移動速度を差引いた成分が軸対称であるとみなして，円筒座標系

を適用し，中心から外向きの風 (動径風) と低気圧性回転の風 (接線風) に分けて解析を行う．
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図 12.7 MUレーダーで観測された台風 94-26号の (a) 後面および (b) 前面の接線風 (上
図) と鉛直流 (下図)．Shibagaki et al. [2003] より改変

る低気圧性循環が見られ，地形による影響で連続的な上昇流域が高度 6 km以下

に卓越している．また，高度 10～14 kmでは眼の壁雲や雲バンドに対応した強い

上昇流域が観測された．一方，台風後面では低気圧循環は弱まり，前面のような

顕著な鉛直流運動は見られない．

図 12.8は，図 12.7の台風中心付近を拡大した (a) 接線風および (b) 鉛直流で

ある [Shibagaki et al., 2003]．台風中心近傍の接線風は高度方向にらせん構造を

示すが，これは衰弱した台風の眼の形状の変化と考えられる．同図 (b) に示すよ

うに，このらせん構造に伴い，台風の眼域内部で下降流が生じていることがMU

レーダーによる直接観測で初めて確認された．

最近では，10.4.3項で述べたWINDASのような複数のレーダーで台風の通過

が同時にとらえられ，その空間構造の時間変化が直接観測されている．これによ

り，台風前面と後面，あるいは左側と右側の非対称構造などについて論じること

が可能になりつつある．
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図 12.8 図 12.7 の台風中心付近を拡大した (a) 接線風と (b) 鉛直流．Shibagaki et al.

[2003] より改変

12.2.3 対流

対流圏内の大気の鉛直流変動は極めて複雑で，強風時における山岳波のような

ものを除けば，多くの擾乱は雲対流の活動に対応していることが予想されている．

MUレーダー観測結果からも，組織化された雲・降水系に伴うさまざまなメソス

ケール擾乱が解析されている [Fukao et al., 1989; Sumi, 1989; May et al., 1992;

Shibagaki et al., 1997, 2000]．図 12.9 は梅雨期に日本列島に出現したメソ α ス

ケール低気圧とそれに伴う雲クラスタの模式図である．雲クラスタの内部には，

組織化されたメソ β および γ スケール対流雲が存在する．図 12.10(a) は，1991

年 7月 4～5日にMUレーダーで観測されたメソ αスケール低気圧 (L) の鉛直流

変動である．ここで，時間軸を右から左の方向に取ることにより図 12.9の破線に

沿った低気圧の東西構造を示すことができる．低気圧中心の東側 (上向き矢印の

右側) では，メソ β スケール対流雲に対応した比較的強い上昇流が数時間持続し

ている．さらに，その内部にはメソ γ スケール対流雲に対応した 1時間程度の強
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図 12.9 メソ ¸ スケール低気圧 (L) と雲クラスタの模式図

い上昇流域がいくつもみられる．一方，低気圧中心の西側 (同左側) では，雲域

を伴わない強い上昇流域が数時間卓越している．高層天気図から，この上昇流域

は上層の偏西風トラフに対応するものであることが確かめられている [Shibagaki

et al., 1997]．図 12.10(b) は，4日 20～22時に観測された鉛直流 −東西風ベクト
ルと，同時に得られたエコー強度を重ね合わせたものである．20時 30分～21時

には，メソ γスケール対流雲を示す強いエコー強度域がみられる．その内部では，

中層で前方から吹き込み上昇した後に上層で前方へ吹き出す風の流れと，下側で

後方から吹き込み下降する風の流れがよく示されている [Shibagaki et al., 2000]．

ローター 雲・降水系の特異な観測例として，前線面近傍に現れるローター (rotor)

と呼ばれる循環が検出されることがある．従来は直接観測する手段がなく，上昇

雲などから推定されていた現象であるが，1990年 7月に初めてWatanabe et al.

[1994] によってMUレーダーで観測され，その 3次元構造が明らかになった．こ

の例を図 12.11に示す．観測されたローターの時間および鉛直スケールはそれぞ

れ約 50 分および 2 km であり，同時に行われたラジオゾンデ観測によれば，静

力学的に安定な成層構造を成している高度域に出現している．気象庁の気象レー

ダー観測およびメソ天気図の解析から，このローターは東西約 40 km，南北に約

150～200 kmの大きさを持ち，東方へ時速約 50 kmで進む中規模 (メソ β) 擾乱

であると同定されている．
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図 12.10 (a) 1991年 7月 4～5日にMUレーダーで観測されたメソ ¸スケール低気圧の
鉛直流変動．上向き矢印は低気圧通過時刻を示す．口印は信楽MUレーダーサイト
でのラジオゾンデ観測に基づく対流圏界面高度，太折れ線は水平風の鉛直シヤーか
ら推定された前線面高度を示す． (b) 4 日 20～22 時に観測されたメソ ‚ スケー
ル対流雲．矢印は鉛直流 ` 東西風ベクトルで，それぞれ上向き，および右向きを
正とする．ただし，東西風は測定期間中の平均風速を差し引いている．また図中の
太実線はMU レーダーで観測された降雨エコーの上端高度を示す．Shibagaki et

al. [1997, 2000] より改変
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図 12.11 MU レーダーで観測されたローター．Watanabe et al. [1994] より改変

12.2.4 降水雲

熱帯域における積雲対流中の潜熱放出は大気の大規模な循環を駆動する．した

がって，潜熱の鉛直分布を知ることは，積雲対流が大気大循環数値モデルに及ぼす

影響をパラメータ化する上で特に重要とされている．潜熱の鉛直分布は積雲対流

の鉛直構造に大きく依存する．従来，メソスケールの積雲対流は気象レーダーによ

るドップラー観測などで詳しく調べられてきた [例えば Atlas et al., 1973; Houze

et al., 1989]．最近では 915 MHz帯や 1.3 GHz帯のウィンドプロファイラーを用

いて，エコー強度，ドップラー速度，および速度幅の高度変化の特徴を利用して

降水雲を分類することが可能になっている [Williams et al., 1995; Renggono et

al., 2001]．

図 12.12 に示すように，3 つの規準を用いて降水雲を 4 型に分類する．まず

融解層に起因するエコー (ブライトバンド) の有無で対流性と非対流性に二分す

図 12.12 降水雲の分類法
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る． 次いで非対流性について融解層の上方で乱流性エコーの有無を調べて層状

図 12.13 マヌス島で観測された層状雲 (上) と背の高い対流雲 (下) の (a) 等価レーダー
反射因子 (レイリー散乱のほか，ミー散乱などによる散乱も含む)， (b) 鉛直速度
(上向きが正)，および (c) 速度幅の頻度分布．カラー図は巻末を参照．Williams

et al. [1995] より改変
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性 (stratiform) と混合型 (mixed stratiform/convective) の雲に分類する．一方，

対流性について融解層の上方で降水粒子の有無を検出し，それぞれ背の高い対流

性 (deep convective) と背の低い対流性 (shallow convective) の雲に分類する．図

12.13は 11.8節に既出のマヌス島における 1992年 5月～1993年 2月の 10ヶ月間

の統計結果で，地表面で降雨が観測された全時間帯の層状雲と背の高い対流雲の

発生頻度の高さ分布を示す．層状雲の場合，特徴的な融解層が存在しており，そ

の上下で各量の特性が著しく変わっている．一方，背の高い対流雲の場合は幅広

の速度幅分布が上方まで伸びており，降水粒子が上方に強く吹き上げられている

と考えられる [Williams et al., 1995]．

図 12.14 MU レーダーで観測された大気乱流と降水粒子のパワースペクトルの高度変化．
(a) および (b) は天頂方向ビーム， (c) および (d) はそれぞれ北向きおよび東
向き斜方ビームでの観測結果である．ドップラー速度は上向きを正とする． (a) は
無降雨時， (b) ～ (d) では地上で 1 mm h`1 の降雨が観測された．Fukao et

al. [1985e] より改変
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12.2.5 降水粒子

MUレーダーで得られた降雨スペクトルと大気乱流スペクトルの例を図 12.14

に示す [Fukao et al., 1985e]．同図は，6分間の平均値である．無降雨時 (a) には

大気乱流エコーのみのパワースペクトルが得られているのに対し，地上で 1 mm

h−1 の降雨が観測された (b) ～ (d) では，左側のピークを中心とする大気乱流エ

コーに加えて右側のピークを中心とする降水粒子エコーが現れている．また， (b)

～ (d) の高度 6 km付近には融解層が認められ，これより上の高度 6～8 kmには

氷晶と見られるエコーが現れている．

図 12.15は 404 MHz帯ウインドプロファイラーで観測された対流性降雨のパ

ワースペクトルである [Kobayashi and Adachi, 2001]．レーダービームは天頂に

向けられ，パワースペクトルは 1分間の平均値である．地上における最大降水量

は 50 mm h−1 であった．ゼロドップラー近傍の小さなスペクトル成分が大気エ

コーで，大きなスペクトル成分が降水粒子によるものである．狭い観測高度範囲

の中でスペクトル形状が著しく変わっているのは粒形分布の変化を反映したもの

である．

図 12.16(a) は推定された雨滴粒径分布の高度変化を示す．同図 (b) はこの粒

径分布を模式的に表示したもので，円弧の大きさが粒径を表している．高さ 3.25

km (大気温度約 10◦C)で見られる直径 6 mmを越える巨大な雨滴が 2.75 kmまで

図 12.15 404 MHz 帯ウィンドプロファイラーで観測された対流性降雨のパワースペクト
ル．ドップラー速度は上向きを正とする．Kobayashi and Adachi [2001] より改変
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図 12.16 404 MHz帯ウィンドプロファイラーで推定された (a) 雨滴粒径分布の高度変化
と (b) 対応する粒径の模式図．Kobayashi and Adachi [2001] より改変

降下する過程で分裂し，そこで直径 1.5 mmより小さな雨滴が卓越していること

が分かる．従来困難であった上層の雨滴粒径分布が正確に計測できることは，降

水機構の研究や降水予測を行う上で重要である．

一般に 1.3 GHz帯より低周波帯の大気レーダーには水雲を検知する感度はない

が，粒形の大きな巻雲中の氷晶からのレイリー散乱は大気乱流エコーと同程度の

エコー強度があり検知可能である [例えば Orr and Martner, 1996]．なお，氷晶

エコーと大気乱流エコーの分離には氷晶の落下速度が大気の鉛直速度より大きい

ことを利用できる [Ralph, 1995]．

12.3 大気のリモートセンシング

大気レーダーで観測される物理量は本質的に真上の高さ方向の 1次元量である

が，観測を時間的に連続に行える点が特徴である．すなわち，ラジオゾンデを放

球して行う定常高層気象観測はせいぜい 1日に 2～4回の頻度であるのに対して，

大気レーダーは 1～10分程度の間隔 (時間分解能) で観測できる．一般に，中層

大気の運動はさまざまな波動 (大気波動) が重なったものとして理解することが

できるので，このような高さ－時間の高分解能データが得られることは，解析に

好都合である．本節で述べる大気重力波はスケールが小さく，大気レーダー観測
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で初めてその実態が解明された．

12.3.1 大気重力波

水面にできるさざ波や海のうねりは，盛り上がった水面が地球重力によって下

方に引き降ろされ，その反作用で隣の水面が持ち上げられることにより水面の高

低が波の形で次々遠方へ伝わっていくものである．この波は重力が復元力になっ

て作られることから，重力波と呼ばれている．安定な成層大気中や水中にも同様

の重力波が存在する．例えば山並に平行して雲の列が生じているのを見ることが

ある．これは，山越え気流が山脈を通り過ぎるときに風下に発生する大気重力波

(以降，簡単のため重力波と呼ぶ) によってできるものである．そのほか，積雲対

流やジェット気流，前線や台風からも発生している．

大気中には海面と違って明確な境界がないため，図 12.17に示すように，発生

した重力波は上層へ伝わる [Geller, 1983]．高さ z と共に大気密度 ρa が指数関数

的に減少するのに伴い，その風速変動 u′ や温度変動 T ′ の振幅は指数関数的に増
大する．このため高さ方向の水平風シヤーも増す．それが極大になる高度注 7) で

波は局所的に不安定 (シヤー不安定またはケルビン・ヘルムホルツ不安定) になり

壊れる．これを砕波と呼ぶ．砕波により生成される乱流は，熱量の鉛直輸送や大

気微量成分の混合を起こす．また，大気の温度傾度が局所的に断熱減率以上にな

図 12.17 大気重力波の飽和，砕波，乱流生成，および平均流減速．H1 はスケールハイト，ほ
かの記号については本文を参照．Geller [1983] より改変

注 7) 厳密にはリチャードソン数 Ri ＜ 1/4 となる高度で，シヤーが最大あるいは大気安定度が極小

になる高度と必ずしも一致しない．
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ると対流不安定が発生する．一般に重力波の不安定現象は，高周波数側では主に

対流不安定により，低周波数側ではシヤー不安定により起こるとされている．こ

れらの高度より上では，重力波の振幅成長が止まり飽和する．一方，波の振幅に

質量を掛けた量は重力波が運ぶ運動量であり，さらにこれに重力波の鉛直流変動

w′ を掛けた量 ρ0u′w′ は，波が上向きに運ぶ運動量フラックス (レイノルズ応力)

である．波が定常状態になっている高度ではこの値は一定であるが，砕波する高

度ではこの運動量が平均流に移行し，平均流は減速を受ける．

分散関係式 重力波は波長によって伝搬速度が異なる．水平波数 k，鉛直波数m，

および角周波数 ωの関係を規定する式は分散関係式 (dispersion equation) と呼ば

れ，以下のように導かれる注 8) [例えば松野, 島崎，1981; Kato, 1980]．

m2 =
k2(N2 − ω2)

ω2 − f2
i

(12.1)

ただし N は前出のブラント・バイサラ振動数で，周期に換算すると，対流圏お

よび成層圏ではそれぞれ 10分および 5分程度である．fi は慣性振動数で緯度 ϑ

に対して fi = 2Ω sinϑで与えられる．ただし Ωは地球自転角速度 (7.292× 10−5

s−1) である．ϑ = 35◦Nでは fiは周期 (慣性周期) にして約 21時間である．ブラ

ント・バイサラ周期より長く慣性周期より短い周期のものが重力波として伝搬可

能である．周期が長くコリオリ力の影響が強い重力波を特に慣性重力波と呼んで

区別する．重力波の重要な特徴は，群速度と位相速度が水平方向では同じ向きで

あるが，鉛直方向では逆向きになることである．すなわち，時間とともに位相が

下方に伝搬する (等位相の高度が下降する) 重力波の群速度 (エネルギーの伝わる

方向) は上向きである．慣例にしたがって ωを正とすると，エネルギーが上 (下)

方に伝搬するときのmは負 (正) となる．

慣性重力の各成分間の偏波関係は

v′ = − ifi

ω
u′ (12.2)

w′ = − k

m
u′ (12.3)

注 8) 断熱的で摩擦のない大気において，運動方程式，質量保存則，熱力学第 1 法則を時間，空間に

ついて調和関数形の 1 次の摂動量に対して解く．ここでは重力波成分のみに着目し音波成分は除いて

ある．
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で与えられる．ここで u′ および v′ はそれぞれ波動の進行および直交方向の風速
変動，w′ は鉛直流の変動分である．式 (12.2) から水平風成分は伝搬方向に長軸

を持つ楕円偏波となることが分かる．北半球では，同式より u ∝ exp(jmz)とす

ると v ∝ exp(jmz − π/2)となる．この関係から，北半球ではその偏波方向は高

度が高くなるとともに，mが負のとき上から見て右回り (時計回り)，正のとき左

回り (反時計回り) となる．この向きは南半球では逆となる．また長軸と短軸の比

から波の周波数が決められる．一方，式 (12.3) は波数ベクトルと振動の方向が直

交していること，すなわち重力波が横波であることを示す．また，式 (12.3) を用

いれば鉛直風成分の向きから水平伝搬の方向を一意的に定めることができる．こ

の手法はホドグラフ (hodograph) 解析と呼ばれ，慣性重力波の解析にしばしば用

いられている [例えば Maekawa et al., 1984; Hirota and Niki, 1986; Gavrilov et

al., 1996]．

下層大気中で励起され上方に伝搬する重力波は，高度と共に振幅が増大する．

中間圏における卓越成分の振幅は対流圏の 10倍程度にもなる．このため，対流圏

では目立たない重力波も中間圏では大きな振幅となる．図 12.18はMUレーダー

により 1986年 10月 13～31 日の期間に観測された中間圏 (高度 60～90 km) の

南北風成分である [Tsuda et al., 1990a]．大気レーダーではこの高度域の観測は，

自由電子が存在する時間帯のみ可能であるので，日中 (0900～1500LT) のみの 1

時間平均プロファイルが示されている．各プロファイルに見られるほぼ正弦波状

の振動は卓越している重力波によるものである．

地上に固定された大気レーダーで観測される重力波の角周波数 ωと水平波数 k

は，背景風が時間的にも水平方向にも変動しないとき，保存される．一様な流れ

(平均流) ūの中の重力波については，式 (12.1) ～ (12.3) に示す分散関係式およ

び偏波関係式の ω を下式の ωi で置き換えればよい．

ωi = k(c − ū) (12.4)

ここで，cは観測される位相速度で c = ω/kである．また，ωi は流れに乗った座

標系における角周波数で固有角周波数 (intrinsic angular frequency)と呼ばれる．

臨界層 背景風が高さとともに変化する (すなわち風速シヤーのある) 大気中を

重力波が伝わり，cが ūと等しくなる高度まで到達すると，波の鉛直方向の群速

度は零となり，波はそれ以上の高度に伝搬できない．この高度域を臨界層という．

重力波が臨界層でとらえられる様子がMUレーダーで観測されている [Yamanaka
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図 12.18 MU レーダーにより 1986 年 10 月 13～31 日の期間に観測された中間圏 (高度
60～90 km) の風速変動．東向き成分のみが示されている．Tsuda et al. [1990a]

より改変

et al., 1989]．図 12.19は観測された東西風の平均と風速変動の高度分布である．

下部成層圏高度 (14～24 km) では，位相が下方に伝搬する比較的長周期の波が

卓越していることが分かる．観測周期は約 22時間で鉛直波長は 2～3 kmである．

ここで，データを 30分間ずつ平均してホドグラフ解析を順に施すと，重力波の

パラメータが推定できる．例えば固有周期の平均は約 7時間である．

図 12.20(a) に東向き位相速度 cx の頻度分布を，同図 (b) に重力波が臨界層で

とらえられる様子を模式的に示す． (a) の太線は図 12.19(b) の平均流 ūである．

同図から明らかなように，ジェット気流の下方では cx � ūである．これは平均流

によって波がとらえられている証拠である．一方，ジェット気流の上方では cx ≤
ūとなっている．これはジェット気流で重力波が励起され，上方へ伝搬する途上

で臨界層により次々にとらえられることを示している．
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図 12.19 MU レーダーで観測された東西風の高度分布例．Yamanaka et al. [1989] より
改変

図 12.20 東向き位相速度 cx の頻度分布と臨界層において重力波がとらえられる模式図．
Yamanaka et al. [1989] より改変
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図 12.21 大気重力波の鉛直波数スペクトル． (a) 理論モデル．M，S，および T はそれぞ
れ中間圏，下部成層圏，および対流圏における水平風の鉛直波数スペクトルを示す．
Smith et al. [1987] より改変． (b) MU レーダーによる 1986 年 10 月 13

～31 日の期間の観測結果．実線および点線はそれぞれ風速の東西風および南北風
成分．理論値は一点鎖線 (S およびM で共通) および破線 (T) の直線で示され
ている．Tsuda et al. [1989b] より改変

鉛直波数スペクトル 図 12.17のように重力波が準単色波として検出されること

はまれで，一般に観測されるのは多くの波が重畳したものである．そのため，風

速の時間変化や高度プロファイルをもとに周波数あるいは鉛直波数スペクトルを

解析することが多い．一般に，鉛直波数が大きい (鉛直波長が短い) 重力波ほどシ

ヤーは大きくなり，比較的小振幅でも不安定となって飽和する．したがって，鉛

直波数スペクトルは高波数側から飽和していく．鉛直波数スペクトル密度は，飽

和した領域では鉛直波数mの −3乗に比例し，この傾きは高度によらず一定とな

る．一方、低波数の波は飽和せず高高度まで到達できる．したがって，未飽和領

域は傾きが零で，パワースペクトルはブラント・バイサラ振動数N の自乗で定ま

り，高度とともに増大する．図 12.21(a) に鉛直波数スペクトルの理論モデルを示

す [Smith et al., 1987]．なお，低波数領域での中間圏と対流圏におけるパワース
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ペクトルの比が理論モデルで約 104 倍となるのは大気密度の減少による．観測さ

れる比がこれより小さいのは重力波が伝搬途上で砕波・飽和することによる．

同図 (b) は (a) で述べた中間圏 (M)，および同時に MUレーダーで観測され

た下部成層圏 (S) と対流圏 (T) における風速変動の鉛直波数スペクトルである

[Tsuda et al., 1989b]．理論モデルは，レーダー観測中にラジオゾンデを放球し，

温度プロファイルを測定して得られた N2 をもとに推定されている．同図から，

観測値は中間圏では理論モデルとよく一致しており重力波が飽和していることが

示される．一方，下部成層圏や対流圏で両者はわずかに一致しない．これは，下

部成層圏では重力波活動に年周変化があるため，活動度が低い秋季に当たるこの

観測時期には完全に飽和していないためと考えられる．また，対流圏では重力波

以外の変動成分が寄与しているため理論モデル曲線を上回っている [Tsuda et al.,

1989b]．

運動量フラックス 7.2.4項で示した 2対のレーダービームを用いる方法で重力

波の運動量フラックスが測定されている [例えば Reid and Vincent, 1987]．

MUレーダーは定常的に高度 60～85 km の風系を月に数日間連続観測してい

る．このうち 1985～88年の 3年間のデータを用いて調べられた重力波による運

動量フラックスの季節変化を図 12.22(a) に示す [Tsuda et al., 1990b]． (a) 上図

は，天頂角が 10◦ の場合について周期 5分～2時間の東向き視線方向風速の分散

値の月平均値を示したものである．いずれの年も，夏季に 10～14 m2 s−2の大き

さの極大値が現れ，冬季も比較的大きな値となっている．一方，春分・秋分季に

は極小となり，全体として半年周期で変動している．また， (a) 下図は式 (7.38)

により推定された運動量フラックスである．ここで東向きを正としている．運動

量フラックスは夏に東向き (2 m2 s−2)，冬に西向き (−1.5 m2 s−2)という年周

変化を示すことが示されている．これは，重力波が下層から上層へ伝搬する途上

で，季節によって特徴的な選別が起こっていることを意味している．

図 12.22(b)は，夏季および冬季において標準大気 (CIRA 1986) [Fleming et al.,

1990]の密度を乗じて得られた単位体積あたりの運動量フラックスの高度プロファ

イルである．振幅は高度とともに減じており，運動量フラックスが背景風に移行

していることが示唆される．平均風を加減速する力は運動量フラックスの高度勾

配から算出される．その値は夏季は東向きで 7～13 m s−1 day−1，冬季は西向き

で 8～11 m s−1 day−1で，いずれも平均風を減速する向きに働いており，重力波

が大規模循環に大きな影響を及ぼしている証拠となっている．
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図 12.22 (a) 1985～88年のMUレーダー観測から求められた，周期 5分～2時間の東西
視線方向風速変動についての分散値 (上図) および運動量フラックス (下図) の季
節変化． (b) MU レーダー観測結果から求めた冬季および夏季における単位体積
あたりの運動量フラックスの高度変化．Tsuda et al. [1990b] より改変

乱流 乱流散乱のエコー強度を風系と同時に観測することにより，重力波に起

因する大気不安定が乱流を生成する過程を詳細にとらえることができる [例えば

Yamamoto et al., 1987, 1988; Muraoka et al., 1987]．図 12.23 (a) は MU レー

ダーで観測された中間圏高度の北向き風速プロファイルである．背景風のシヤー

に鉛直波長数 km～10 kmの重力波が重畳している．この効果により高度 71～73

kmで風速の鉛直シヤーが強められており，その高度が時間とともに下降してい

る．一方，同図 (b) は同時間帯のエコー強度分布である．強いシヤーとほぼ同じ

高度に厚さ 2～5 kmの強い散乱層が存在し，それが重力波の位相伝搬にともなっ

て下降している．Yamamoto et al. [1987] は，この領域でリチャードソン数が零

になりブラント・バイサラ振動数に近い鉛直流擾乱が発生することを見出してい

る．これは，対流不安定が発生し，それによって引き起こされた小規模な風速擾

乱に起因したものと推定されている．

実際には大気潮汐波やプラネタリー波といった，より大規模な波動も背景風を

変形している．これに重力波が重畳することでシヤーが強められると，そこで大
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図 12.23 MUレーダーで観測された大気重力波と乱流の例． (a) 中間圏における 1時間ご
との北向き風速プロファイルで，破線は背景風のシヤーを示す． (b) 同時間帯の
エコー強度の時間・高度変化．Yamamoto et al. [1987] より改変

気不安定が発生し乱流が生成されるものと考えられる．熱や運動量あるいは物質

の輸送を考える上で，乱流の生成が時間的・空間的に一様でないことは注意を要

する注 9) ．

長期間のデータを 7.3.2項の方法で解析し，乱流の長期変動を調べることがで

きる [Fukao et al., 1994; Kurosaki et al., 1996]．図 12.24(a) は MUレーダーで

観測された中間圏高度における季節変化の 1例である．夏に鉛直渦拡散係数が特

に大きく，冬にも高度 70 kmより上で若干大きいのは，重力波活動度の季節変化

と対応しており，乱流発生が重力波の砕波によることを示唆している．また同図

注 9) 7.3.2 項で述べた鉛直渦拡散係数 K は，厳密にはエネルギー (温度) の等方渦拡散係数である．

同じ散乱体積内の物質あるいは運動量 (渦粘性) のそれと一致するとは限らない．しかしながら，こ

れまでの研究の精度内では異なる物理量に対する拡散係数を区別するに至っておらず，それらはほぼ

等しいオーダーと第 1 近似的に考えられている．
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図 12.24 MUレーダー観測で得られた (a) 鉛直渦拡散係数の季節・高度変化および (b) 平
均高度分布と中央値 (実線)． (b) の破線は Ogawa and Shimazaki [1975]

による鉛直渦拡散係数のモデル値．Fukao et al. [1994] より改変

(b) に示すように拡散係数のプロファイルは大きなばらつきを示しているが，そ

の中央値は Ogawa and Shimazaki [1975] らによるモデル値と比較すると 1桁小

さい．乱流の卓越スケールが散乱体積以上で，大気レーダー観測ではとらえられ

ていない可能性がある．

重力波の励起源 これらの波の励起源を調べるさまざまな観測が大気レーダーで

試みられている．第 1の励起源は，下部対流圏の気流が山岳を越えるとき流線が

強制されて上下に変形を受けることによるもので，発生する波は山岳波と呼ばれ

る．西風が強く吹く日に，中国山脈の東側 (つまり風下側) に発生した山岳波の

鉛直伝搬によって鉛直流変動が活発化する様子がMUレーダーで観測されている

[Sato, 1990]．第 2にジェット気流に伴う水平風の鉛直シヤーが原因で発生する力

学的不安定がある．重力波活動度が冬季に活発で夏季に弱く，ジェット気流と極め

て良い相関を持っていることがMUレーダーでも確かめられている [Murayama

et al., 1994]．第 3 の励起源は対流圏内の各種低気圧などに伴う局所的な対流不

安定であり，日本付近を通過する閉塞性温帯低気圧 [Fukao et al., 1989]，発達期

の気圧の谷 [Sato, 1989] のほか台風 [Sato et al., 1991; Sato, 1993; Dhaka et al.,

2003] などから発生した重力波がMUレーダーなどでとらえられている．さらに

第 4の励起源として地衡流調節と呼ばれる過程がある．コリオリ力と圧力勾配力

が釣り合った状態を地衡流平衡と呼び，自由大気中で一般に第 1近似的には成り

立っている．しかし，何らかの理由でこの平衡からずれると，そのずれが重力波
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として飛散し，再び平衡状態に近づくというのが地衡流調節である．より詳しく

は，平衡状態として運動方程式の非線形項も含めたバランスを考え，そこからの

ずれが重力波になることが実際に多くの場合に確かめられている．例としては，

温帯低気圧に伴う局所的なジェット気流の強化により発生する重力波が知られて

いる [Fritts and Luo, 1992; Gavrilov et al., 1999; Zhang et al., 2001]．

風が弱い赤道域では山岳波が立ちにくい．それに代わって地上付近で大気に与

えられる太陽放射エネルギーが，活発な積雲対流やそれに伴う水蒸気による潜熱

放出を介して上方に運ばれ重力波を励起していると考えられているが，まだ観測

は十分ではない．

12.3.2 大気境界層

大気境界層のうち，地表面近傍のごく低層を除く惑星境界層 (planetary bound-

ary layer; PBL) の力学と構造についても，近年境界層レーダーや下部対流圏レー

ダーの利用が進められた結果，観測的知見の蓄積が目覚ましく進んでいる．図

12.25に示すのは，鉛直流および水平風の高度プロファイルの日変化の観測例であ

る [Hashiguchi et al., 1995a]．(a) はエコー強度と鉛直流–東西風ベクトルを重ね

合わせたもの，(b) は同じく東西風–南北風ベクトルを重ね合わせたものである．

図 12.25 境界層レーダーで観測された大気境界層の日変化．風ベクトルは鉛直上向き，東向
き，および北向き成分を正とする．陰影はエコー強度を示す．Hashiguchi et al.

[1995a] より改変
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図 12.26 同一の境界層レーダーで観測された典型的なエコー強度の時間変化 (いずれも現地
時間)．色の濃い領域が強いエコー強度を示す．Hashiguchi et al. [1995a, b] より
改変

共に 1992年 6月 1～3日の 3日間の平均値で，晴天日に大気境界層を連続観測す

ることによって，その日変化が明瞭にとらえられている．午前 7時頃からエコー

強度の強い領域が急速に上昇しているが，これは太陽高度が上がるに伴い大気境

界層が発達することを示している．大気境界層内部にはこの上昇速度 (∼ 0.07 m

s−1) よりはるかに大きな上昇流が存在することが示されている．同時に観測され

たスペクトル幅からこれに伴い強い乱流が生成されていることが確認されており，

乱流によって境界層大気が強く混合されていることがうかがわれる．

図 12.26はインドネシアと日本における典型的な晴天日エコー強度の鉛直分布

の日周期変化を示す [Hashiguchi et al., 1995a, b]． (a) は赤道に近いジャカルタ

近郊スルポン (6.4◦S, 106.7◦E)， (b) は滋賀県甲賀市信楽町のMUレーダーサイ

トでの観測例で，同一の境界層レーダーを移設して得られたものである．一般に

コリオリ力効果が小さくなる低緯度ほど大気境界層高度が高くなることが知られ

ている．これらの図からも，赤道域では日本に比べてはるかに層厚の大気境界層

が生成されていることが分かる．
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12.4 大気レーダーの応用技術

近年，多くの大気レーダーに RASS機能が付加され，大気温度や水蒸気量が測

定されている．また，新しいレーダー映像法の開発が盛んに行われている．大気

レーダーは準標準的な気象測器としての評価も確立し，ネットワーク化が進めら

れている．本節では大気レーダーの応用技術の一部を概観する．

12.4.1 RASS法による大気温度と水蒸気量の観測

大気温度測定 気象官署で定常的に行われているラジオゾンデによる高層大気温

度測定の頻度は 1日 2回程度であるが，近年，大気レーダーに RASS機能を付加

することによりこれよりはるかに高い時間分解能の観測が可能になった．図 12.27

は，MUレーダーの RASS観測によって得られた仮温度プロファイルの時間変化

を示す [津田, 2001]．高度分解能は 150 mである．横軸上端の温度スケールは左

端の初回観測時の仮温度に対応する．観測された仮温度プロファイルが，順に右

方向に 3.69分，2.46◦Cずつ移動表示されている．同図から，対流圏界面までの
気温減率は平均 6.67◦C km−1 であることが読み取れる．また，仮温度プロファ

イル上に大気重力波によると推定される規則的な微細温度変動が観測されている．

なおMUレーダー・RASSとラジオゾンデによる同時観測の結果では，両者の仮

温度プロファイルは高度 7.0 km以下で約 0.3 Kの精度で一致している [Tsuda et

図 12.27 MU レーダー・RASS 法により 1995 年 8 月 5 日に観測された温度プロファイ
ル．津田 [2001] より改変
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図 12.28 MUレーダー・RASS法により 1991年 8月 3～4日に観測された寒冷前線の構
造．観測期間中の平均温度プロファイルからの温度変動分 (ΔT ) を等高線で，ま
た鉛直流および北向き風速の平均プロファイルからの変動分 (それぞれ Δw および
Δv) をベクトルで示す．カラー図は巻末を参照 [津田, 2001]

al., 1994]．

風速と温度の同時測定は気象現象を理解する上で重要である．図 12.28に示す

のは，MUレーダー上を通過した寒冷前線前面で，MUレーダー・RASS法によっ

て観測された温度変動と風速変動の鉛直構造である [津田, 2001]．同図の時間軸

は右から左方向で，近似的に前線の東西構造がとらえられている．寒気がくさび

形に暖気の下に潜り込み先端部で強い上昇流が生じていることなど，寒冷前線の

特徴が明瞭に現れている．

水蒸気量の推定 水蒸気は潜熱の吸収と放出に関わっており，大気の最も重要な

パラメータの 1つである．そのほとんどが地上から高度 5 km程度までの対流圏

下部に分布し，その高度プロファイルは時間と場所によって大きく変化する．図

12.29 は MU レーダーで観測された相対湿度 (b) を同期間に 3 時間ごとに放球

されたラジオゾンデの結果 (a: 放球時刻を×と△で表示) と対比したものである

[Furumoto et al., 2003]．MUレーダー観測の時間分解能は 10分，高度分解能は

150 mである．

推定に必要な初期プロファイルには△のラジオゾンデデータが用いられている．

同図より，両者が良く一致していることが分かる．また，MUレーダーの観測結

果にはラジオゾンデではとらえられていない 1～1.5時間の短周期変動が認められ
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図 12.29 1999 年 7 月 29 日 12:40～同 30 日 23:00 の相対湿度の高度・時間変動． (a)

ラジオゾンデ，および (b) MUレーダーの観測結果．ラジオゾンデの放球時刻が
×と△で示されている．カラー図は巻末を参照．Furumoto et al. [2003] より改変

る．さらに，図中の＊と白線は気象衛星で推定されたレーダー上空の雲頂高度を

示しているが，その変動にはレーダーで得た水蒸気分布と良い対応が見られる．

12.4.2 多ビームおよびレーダー映像法による散乱層の観測

多ビーム観測 多方向にレーダービームを走査して上空の電波散乱層の詳細な構

造を観測することにより，大気の構造や力学的な特性について調べる研究が行わ

れている．その 1つは 3.4.3項で触れたエコー強度の天頂角依存性である．対流

圏界面で天頂ビームと斜方ビームのエコー強度比 (アスペクト比) が卓越するこ

とを利用して圏界面高度が地上からリモートセンシングされている [例えばGage

and Green, 1979, 1982; Yamamoto et al., 2003]．

そのほかに方位角依存性についても最近いくつかの研究がある [例えば Tsuda

et al., 1997; Worthington et al., 1999]．図 12.30はMUレーダーの高速走査機能

を用いて観測されたエコー強度の水平分布を高度別に示したものである．約 10

分間で天頂角 24◦ 以内の 65方向にビームを走査し，その結果を 6回平均してい
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図 12.30 MUレーダーにより高度 13.05～14.25 kmの範囲で観測されたエコー強度の水
平分布 (陰影)．矢印は風速鉛直シヤー最大の方向．図内の黒点はアンテナビームの
方向を表す．エコー強度は各高度における全ビームの平均からの差を示す

る．同図から，天頂角 24◦ においても方位角によりエコー強度が異なる (エコー

強度に方位角異方性がある) ことが分かる．一方，図中の矢印は水平風速の鉛直

シヤーが最大になる方向を示している．高度が上がるにつれてシヤー最大の方向

が時計周りに回転している様子が見られる．これは先に述べた上方伝搬する大気

重力波による水平風の変調を反映したものである．この図で注目されるのは，強

いエコー域が風速シヤー最大方向と逆方向に分布していることである。この関係

は、対流圏・下部成層圏のすべての高度に見られることから、エコー強度の方位

角異方性は，大気重力波に伴う水平風の鉛直シヤーによって生じる大気不安定 (シ

ヤー不安定) に起因しているものと考えられている．

SDI/FDI観測 7.6節で述べた SDIおよび FDI法による観測を適用して詳細な

大気構造を調べる試みが多くなされている．例えば，Palmer et al. [1991] は SDI

法の式 (7.113) で推定される鉛直流と DBS法の鉛直ビームで直接測定される値

とを比べている．その結果，散乱層がわずかに傾斜するとき，DBS法では水平風

速が鉛直流に漏れ込み，正確な鉛直流推定が妨げられることを示している．

FDI法と，これによらない通常のDBS法観測を交互に繰り返すことにより FDI

法の効用が示される．図 12.31は，MUレーダーで対流圏から成層圏の鉛直方向
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図 12.31 MUレーダーの鉛直ビームで観測されたエコー強度の時間－高度分布． (a) FDI

法を用いない場合と (b) 用いた場合の比較．Kilburn et al. [1995] より改変

の大気エコー強度を観測したもので， (a) は DBS法を用いて高度分解能 300 m

で得られた結果である．一方，同図 (b) は帯域内で 500 kHz離れた 2周波を用い

た FDI法による観測結果を示している．例えば高度 6.45 km前後に (a) では識

別できなかった 2層の薄いエコー層が (b) では鮮明に現れている．また，それら

が数時間以上にわたって持続的に停滞することなど，高分解能化によってエコー

層の微細な構造や斑構造が明らかになった．この形状は乱流拡散による物質輸送

を考える上で重要とされている．しかし先にも述べたように，この方法では想定

される散乱層の数と形状に制約があり結果の解釈には注意が必要である．

散乱層の映像化 レーダー映像法を適用すれば，レーダービーム幅内の詳細なエ

コー強度分布を調べることができる．図 12.32(a) は Palmer et al. [1998] がMU

レーダーにフーリエ法とケイポン法を適用した際の受信アンテナの配置である．

1から 4の数字を付した 4組の同形サブアレーが受信アンテナである．外辺の 3

組のサブアレー間隔は 33.97 m，それぞれのサブアレーと中央サブアレー間の距

離は 19.62 mとしている．この基線長に対応してそれぞれ ±5.44◦ および ±9.42◦

の角度でエリアジングが生じるが，送信にアンテナ全面を用いて幅 3.6◦ の細い
ビームを作っているため，角度エリアジングは実質的には無視できる．この受信

アンテナ配置により，同図 (b) に示すように基線ベクトルを方位方向に一様に分

布させることができる．
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図 12.32 MUレーダーにフーリエ法とケイポン法を適用した際の (a) 受信アンテナの配置
と (b) 基線ベクトル．(a) とは距離目盛が異なる．Palmer et al. [1998] より改変

図 12.33が得られた輝度分布である．任意の 8高度につき，ドップラー速度±1

m s−1 の範囲で平均された輝度が天頂角 ±4◦ の範囲で示されている．赤 (紫) 色

が最も強い (弱い) 輝度を示している．同図の左右の映像はそれぞれフーリエお

よびケイポン法によるものである．いずれも天頂付近で輝度が高く，分反射が卓

越していることが認められる．また後者が前者より分解能が優れているが，これ

はフーリエ法では解像度が sinc関数フィルターの周波数応答によって制限される

ためである．

Hélal et al. [2001] は仏プロバンス (Provence) においてVHF帯 STレーダーを

用いて広い天頂角で輝度分布を求めた．素子アンテナの組み合わせによってビー

ム幅が 100◦ を越える送受信アンテナ 16組が構成され，各組で順次 PBS法を用

いて輝度が観測された．これをフーリエ法により解析した結果を図 12.34に示す．

同図から，散乱層が高度方向に離散的で多重に分布しているほか，エコー強度比

が高度によって著しく異なることが分かる．例えば，高度 3600 m近傍では輝度

の高い領域が水平方向に広く存在しており後方散乱がほぼ等方的と考えられる．

また，強いエコー強度比が高度 4800 m近傍に見られる．輝度分布の広がりはア

ンテナ全面を用いた場合のビーム幅 ±5◦程度であり，この高度では平面状散乱層
による分反射が卓越していることを示している．

周波数領域の映像法を用いた高度方向の映像化も行われている．これを距離方向
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図 12.33 MU レーダーにフーリエ法とケイポン法を適用して得られた輝度分布．カラー図
は巻末を参照．Palmer et al. [1998] より改変

図 12.34 仏プロバンス VHF 帯 ST レーダーの観測結果にフーリエ法を適用して得られた
散乱層の輝度分布．カラー図は巻末を参照．Hélal et al. [2001] より改変
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図 12.35 (a) フーリエ法および (b) ケイポン法によって得られた，連続した 2つの深さ 300

m の散乱体積内における輝度分布の時間変化．カラー図は巻末を参照．Palmer et

al. [2001] より改変

の映像化，あるいはRIM (range imaging)と呼ぶこともある [Palmer et al., 2001]．

例えば独スウジイレーダーでは帯域内 (53.25～53.75 MHz) の 4周波を用いてい

る．図 12.35は連続した 2つの深さ 300 mの散乱体積内における輝度分布の時間

変化である．フーリエ法およびケイポン法による結果がそれぞれ同図 (a) と (b)

に示されている．フーリエ法に比べてケイポン法の分解能が良いのは前述のとお

りである．FDI法で決めた散乱層高度を黒実線で示しているが，レンジ中央部に

散乱層が 1層しか存在しない時間帯では両者の一致は良い．しかしレンジの境界

部に存在する薄層に対しては FDI法では推定に誤りが出ることがある．図 12.36

は米国コロラド州プラッツビル (Platteville) の 915 MHz境界層レーダーによる

観測結果にケイポン法を適用して得られた輝度分布の時間変化である [Chilson et
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図 12.36 915 MHz の境界層レーダーの観測結果にケイポン法を適用して得られた輝度分
布．カラー図は巻末を参照．Chilson et al. [2003] より改変

al., 2003]．世界標準時 (UT)注 10) 17時 40分～18時にかけて地上 2000 mより下

の領域で，11.6.2項に示した FM-CWレーダーで検出されたものと同様の，薄い

ひも状散乱層が生成されているのが認められる．これも FM-CWレーダーの場合

と同様に，ケルビン・ヘルムホルツ不安定に起因するものと見られる．また，高

度 1.35 kmには長時間持続する散乱層が見られる．その層厚は約 12 mで，温度

逆転層をとらえているものと考えられる．この薄層は，並行して行われた高さ分

解能 75 mの DBS法による観測では検出されていない．

12.5 ウィンドプロファイラーネットワーク

第 10章でも触れたように，欧米では 1990年代初めからウィンドプロファイラー

観測データを大気大循環数値モデルに組み込み，大規模場の予想やシミュレーショ

ンの精度を上げる試みを続けてきた．我が国気象庁のウインドプロファイラーネッ

トワーク (WINDAS) もメソスケール現象の短時間予報精度の向上を目指して運

用されている．WINDASの導入によって気象庁のメソ数値予報モデル (MSM) に

取り込まれる高層風のデータ数は飛躍的に増大した．なお MSMには 2002年 4

月から 4次元変分法と呼ばれるデータ同化システム (4D-VAR) が導入された．こ

れはWINDASデータのような時間的・空間的な解像度の高い観測値を，数値モ

注 10) UT (Universal Time) はグリニッジ標準時 (GMT) とも呼ばれる，地球の自転をもとに決め

られた時刻系．原子時計をもとに決められた UTC との違いについては 11.3.3 項を参照．



416 第 12 章 大気レーダーによる観測

デルの力学に基づいて初期値に反映させ，初期値の精度を飛躍的に向上させる手

法である [加藤ほか, 2003]．

12.5.1 品質管理と運用実績

多数のウィンドプロファイラーデータを現業に用いる際に重要なことは，異常

データを排除する品質管理である．8.4.2項で触れたグランドクラッターや飛行機

などのほかに，鳥や昆虫の大群の移動に伴っても誤データがもたらされることが

報告されている [例えばWilczak et al., 1995]．WINDASでは，風速の時間・高

度変動が経験的に知られた範囲内であることを考慮して，図 12.37に示す検定ア

ルゴリズムが用いられている．すなわち，隣り合う 7高度 (300 mごと，1.8 km

高度帯)，12刻点 (10分ごと，2時間帯) のデータを使って，まずその平均値とし

ての 2次曲面 (Q-surface) を最小二乗法により決定する．次いで水平風速の連続

性を想定し，2次曲面からの距離がしきい値を越える値は正しく推定されていな

いデータ (outlier) として排除するものである．品質管理前後での水平風プロファ

イルの例を図 12.38に示す．同図左側の角囲み枠は検定アルゴリズムの適用範囲

の 1例である．同図の丸囲み内のデータは不良値と判断され，同図右側に示すよ

うに排除されている．

ウィンドプロファイラーの性能指標の 1つに観測到達高度がある．図 12.39は

2002年 4 月～2003年 3 月の 1 年間について，WINDAS を構成するプロファイ

図 12.37 ウィンドプロファイラーデータの品質管理の概念 [気象庁提供]
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図 12.38 WINDAS データの品質管理によるデータ改善の例．左図: 改善前，右図: 改善
後 [気象庁提供]

図 12.39 2002 年 4 月～2003 年 3 月におけるWINDAS 構成プロファイラー (LTR)

の観測到達高度．25 台の LTR の平均値 [加藤ほか, 2003]

ラー (LTR) を標準観測モード (高度分解能 300 m) で運用した実績である [加藤

ほか, 2003]．降水時・無降水時・全観測時の 3つに分けて，25地点の LTRの観

測到達高度が集計されている．同図から，無降水時の月平均値は夏が最高で 6.7

km，冬が最低で 3.8 kmである．降水時は無降水時のそれより各月とも 1.5～2.0

km高い値となっている．これは対流圏下部の散乱強度が水蒸気量に依存してい
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ることを反映したものである．

12.5.2 短時間予報への応用

WINDASデータが数値予報へもたらす効果を見るインパクト実験がある．こ

れはWINDASデータを 4D-VARによってMSMに取り込んだ場合と，取り込ま

なかった場合との予報精度を比較するものである．以下は西日本に梅雨前線が停

滞し，メソ降水システムが活発化した 2001年 6月 19日から翌 20日の事例であ

る [加藤ほか, 2003]．

図 12.40は 850 hPa面の風速予測例で，同図 (a) はWINDASデータを用いな

い従来の風速予測， (b) は用いた場合の予測である [加藤ほか, 2003]． (a) で瀬

戸内海西部に北向き成分を持つ風ベクトルが予想されているが， (b) ではそれが

抑えられている．

一方，図 12.41(a) はWINDASデータを用いない従来の方式によって 3時間予

報を行った場合の 3時間積算降水量，同図 (b) は 4D-VARによるデータ同化を

行いそれを初期値にしてMSMにより予報を行った 3時間積算降水量，同図 (c)

は対応するレーダーアメダスによる解析雨量 (実況値) である．従来手法では強

雨域が実況値より 100 km 北になり，瀬戸内から九州北東部に至る地域では強い

降水量が予報されていなかった．これに対して，WINDASデータを用いた予測

では瀬戸内から愛媛県に強雨が予報され，レーダーアメダスの実況値とよく一致

した [加藤ほか, 2003]．これは，図 12.40に示したように瀬戸内海西部の風ベク

図 12.40 850 hPa面の風速予測例． (a) 従来の高層観測データを用いた場合，および (b)

これに加えてWINDASデータを用いた場合 [加藤ほか, 2003]
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図 12.41 MSM3時間予報と実況の 3時間積算降水量の比較． (a) 従来のMSM3時間予
報， (b) WINDASデータを用いたMSM3 時間予報，および (c) レーダーア
メダスによる実況．カラー図は巻末を参照 [加藤ほか, 2003]

トルが正しく予報されたことによるもので，ウィンドプロファイラーデータを短

時間予報業務に活用することの有効性がよく示されている．
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付　　録

　

付録A 自己共分散処理による平均ドップラー周波数
と周波数幅の算出

　

A.1 平均ドップラー周波数

複素時系列信号の自己相関関数 R(τ)は，複素信号の積和演算によって得られ

る複素数であり，次のように表すことができる．

R(τ) = A(τ)ejθ(τ) (A.1)

ここで，A(τ)は振幅を示す．いま，R(τ) = R(−τ)∗ であるから

A(τ) :実偶関数 A(τ) = A(−τ) (A.2)

θ(τ) :実奇関数 θ(τ) = −θ(−τ), θ(0) = 0 (A.3)

である．ただし上添字 ∗は複素共役を示す．また，ウィーナー・ヒンチンの定理に
より，式 (5.70) および (5.71) に示したように

S(f) =

Z ∞

−∞
R(τ)e−j2πfτdτ (A.4)

R(τ) =

Z ∞

−∞
S(f)ej2πfτdf (A.5)

が成り立つ．式 (A.5) を τ で微分すると，

dR(τ)

dτ
= R′(τ) = j2π

Z ∞

−∞
fS(f)ej2πfτdf (A.6)
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となる．ここで，τ = 0とすれば，式 (A.5) および (A.6) から

R(0) =

Z ∞

−∞
S(f)df 　 (A.7)

R′(0) = j2π

Z ∞

−∞
fS(f)df (A.8)

が得られる．R(0)はタイムラグ 0の自己相関 (実数値) である．式 (5.88) から，

式 (A.7) および (A.8) はパワースペクトルの 1次のモーメント E(f)と次式で関

係付けられる注 1) ．

R′(0)

R(0)
= j2πE(f) (A.9)

さて，式 (A.1) を τ で微分すると，

R′(τ) = A′(τ)ejθ(τ) + jA(τ)ejθ(τ)θ′(τ) (A.10)

であり，A(τ)が偶関数であることから，A′(0) = 0となる．また，R′(0) = jA(0)θ′(0)

となる．したがって，式 (A.9) は R(0) = A(0)であることを考慮すれば，

E(f) =
θ′(0)

2π
(A.11)

となる．いま，サンプル間隔 Ts に対して θ′(0)を差分で近似し，

θ′(0) � θ(Ts) − θ(0)

Ts
(A.12)

とすれば，θ(0) = 0であることから，

E(f) � θ(Ts)

2πTs
(A.13)

が得られる．ここで，θ(Ts)は自己相関関数 R(Ts)の偏角であるため，

f = E(f) � 1

2πTs
arctan

j
Im[R(Ts)]

Re[R(Ts)]

ff
(A.14)

によって平均ドップラー周波数 f が求められる．

注 1) 式 (5.90) に示す関係と同一である．
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A.2 周波数幅

式 (5.88) から，R(τ)の 2階微分 R′′(τ)は，τ = 0のときパワースペクトルの

2次モーメントと次式で関係付けられる．

R′′(0)

R(0)
= −(2π)2E(f2) (A.15)

平均ドップラー周波数からの分散 σ2
fd は

σ2
fd = E(f2) − E(f)2 (A.16)

で表されるため，式 (A.9) および (A.15) を上式に代入すれば，

σ2
fd = − 1

(2π)2

(
R′′(0)

R(0)
−
„

R′(0)

R(0)

«2
)

(A.17)

が得られる．一方，式 (A.10) から

R′′(τ) =A′′(τ)ejθ(τ) + 2jA′(τ)ejθ(τ)θ′(τ)

− A(τ)ejθ(τ)θ′(τ)2 + jA(τ)ejθ(τ)θ′′(τ) (A.18)

である．前出のように A′(0) = 0，R(0) = A(0)から，式 (A.18) は

R′′(0)

R(0)
=

A′′(0)

A(0)
− θ′(0)2 + jθ′′(0) (A.19)

となる．また，式 (A.19) および (A.11) から

„
R′(0)

R(0)

«2

= −θ′(0)2 (A.20)

である．式 (A.19) および (A.20) を式 (A.17) に代入すると

σ2
fd = − 1

(2π)2

j
A′′(0)

A(0)
+ jθ′′(0)

ff
(A.21)

が得られる．

式 (A.21) における θ′′(0)の項はドップラー速度の加速度成分とみなせるため，

θ′′(0) � 0と近似すれば，式 (A.21) は

σ2
fd � − 1

(2π)2
A′′(0)

A(0)
(A.22)
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となる．ここで，A(τ)をマクローリン (Maclaurin) 展開すれば，サンプリング間

隔 Ts に対して A(Ts)は

A(Ts) = A(0) + Ts
dA(0)

dτ
+

T 2
s

2

d2A(0)

dτ2
+

T 3
s

6

d3A(0)

dτ3
+ · · · (A.23)

で示される．上式の 3次項以降を無視すれば，A′(0) = 0 から

A(Ts) = A(0) +
T 2

s

2
A′′(0) (A.24)

すなわち

A′′(0)

A(0)
=

2

T 2
s

j
A(Ts)

A(0)
− 1

ff
(A.25)

となる．これを式 (A.22) に代入すれば，

σ2
fd � 1

2π2T 2
s

j
1 − A(Ts)

A(0)

ff
(A.26)

が得られる．A(Ts)は R(Ts)の絶対値であり，R(0) = A(0)であるため，

σ2
fd � 1

2π2T 2
s

j
1 − |R(Ts)|

R(0)

ff
(A.27)

が得られる．
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付録B FFTのアルゴリズム

　

B.1 DIT FFTアルゴリズム

離散フーリエ変換 (DFT) の高速計算アルゴリズムについては既に多くの文献

がある．以下では Zeimer et al. [1998]，辻井・鎌田 [1990] にしたがって，高速

フーリエ変換 (FFT) のアルゴリズムについて論じる．5.5節で述べた離散的な信

号の表現において，DFTは式 (5.110)から

V (k) =

M−1X
m=0

v(m)Wmk
M k = 0, 1, · · · , M − 1 (B.1)

で与えられる．ただし

WM = e−j2π/M (B.2)

とする．長さM の離散的な時系列信号 v(m)に対して，式 (B.1) が長さM の離

散的な周波数信号 V (k)を与える．一般にM は大きいため，8.4.4項で論じたよ

うに，式 (B.1) にしたがってある kに対する V (k)を直接計算するには演算回数

は膨大であり，実用上計算回数の大幅な軽減が必須である．

長さM がM = 2c(c: 整数)となる場合に限定して，式 (B.2) の周期性を利用

して演算回数を減少させるアルゴリズムが FFTである．いま，式 (B.1)の右辺の

時系列信号を，W の指数によって偶数と奇数の 2グループに分け，それぞれのグ

ループごとに演算することを考える．偶数および奇数の指数を，それぞれm = 2s，

m = 2s + 1とするとき，同式は

V (k) =

M/2−1X
s=0

v(2s)W 2sk
M +

M/2−1X
s=0

v(2s + 1)W
(2s+1)k
M

=

M/2−1X
s=0

v(2s)W 2sk
M + Wk

M

M/2−1X
s=0

v(2s + 1)W 2sk
M (B.3)

のように表現できる．ここで

W 2sk
M = e−j(2π/M)(2sk) = e−j(2π)/(M/2)(sk) = W sk

M/2 (B.4)
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の関係を用いると，式 (B.3) は次のようになる．

V (k) =

M/2−1X
s=0

v(2s)W sk
M/2 + Wk

M

M/2−1X
s=0

v(2s + 1)W sk
M/2

= G(k) + Wk
MH(k) k = 0, 1, · · · , M − 1 (B.5)

ただし G(k) および H(k)は

G(k) =

M/2−1X
s=0

v(2s)W sk
M/2 (B.6)

H(k) =

M/2−1X
s=0

v(2s + 1)W sk
M/2 (B.7)

であり，それぞれ時系列信号 v(m) の偶数および奇数の指数に対する M/2 点の

DFTである．ここで，周波数の指数 k には 0からM − 1までのM 個の幅があ

るが，G(k)およびH(k)は kについて周期M/2の周期関数になるため，M/2個

の G(k)および H(k)を計算すればよい．すなわち，M/2点の DFTを計算する

アルゴリズムが決まれば，G(k)およびH(k)を計算することができ，時系列信号

v(m)のM 点の DFTが式 (B.5) で求められることになる．

図 B.1(a)は，M = 8の DFTにおいて，偶数指数と奇数指数に 2分割した 2つ

のM/2点の DFTの演算結果をもとにした FFTの概念を示す．また，Wk
8 (k =

0, 1, 2, · · · )は図 B.2のようになる．図 B.1(a)の中で，矢印がついた線は和を示し，

線に沿った Wk
M は H(k) との積を示す．例えば，最上段の線は V (0) = G(0) +

W 0
MH(0)を示す．M/2点の DFTをさらに 2分割すると，図 B.1(b)に示すよう

に 4個のM/4点の DFT演算結果をもとにした FFTの概念が得られる．ここで，

G(k)および H(k)のそれぞれの加算演算ではW s
M/2 = W 2s

M の関係が用いられて

いる．同様の手順を繰り返すと，最後に図 B.3に示す 2点DFTが残る．これを適

用すると，FFTの各点の完全な演算手順が示される．図 B.4はM = 8での FFT

演算の流れ図を示す．このアルゴリズムは，時系列信号を途中の計算で間引くこ

とから，DIT (Decimation-in-time; 時間間引き) FFTと呼ばれる．

B.2 DIF FFTアルゴリズム

式 (B.1) の DFTを得る別の手法として，図 B.5に示すフローにしたがうもの

がある．同式の総和を前半の和と後半の和に分けてそれぞれ別々に算出すること
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図 B.1 8 ビット DFT で時系列信号を (a) 2 分割および (b) 4 分割したフロー



428 付録 B FFT のアルゴリズム

図 B.2 W k
M の説明 (M = 8 のとき)

図 B.3 2 点 DFT の計算 (M = 2)

図 B.4 DIT FFT アルゴリズムによる 8 ビット FFT のフロー (M = 8)
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を考えるとき，DFTは

V (k) =

M/2−1X
m=0

v(m)Wmk
M +

M−1X
m=M/2

v(m)Wmk
M

=

M/2−1X
m=0

v(m)Wmk
M + W

(M/2)k
M

M/2−1X
m=0

v

„
m +

M

2

«
Wmk

M (B.8)

のように表現できる．W
(M/2)k
M = (−1)k であるため，式 (B.8) から

V (k) =

M/2−1X
m=0

j
v(m) + (−1)kv

„
m +

M

2

«ff
Wmk

M (B.9)

が得られる．いま，kを偶数および奇数の指数に分けて，それぞれ k = 2sおよび

k = 2s + 1とすれば，s = 0, 1, · · · , M/2 − 1に対して，式 (B.9) から

V (2s) =

M/2−1X
m=0

j
v(m) + v

„
m +

M

2

«ff
W 2sm

M (B.10)

V (2s + 1) =

M/2−1X
m=0

j
v(m) − v

„
m +

M

2

«ff
Wm

MW 2sm
M (B.11)

図 B.5 8ビットのDFTで，DIFアルゴリズムによってDFTを2分割したフロー (M = 8)
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となる．先に述べたようにW 2m
M = Wm

M/2 であるため，式 (B.10) および (B.11)

はいずれもM/2点の DFTになることが分かる．すなわち，V (k)は図 B.5に示

すフローによって求められる．同図は図 B.1(a)とDFTの位置を反転し，DFTの

点数の後半部分で Wk
M の加算時に符号を反転している．M/2点の DFTはさら

にM/4点の DFTに分割される．同様の手順を DIT FFTアルゴリズムの場合と

同様に繰り返してM = 1になるまで DFTを分割していくと，FFTの完全な演

算フローが得られる．これは，周波数信号系列を分割して途中の計算で間引くこ

とから，DIF (decimation-in-frequency; 周波数間引き) FFTと呼ばれる．
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付録C RASS法のレーダー方程式

RASS法のレーダー方程式は最初に Marshall et al. [1972] によって導かれた．

Clifford and Wang [1977] がこれをもとに図 C.1の場合について論じている．以

下ではこれにしたがって同式の導出を行う．

レーダーアンテナの中心と音波源はともに座標原点にあるものとし，レーダー

の距離分解能をΔR，ビーム幅を 2θrとする．以下で高度 Rからの RASSエコー

が xy 面内の点 r0 に作る電界を求める．

図 C.1 RASS エコーに関するレーダー方程式の座標系．レーダーアンテナと音波源はとも
に原点にある．

屈折率の変化 ñ(r)によって r0に生じる電界は，散乱体積中の E(r)と ñ(r)の

体積積分によって

Er(r0) =
k2

2π

Z
V

exp (jk|r0 − r|)
|r0 − r| ñ(r)E(r)dv (C.1)

と表現される．ここで，k はレーダーの波数である．送信電界 E0 を用いると，
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E(r)は

E(r) =
E0

r
exp (jkr) (C.2)

と表される．一方，正弦波の音波に対する屈折率の変動は

ñ(r) =

(
Aa

r
exp (jkar) R − ΔR/2 < r < R + ΔR/2

0 上記以外
(C.3)

となる．ここで，Aa は前出の式 (7.87) で与えられる定数で音波源の諸元と背景

大気の状態で決まる．また，ka は音波の波数である．

いま，簡単のため式 (C.1) において分母の |r0 − r|を |r0 − r| = Rとおき，分

子の |r0 − r|を

|r0 − r| = r − r0 sin θ cos(φ − φ0) (C.4)

で近似する．また，RASSエコーは方位角方向に等方的に広がることから，|r0−r|
の値は方位 φ0 = 0の値で代表させることができる．したがって，式 (C.4) は

|r0 − r| = r − r0 sin θ cos φ (C.5)

に置き換えられる．一方，図 C.1から，dv は極座標では

dv = r2 sin θdθdφdr (C.6)

で表される．これらを式 (C.1) に代入すれば，

Er(r0) =
k2E0Aa

2πR

Z θr

0
sin θdθ

Z 2π

0
exp {jk(−r0 sin θ cos φ)}dφ

×
Z R+ΔR/2

R−ΔR/2
exp {j(2k + ka)r}dr (C.7)

となる．さらに，θ � 1のときは sin θ � θであることを用いれば，式 (C.7) は

Er(r0) =
k2E0Aa

2πR
2π

Z θr

0
θJ0(kr0θ)dθ

Z R+ΔR/2

R−ΔR/2
exp {j(2k + ka)r}dr

=
k2E0Aa

2πR
(πθ2

r )
2J1(kr0θr)

kr0θr

Z R+ΔR/2

R−ΔR/2
exp {j(2k + ka)r}dr (C.8)

で表される．ここで，J0(kr0θ) および J1(kr0θr)は，それぞれ 0次および 1次の

第 1種ベッセル関数 (Bessel function of the first kind) である．式 (C.8) の右辺
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の 2J1(kr0θr)/kr0θr はビーム幅 2θrの電波を生成するレーダーアンテナの主ビー

ムの放射パターンを示す．RASS法では，通常，レーダーの送受信に同一のアン

テナを使用するため，RASSエコーの受信電力 Pr は

Pr =

Z re

0

Z 2π

0

|Er(r0)|2
Z0

r0dr0dφ0 (C.9)

で求められる．ここで，re および Z0 はそれぞれレーダーアンテナの半径および

特性インピーダンスである．式 (C.8) を式 (C.9) に代入すれば，Pr は

Pr =
1

Z0

„
k2E0Aa

2R
θ2
r

«2 Z 2π

0
dφ0

Z re

0

j
2J1(kr0θr)

kr0θr

ff2

r0dr0

×
"Z R+ΔR/2

R−ΔR/2
exp {j(2k + ka)r}dr

#2

(C.10)

となる．式 (C.10) 右辺の φ0 および r0 に関する積分は，レーダー断面積の最大

値を示し，無限のアンテナ開口面を仮定することにより，次のように計算される．Z 2π

0
dφ0

Z ∞

0

j
2J1(kr0θr)

kr0θr

ff2

r0dr0 =
4π

(kθr)2
(C.11)

= G
λ2

4π
(C.12)

ここで，Gおよび λはそれぞれレーダーのアンテナ利得および波長である．また，

送信電界 E0 と送信電力 Pt には

E2
0

Z0R2
=

PtG

4πR2
(C.13)

の関係がある．式 (C.11) ～ (C.13) を式 (C.10) に代入すれば，Pr は

Pr = A2
a
4π2Pt

λ2R2

"Z R+ΔR/2

R−ΔR/2
exp {j(2k + ka)r}dr

#2

(C.14)

となる．また，式 (C.14) 右辺の積分は

Z R+ΔR/2

R−ΔR/2
exp {j(2k + ka)r}dr =

ΔR

2

»
cos{(2k + ka)R}sinc

j
(2k + ka)

ΔR

2

ff

+ cos{(2k − ka)R}sinc

j
(2k − ka)

ΔR

2

ff–
(C.15)
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となる．ここで，sincx = sinx/xである．2k � kaのときは，sinc{(2k+ka)ΔR/2}
が小さくなるため，式 (C.15) 右辺のうち 2k + ka を含む項は無視しうる値とな

り，同式は次のように簡単化できる．

Z R+ΔR/2

R−ΔR/2
exp [j(2k + ka)r]dr =

ΔR

2
sinc

j
(2k − ka)

ΔR

2

ff
(C.16)

式 (C.16) を式 (C.14) に代入すれば，RASS法のレーダー方程式として

Pr = A2
a
4π2Pt

λ2R2

„
ΔR

2

«2

sinc2
j

(2k − ka)
ΔR

2

ff
(C.17)

が得られる．式 (C.17) から明らかなように，RASS法の受信電力はレーダーの距

離分解能の自乗に比例し，距離の自乗に逆比例する．なお，R → r，ΔR → Δr

と置き換えることにより，式 (7.88) の表式を得ている．
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付録D 相補系列符号を用いたパルス圧縮とスパノ
符号

　

D.1 送信信号の変調と受信信号のサンプリング

以下では，Spano and Ghebrebrhan [1996a]をもとに，相補系列符号の復号にお

ける行列表現とその復号方法について述べる．相補系列符号を用いたパルス圧縮に

おいて，図 8.27に示すように，S回送信されたパルス列P0, P1, · · · , PS−1のパル

ス幅をNτ，パルス間隔を TIPPとする．送信パルス列 P0, P1, · · · , PS−1はいず

れもN 個のサブパルスから成り，振幅 1，位相 φk
nの符号系列C0, C1, · · · , CS−1

によって変調されているものとする．ここで，符号系列Ckは次のように表される．

Ck = ck
1 , ck

2 , · · · , ck
N (0 ≤ k < S) (D.1)

ck
n = exp(jφk

n) = cos(φk
n) + j sin(φk

n) (1 ≤ n ≤ N) (D.2)

k番目のパルスPk (0 ≤ k < S)に対する受信信号は，図 8.28に示すように，時間

t1+kTIPP, t2+kTIPP, · · · , tR+kTIPPにおいてそれぞれゲートG1, G2, · · · , GR

の計 R個のレンジゲートでサンプリングされる．このとき，Z = R + N − 1個

の連続したレンジゲートが定まる．k番目のパルス Pk に対してレンジゲート Gj

でサンプリングされた複素受信信号データ系列 vk
j は

vk
j = v(tj + kTIPP)

=

N−1X
m=0

ck
N−mdk

j+m (1 ≤ j ≤ R, 0 ≤ k < S) (D.3)

で表される．ここで，dk
j+m は図 8.28においてレンジ rj+m における散乱体積か

らの複素信号データで，復号によって求めようとしているレンジの位相と振幅の

情報を含んでいる．後の行列式の表現を簡潔にするために R = L(N − 1)とする

とき，式 (D.3) は次式のように表される．

0
BBBBB@

V k
1

V k
2·
·
·

V k
L

1
CCCCCA =

0
BBBB@

Ak Bk 0 · · · 0
0 Ak Bk · ·
· · · · · ·
· · · · · ·
· · · · 0
0 · · · 0 Ak Bk

1
CCCCA

0
BBBBB@

Dk
1

Dk
2·
·

Dk
L

Dk
L+1

1
CCCCCA (D.4)
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ここで，0は (N − 1) × (N − 1)の零行列で，

Ak =

0
BB@

ck
N ck

N−1 · · ck
2

0 · · ·
· · · ck

N−1

0 · · 0 ck
N

1
CCA (D.5)

Bk =

0
BB@

ck
1 0 · · 0

ck
2 · · ·
· · · 0

ck
N−1 · · ck

2 ck
1

1
CCA (D.6)

V k
m =

0
BBBB@

vk
(m−1)(N−1)+1

vk
(m−1)(N−1)+2

...

vk
m(N−1)

1
CCCCA (D.7)

Dk
m =

0
BBBB@

dk
(m−1)(N−1)+1

dk
(m−1)(N−1)+2

...

dk
m(N−1)

1
CCCCA (D.8)

とする．Ak およびBk は，それぞれ (N − 1)× (N − 1)次の行列のうち上部と下

部の三角テープリッツ行列である．これらの行列の要素は，それぞれ

ak[i, j] =

j
ck
N−(j−i) (i ≤ j)

0 (i > j)
(D.9)

bk[i, j] =

j
ck
i−j+1 (j ≤ i)

0 (j > i)
(D.10)

で与えられる．ただし 1 ≤ i, j ≤ N − 1とする．また，行列 V k
m の i番目の要素

は，時間 t(m−1)(N−1)+i + kTIPP にサンプリングされた受信信号，行列Dk
m の i

番目の要素は，時間 t(m−1)(N−1)+i + kTIPP の信号として復号によって求めよう

としている情報を示している．

D.2 復号

受信信号の復調には 2段階のプロセスが必要である．第 1のプロセスでは，そ

れぞれの送信波のパルス圧縮に用いた符号系列によって，サンプリングされた受

信信号を復調する．つまり，k 番目の送信パルス Pk に対応してサンプリングさ

れた信号列を，符号系列 Ck (0 ≤ k < S)を用いて復調する．次いで第 2のプロ
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図 D.1 相補系列符号でパルス変調された受信信号の復調．Pk (0 » k < S) に対してレン
ジゲートGj (1 » j » R)で復号された信号を wk

j で表す．ここでは Ck∗
j に付さ

れる ˜ は簡単のためすべて省略してある

セスでは，最終的な復号信号を得るために，用いたすべての送信パルスに対応す

る復号の結果が加算される．

符号化されていない信号の復号 復号の第 1のプロセスは図 D.1に示される．図

中の wk
j は送信パルス Pk (0 ≤ k < S)に対してレンジゲート Gj (1 ≤ j ≤ R)で

復号された信号を示す．送信パルス Pk に対してサンプリングされたデータ系列

{vk
1 , vk

2 , · · · , vk
N , · · · , vk

R }の復号データ系列 {wk
1 , wk

2 , · · · , wk
N , · · · , wk

R }は

wk
j =

8>>>><
>>>>:

jX
m=1

ck∗
m+N−jv

k
m 1 ≤ j ≤ N − 1

NX
m=1

ck∗
m vk

m−N+j N ≤ j ≤ R

(D.11)

で与えられる．ここで，上添字 ∗ は複素共役を示す．最初の N − 1 個のレンジ

ゲートは欠偶領域であり，{wk
1 , wk

2 , · · · , wk
N−1 }は欠偶領域の信号であるため，

符号系列のうち一部が欠落した状態で復号される．式 (D.11) を行列式で表現す
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ると，0
BBBBBB@

W k
1

W k
2

·
·
·

W k
L

1
CCCCCCA

=

0
BBBBBB@

AH
k 0 · · · 0

BH
k AH

k · ·
0 BH

k · · ·
· · · · · ·
· · · · 0

0 · · 0 BH
k AH

k

1
CCCCCCA

0
BBBBBB@

V k
1

V k
2

·
·
·

V k
L

1
CCCCCCA

(D.12)

となる．ただし

W k
m =

0
BBBB@

wk
(m−1)(N−1)+1

wk
(m−1)(N−1)+2

...

wk
m(N−1)

1
CCCCA 1 ≤ m ≤ L (D.13)

とする．ここで，MH は複素行列M の共役転置行列を示す．すなわちMH =

(M∗)T とする．式 (D.12) から，欠偶領域では

W k
1 = AH

k V k
1 (D.14)

となる，一方，非欠偶領域ではW k
m は次式で表される．

W k
m = (BH

k AH
k )

„
V k

m−1

V k
m

«
= BH

k V k
m−1 + AH

k V k
m 2 ≤ m ≤ L

(D.15)

符号化された信号の復号 符号化された信号の復号は，式 (D.4) および (D.12)

の関係を用いて行われる．すなわち，Dk とW k は0
BBBBB@

W k
1

W k
2·

·
·

W k
L

1
CCCCCA =

0
BBBBB@

Mk,k Gk,k 0 · · · 0

GH
k,k Qk,k Gk,k · ·
0 · · · · ·
· · · · · · ·
· · · · · 0

0 · · 0 GH
k,k Qk,k Gk,k

1
CCCCCA

0
BBBBB@

Dk
1

Dk
2·
·

Dk
L

Dk
L+1

1
CCCCCA

(D.16)

で関係付けられる．ここで，

Mk,k = AH
k Ak (D.17)

Gk,k = AH
k Bk (D.18)

Qk,k = AH
k Ak + BH

k Bk (D.19)
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とする．Mk,k の要素は

mk,k[i, j] =

(Pj
n=1 ck

N−(j−n)c
k∗
N−(i−n) (j ≤ i)

m∗
k,k[j, i] (i < j)

(D.20)

である．ただし 1 ≤ i, j ≤ N − 1とする．Gk,k は，式 (D.18) から

Gk,k =

0
BBB@

R∗
k,k(N − 1) 0 · · 0

· · · ·
· · · · ·

R∗
k,k(2) · · 0

R∗
k,k(1) R∗

k,k(2) · · R∗
k,k(N − 1)

1
CCCA (D.21)

で表される．ここで，Rk,k は符号系列 Ck の自己相関関数で，

Rk,k(γ) =

N−γX
m=1

ck∗
m ck

m+γ 0 ≤ γ ≤ N − 1 (D.22)

で与えられる．以上から，Gk,k は次の要素を持つ．

gk,k[i, j] =

j
R∗

k,k(N − 1 + j − i) (j ≤ i)
0 (i < j)

1 ≤ i, j ≤ N − 1 (D.23)

式 (D.19) は，Qk,k が 2つのエルミート行列の和で表されることを示している．

したがってQk,k 自体もエルミート行列である．これを展開すると，

Qk,k =

0
BBB@

N R∗
k,k(1) · · R∗

k,k(N − 2)
Rk,k(1) · · ·

· · · · ·
· · · R∗

k,k(1)
Rk,k(N − 2) · · Rk,k(1) N

1
CCCA (D.24)

となる．また，Qk,k の要素は次式で表される．

qk,k[i, j] =

j
Rk,k(i − j) (j ≤ i)
q∗k,k[j, i] (i < j) 1 ≤ i, j ≤ N − 1 (D.25)

完全な復号 レンジゲート Gj における完全に復号された信号 wj は，S 個のパ

ルスのそれぞれについて復号された値の和として

wj =

S−1X
k=0

wk
j 1 ≤ j ≤ R (D.26)
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で与えられる．実際の現象の相関時間が STIPPよりも十分長いと仮定すれば，連

続するパルスに対する同一レンジゲートにおける信号の振幅と位相は等しいとみ

なせるため，

dk
j � dj 1 ≤ j ≤ Z, 0 ≤ k < S (D.27)

すなわち

Dk � D 0 ≤ k < S (D.28)

が成り立つ．式 (D.26) および (D.28) を考慮すれば，式 (D.16)は

0
BBBB@

W 1
W 2·
·
·

W L

1
CCCCA =

0
BBBB@

M G 0 · · · 0

GH Q G · ·
0 · · · · ·
· · · · · · ·
· · · · · 0

0 · · 0 GH Q G

1
CCCCA

0
BBBB@

D1
D2·
·

DL
DL+1

1
CCCCA (D.29)

で表現される．ここで，

M =

S−1X
k=0

Mk,k =

S−1X
k=0

AH
k Ak (D.30)

G =

S−1X
k=0

Gk,k =

S−1X
k=0

AH
k Bk (D.31)

Q =

S−1X
k=0

Qk,k =

S−1X
k=0

AH
k Ak + BH

k Bk (D.32)

である．GおよびQの対角要素は，所定のラグに対する S 個のパルス列のそれ

ぞれの自己相関関数の和を表している．したがって，R(γ)を次式のように定義

すれば，Gおよび Qはそれぞれ式 (D.21) および (D.24) を用いて容易に求めら

れる．

R(γ) ≡
S−1X
k=0

Rk,k(γ) 0 ≤ γ ≤ N − 1 (D.33)

いま，Ck (0 ≤ k < S) は相補系列符号であるから，γ �= 0 では R(γ) = 0 であ

る．したがって行列 Gは 0になり，行列 Qは SNIに等しくなる．ただし Iは
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(N − 1)次の単位行列 (unit matrix) を示す．このとき，式 (D.29) は

0
B@

W 1
W 2·
W L

1
CA =

0
BB@

M 0 · · 0
0 SNI · · · ·
· · · · ·
· · · 0
0 · · 0 SNI

1
CCA
0
B@

D1
D2·
DL

1
CA (D.34)

で表現される．式 (D.34) から，欠偶領域では

W 1 = MD1 (D.35)

となる．また非欠偶領域では

W m = SNDm 2 ≤ m ≤ L (D.36)

となる．すなわち，Dは，欠偶領域および非欠偶領域において，それぞれ次の各

式で表現される．

D1 = M−1W 1 (D.37)

Dm =
1

SN
W m 2 ≤ m ≤ L (D.38)

いま，完全に復号された信号のベクトルを Y とし，復号用の行列として

B = αM−1 (D.39)

の形のものを用いれば，式 (D.37) および (D.38) は，それぞれ

Y 1 = BW 1 = αD1 (D.40)

Y m =
α

SN
W m = αDm 2 ≤ m ≤ L (D.41)

となる．ここで，α = SN とすると，Dm の値が直接求められて便利である．以

上のように，式 (D.40) と (D.41) から，欠偶領域においても非欠偶領域と同様に

行列D のみを用いて完全に復号された信号を直接得ることができる．

実用されているスパノ符号は，符号サイドローブの最小化，干渉波の抑圧，お

よび欠偶領域における完全復号の面で最も優れた符号とされている．Spano and

Ghebrebrhan [1996b] にその詳細が論じられている．



　



443

　

　

参考文献
　

Adachi, T., 1996: Detailed Temperature Structure of Meteorological Disturbances

Observed with RASS (Radio Acoustic Sounding System), Ph.D. Disserta-

tion, Kyoto University, 173 pp.

Alvarez, H., J. Aparici, J. May, and F. Olmos, 1997: A 45-MHz continuum survey

of the southern hemisphere, Astron. Astrophys. Suppl. Ser., 124, 315–328.

Armijo, L., 1969: A theory for the determination of wind and precipitation ve-

locities with Doppler radars, J. Atmos. Sci., 26, 570–573.

Atlas, D. and C. W. Ulbrich, 1977: Path- and area-integrated rainfall measure-

ment by microwave attenuation in 1–3 cm band, J. Appl. Meteor., 16,

1322–1331.

Atlas, D., R. S. Srivastava, and R. S. Sekhon, 1973: Doppler radar characteristics

of precipitation at vertical incidence, Rev. Geophys. Space Phys., 11, 1–35.

Balsley, B. B. and W. L. Ecklund, 1972: A portable coaxial collinear antenna,

IEEE Trans. Antennas Propagat., AP ` 20, 512–516.

Balsley, B. B. and K. S. Gage, 1980: The MST radar technique: Potential for

middle atmospheric studies, Pure Appl. Geophys., 118, 452–493.

Balsley, B. B., W. L. Ecklund, D. A. Carter, and P. E. Johnston, 1980: The MST

radar at Poker Flat, Alaska, Radio Sci., 15, 213–223.

Baratt, P. and I. C. Browne, 1953: A new method of measuring vertical air

currents, Quart. J. Roy. Meteor. Soc., 79, 550.

Battan, L. J., 1973: Radar Observation of the Atmosphere, The University of

Chicago Press, Illinois, 324 pp.

Beard, K. V. and C. Chuang, 1987: A new model for the equilibrium shape of

raindrops, J. Atmos. Sci., 44, 1509–1524.

Benoit, A., 1968: Signal attenuation due to neutral oxygen and water vapor, rain

and clouds, Microwave J., 11, 73–80.

Berger, T. and H. L. Groginsky, 1973: Estimation of the spectral moments of

pulse trains, Prepr., Int. Conf. on Information Theory, 1973.



444 参考文献

Biggerstaff, M. I. and R. A. Houze, Jr., 1993: Kinematics and microphysics of

the transition zone of the 10–11 June 1985 squall line, J. Atmos. Sci., 50,

3091–3110.

Borgeaud, M., R. T. Shin, and J. A. Kong, 1987: Theoretical models for polari-

metric radar clutter, J. Electron. Waves and Appli., 1, 73–89.

Booker, H. G. and W. E. Gordon, 1950: A theory of radio scattering in the

troposphere, Proc. IRE, 38, 401–412.

Bracewell, R., 1965: The Fourier Transform and Its Applications, McGraw-Hill,

New York, 381 pp.

Brandes, E. A., 1977: Flow in sever thunderstorms observed by dual-Doppler

radar, Mon. Weather Rev., 105, 113–120.

Briggs, B. H., 1984: The analysis of spaced sensor records by correlation tech-

nique, Handbook for MAP, 13, 166–186, ICSU Scientific Committee on

Solar-Terrestrial Physics (SCOSTEP).

Briggs, B. H., 1992: Radar measurements of aspect sensitivity of atmospheric

scatterers using spaced-antenna correlation techniques, J. Atmos. Terr.

Phys., 54, 153–165.

Briggs, B. H. and R. A. Vincent, 1973: Some theoretical considerations on remote

probing of weakly scattering irregularities, Aust. J. Phys., 26, 805–814.

Briggs, B. H. and R. A. Vincent, 1992: Spaced-antenna analysis in the frequency

domain, Radio Sci., 27, 117–129.

Bringi, V. N. and V. Chandrasekar, 2001: Polarimetric Doppler Weather Radar,

Cambridge Univ. Press, New York, 636 pp.

Browning, K. A. and R. Wexler, 1968: A determination of kinematic properties

of a wind field using Doppler radar, J. Appl. Meteor., 7, 105–113.

Browning, K. A., J. C. Fankhauser, J. P. Chalon, P. J. Eccles, R. G. Strauch, F.

H. Merrem, D. J. Musil, E. L. May, and W. R. Sand, 1976: Structure of an

evolving hailstorm, Part V: Synthesis and implications for hail growth and

hail suppression, Mon. Weather Rev., 104, 603–610.

CCIR, 1991: CCIR, Propagation data and prediction methods required for ter-

restrial line-of-site systems, CCIR Rep., 338 ` 6; V , ITU, Geneva, 1991.

Charney, J. G., 1973: Planetary fluid dynamics, in Dynamic Meteorology, P.

Morel, ed., D. Reidel, 97–351.



参考文献 445

Chilson，P．B．，T. Y. Yu, R. G. Strauch, A. Muscinski, and R. D. Palmer,

2003: Implementation and validation of range imaging on a UHF radar

wind profiler, J. Atmos. Oceanic Technol., 104, 987–996.

Clifford, S. F., and T. I. Wang, 1977: The range limitation on radar-acoustic

sounding system (RASS) due to atmospheric refractive turbulence, IEEE

Trans. Antennas Propagat., 25, 319–326.

Cohn, S., 1995: Radar measurements of turbulent eddy dissipation rate in the

troposphere: A comparison of techniques, J. Atmos. Oceanic Technol., 12,

85–95.

Cooley, J. W. and J. W. Tukey, 1965: An algorithm for the machine calculation

of complex Fourier series, Math. Comp., 19, 297–301.

Costa, E. and F. Fougere, 1988: Cross-spectral analysis of spaced-receiver mea-

surements, Radio Sci., 23, 129–139.

Crane, R. K., 1980: A review of radar observations of turbulence in the lower

stratosphere, Radio Sci., 15, 177–193.

Czechowsky, P., G. Schmidt, and R. Rüster, 1984: The mobile SOUSY Doppler
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Röttger, J., J. Klostermeyer, P. Czechowsky, R. Rüster, and G. Schmidt, 1978:
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索　　引

AGC (automatic gain control) 306

AMEDAS (Automated MEteorological

Data Acquisition System) 301

AOA (angle of arrival) 220

BLR 3, 323, 339

C-ADESS (Center-ADESS) 300

CAPPI (constant altitude PPI) 234

Cassiopeia A 254

CAT (clear air turbulence) 3

CCIR (International Radio Consulta-

tive Committee) 157

CDL (coherent Doppler lidar) 6

CLT (the central limit theorem) 103

COHO (coherent oscillator) 68

COPLAN 84, 85, 86

COST (European COoperation in the

field of Scientific and Technical

research) 338

Cygnus A 254

DBS (Doppler Beam Swing) 185, 187

DFT (discrete Fourier transform) 118,

288, 289, 293

DIF (decimation-in-frequency) 288, 430

DIT (decimation-in-time) 288, 426

DSD (drop size distribution) 44

EAR (Equatorial Atmosphere Radar)

332

FCA (full correlation analysis) 190

FDI (frequency domain interferometry)

218

FFT (fast Fourier transform) 118, 288,

293, 425, 426

FSA (full spectral analysis) 190

GMT (Greenwich mean time) 356, 415

GPM (Global Precipitation Measurement)

320

GTS (Global Telecommunication Sys-

tem) 336

HS (hail signal) 360

IDFT (inverse discrete Fourier trans-

form) 120

IF (intermediate frequency) 68, 272

In-phase 69

IS (incoherent scattering) 2

ITU (International Telecommunication

Union) 5, 156, 322

ITU-R 156

L-ADESS (Local-ADESS) 300

LHC (left-hand circular polarization) 13

lidar (light detection and ranging) 6

LNA (low noise amplifier) 90

LTR (lower troposphere radar) 323, 341

MEM (maximum entropy method) 127,

281

MLM (maximum likelihood method) 281

MMIC (monolithic microwave IC) 273

MOPA (master oscillator and power am-

plifier) 69, 256

MPM (millimeter-wavelength propaga-

tion model) 156, 157
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MUSIC (multiple signal classification)

223

NCAR (National Center for Atmospheric

Research) 355, 367

NEXRAD (next generation weather radar;

WSR-88D) 152, 307

NF (noise figure) 92

NPN (NOAA Profiler Network) 336

NSSL (National Severe Storms Labora-

tory) 351

PBL (planetary boundary layer) 405

PBS (post beam steering) 220

POS (positioning, pointing) 234

PPI (plan position indicator) 234

PRF (pulse repetition frequency) 70

PRT (pulse repetition time) 32

PSS (post statistic steering) 220

Quadrature-phase 69

radar (radio detection and ranging) 1

RASS (radio acoustic sounding system)

204, 205, 331, 338, 407

RCS (radar cross section) 36

REDIS (radar echo digitizing and dis-

semination system) 299

RF (radio frequency) 68, 272

RHC (right-hand circular polarization)

13

RHI (range height indicator) 234

RI (radar interferometry) 214

RIM (range imaging) 414

SA (spaced antenna) 188

SAD (spaced antenna drift) 190

SDI (spatial domain interferometry) 214

SECTOR (sector scanning) 234

SNR (signal-to-noise ratio) 96

SPPI (sector scanning of PPI) 234

SRHI (sector scanning of RHI) 234

STALO (stabilized local oscillator) 68

STC (sensitivity time control) 307

TDWR (terminal Doppler weather radar)

303, 367

TOGA-COARE (Tropical Ocean Global

Atmosphere - Coupled Ocean At-

mosphere Response Experiment

376

TPPN (Trans-Pacific Profiler Network)

326

TRMM (Tropical Rainfall Measurement

Mission) 318, 319, 364

UT (Universal Time) 415

UTC (Coordinated Universal Time) 356

VAD (velocity azimuth display) 77

VVP (velocity volume processing) 72,

73

WINDAS (WInd profiler Network and

Data Acquisition System) 343, 415,

418, 419

WRC (World Radiocommunication Con-

ference) 322

WSR-57, 307

WSR-74, 307

WSR-88D (NEXRAD) 307, 308, 309

IS レーダー 2, 323

アクティブフェーズドアレー 263, 333

アクティブフェーズドアレーレーダー (ac-

tive phased array radar) 251, 263,

327

アスペクト比 409

アナログ IQ 検波方式 276

アメダス (AMEDAS; 地域気象観測網)

301

あられ 360

アレーアンテナ (array antenna) 243, 244,

245, 247, 248, 249, 250
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アレーファクター (array factor) 244, 245,

246

アレシボ (Arecibo) レーダー 323

アンサンブル (ensemble; 集団) 平均 103,

111

アンダーデンスエコー (under-dense echo)

65

アンテナ開口径 236, 239

アンテナ開口能率 (antenna aperture ef-

ficiency) 237

アンテナサイドローブ (antenna side lobe)

94

アンテナ雑音温度 (antenna temperature)

94

アンテナ利得 (gain) 237

アンペア・マクスウェルの法則 (Ampère–

Maxwell law) 7

E 面 12

移相器 251

位相検波 100, 276

位相速度 11

1 次エコー (primary echo) 33

1 次元スペクトル 56, 59, 61

1次放射器 (primary feed, primary horn)

239

一様分布 (uniform distribution) 104

イメージ受信 (image reception) 274

インコヒーレント散乱 (IS) レーダー 2

インコヒーレント積分 183, 280

インパルス列 (impulse-train) 117

ウィーナー・ヒンチンの定理 (Wiener-Khinchine’s

theorem) 109, 421

ウィンドプロファイラー (Wind Profiler)

336

右旋円偏波 (right-hand circular polar-

ization) 13, 164

宇宙背景雑音 (cosmic noise) 93, 94

運動量フラックス 192, 194, 396, 401

A/D変換 (analog-to-digital conversion)

273, 276, 285, 286

エコー強度 33, 112

SI単位系 (Systèm International d’ Unités)

7

SAD (空間アンテナドリフト) 法 190

SDI 法 214, 215, 218, 410

ST レーダー 3, 323

H 面 12

エネルギー消散率 (energy dissipation rate)

195, 201

FSA 法 190, 192

FM-CW (周波数変調)レーダー 227, 228,

229, 230, 370, 415

FCA 法 190

FDI 法 218, 411

MST レーダー 3, 323, 326

M 曲線 (M curve) 26

M 単位 (M unit) 26

MUレーダー (Middle and Upper atmo-

sphere radar) 324, 326, 327, 328,

329, 331

エリアジング 182

円形アレーアンテナ 250

円形開口アンテナ 237

鉛直渦拡散係数 (vertical eddy diffusiv-

ity) 195, 202, 403

鉛直波数スペクトル 398, 400

遠方界 (Fraunhofer region, far-field re-

gion) 236

欧州科学技術研究協力計画 (COST) 338

オフセットカセグレンアンテナ 241

音圧 207

温位 (potential temperature) 202, 212

温帯低気圧 346, 348

温暖前線降雨帯 (warm front rain band)

348

音波強度 (acoustic intensity) 207

解析体積 73
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回転 (rotation) 8

外部電界 40

外来雑音 93, 94

改良 MEM 法 128

ガウスの法則 (Gauss’s law) 7, 15

ガウス分布 (Gaussian distribution) 103,

125, 129

可換 (commutative) 107

可逆 (reciprocal) 165

可逆定理 (reciprocity theorem) 165

角周波数 10

確率密度関数 104, 105

確率密度分布 103, 104

ガストフロント (gust front;突風前線) 304

カセグレンアンテナ (Cassegrain antenna)

241

下部対流圏レーダー (LTR) 323, 341, 343,

405

仮温度 (virtual temperature) 206

簡易 VAD 法 187

干渉計映像法 (interferometric imaging

techniques) 221

慣性小領域 (inertial subrange) 60, 200

慣性振動数 52, 396

完全ガンマ関数 (complete gamma func-

tion) 145

乾燥断熱減率 (dry adiabatic lapse rate)

212

観測範囲 71

寒冷渦 (cold vortex) 382, 383, 384

寒冷前線降雨帯 (cold frontal-narrow rain

band) 348

気温減率 30

疑似バーカー符号 (pseudo-Barker code)

270

気象資料自動編集中継装置 (C-ADESS)

300

気象資料伝送網 (L-ADESS) 300

気象レーダー (meteorological radar, weather

radar) 1, 2, 231

期待値 (expectation，expected value) 103

キャリア周波数 (carrier frequency) 68,

100, 102, 116

吸収断面積 (absorption cross section) 46

球面大気 27

境界層レーダー (BLレーダー) 3, 323, 339,

405

協定世界時 (UTC) 356

共分散 177

共分散行列 165

局部発振器 68

局部発振周波数 (local frequency) 68

距離分解能 32

霧 374

近傍界 (near-field region) 236

空間アンテナ (SA) 法 188

空港気象ドップラーレーダー 303, 304,

306, 367

空電雑音 (atmospheric noise) 93

屈折 15

屈折率 (refractive index) 16, 25, 27, 28,

206

屈折率勾配 (vertical gradient of refrac-

tive index) 62, 212, 213

屈折率の揺らぎ 54, 57, 58, 59, 60

雲霧観測レーダー 313, 314, 315

雲の減衰係数 158

雲物理学的リトリーバル (microphysical

retrieval) 376

雲水量 (cloud water content) 148, 149,

150, 175

クライストロン (klystron) 68, 257

グランドクラッター (ground clutter) 89,

278, 282, 283

グリニッジ標準時 (GMT) 356, 415

グレーティングローブ (grating lobe) 245,

246

ケイポン映像フィルター 222
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ケイポン法 (Capon based imaging) 222,

223, 224, 225, 411, 413, 414

欠偶領域 (truncated range) 270, 272, 437,

441

ケルビン・ヘルムホルツ不安定 (Kelvin-

Helmholtz instability) 370, 395

検出能 (detectability) 181, 184

減衰係数 156, 157, 159

減衰率 155, 158

光学領域 (optical region) 37

航空機エコー 284

高周波 (radio frequency) 68

降水雲 390

降水強度 (rainfall rate) 149, 151, 152,

160, 174

降水の減衰係数 158, 160

構成方程式 (material equations) 8

高速フーリエ変換 (FFT) 118, 288, 293,

425

後方散乱行列 (backscattering matrix) 163

後方散乱断面積 (backscattering cross sec-

tion) 49, 59

後面降雨帯 (post frontal rain band) 348

国際電気通信連合 (ITU) 5, 156, 322

国際無線通信諮問委員会 (CCIR) 157

CO-CO (coaxial colinear) アレーアンテ

ナ 324, 325

コヒーレンス (coherence) 219, 222

コヒーレント積分 (coherent integration)

132, 182, 279

コヒーレントドップラーライダー (CDL)

6

コヒーレント発振器 (coherent oscillator)

68

コヒーレントパルスレーダー (coherent

pulse radar) 68, 227

コヒーレントレーダー 67

COPLAN 方式 81, 84, 85, 86

固有インピーダンス (intrinsic impedance)

11, 20

固有角周波数 (intrinsic angular frequency)

397

コリオリの力 (Coriolis force) 52

孤立型標的 (isolated scatterer) 34

コルモゴロフ (Kolmogoroff) 定数 201

混合比 (mixing ratio) 213

最小二乗法 (least squares estimates) 75,

154, 187

最大エントロピー法 (MEM) 127, 281

最大距離 32

砕波 395

最尤 (ゆう) 法 (MLM) 281

左旋円偏波 (left-hand circular polariza-

tion) 13, 164

雑音温度 (noise temperature) 90, 91, 93,

95

雑音指数 (noise figure) 92, 93, 95

雑音電力 90, 91, 92, 96, 133

三角配列 248

3 次元エネルギースペクトル 57, 59

酸素の減衰係数 156, 157

サンプリング定理 (sampling theorem)

70, 116, 293

散乱層の映像化 411

散乱体積 (scattering volume) 35, 43, 53

散乱電界 (scattered field) 39

散乱電力 40

散乱パラメータ 164

散乱ベクトル振幅 (far-field vector scat-

tering amplitude) 39

シークラッター (sea clutter) 233

GPS (global positioning system)ゾンデ

213, 380, 381

CP-3 レーダー 367

磁界強度 (magnetic field strength) 7

時間平均受信電力 184

時間平均送信電力 255

時間変動ブロードニング 199

軸比 (axis ratio) 170, 171, 172
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自己共分散 (autocovariance) 123, 124,

125, 136, 315

自己相関関数 (autocorrelation function)

99, 105, 123

事後統計的走査 (PSS) 法 220

事後ビーム走査 (PBS) 法 220

磁束密度 (magnetic flux density) 7

シヤー (shear) 129

シヤー不安定 198

シヤーブロードニング 197

ジャイロクライストロン (gyroklystron)

258

ジャイロトロン (gyrotron) 258

周囲温度 92

修正 M-P 分布 (modified M-P distribu-

tion) 160

修正ガンマ分布 (modified gamma distri-

bution) 144, 149

修正屈折指数 (refractive modulus) 26

修正屈折率 (modified refractive index)

26

修正風速成分 (modified wind components)

75

周波数エリアジング (frequency aliasing)

70

周波数幅 113, 124, 423

周波数変調方式 265

周波数変調レーダー 227

主ローブ (main lobe) 236

シュワルツの不等式 (Schwarz’s inequal-

ity) 98

シングルスーパーへテロダイン方式 275

信号対雑音比 (signal-to-noise ratio) 96

水蒸気の減衰係数 156, 157

水蒸気量の推定 408

垂直偏波 (vertical polarization) 12, 163

水滴の減衰係数 158

水平相関距離 52, 63

水平風速 77

水平風の発散 77

水平風の変形 77

水平偏波 (horizontal polarization) 12, 163

スウジイ (SOUSY) レーダー 254

スーパーヘテロダイン方式 (superhetero-

dyne principle) 274

スカラーポテンシャル 17

スケールハイト (scale height) 30, 395

スコールライン (squall line) 350, 351,

352, 353

スネルの法則 (Snell’s law) 16, 27

スパノ (Spano) 符号 270, 272, 435

スペクトル解析 (spectral analysis) 105,

123, 124, 135, 136

正規分布 103

整合フィルター (matched filter) 90, 97,

98, 99, 275

成層圏 (stratosphere) 23

成層圏界面 (stratopause) 24, 25

静電磁界 (static field) 20

晴天大気乱流 (CAT) 3, 369

正方配列 248

赤道大気レーダー (EAR) 252, 332, 333,

334

セクター (SECTOR) 走査 234

絶対利得 237

全球降水観測 (GPM) 計画 320

全球通信システム (GTS) 336

前駆寒冷前線降雨帯 (cold frontal-wide

rain band) 348

線形風速場 72

全降水粒子数 148

全散乱断面積 (total scattering cross sec-

tion) 46

線状標的 64

全断面積 (total cross section) 46, 156,

158

相関関数 (correlation function) 105

相関係数 (correlation coefficient) 130, 134,

136
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相関時間 (correlation time) 130

双極子モーメント (dipole moment) 39

相互相関関数 (cross-correlation function)

99, 105

捜索レーダー (search radar) 33

送受信モジュール 263, 327, 330, 331, 333,

334, 335

層状雲 391, 392

層状性降雨 (stratiform rain) 151

送信デューティ比 (duty ratio) 255

相対屈折率 (relative refractive index) 16

相対利得 237

相当温位 383

相補系列符号 (complementary code) 267,

269

側方散乱 (obliquely scatter) 80

素子アンテナ 243, 244, 245, 246, 247,

248, 249, 251

ソフトターゲット (soft target) 34

大気吸収雑音 93

大気境界層 (boundary layer) 23, 405

(大気) 重力波 192, 395, 396, 397

大気の鉛直構造 23, 24

大気の減衰係数 156

大気密度 146

大気レーダー (atmospheric radar) 1, 2,

231

耐電力 262

ダイナミックレンジ 285

台風 360, 362, 363, 385, 386

太平洋横断レーダーネットワーク (TPPN)

326

対流雲 391

対流圏 (troposphere) 23

対流圏界面 (tropopause) 23

対流不安定 198

ダウンバースト (downburst) 303, 364,

365

楕円偏波 (elliptical polarization) 12

多次エコー (multiple echo) 33

畳み込み積分 (convolution integral) 107

竜巻 356, 357, 358

多ビーム観測 409

ダブルスーパーへテロダイン方式 (double

superheterodyne principle) 275

ダブルパルス送信 261

単位インパルス 117

暖域降雨帯 (warm sector rain band) 348

単位距離当たりの全減衰量 156

遅延ポテンシャル 19

地球の半径 28

地形反射信号 (ground clutter) 89, 278

地衡流調節 404

地衡流平衡 404

中間圏 (mesosphere) 24

中間圏界面 (mesopause) 24

中間周波数 (intermediate frequency) 68

中心極限定理 (the central limit theorem)

103

中性大気 25

中層大気 24

重畳積分 (convolution integral) 107

直線アレーアンテナ (linear array antenna)

243, 244, 245, 246

直線偏波 (linear polarization) 12

直線偏波抑圧比 (linear depolarization ra-

tio) 167

チルボルトン (Chilbolton) レーダー 358

定圧比熱 212

DBS 法 410

T レーダー 323

低雑音増幅器 (low noise amplifier) 90,

273

低層ウィンドシヤー (low level wind shear)

365

テイラー展開 (Taylor series expansion)

124, 126, 133

テープリッツ (Toeplitz) 行列式 128

適応型フィルターバンク法 223
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デジタル IQ 検波方式 276

デジタル位相参照方式 260

デュアルドップラー (dual-Doppler) 法 81

デルタ関数 (Delta function) 117

電界強度 (electric field strength) 7

電束密度 (electric flux density) 7

天頂角依存性 (aspect sensitivity) 63

電波経路 29

電波充満の度合い 54

電波長 (radioelectric size) 37, 48

伝搬位相差変化率 (specific differential phase)

168

伝搬定数 (propagation constant) 10

電離大気 25

電流密度 (electric current density) 7

電力半値幅 237

等価雑音温度 91, 92, 95

同期位相検波 100

同期位相検波器 (synchronous detector)

100

同次ベクトル波動方程式 (homogeneous

vector wave equation) 10

透磁率 (permeability) 8

導電率 (electric conductivity) 8

動粘性係数 201

等方性 9

等方性散乱 63

独立サンプル時間 (independent sample

time) 130

独立したサンプル数 131, 134

独立走査方式 81, 82

ドップラー角周波数 (Doppler angular fre-

quency) 67

ドップラー周波数 (Doppler frequency)

68, 230

ドップラー速度 (Doppler velocity) 67

(ドップラー)速度幅 (Doppler velocity spec-

trum width) 124, 134

ドップラービーム走査 (DBS)法 185, 186,

410, 411

ドップラーレーダー (Doppler radar) 67

トルネード (tornado) 356

ナイキスト周波数 (Nyquist frequency)

118, 123

ナイキスト数 (Nyquist number) 70

ナイキスト速度 (Nyquist velocity) 70, 71,

124, 261

ナイキスト幅 70, 134, 136, 137, 138

2 次エコー (secondary echo) 33, 281

2 次曲面 (Q-surface) 416

2次元音波レイトレーシング (ray-tracing

of acoustic wave fronts) 211

二重偏波 161

二重偏波レーダー 162, 167, 170

熱圏 (thermosphere) 24

熱帯降雨観測 (TRMM) 衛星 318

熱力学的リトリーバル (thermodynamic

retrieval) 376

粘性小領域 (viscous subrange) 200

ノンコヒーレントパルスレーダー (nonco-

herent pulse radar) 228, 298, 299

バーカー符号 (Barker code) 267, 270

パーセバルの定理 (Parseval’s theorem)

106

ハードターゲット (hard target) 34

バイスタティックレーダー (bistatic radar)

79

バイポーラ受信機 100

白色雑音 (white noise) 90

波数 (wave number) 10

バタフライ演算 289

発散 (divergence) 8, 72, 77

波動インピーダンス (wave impedance)

11

ハニング窓 290

ハミング窓 291

パラボラアンテナ 239, 240, 241
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ハリケーン 362

パルス圧縮 (pulse compression) 228, 264,

265, 266, 270

パルス繰り返し時間 (pulse repetition time)

32, 69

パルス繰り返し周波数 (pulse repetition

frequency) 70

パルスチェイス方式 80

パルスレーダー 31, 227, 231

パワースペクトル (power spectral den-

sity) 90, 111

反射 15

反射鏡 (reflector) 239

反射係数 62

バンド幅 90, 96

BL レーダー (BLR) 3, 323, 339

ビート周波数 (beat frequency) 228

ビーム幅 (beam width) 233, 237

ビームブロードニング 196

ヒカマルカ (Jicamarca) レーダー 323

非欠偶領域 (untruncated range) 270, 272,

441

微小ダイポール 19, 20, 21, 22

非弾性系の連続の式 83, 86

非等方性散乱 63

比誘電率 171

ひょう (hail storm) 359

標準気象レーダー 297, 298, 299

標準大気 (CIRA 1986) 401

氷晶雲 371

品質管理 416

ファラデーの法則 (Faraday law) 7

フィッティング 125, 126

フィッティング法 138

フーリエ映像フィルター 221

フーリエ逆変換 (inverse Fourier trans-

form) 98, 106

フーリエ変換 (Fourier transform) 106

フーリエ法 (Fourier based imaging) 221,

411, 414

フェーズドアレーアンテナ (phased array

antenna) 243, 251

復号 436, 437, 438

複素屈折率 (complex index of refraction)

47

複素透磁率 47

複素ポインティングベクトル (complex Poynt-

ing vector) 21

複素誘電率 47, 49

符号サイドローブ (code sidelobe) 266

符号変調方式 266

ブライトバンド (bright band) 346, 352,

390

ブラッグ散乱 (Bragg scattering) 51

ブラッグ条件 (Bragg condition) 208

フラックス・リチャードソン数 (flux Richard-

son number) 202

ブラッグ波数 201

ブラックマン窓 291

ブラント・バイサラ振動数 52, 198, 212,

396, 400, 402

浮力小領域 (buoyancy subrange) 200

浮力 (buoyancy) スケール 200

フレネル散乱 (Fresnel scatter) 53

フレネル反射 (Fresnel reflection) 52, 66

フレネル領域 (Fresnel region) 236

ブロードサイド方向 (broadside direction)

244

分散関係式 (dispersion equation) 396

分反射 (partial reflection) 51, 52, 62,

141, 204

分反射係数 204

分反射性散乱 53

分反射の反射係数 62

平均軸比 (mass-weighted mean axis ra-

tio) 173

平均ドップラー周波数 112, 114, 123, 124,

422
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平均ドップラー速度 113, 123, 124

平均ドップラー速度の分散 136

平均ペリオドグラム 111

米国標準大気 (US standard atmosphere,

1962) 27, 29

平面アレーアンテナ 247

平面波 (plane wave) 10

ベクトル波動方程式 (vector wave equa-

tion) 9

ベクトルポテンシャル 17

ペリオドグラム (periodogram) 110, 111,

121, 123

ヘルムホルツ方程式 (Helmholtz equations)

10

変形 72, 77

偏波 (polarization) 11

偏波間位相差 (differential phase) 168

偏波間相関係数 (correlation coefficient

at zero lag) 167

偏波パラメータ 165, 170

偏波面 (plane of polarization) 11

扁平率 171

方形導波管の耐電力 262

方形窓 290

放射 17

放射抵抗 (radiation resistance) 21

放射電磁界 (radiation field) 19, 21

放射パターン (antenna radiation pattern)

243, 244, 245

包絡線検波 100

ポーカーフラット (Poker Flat) レーダー

325

ホドグラフ (hodograph) 解析 397

ボルツマン定数 (Boltzmann’s constant)

90

Marshall-Palmer (M-P) 分布 145

マイクロバースト (microburst) 304, 365,

366, 367

マクスウェルの方程式 (Maxwell’s equa-

tions) 7

マグネトロン (magnetron) 259

マクローリン (Maclaurin) 展開 424

窓関数 290, 291

マルチパラメータ (multi-parameter)レー

ダー 311, 316

ミー係数 (Mie coefficient) 47, 48

ミー公式 (Mie formulas) 46, 47

ミー散乱 (Mie scattering) 2

ミー領域 (Mie region) 37

ミュージック (MUSIC) 法 223

無変調レーダー 227

メソ α スケール低気圧 387, 388, 389

メソ γ スケール対流雲 387, 388

メソ数値予報モデル (MSM) 415

メソスケールの対流システム 346

メソ β スケール対流雲 387

モーメント法 138

モノスタティックレーダー (monostatic radar)

78, 165

融解層 345, 346, 390, 391, 392

有限散乱体積効果 139

有効開口面積 22, 35, 53, 237

誘電定数 (dielectric constant) 44, 47

誘電分極 (dielectric polarization) 39

誘電率 (permittivity) 8

誘電率の揺らぎの空間スペクトル密度 58,

59

誘導電磁界 (induction field) 20

雪雲 (snow band) 373

雷雲 355

ライダー (lidar) 6

ラグランジェ (Lagrange) の未定係数法

223

ラジオゾンデ 379
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RASS 観測 407

RASS 法のレーダー方程式 208, 431

落下速度 82, 145, 146

乱層雲 (nimbostratus) 372

乱渦 181

乱流 402

乱流構造定数 (structure constant for the

refractive index) 60, 202

離散自己相関関数 (discrete autocorrela-

tion function) 120

離散パワースペクトル (discrete power

spectrum) 121

離散フーリエ逆変換 (IDFT) 120, 288

離散フーリエ変換 (DFT) 118, 119, 288,

425

離散分布型標的 (discretely distributed

scatterers) 34, 42, 54

リチャードソン数 (Richardson number)

198, 395

利得 (gain) 22

リトリーバル (retrieval) 法 376, 377

粒径分布 (drop size distribution) 44, 143,

144, 145, 149, 393

粒径分布の高次モーメント 145, 147, 150

粒径分布の中央値 (median volume diam-

eter) 148

粒径分布の中心値 (mass weighted drop

diameter) 148

流星飛跡 (meteor trail) 64, 65

流星レーダー (meteor radar) 66

量子化雑音 286

臨界層 397, 399

レイノルズ数 (Reynolds number) 201

Rayleigh-Gunn の理論 171

レイリー近似 (Rayleigh approximation)

44, 46, 49

レイリー散乱 (Rayleigh scattering) 2

レイリー分布 (Rayleigh distrubution) 104

レイリー領域 (Rayleigh region) 37

レーウィンゾンデ (rawinsonde) 379

レーダーアメダス解析雨量 302

レーダー雨量計 302

レーダー映像法 (radar imaging techniques)

221, 411

レーダーエコーデジタル化装置 (REDIS)

299, 300, 301

レーダー干渉計 (radar interferometry)法

214

レーダー断面積 (radar cross section) 36,

45

レーダーの周波数帯 5

レーダー反射因子 (radar reflectivity fac-

tor) 44, 45, 133, 146, 151, 152

レーダー反射因子差 (differential reflec-

tivity) 166, 177

レーダー反射率 (radar reflectivity) 42,

45, 59, 61

レーダービーム幅内到来角 220

レーダー方程式 (radar equation) 36, 44,

51, 54, 62, 185

レドーム (radome) 242

レンジサイドローブ (range sidelobe) 270

連続分布型標的 (continuously distributed

scatterers) 34

ローター (rotor) 388

惑星境界層 (planetary boundary layer)

405

渡り鳥 284

渡り鳥エコー 285
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